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様式２－１－１ 年度評価 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人海洋研究開発機構 

評価対象事業年

度 

年度評価 平成 27 年度（第 3期） 

中長期目標期間 平成 26～30 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究開発局 担当課，責任者 海洋地球課，林孝浩 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課，責任者 企画評価課，村上尚久 

 

３．評価の実施に関する事項 
 

平成 27 年度の評価に当たっては、文部科学省国立研究開発法人審議会海洋研究開発機構部会（以下「部会」という。）を４回開催し、以下の手続き等を実施した。 

 

平成 28 年 4 月 21 日 部会（第４回）を開催し、平成 27 年度実績評価の進め方及び評価軸を審議し、委員から評価軸に対する意見を聴取した。 

平成 28 年 6 月 29 日 部会（第５回）を開催し、国立研究開発法人海洋研究開発機構（以下「機構」という。）による自己評価の結果について、理事長、理事からのヒアリングを実施するとともに、委員から

の意見を聴取した。 

平成 28 年 7 月 5 日 部会（第６回）を開催し、機構による自己評価の結果について追加ヒアリングを実施するとともに、委員からの意見を聴取した。 

平成 28 年 7 月 25 日 部会（第７回）を開催し、主務大臣の評価書（案）に対し、委員から科学的知見等に即した助言を受けた。 

 

平成 28 年 8 月 2 日 文部科学省国立研究開発法人審議会（第６回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 

 

  



3 
 

様式２－１－２ 年度評価 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定※１ 

（Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ） 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

Ｂ Ｂ    

評定に至った理由 

地震・津波観測監視システム（DONET）の構築完了による防災・減災対策への貢献、「ちきゅう」での掘削試料の分析よる世界初の海底下深部生命圏の限界域への到達や「ゆっくり

地震」の再現、インド政府からの依頼に基づくメタンハイドレート掘削調査の実施等、特筆すべき顕著な成果が得られている。 

一方で、項目別評定の多くの項目において、平成 27 年度計画を着実に実施し中期目標及び中期計画における所期の目標の達成が認められるとしてＢ評定を付しているのに加え、国

家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発（以下「課題達成型の研究開発」という。）の中には、中期目標上のアウトカム創出へ向けての取組を更に強化していくこと

が必要なものもある。 

これらの事情を総合的に勘案した結果、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」に基づき、総合評定をＢとした。 

 

２．法人全体に対する評価 

○機構は、海洋立国日本における海洋科学技術分野の総合的・中核的な研究機関として、課題達成型の研究開発を戦略的に実施してきており、平成27年度においては、 

  ① 世界最大規模の詳細かつ最高精度の地震・津波観測監視システム（DONET）の構築完了による、我が国の防災・減災政策への貢献 

  ② 「ちきゅう」での掘削試料の分析による、世界で初めての海底下深部生命圏の限界域への到達及び「ゆっくり地震」の再現 

  ③ インド政府等外国政府からの依頼に基づく国際連携プロジェクトの実施、Ｇ７伊勢志摩サミット首脳宣言（H28.5）における海洋観測強化の明記に向けた専門的・実務的見地からの国際的議論のリード 

 など、顕著な成果が得られている。 

○また、運営費交付金が削減される中で業務の効率的な運営と外部資金の獲得に努めるとともに、理事長のリーダーシップの下、研究・開発分野の各プロジェクトを着実に実施し、TOP10％論文の割合が12％

を超えるなど質の高い論文を輩出しているのみならず、従来の研究機関間連携とは一線を画する国際連携プロジェクトを成功に導くなど、機構及び我が国の国際的プレゼンスの向上にも大きく貢献してい

る。 

○一方、機構の実施する課題達成型の研究開発の評価に当たっては、個別成果の科学的意義のみならず、実施した業務や得られた成果の中期目標に定めるアウトプット・アウトカムへの貢献度合い又は中期

計画の進捗の加速度合いをも判断する必要がある。平成27年度評価においては、この観点からの評価を行うべく「中期目標達成に向けたフローチャート」の導入を試みたものの、効果的な活用にまでは至

らなかった。次年度以降は、機構における自己評価の段階から、当該フローチャート等を利活用して、機構が中期目標の達成に向けてどのように取り組んできたのか、その効果・達成度はどうなっている

のかを明確にしていくことが望まれる。 

○また、機構が、海洋科学技術分野における我が国の中核的な研究機関として産学官連携や国際連携を一層推進することにより、国内外の優秀な人材を惹きつけ、産学官の人材の糾合と技術の統合の場とし

て発展するとともに、世界に開かれた頭脳循環拠点となるよう期待する。 
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３．項目別評価の主な課題，改善事項等 

〔項目Ⅰ－１ 国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進 について〕 

○課題達成型の研究開発の推進について定める本項目については、主として、機構が中期目標の達成に向けて何をどのように取り組み、これにより如何なる成果・アウトプットが得られ、当該アウトプット

がアウトカム創出へどの程度貢献したのかを評価する必要がある。このため、次年度以降の評価では機構による自己評価の段階から、平成 27 年度評価において導入した「中期目標達成に向けたフローチャ

ート」を活用し、実施した業務、得られた成果、アウトプット・アウトカムへの貢献等をフローチャート上に位置付けるなどにより、機構が中期目標達成に向けてどのように取り組んできたかを明確にし

ていくことを求める。 

○また、評価に際してロードマップを明確にしたことは評価できるが、その活用方法に課題がある。予算等の境界条件の中ですべてを予定通りに実施すれば良いというものではなく、どの項目を加速し、ど

の項目を少し抑えて、中期目標・中期計画の達成に向け全体として研究開発成果の最大化を目指したかという観点から、ロードマップの効果的な活用を求める。 

○個々の研究成果をみると科学的意義の高い特筆すべきものもあるが、中には、中期目標上のアウトプット・アウトカムにどのように貢献しているのか、取組がどのように進捗しているのか、明確になって

いないものもある。例えば、（１）海底資源研究開発の項目では、中期目標上のアウトカム創出へ向けての取組を更に強化することが必要であり、（４）海洋生命理工学研究開発の項目では、深海生物等の

もつ有用な機能を具体的にどのようにイノベーション創出につなげていくのかがロードマップで示されておらず、業務の進め方に一層の工夫や改善を期待する。さらに、（５）③研究基盤の構築の項目では、

課題達成型の研究開発におけるニーズ等を踏まえ、いつまでに、スペック等も含めどのような技術を開発し、どのように活用するのかを明確にした上で業務を実施するよう求める。 

○課題達成型の研究開発といっても基礎研究を否定するものではない。研究者の士気を維持・向上しつつ、現場（若手研究者等）の行う基礎研究と中期目標や中期計画との整合性をとり、全体として研究成

果の最大化を目指すような研究機関としてのマネジメントを強く望む。 
 
〔項目Ⅰ－２ ～ Ⅰ－５ について〕 

○本項目についても、中期目標のアウトカムやアウトプットへの貢献度合い又は中期計画の進捗の加速度合いにより評価するが、これらの項目は開発・運用部門及び経営管理部門の活動に関するものである

ことから、評価に当たってはそれらの部門が工夫し、活動したことがどのように成果に結びついたのかを明示することが必要となる。 

○特に、本項目では中期目標・中期計画が簡潔なものとなっていることもあり、アウトカムとして具体的に何を目指しているのかを、改めて明確にしていくことが求められる。その上で、実施した取組だけ

でなく、その取組が求められているアウトカムに対しどのような効果をもたらしたかについて、できるだけ指標を設定し、他法人・大学等との比較や指標の年次変化などにより、機構の取組を客観的に評

価していくことが必要である。 

○例えば、運営費交付金の漸減が続く中で観測船等の高効率な運用・共用をいかに図っていくのかの具体的ビジョンの策定、広報活動や研究成果の発信方法についてのアウトカムレベルでの目標設定と具体

的アクションのロードマップの設定、人材育成と資質向上に向けた戦略とロードマップの策定など、具体的・客観的な取組を求める。 

○なお、これらの項目については、第５期科学技術基本計画が示すシステム改革に関する方向性にも留意する必要がある。 
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４．その他事項 

国立研究開発法人審議

会の主な意見 

〔全体の評定について〕 

○機構が実施する課題達成型の研究開発では、主として、中期目標のアウトカムやアウトプットへの貢献度合い又は中期計画の進捗の加速度合いにより評価し、当初の目標・計画か

ら予想していなかった科学的な成果については、その成果の今後の発展に関し、中期目標が目指す方向性との関係、あるいは新しい分野・領域を切り拓くようなものであるかどう

かなどの観点を踏まえて判断する。この観点からすると、研究開発課題の中には顕著な成果の得られているものが複数存在するものの、アウトカム創出への道筋が具体化されてい

ないなど目標達成への貢献度合いや計画進捗の加速度合いが明確には示されていないものも多く存在する。開発・運用部門及び経営管理部門の業務も含めて全体を総合的に考察す

ると、自己評価ではＡとされていたが、Ｂと評定するのが妥当である。 
 
〔成果について〕 

○専門性の高い広範囲な領域を対象とされており、さまざまな分野で高いレベルの顕著な研究成果が創出されていると認められる。 

○機構自体の成果だけでなく、他機関との連携や役割分担、国際深海科学掘削計画（IODP）のように世界を先導している取組の説明もあり、さらには、IPCC のように、単独の研究機

関としては論文引用数が世界トップであるが我が国全体としてどういった提言ができたかという貢献度合いを高めることが重要との問題意識を自ら提示された点は評価できる。 

○機構のみならず国全体としての成果の最大化に向けてどのような目標設定が必要かという視点は、引き続き明確にされるべきである。 

○中長期の課題に継続的に取り組む機構の評価に当たっては、当該年度のアウトプットのみならず、アウトカムとの関連での評価（達成度や達成スピード等）が重要である。 

○Ａ又はＳ相当の顕著な成果を強調して行った自己評価のプレゼンは分かりやすい部分もあったが、一方で、成果を強調するあまり、業務展開における課題の提示が不十分なところ

もあった。 
 
〔長のマネジメントについて〕 

○財政的に厳しい環境の中で、研究・開発の各プロジェクトを成功に導き、国際連携の推進及びマネジメントのやり方等を工夫するなど、前向きなリーダーシップを発揮しており、

高く評価できる。 

○専門性の高い広範囲な領域を対象とする研究機関であり、項目別自己評価にメリハリをつけることの困難さは十分に理解できるが、研究者のモチベーション維持に考慮しつつも、

必ずしも横並びでない評価の方法を検討すべきではないか。 

監事の主な意見 特になし。 

※１ Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，適正，効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，適正，効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ，着実な業務運営がなされている。  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」又は「適正，効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫，改善等が期待される。

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」又は「適正，効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫，改善等を求める。 
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様式２－１－３ 年度評価 項目別評定総括表様式 

中長期目標（中長期計画） 年度評価※ 
項目別

調書№ 
備考 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価※ 
項目別

調書№ 
備考  H26 年

度 

H27 年

度 

H28 年

度 

H29 年

度 

H30 年

度 

  H26 年

度 

H27 年

度 

H28 年

度 

H29 年

度 

H30 年

度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  

 
海底資源研究開発 Ｂ Ｂ    

Ⅰ－１

－(1) 
 

  内部統制及びガバナンスの強

化 
Ｂ Ｂ 

   Ⅱ－１

－(1) 

 

海洋・地球環境変動研究開発 Ｂ Ａ    
Ⅰ－１

－(2) 
 

  
合理的・効率的な資源配分 Ｂ Ｂ 

   Ⅱ－１

－(2) 

 

海域地震発生帯研究開発 Ｂ Ａ    
Ⅰ－１

－(3) 
 

  
評価の実施 Ｂ Ｂ 

   Ⅱ－１

－(3) 

 

海洋生命理工学研究開発 Ｂ Ｂ    
Ⅰ－１

－(4) 
 

  
情報セキュリティ対策の推進 Ｂ Ｂ 

   Ⅱ－１

－(4) 

 

先端的掘削技術を活用した

総合海洋掘削科学の推進 
Ｂ Ａ    

Ⅰ－１

－ (5) 

－① 

 

  

情報公開及び個人情報保護 Ｂ Ｂ 

   
Ⅱ－１

－(5) 

 

 
先端的融合情報科学の研究

開発 
Ｂ Ａ    

Ⅰ－１

－ (5) 

－② 

 

  

業務の安全の確保 Ｂ Ｂ 

   
Ⅱ－１

－(6) 

 

海洋フロンティアを切り拓

く研究基盤の構築 
Ｂ Ｂ    

Ⅰ－１

－ (5) 

－③ 

 

  

業務の合理化・効率化 Ｂ Ｂ 

   
Ⅱ－２

－(1) 

 

船舶・深海調査システム等 Ｂ Ｂ    
Ⅰ－２

－(1) 
 

  
給与水準の適正化 Ｂ Ｂ 

   Ⅱ－２

－(2) 

 

「地球シミュレータ」 Ａ Ｂ    
Ⅰ－２

－(2) 
 

  
事務事業の見直し等 Ｂ Ｂ 

   Ⅱ－２

－(3) 

 

契約の適正化 Ｂ Ｂ 
   Ⅱ－２

－(4) 

 

 

その他施設設備の運用 Ｂ Ｂ    

Ⅰ－２

－(3) 

 

 

          

 データ及びサンプルの提

供・利用促進 
Ｂ Ｂ    

Ⅰ－３

－(1) 
 

 
Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 

普及広報活動 Ｂ Ａ    
Ⅰ－３

－(2) 
 

  予算（人件費の見積もり等を

含む。），収支計画および資金

計画 

Ｂ Ｂ    Ⅲ 

 

成果の情報発信 Ｂ Ｂ    
Ⅰ－３

－(3) 
 

  
短期借入金の限度額 ─ ─    Ⅳ 

 

国際連携，プロジェクトの推

進 
Ｂ Ａ    

Ⅰ－４

－(1) 
 

  重要な財産の処分または担保

の計画 
─ Ｂ    Ⅴ 
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人材育成と資質の向上 Ｂ Ｂ    
Ⅰ－４

－(2) 
 

  
剰余金の使途 ─ ─    Ⅵ 

 

 共同研究及び機関連携によ

る研究協力 
Ｂ Ｂ    

Ⅰ－５

－(1) 
 

          

 研究開発成果の権利化及び

適切な管理 
Ｂ Ｂ    

Ⅰ－５

－(2) 
 

 
Ⅳ．その他の事項 

 研究開発成果の実用化及び

事業化 
Ｂ Ｂ    

Ⅰ－５

－(3) 
 

  
施設・設備等に関する計画 Ｂ Ｂ    Ⅶ－１  

外部資金による研究の推進 Ｂ Ｂ    
Ⅰ－５

－(4) 
 

  
人事に関する計画 Ｂ Ｂ    Ⅶ－２  

          中期目標期間を超える債務負

担 
─ ─    Ⅶ－３  

          積立金の使途 ─ ─    Ⅶ－４  

                   

※平成２５年度評価までの評定は，「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また，平成２６年度以降の評定は，「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず，法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り，または中期計画を上回って履行し，中期目標に向かって順調に，または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべ

き中期計画の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが，工夫や努力によって，中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成

度が７０％以上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており，中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず，業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を

付す。） 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，適正，効果的かつ効率的な業務運営の

下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，適正，効果的かつ効率的な業務運営の

下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」に向けて成

果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ，着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」又は「適正，

効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫，改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」又は「適正，

効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫，改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度

計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上

とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣

が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(1) 海底資源研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0276，0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 93 70                      予算額（千円） 3,549,137 4,332,182    

       決算額（千円） 2,667,565 3,830,799    

       経常費用（千円） 2,442,972 3,219,909    

       経常利益（千円） ▲181 32,238    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
2,639,961 3,171,809    

        従事人員数 126 132    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国の周辺海

域には，海底熱水

鉱床，コバルトリ

ッチクラスト，レ

アアース泥，メタ

ンハイドレート

等の海底資源の

存在が確認され

ているが，これら

の持続的な利活

用に向けて解決

すべき課題が残

されている。 

このため，機構

は，最新の調査・

分析手法を用い

た海洋調査及び

我が国の領海及び排他的経

済水域内に存在が確認され

ている海底資源を利活用す

ることは，我が国の成長，

ひいては人類の持続可能な

発展のために重要である。

機構は海洋基本計画や海洋

エネルギー・鉱物資源開発

計画(平成 25 年 12 月 24 日

総合資源エネルギー調査会

答申)等に掲げる海底資源

の成因解明と時空分布の把

握・予測に資するため，海

底資源形成の過程に関わる

多様な元素，同位体及び化

学種を定量的に把握する。

また，海底資源を地球にお

我が国の領海及び排他的経

済水域内に存在が確認され

ている海底資源を利活用す

ることは，我が国の成長，

ひいては人類の持続可能な

発展のために重要である。

機構は海洋基本計画や海洋

エネルギー・鉱物資源開発

計画(平成 25 年 12 月 24 日

総合資源エネルギー調査会

答申)等に掲げる海底資源

の成因解明と時空分布の把

握・予測に資するため，海

底資源形成の過程に関わる

多様な元素，同位体及び化

学種を定量的に把握する。

また，海底資源を地球にお

【大評価軸】 

・実海域調査への

活用や環境影響

評価手法の確立

を通じて、海底資

源の持続的な利

活用へ貢献した

か 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

のであるか 

・研究開発成果が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

平成 27年度計画は全て達成し

た。その上で、評価軸の観点や

課題解決への貢献を総合的に勘

案した結果、顕著な成果の創出

や、将来的な成果の創出の期待

等が認められるため、Ａ評定と

した。具体的な事例を以下に挙

げる。 

  

○多様な資源探査手法の開発、

応用  

・海底熱水鉱床やレアアース泥

の高速かつ効率的な調査手法

を開発し、成果が現れている。 

・高速網羅的音響探査手法を確

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度には、高速網羅的音

響探査手法を確立して、同手法

開発以前に比べて効率よく熱水

噴出サイトを発見することを可

能としたことは、中期計画に定

める「海底熱水調査手法を平成

27 年度を目途に構築する」との

業務を着実に実施したといえ

る。また、JOGMEC 等他機関でも

活用され、新規の熱水鉱床の発

見に寄与している。 

・一方、本項目の最終的な目標が

産業界での海底資源の利活用で

あることを踏まえると、個別の

成果が目標達成にどのように貢
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

室内実験等を実

施し，海底資源の

形成過程に係る

多様な要素を定

量的に把握し，形

成モデルを構築

するとともに，成

因を解明する。ま

た，海底を広域調

査する研究船，有

人潜水調査船，無

人探査機等のプ

ラットフォーム

及び最先端セン

サ技術を用いた

効率的な調査手

法を確立する。こ

れらの成果を踏

まえ，より広域の

海域において，海

底資源の利活用

に必要となる基

礎データ等を収

集することで，科

学調査を加速す

る。 

さらに，持続的な

海底資源の利活

用を推進する上

で不可欠な環境

影響評価につい

ては，新たな環境

影響評価法の確

立に向けた調査

研究を行う。 

これらの研究開

発を進めるにあ

たっては，他の研

ける物質循環の一部として

捉え，固体地球の最外部で

ある岩石圏，地球の約 7 割

を覆う水圏，大気圏，さら

には生物圏を含む地球表層

での各圏にまたがる物質循

環を網羅的に解析した上

で，その歴史を把握し，海

底資源との関わりについて

総合的に理解を深める。そ

のため，従来着目されてこ

なかった海底資源生成時の

海洋環境を把握し，海底資

源の形成メカニズムを明ら

かにする。併せて，機構の

持つ多様な手法を利用した

総合科学的アプローチによ

り，資源成因論を基盤とし

た効率的調査システムを構

築し，海底資源の利活用に

貢献する。さらに，環境の

現状や生物群集の変動等を

把握することにより，海底

資源開発に必要となる環境

影響評価手法の構築に貢献

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ける物質循環の一部として

捉え，固体地球の最外部で

ある岩石圏，地球の約 7 割

を覆う水圏，大気圏，さら

には生物圏を含む地球表層

での各圏にまたがる物質循

環を網羅的に解析した上

で，その歴史を把握し，海

底資源との関わりについて

総合的に理解を深める。そ

のため，従来着目されてこ

なかった海底資源生成時の

海洋環境を把握し，海底資

源の形成メカニズムを明ら

かにする。併せて，機構の

持つ多様な手法を利用した

総合科学的アプローチによ

り，資源成因論を基盤とし

た効率的調査システムを構

築し，海底資源の利活用に

貢献する。さらに，環境の

現状や生物群集の変動等を

把握することにより，海底

資源開発に必要となる環境

影響評価手法の構築に貢献

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・科学調査が加速

されたか 

・民間企業・産業

界において活用

されたか若しく

はそれにつなが

る可能性がある

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立し、沖縄トラフ南部で新し

い熱水噴出サイトを４カ所発

見したほか、同手法は産業界

でも用いられており、例えば

JOGMEC によって２つの熱水鉱

床の発見が報告されている。 

・また、高感度の水銀センサを

用いた電磁的手法により、従

来法では発見が困難な海底堆

積物に埋もれた非活動性・潜

頭性の熱水鉱床の調査・検出

が期待できる。  

・加えて、レアアース泥の分布

を実際にサンプルを採取する

ことなく推定する手法を開発

した。これはレアアース泥の

成因解明に寄与するだけでな

く、海底の地質構造データか

ら海底資源の開発に有望な範

囲を効率的に絞り込む技術と

して発展することが期待でき

る。 

 

○有用金属元素を高濃度で含む

硫化物チムニーが短期間で成

長  

・地球深部探査船「ちきゅう」

により掘削した人工熱水噴出

孔から、有用金属元素を含む

硫化物チムニーが短期間で成

長することが明らかになっ

た。これを分析することで有

用金属の濃度が非常に高く

（陸上黒鉱鉱床の高品位鉱石

に匹敵するかそれ以上）、鉱石

の初期形成と成熟の過程解明

に大きな進展をもたらすこと

が期待できる。  

献しているのかを明確にする必

要がある。 

・人工熱水噴出孔の観察実験、海

底下深部の微生物を起源とする

メタン生成の確認等の成果につ

いても、その科学的・学術的意

義は評価できるものの、現時点

では海底資源開発への具体的な

貢献が確認できるレベルに達し

ておらず、中期目標上のアウト

カム創出への道筋も明らかにな

っていない。 

・これらの状況を総合的に勘案す

ると、平成 27 年度は着実な業務

運営により計画を達成したとい

えるが、必ずしも「海底資源の

持続的な利活用」への顕著な貢

献が認められるとはいえないた

め、自己評価ではＡとされてい

たが、Ｂと評定する。 

 

＜今後の課題＞ 

・平成 27 年度の成果から、最終目

標である海底資源開発に至る道

筋を、さらに具体化・明確化す

る必要がある。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・昨年度の評価において「海底鉱

物資源開発は、海洋基本計画で

も中心に位置する我が国にとっ

て重要なテーマである。機構の

立ち位置を明確にして開発をリ

ードして欲しい。」と指摘されて

いる。これに関して、革新的な

探査手法の開発など海底資源調

査の推進に資する優れた成果を
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

究開発機関や大

学，民間企業等と

の連携を強化す

るとともに，開発

した技術が速や

かに実海域調査

に活用されるよ

う，民間企業への

技術移転を進め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・また、今後の可能性として、

元素の選択的な沈殿や抽出技

術への応用が認められ、開発

リスクが高いと考えられてき

た海底熱水鉱床開発におい

て、極めて低コスト、低環境

負荷での海底鉱物資源回収の

実現可能性を切り拓いた。  

 

○資源形成メカニズムの解明へ

の貢献  

・拓洋第５海山を対象として、

これまで行われていなかった

3,500～5,500m の広範囲に亘

る系統的な調査を「かいこう

Mk-IV」により実施。これまで

コバルトリッチクラストの現

場観察を系統的に行ったの

は、3,500m が最深であったが、

今回 5,500m の大水深にもコバ

ルトリッチクラストがくまな

く広がっていることを確認し

た。本成果は水深によるクラ

ストの形態・濃集元素の違い

を明らかにしたもので、今後

クラストと海水の相互作用を

把握し、さらに元素が濃集す

るメカニズムの全容を把握す

ることで、微生物とクラスト

の形成開始、成長との関わり

という全く新しい形成モデル

の提案が期待される。 

 

上述の成果を含め、「海底資源

の持続的な利活用へ貢献」の大

評価軸に照らし合わせると、黒

鉱養殖により将来の海底資源回

収にパラダイムシフトをもたら

創出している点で、機構は中核

的研究機関としての重要な役割

を果たしているといえる。一方

で、海底鉱物資源開発に係わる

オールジャパンの体制における

機構の立ち位置は必ずしも明確

ではなく、戦略的イノベーショ

ン創造プログラム（SIP）「次世

代海洋資源調査技術」における

役割も含め、包括的な見直しが

必要である。 

・本項目への投入資金の８割以上

を占める SIP「次世代資源調査

技術」については、機構の中期

目標及びロードマップに照らす

と成果は順調に出ているとの自

己評価であるが、資金提供側の

評価は芳しくなかった。過去の

経緯があるにせよ、相手先の期

待値のマネジメントと成果目標

のベクトル合わせという点で

は、もっとやれることがあった

のではないかと思う。 

・基礎研究から出口（実用化・事

業化）までを見据えた取組を推

進するのが SIP の特長であり、

SIP「次世代海洋資源調査技術」

についても、実施方針に調査技

術の確立に留まらず海洋資源調

査産業の創出を謳っている以

上、その部分が希薄であれば当

該課題に対するマネジメントの

在り様を反省するしかない。機

構としては、平成 27 年度事業に

対する芳しくない評価を踏ま

え、平成 28 年度事業でこのよう

にマネジメントを強化するとい

う方向を SIP の一員として働き
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①海底熱水鉱床の成因解明

とそれに基づく調査手法の

構築 

海底熱水活動の循環システ

ムや規模等を把握すること

により，海底熱水鉱床の成

因，形成プロセス及び特性

の体系的な理解を進める。

また，研究船や自律型無人

探査機（AUV）・遠隔操作無

人探査機（ROV）等を駆使し，

各種調査技術を融合させた

系統的な海底熱水調査手法

を平成 27 年度を目途に構

築する。さらに，人工熱水

噴出孔の幅広い活用による

応用研究を推進する。加え

て，巨大熱水鉱床形成モデ

ルの構築を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①海底熱水鉱床の成因解明

とそれに基づく調査手法の

構築 

海底熱水活動の循環システ

ムや規模等を把握すること

により，海底熱水鉱床の成

因，形成プロセス及び特性

の体系的な理解を進める。

また，研究船や自律型無人

探査機（AUV）・遠隔操作無

人探査機（ROV）等を駆使し，

各種調査技術を融合させた

系統的な海底熱水調査手法

の構築を進める。さらに，

人工熱水噴出孔の幅広い活

用による応用研究を推進す

る。加えて，巨大熱水鉱床

形成モデルの構築を行う。 

平成 27 年度は，広域熱水

探査手法を確立するととも

に、熱水活動に伴う元素の

挙動を明らかにするための

基礎データを取得する。ま

た，熱水域における生物多

様性を明らかにする調査研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①海底熱水鉱床の成因解明とそれ

に基づく調査手法の構築 

平成 27 年度は広域熱水探査手法

を確立し、論文として公表した。熱

水活動に伴う元素の挙動を明らか

にするための分析・解析技術をほぼ

完成させ、基礎データを取得した。

沖縄トラフでの網羅的調査を継続

しつつ、比較一般化のためにインド

洋でも調査を行い、有効性と適用限

界についての知見を蓄積した。これ

により、新しい熱水域の発見（4箇

所）とその熱水化学や微生物生態系

の存在様式に関する詳細なレポー

トを作成した。加えて、中部沖縄ト

ラフ伊平屋伊是名ゾーンで音響に

よる広域プルーム調査を完遂し、活

動頻度情報を得て、系統的な海底熱

水抽出手法を確立し、査読付き国際

誌論文として公表した。 

電気合成生態系の現場実験に基

づき、人工熱水噴出孔での発電シス

テムの基本概念を設計し、要素技術

の現場作動実験を開始した。 

黒鉱鉱床などの硫化物鉱物試料

す可能性のある成果であるとと

もに、様々な資源探査手法が前

倒しで開発・応用され効率的な

探査手法の確立に資するととも

に、一部は実際に産業界におい

ても使用されている例もあるな

ど、2年目でありながら徐々に民

間への技術移転の芽が出始めて

いる。以上により、顕著な成果

の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められていると判断

し、評定をＡとした。  

 

 

 

平成 27年度計画は予定通り進

捗した。 

熱水域での元素挙動理解のた

めに現場計測技術の一つである

高感度の水銀センサの開発に成

功した。この開発は、これまで

実態が明らかではない非活動

性・潜頭性の熱水鉱床の調査・

検出に向けた発展性が期待でき

る技術である。 

海底下の熱水抽出では、音響

探査に加え、「うらしま」等によ

る海底観察や試料採取を通じて

調査を行い、結果として 4 か所

の新たな熱水噴出サイトを発見

した。さらに、それらの熱水化

学や微生物生態系の存在様式に

ついて詳細に報告しているな

ど、成果は国際的基準に照らし

て大きい。 

課題間の連携により、調査の

効率化を図っており、例えば、

野甫サイトおよびごんどうサイ

かけるのが建設的と考える。機

構の SIP のマネジメントへの関

与については反省すべき事項が

あり、今後主体的に改善を働き

かけていただくことを前提に、

本部会としては、機構の SIP 課

題も含めた業績を中期目標に沿

って評価することとしたい。 

・広域熱水探査手法としての高速

網羅的音響探査については、同

手法の開発前の 10 年間で発見

された熱水噴出サイトの数と同

程度のサイトを、同手法を用い

ることにより 1 年間で発見する

など、科学調査を大きく加速し

た点は、高く評価できる。Ａ評

価に必要な「将来的な成果の創

出の期待」は認められる。 

・技術開発や海底資源に関する重

要な新発見が複数あり、国際的

にも際立った研究業績を挙げて

いることを高く評価する。今後

の課題として、海底に分布する

レアアースや熱水鉱床の発見な

どの成果を活かした具体的な資

源開発への貢献が期待される。

顕著な成果があり、今後の発展

も期待できるのでＡ評価で妥当

と考える。 

・高感度水銀センサの開発や人工

熱水噴出孔の観察実験は、学術

的・技術的に評価できるものの、

現時点では資源開発への貢献が

確認されたレベルには達してい

ない。いずれも自己評価では「期

待される」と記載されているが、

そこで使われる「期待」のレベ

ルと、法人評価の評定における
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究を進める。 

具体的には，音響による

広域プルーム調査を中部沖

縄トラフ伊－伊－Ｚで完遂

し，活動頻度情報を得，系

統的な海底熱水抽出手法を

確立する。 

電気合成生態系の現場実

験に基づき，人工熱水噴出

孔での発電システムの基本

概念を設計し，要素技術の

現場作動実験を行う。 

黒鉱鉱床などの硫化物鉱

物試料の化学分析・同位体

測定を行い，生成年代と鉱

床構成元素の起源を探り，

過去の海底熱水鉱床の生成

モデルを提案する。 

沖縄掘削試料の一次記

載，化学組成分析・同位体

分析により，鉱床分布と鉱

床の生成メカニズムの概要

を把握する。 

IODP331 次伊平屋北航海

で得られた試料に基づいた

構成微生物群集と生理・機

能・遺伝因子・物質循環相

互作用のまとめを完了し，

地球深部探査船「ちきゅう」

（以下，「ちきゅう」とい

う。）伊平屋沖掘削に連動し

た沖縄熱水域における海

底・海底下微生物生態系の

探査を行う。 

インド洋海嶺における熱

水域の化学合成（微）生物

生態系の知見を得る。また，

マリアナ海溝前弧域低温熱

の化学分析、同位体測定を行い、生

成年代を決め、鉱床構成元素の起源

を探り、生成モデルを提案した。 

鉱床分布と鉱床の生成メカニズ

ムの概要を把握するため、2014 年

沖縄掘削にて得られたコアの鉱物

分析、化学組成分析、同位体分析を

進めた。 

IODP331次伊平屋北掘削航海で得

られた資料からの海底下環境にお

ける生命－非生命圏境界条件と限

界生命圏に関する研究論文を投稿

した。 

伊平屋海丘および粟島海丘周辺

域での探査を行い、新しい熱水域の

発見（4箇所）とその熱水化学や微

生物生態系の存在様式に関する詳

細なレポートを作成するとともに、

遺伝子学解析によって熱水（微）生

物生態系の群集構造や種組成情報

に関する基礎データを取得し、成果

を取りまとめ、平成 26 年度に発見

した熱水域に関する論文を始め 2

報の論文を発表した。 

「よこすか」及び「しんかい6500」

を用いた南西インド洋海嶺および

中央インド洋海嶺における熱水域

の化学合成（微）生物生態系の調査

およびマリアナ海溝前弧域低温熱

水域における微生物生態系調査を

行った。 

メタン濃度センサの現場テスト

を行い、その実装・現場計測技術を

確立した。 

 

 

 

 

トの調査では共同で乗船研究者

チームを編成して効率的に実施

した。 

計画に対して順調に進捗して

おり、実施体制・実施方策に問

題はなかったと考える。 

従来に比べて効率的に熱水を

発見する手法を開発した。この

手法を利用した調査の対象海域

を広げることで新たな熱水噴出

サイトの発見が期待され、さら

に無人探査機による調査や掘削

調査が行われることによって多

くの試料やデータを入手する可

能性が高まることから、平成 27

年度の成果が活用されることに

より科学調査の加速が期待され

る。 

広域概査で広く適用されるよ

うになった音響による熱水鉱床

の探査は産業界において活用さ

れており、例えば、この技術を

利用した JOGMEC による新規 2熱

水鉱床の報告があった。 

想定外の波及効果についての

情報は、これまで得られていな

い。しかし、開発に成功した高

感度水銀センサは非活動性熱水

鉱体を検出する技術としての可

能性も期待され、今後予期せぬ

波及効果が得られる可能性があ

る。 

電磁気的手法による探査につ

いても高精度化や手法の拡張な

どによる今後の成果が期待され

る。 

 

 

評価Ａの説明書きの「期待」の

レベルが、同じだろうか？ 「期

待」という同じ言葉を使ってい

ても、蓋然性の高さ・時間軸の

長短に差があるような気がす

る。他の項目についても同様で、

自己評価で「期待される」と書

かれているケースは、慎重にレ

ベルを推定する必要があると思

う。 

・自己評価書では、顕著な成果を

示す表現として「前倒し」「期待

できる」という言葉が多用され

ているが、具体性に乏しく、「着

実な業務運営」とどう違うのか

はっきりしない。「産業界での活

用」「科学的に意義」についても、

実際にどのような活用が可能に

なりそうなのか、科学的にどう

評価されているかなどの具体的

な説明が必要である。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

②コバルトリッチクラス

ト・レアアース泥の成因解

明とそれに基づく高品位な

鉱床発見に貢献する手法の

構築 

地球化学的，地質学的及び

生物化学的な手法を総合的

に利用し，海水の元素組成

の変化や酸化還元状態の変

化等，過去の海洋環境の変

遷を詳細に解析し，コバル

トリッチクラスト・レアア

ース泥の成因を把握する。

そのため，これらの鉱物資

源が形成された年代を測定

する方法により，海洋環境

を変化させる火成活動，大

陸風化等の要因を把握し，

コバルトリッチクラスト・

レアアース泥形成の総合的

理解を進める。これらの関

係を把握し，さらに原子・

分子レベルでの鉱物の形成

メカニズムを把握すること

によって，有用元素のみな

らず，それらと相互作用す

る元素の地球化学的挙動に

関する理解を進める。以上

によって把握したこれらの

鉱物資源の成因を基に，新

たな高品位鉱床の発見に貢

献する手法を提案するとと

水域における微生物生態系

調査を行う。 

技術開発展開研究とし

て，メタン濃度センサーの

現場テストを行う。 

 

②コバルトリッチクラス

ト・レアアース泥の成因解

明とそれに基づく高品位な

鉱床発見に貢献する手法の

構築 

地球化学的，地質学的及び

生物化学的な手法を総合的

に利用し，海水の元素組成

の変化や酸化還元状態の変

化等，過去の海洋環境の変

遷を詳細に解析し，コバル

トリッチクラスト・レアア

ース泥の成因を把握する。

そのため，これらの鉱物資

源が形成された年代を測定

する方法により，海洋環境

を変化させる火成活動，大

陸風化等の要因を把握し，

コバルトリッチクラスト・

レアアース泥形成の総合的

理解を進める。これらの関

係を把握し，さらに原子・

分子レベルでの鉱物の形成

メカニズムを把握すること

によって，有用元素のみな

らず，それらと相互作用す

る元素の地球科学的挙動に

関する理解を進める。以上

によって把握したこれらの

鉱物資源の成因を基に，新

たな高品位鉱床の発見に貢

献する手法を提案するとと

 

 

 

 

 

 

②コバルトリッチクラスト・レアア

ース泥の成因解明とそれに基づく

高品位な鉱床発見に貢献する手法

の構築 

平成 27 年度は、コバルトリッチ

クラストの形成年代について論文

を公表・投稿し、レアアース泥につ

いても Os 同位体層序年代決定のた

めの分析を進め、これら海底資源の

形成と海洋環境との関係について

の理解を進捗させた。また、放射光

分析と効果的な化学分離と高精度

同位体分析によって、原子・分子レ

ベルの鉱物の形成メカニズムの理

解も進み、レアメタル濃集とその同

位体比変動との関係も明らかにし

つつある。これらを利用して、平成

28 年度以降コバルトリッチクラス

ト、および、レアアース泥の形成モ

デルを提案する。 

基礎固めを行ったコバルトリッ

チクラストの調査手法の有効性を

検証のためのブレインストーミン

グを繰り返し、それを航海に活かす

ことができた。分析・解析の基本的

手法について、公表されているマン

ガン資源の標準岩石（例えば、

JMn-1）分析の問題点を抽出し、吸

着水（H2O-）、化合水（H2O+）の分

析手法の見直しなど、グローバルス

タンダードを目指した研究開発を

開始した。また、調査海域を拡げ、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27年度計画は一部予定を

前倒しする進捗を示した項目が

あり、中期計画の達成に向け全

体として予定通り進捗した。 

拓洋第５海山を対象として、

これまで行われていなかった広

範囲の系統的な調査を実施し、

水深によって、クラストの形

態・濃集元素が異なることを明

らかにした。現場実験装置や培

養装置を設置し、回収後の分析

により鉱物の形成メカニズム解

明が期待され、発展性のある成

果があった。 

海底堆積物中に、平均直径 4

μm程度の鉄・マンガンを含む金

属微粒子が大量に存在すること

を発見した。資源の成因論に大

きな展開を与える可能性のある

発見であり、この発見は国際的

水準に照らして大きい。 

計画に対して順調に進捗して

おり、実施体制・実施方策は適

切であった。本課題は機構内の

連携のほか、例えばマンガンク

ラスト成因解明研究については

高知大学、東京大学、茨城大学

との共同研究等の連携により取
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

もに，レアアース泥形成モ

デル及びクラスト形成モデ

ルを実証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もに，レアアース泥形成モ

デル及びクラスト形成モデ

ルを実証する。 

平成 27 年度は，基礎固め

を行ったコバルトリッチク

ラストの調査手法の有効性

を検証するとともに，分

析・解析の基本的手法を応

用する。また，産状の概要

を把握するとともに，広域

の元素濃度変化を明らかに

する。さらに，レアアース

泥に関しては，南鳥島周辺

の調査と試料の分析，デー

タの解析から南鳥島周辺

50％以上の海域のレアアー

ス泥の分布概要を明らかに

する。 

具体的には，拓洋第５海

山，小笠原海嶺のクラスト

調査，南鳥島周辺のレアア

ース泥未調査海域の調査航

海を実行することにより，

より広い海域での産状の概

要を把握する。また，南鳥

島周辺海洋底高深度試料を

採取し，その化学分析によ

り，海洋底下深さ方向の元

素濃集状況を把握する。 

放射光実験による有用元

素の化学状態の分析によ

り，分析した元素の濃集メ

カニズムのモデルを提案す

る。また，採取した堆積物

試料の主成分・微量元素組

成 ・ 同 位 体 組 成

（Sr-Nd-Pb-Hf) によるキ

ャラクタリゼーションを行

これまで系統的な調査がなかった

水深3500mから5500mまでの調査を

行い、現場実験装置、培養装置を設

置した。レアアース泥に関しては、

「みらい」による南鳥島周辺の調査

と試料の分析、データの解析、およ

びサブボトムプロファイラー（SBP）

調査から南鳥島南方海域のレアア

ース泥の分布概要を明らかにし、関

連論文投稿や学会発表など成果発

表を行った。 

「よこすか」調査航海の「うらし

ま」による拓洋第５海山のコバルト

リッチクラストの広がる海山斜面

の詳細地形を初めて取得し、地形と

クラストの産状とを紐づけるデー

タを得た。その後、「かいれい」調

査航海において海底に厚さ 3cm～

8cmのコバルトリッチクラストが予

想以上に存在することを確認し、

「かいこう Mk-IV」を用いて研究用

試料の採取に成功した。また「みら

い」調査航海において、南鳥島周辺

のピストンコア採取、SBP データ取

得を行った。SBP データをまとめ、

3つのタイプの堆積物の分布図を論

文として投稿した。 

コバルトリッチクラストは、既存

の手法を改良し、正確な資源試料中

の元素組成を分析する手法をデザ

インし、粉末化の再検討など、標準

試料の準備に取り掛かっている。分

析のためのクリーンルーム、質量分

析計の設置を行った。また、レアア

ース泥について、これまでに採取し

た堆積物試料の構成粒子解析、主成

分・微量元素組成分析を行った結

果、超高濃度希土類元素（REE：Rare 

り組んでいる。 

平成 27年度設置した現場実験

装置や培養装置を回収して分析

を進めることにより、鉱物の形

成メカニズム解明に向けた科学

調査が加速されることが期待さ

れる。 

想定外の波及効果についての

情報は得られていないが、レア

アース泥の分布を実際に試料採

取することなく推定する手法

は、レアアース泥の成因解明に

寄与するだけでなく、海底の地

質構造データから海底資源の開

発に有望な範囲を効率的に絞り

込む技術として発展することも

期待され、波及効果が得られる

可能性は十分にある。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う。 

エレクトロンビーム及び

イオンビームを用いた微小

領域分析に適用可能なレア

アース泥の薄片試料調製法

の開発を行う。また、コバ

ルトリッチクラスト・レア

アース泥の年代測定のため

の Os 同位体測定により，成

長速度・堆積速度の概要を

把握する。 

南鳥島近傍や南太平洋還

流域から得られたレアアー

ス泥等から，基質誘導型遺

伝子発現に用いる環境ゲノ

ムを調整する。また，レア

アース泥等に由来する環境

ゲノムを大腸菌宿主に形質

転換する遺伝子組換え実験

を実施する。 

高速セルソーターを用いて

環境ゲノム断片が挿入され

たクローン細胞の選択分取

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Earth Element）層は、単に REE 濃

集鉱物が多いだけではなく、鉱物粒

径が際立って大きいこと、Ce 異常

などの REE パターンは海水と酷似

すること、かつ各鉱物粒子中で一桁

近い濃度勾配が存在し、海水からの

濃集過程が重要要因であることが

分かった。 

コバルトリッチクラストについ

て、成長速度・堆積速度の概要を把

握する Os 年代測定を行い、ウラン

同位体データと主に公表し、さら

に、別海域のデータについて投稿し

た。レアアース泥に関しては、南鳥

島周辺のレアアース泥試料につい

て、Os 同位体分析を進め、始新世

後期にレアアース濃集部が堆積し

ていることを発見した。 

IODP 第 329 次航海により南太平

洋環流域から採取された酸素を含

む海底堆積物中に、平均直径 4μm

程度の大量の鉄・マンガンを含む金

属微粒子の存在を発見した。そのた

め、鉄・マンガン金属微粒子の組織

構造や鉱物学的特徴などから、その

成因や元素循環プロセスを解明す

る研究に注力した。 

南太平洋環流域で得られた海底

表層のマンガンノジュールを用い

て、付着微生物の多様性解析や可視

化定量、放射光元素分析などを実施

した。それらのデータから、微生物

が関与するマンガンノジュール形

成の可能性について論文としてま

とめた。 

上記により、当初予定されていた

レアアース泥からの基質誘導型遺

伝子発現マスターライブラリーの
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③海底炭化水素資源の成因

解明と持続的な炭素・エネ

ルギー循環に関する研究 

我が国における持続的な炭

素・エネルギー循環システ

ムの構築に貢献するため，

海底炭化水素資源の成因や

実態を科学的に理解し，そ

の利活用手法を提案する。

海底深部における炭素・

水・エネルギー循環システ

ムの実態と動的メカニズム

を解明するため，海底炭化

水素環境の特徴を総合的に

理解するための調査を行

う。また，海底炭化水素資

源の形成過程に影響を及ぼ

す微生物代謝活動の理解を

進めるとともに，メタン生

成の温度・圧力条件の特定

等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③海底炭化水素資源の成因

解明と持続的な炭素・エネ

ルギー循環に関する研究 

我が国における持続的な炭

素・エネルギー循環システ

ムの構築に貢献するため，

海底炭化水素資源の成因や

実態を科学的に理解し，そ

の利活用手法を提案する。

海底深部における炭素・

水・エネルギー循環システ

ムの実態と動的メカニズム

を解明するため，海底炭化

水素環境の特徴を総合的に

理解するための調査を行

う。また，海底炭化水素資

源の形成過程に影響を及ぼ

す微生物代謝活動の理解を

進めるとともに，メタン生

成の温度・圧力条件の特定

等を行う。 

平成 27 年度は，海底炭化

水素の年代や起源，生成・

分解プロセス，反応場等を

特定するための分析技術の

基盤を築くとともに，海水

や海底堆積物における有機

物分解やメタン生成反応に

関わる遺伝学的・同位体地

構築を進捗させ、南海トラフ海底下

掘削試料等から構築された環境ゲ

ノム DNA 断片の遺伝子発現ライブ

ラリーから、レアメタルを含む金属

イオンにより誘導されたポジティ

ブクローンの頻度およびその特異

性に関する分析結果をまとめ、その

一部を学会で発表した。 

 

③海底炭化水素資源の成因解明と

持続的な炭素・エネルギー循環に関

する研究 

平成 27 年度は、海底炭化水素の

年代や起源、生成・分解プロセス、

反応場等を特定するための分析技

術の基盤構築、海水や海底堆積物に

おける有機物分解やメタン生成反

応に関わる遺伝学的・同位体地球化

学的な特徴の解明、生物電気合成反

応を活用した CO2 転換リアクター

のプロトタイプ構築について、それ

ぞれの有効性や原理に関する研究

開発が進展した。特に、下北沖の海

底下約 2.5km の深度において微生

物生態系による CO2 還元型のメタ

ン生成が起きていることを確認し

たことや、南海トラフの泥火山内の

メタン賦存量を試算するなどの重

要な科学的成果が得られている。ま

た、CO2 を資源化する微生物電解セ

ルや、微生物燃料電池として機能す

る生物電気化学的リアクターシス

テムの開発に向けて天然ガス採取

を行う民間企業との共同研究に着

手するなど、産官連携の強化も行っ

た。 

種子島沖泥火山群についてその

地質学的・地球化学的特徴を明らか

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27年度計画に対する進捗

は、予定通りであった。 

海底泥火山等における炭素循

環に関する基礎データのため

に、種子島沖泥火山群について

調査を行い地形データと分析用

試料を取得した。また、熊野泥

火山に関して、炭化水素資源形

成モデルを構築して泥火山内に

蓄積されたメタン賦存量を割り

出した。泥火山を炭化水素資源

として利用することを視野に入

れた先導的な成果であった。 

下北八戸沖掘削の結果とし

て、海底下約 2.5km において微

生物を起源とするメタン生成が

起きていることを確認して公表

した。サイエンス誌に掲載され

た本成果は、掲載 1 か月後の段

階で上位 2.5%に入るインパクト

であることが示されたなど、国

際的な水準に照らして非常に大

きな意義があった。 

CO2 資源化システムに関する

研究開発では、平成 27 年度より

民間企業との複数の共同研究を
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

球化学的な特徴を明らかに

する。また、DeepUV セルソ

ーターや生物電気化学的

CO2 転換リアクターに関わ

る要素技術の研究開発によ

り，その原理や有効性に関

する基盤技術の科学的検証

を進める。 

具体的には，種子島沖泥

火山群の地質学的・地球化

学的特徴を明らかにするた

め，ハイパードルフィンを

用いた種子島沖第一泥火山

の潜航調査を実施する。 

炭化水素資源形成に関与

する海底下微生物の特徴を

明らかにするため，下北沖

の海底石炭コア試料からメ

タン菌を分離し，既存菌株

との比較ゲノム解析を行

う。 

メタン生成環境の温度指

標を与える同位体分子（ク

ランプトアイソトープ）の

新規高精度定量法の開発や

適用研究に着手する。また，

海底炭化水素試料の年代や

起源を特定するため，石

油・石炭試料の Re-Os 同位

体分析手法の有効性を検討

する。 

海底堆積物内におけるメ

タン菌の生理活性を理解す

るため，培養実験等による

F430 合成条件の解明を行

う。また，海水中における

メタン生成パラドックスの

解明のために、太平洋表層

にするため、ハイパードルフィンに

よる潜航調査及び白鳳丸による採

水・採泥調査を実施し、泥火山の活

性や微生物活動が関与した炭素循

環に関する微生物学的・生物地球化

学的研究を開始した。 

炭化水素資源形成に関与する海

底下微生物の特徴を明らかにする

ため、下北八戸沖の海底下約 2000m

から採取された褐炭層から、嫌気バ

イオリクアターを用いて世界最深

の海底下微生物群集の集積培養と

メタン菌の純粋分離に成功した。同

サイトの海底下約 100m の堆積物か

ら分離されたメタン菌と合わせて、

比較ゲノム解析に着手した。 

メタン生成環境の温度指標を与

えるクランプトメタン同位体分子

の高精度定量法の開発に着手した。

下北沖石炭層や南海トラフ熊野灘

泥火山から得られた保圧ガスサン

プルを用いて、マサチューセッツ工

科大学との共同研究によりクラン

プトメタン同位体分子を定量し、メ

タン生成温度指標を得た。 

海底下炭化水素資料の年代や機

嫌を特定するため、秋田申川油田の

石油及び北海道夕張の石炭のRe-Os

同位体分析を行った。 

海底堆積物内におけるメタン菌

の生理活性を理解するため、下北八

戸沖と南海トラフ浅部分岐断層の

堆積物に含まれる補酵素 F430 の分

析を行い、定量データを得た。これ

らを F430 分析法の一部を論文とし

て発表した。 

海底下微生物生態系による炭化

水素資源形成プロセスを地球化学

開始したことにより、今後科学

調査が加速されることが期待さ

れる。 

生物電気化学を用いた CO2 資

源化リアクターの研究開発は民

間企業と協力して進めており、

室内実験での生物合成反応に成

功するなど、共同研究を通じて

産業界と連携し、その成果が今

後活用されることが期待され

る。 

想定外の波及効果について情

報は得られていないが、海底下

の 2.5km の大深度で微生物起源

のメタン生成が起きていること

を示した成果は、将来的な炭

素・エネルギー循環と利活用の

創出に大きなインパクトを与え

て、今後予期せぬ波及効果をも

たらす可能性がある。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④環境影響評価手法の構築 

生物群集の変動を遺伝子レ

ベルから個体群レベルまで

調べ，高解像度の調査と長

期の環境モニタリングから

得られる大規模データとの

統合解析により，生態系の

変動における復元力の限界

点を求め，環境影響評価の

手法の構築を目指す。この

ため，平成 27 年度までに，

調査データを統合した生態

系ハビタットマップを作成

するとともに，環境メタゲ

ノム解析システムを整備す

る。さらに，先進的な調査

と高精度なデータ解析によ

る評価手法を提示し，環境

への影響を低減できる海底

海水中に含まれる F430 の

定量分析を行う。 

海底下微生物生態系によ

る炭化水素資源形成プロセ

スを地球化学的に明らかに

するため，メタン生成にお

ける H2-H2O-CO2-CH4 同位

体システマティックスの実

験的解析を行う。 

DeepUV セルソーターの

プロトタイプを構築し，生

細胞に特異的な蛍光シグナ

ルの検出法の開発を行う。 

実験室レベルでの電気培

養リアクターシステムの開

発に着手し，生物電気化学

的 CO2 転換を担う有用微生

物の探索を行う。 

 

④環境影響評価手法の構築 

生物群集の変動を遺伝子レ

ベルから個体群レベルまで

調べ，高解像度の調査と長

期の環境モニタリングから

得られる大規模データとの

統合解析により，生態系の

変動における復元力の限界

点を求め，環境影響評価の

手法の構築を目指す。この

ため，先進的な調査と高精

度なデータ解析による評価

手法を提示し，環境への影

響を低減できる海底資源開

発の実現に貢献する。 

平成 27 年度は，導入した

調査観測機器等を用いた調

査データの収集と解析シス

テムによる高解像度の解

的に明らかにするため、微生物学的

メ タ ン 生 成 に お け る

H2-H2O-CO2-CH4 同位体システマテ

ィックスの実験的解析を完了し、論

文化を進めた。 

DeepUV セルソーターのプロトタ

イプを構築し、微生物細胞に特異的

な非染色シグナルの検出に成功し

た。 

天然嫌気かん水を利用した生物

電気化学的リアクターシステムの

一号機を作成した。ラボ内での嫌気

かん水を用いた運転を開始し、電流

産生と共にメタン生成を確認した。

本研究に関して、関東天然瓦斯開発

株式会社との共同研究契約を締結

した。 

 

 

④環境影響評価手法の構築 

平成 27 年度は、環境影響評価手

法の研究開発に不可欠な調査観測

の実績および精度検証のためのベ

ースラインデータの収集などは、沖

縄トラフをはじめとする多様な深

海環境において実施した。調査デー

タから、熱水環境と群集組成および

多様性の関係について明らかにし、

さらには生息環境の地形、底質、物

理化学条件および群集組成、生息分

布などのデータから作成したハビ

タットマップをもとに、掘削影響の

長期観測データを統合して熱水活

動の変動と群集変遷の過程を解析

した。これらの研究成果をもとにし

て評価手法の開発を進めた。現場観

測機材の開発では、民間企業と協力

して基本仕様の設計および機材の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27年度計画に対する進捗

は、予定通りであった。 

海底資源の持続的な利活用に

向けて、8K カメラシステムや現

場計測センサ等の開発を進め、

実際に沖縄トラフ海域などの深

海および熱水活動域の調査によ

りデータを取得して生物分布と

環境条件の関連について解析を

行った。このような海底資源開

発における環境影響の評価は先

導的な取組であった。 

本課題において開発する環境

影響評価手法は、海底資源開発

における標準として国際的に利

用されることが目標である。平

成 27 年度は、民間企業と協力し

て環境影響評価プロトコールの
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

資源開発の実現に貢献す

る。 

析，それらの結果をもとに

した技術開発を進め，生態

系の構造等を調べる手法の

確立を目指す。 

具体的には，調査観測で

は，整備した観測機器と開

発を進めている手法を利用

して多様な環境での試料と

データの収集を実施する。 

収集したデータから生息

環境と生物分布のハビタッ

トマップを作成する。その

データセットを利用して

EBSA （ Ecologically or 

Biologically Significant 

marine Area＝生態学的，生

物学的に重要な海域）基準

を応用したベースライン環

境の評価手法，分布推定の

解析手法について考案す

る。 

収集した生物試料は，前

年度に整備したメタゲノム

解析システムなどを利用し

て真核生物及び原核生物の

群集構成と特性を個体群か

ら遺伝子レベルで調べ，生

物の分布と分散についての

調査研究を進め，その成果

を環境評価の手法に応用す

る。 

基本設計した観測機器

（8K カメラシステム，海底

観測ユニット，環境計測シ

ステムなど）は探査機など

のプラットフォームに取り

付けて海域試験ができるよ

うに工程を進める。 

海域試験を実施し、長期観測に向け

た改良点を検証した。研究開発の成

果は、学会および論文等にて公表す

るとともに、民間技術者との協力に

より実用化への検討を始めた。 

主に沖縄トラフ、伊豆諸島海域の

熱水活動域での調査観測からデー

タ解析までの手法と工程を確定し、

その実用化を進めた。 

伊平屋北海丘の熱水活動域での

掘削影響調査のデータから、生物分

布と環境条件をプロットしたハビ

タットマップを作成した。生物群集

の構成と環境条件の関係を分析し

た。ベントス群集の分布は、環境デ

ータ（底質の被覆率、バクテリアマ

ット、水温など）から特徴を説明で

きた。環境因子から個体数を推定す

る暫定モデルを試作した。 

真核生物及び原核生物の群集構

成と特性を個体群から遺伝子レベ

ルで調べ、生物の分布と分散につい

ての調査研究を進め、その成果を環

境評価の手法に応用するため、メタ

ゲノム解析システムを利用した群

集構成のデータ解析を継続させた。

MAPLEシステムの遺伝子解析機能を

改良した新版を公開した。 

また、8K ビデオカメラによる現

場観測システムを小型探査機

PICASSOに装備して駿河湾沿岸にて

作動試験を実施し、海底での生物観

察データを収録し、実用に向けての

課題を確認した 

民間と協力については、環境影響

評価手法の実用化に向けて着手し、

資源開発を想定したプロトコール

の大枠を決めた。 

大枠を定め、11 か国の専門家が

参加した国際ワークショップを

開催（6/29～7/1）して、環境影

響評価の現状と基準および技術

等の課題について議論を行っ

た。このワークショップの成果

は公開されており、国際的な水

準に照らして意義のある成果で

あった。 

本課題では、海洋生命理工学

研究開発課題と連携して調査航

海やデータ解析を行った。また、

海洋工学センターと協働して、

生態系観測ユニットの開発や、

ランダ―式海底観測プラットフ

ォームの改良や高解像度の画像

解析の開発を実施したなど、組

織横断的に実施した。 

メイオベントス群集の迅速観

測手法の開発では、形態観察と

個体数計測の予備実験を実施し

たが、この手法と組み合わせる

メタゲノムを利用した多様性解

析を平成 28年度に実施すること

から、解析結果を得るにより今

後の科学調査が加速されること

が期待される。 

環境評価手法の実用化に向け

て民間企業からの出向者を受け

入れ協働で開発を進めており、

また、観測機器の開発では国内

の民間企業と協力している。今

後、海底資源開発が進み環境評

価が実施される場面では、本課

題における成果が産業界で活用

されることが期待される。 

想定外の波及効果について情

報はこれまで認知していない
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

民間と協力して環境影響

評価手法の実用化に向け技

術パッケージの内容検討，

運用マニュアル作成等の作

業を始める。 

環境影響評価の現状や技

術に関する情報を種々の方

法（文献調査，市場調査，

国際会議等）で収集する。

さらに専門家を招聘して国

際ワークショップを開催

し、環境影響評価での現状

課題を検証して結果を報告

書にまとめて公開する。 

 

その他、国際ワークショップを開

催し、環境影響評価の現状と基準及

び技術等の課題について議論し、報

告書にまとめて公開した。2016 年 2

月に開催した技術ワークショップ

では国内の海洋調査関連企業の技

術者を交えてプロトコールと先進

の手法についての技術検討をした。 

 

 

が、環境影響の評価手法に関連

する技術ワークショップを継続

して開催し成果還元を行ってお

り、民間でのニーズを起点とし

た技術開発など、予期していな

い波及効果が得られる可能性が

ある。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(2) 海洋・地球環境変動研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 279 275                      予算額（千円） 2,400,520 2,796,881    

       決算額（千円） 2,374,802 2,837,074    

       経常費用（千円） 3,017,491 3,199,036    

       経常利益（千円） ▲330 54,219    

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
3,225,796 2,537,521    

        従事人員数 230 222    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 地球温暖化や世

界各地で発生し

ている異常気象

をはじめとした

地球規模の環境

問題は一層深刻

化しており，それ

らへの適応は人

類にとっての喫

緊の課題である。

この問題を解決

していくために

は，地球環境にお

ける変動を正確

に把握し，それを

基にした信頼性

の高い予測を行

海洋基本計画や「我が国に

おける地球観測の実施方

針」において示された我が

国が取り組むべき研究開発

課題の解決に資するため，

これまで機構が培ってきた

技術を活用し，国際的な観

測研究計画や共同研究の枠

組みにおいて世界をリード

しながら研究開発を推進す

る。これにより，気象・気

候の変動や地球温暖化等の

地球環境変動に決定的な影

響を与える海洋－大気間，

海洋－陸域間，熱帯域－極

域間のエネルギー・物質の

交換について，観測に基づ

海洋基本計画や「我が国に

おける地球観測の実施方

針」において示された我が

国が取り組むべき研究開発

課題の解決に資するため，

これまで機構が培ってきた

技術を活用し，国際的な観

測研究計画や共同研究の枠

組みにおいて世界をリード

しながら研究開発を推進す

る。これにより，気象・気

候の変動や地球温暖化等の

地球環境変動に決定的な影

響を与える海洋－大気間，

海洋－陸域間，熱帯域－極

域間のエネルギー・物質の

交換について，観測に基づ

【大評価軸】 

・成果の活用を通

じて、地球規模環

境問題への適応

に貢献したか 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

のであるか 

・国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

平成 27 年度計画、成果目標は

達成した上で、評価軸の観点や

課題解決への貢献を総合的に勘

案した結果、顕著な成果の創出

や、将来的な成果の創出の期待

等が認められるため、Ａ評定と

した。以下にその具体的なコメ

ントを記す。  

 

○ダカール・ニーニョ/ニーニャ

現象を世界で初めて発見  

・新たな気候振動モードである

西アフリカ沿岸のダカール・

ニーニョ/ニーニャ現象を世

界で初めて発見し、定量的な

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度は、研究船や観測ブ

イ等を用いた高度な観測技術を

駆使した科学技術情報の収集・

提供・分析を年度計画に従って

着実に実施するとともに、以下

のような国際的水準に照らして

大きな意義を有する新たな科学

的知見を得た。 

① 西アフリカのダカール沿岸

に発生する「ダカール・ニーニ

ョ/ニーニャ」現象の発見とそ

のメカニズムを解明。沿岸域の

気象や海洋生態系、それを活用

する漁業・農業に大きな影響を

与える「沿岸ニーニョ現象」の
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

うことが必要で

ある。 

このため，研究船

や観測ブイ等を

用いた高度な観

測技術を最大限

に活用し，海洋が

大きな役割を果

たす地球環境変

動を総合的に観

測するとともに，

最先端の予測モ

デルやシミュレ

ーション技術を

駆使し，「地球シ

ミュレータ」等を

最大限に活用す

ることにより，地

球規模の環境変

動が我が国に及

ぼす影響を把握

するため研究開

発を行い，地球環

境問題の解決に

海洋分野から貢

献する。特に，北

極海域等，我が国

の気候への影響

が大きいと考え

られる海域にお

ける観測及び調

査研究を強化す

る。 

これらを通じて，

気候変動，物質循

環，海洋生態系の

変化・変動に関す

る新たな観測デ

きそのプロセスや実態の統

合的な理解を進めるととも

に，地球環境変動を精密に

予測することに資する技術

を開発する。また，地球温

暖化や進行中の海洋酸性化

と生態系への影響，熱・物

質分布の変化等の地球環境

の変わりゆく実態を正確に

把握して具体的な事例を科

学的に実証するとともに，

気候変化・変動への適応

策・緩和策の策定に資する

新たな科学的知見を提示す

る。特に，北極海域は海洋

酸性化の進行が顕著であ

り，生態系への影響が懸念

されているほか，海氷の減

少は地球規模の気候変動に

大きな影響を与えるばかり

でなく，我が国の気候への

影響も懸念されていること

から，機構は当該海域の調

査研究を進める。さらに，

得られた観測データや予測

データの公開を行い，防

災・減災にも資する情報を

社会へ発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

きそのプロセスや実態の統

合的な理解を進めるととも

に，地球環境変動を精密に

予測することに資する技術

を開発する。また，地球温

暖化や進行中の海洋酸性化

と生態系への影響，熱・物

質分布の変化等の地球環境

の変わりゆく実態を正確に

把握して具体的な事例を科

学的に実証するとともに，

気候変化・変動への適応

策・緩和策の策定に資する

新たな科学的知見を提示す

る。特に，北極海域は海洋

酸性化の進行が顕著であ

り，生態系への影響が懸念

されているほか，海氷の減

少は地球規模の気候変動に

大きな影響を与えるばかり

でなく，我が国の気候への

影響も懸念されていること

から，機構は当該海域の調

査研究を進める。さらに，

得られた観測データや予測

データの公開を行い，防

災・減災にも資する情報を

社会へ発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・国際的な取組へ

の知見提供が十

分なされたか 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測可能性の評価に留まらな

い計画以上の成果を挙げた。

（科学的意義、国際的意義）  

・この現象は付近の気象や海洋

生態系及びそれを活用する農

業・水産業に多大な影響を与

えており、発生メカニズムを

気候変動予測モデルに組み込

むことで、地域社会経済への

貢献が期待される。 

 

○APPOSITE 実験データを用いた

北極海における海氷大激減の

予測可能性 

・北極域における季節から年々

変動の予測可能性に係わる国

際 プ ロ ジ ェ ク ト で あ る

APPOSITE に参画した大気海洋

結合気候モデル MIROC5.2 の実

験データを用いた実験の結

果、温暖化トレンドを含まな

くても気候システムに内在す

る自然変動（内部変動）だけ

で北極海の海氷は急減するこ

とを示唆し、海氷大激減イベ

ントが数か月程度前から予測

できる可能性を示した。  

・これらの成果からは、北極航

路の利用や北極海底資源探査

計画立案の促進といった有意

義な波及効果が期待できる。 

 

○北極環境変動研究の推進 

・持続可能な北極域の利用につ

いて適切な判断のための科学

的知見が求められている状況

において、戦略的・組織的に

北極環境変動総合研究センタ

理解を深める成果を継続的に

発信し、異常気象をもたらす気

候変動予測の高精度化に繋が

る可能性。 

② 国際プロジェクト APPOSITE

の実験データを用いた研究にお

いて、北極海における海氷大激

減イベントが数か月程度前から

予測できる可能性を提示。持続

可能な北極域の利用に係る政策

判断に資するとともに、北極航

路の利用や北極海底資源探査計

画の立案促進といった波及効果

も期待。 

・今後、これらの知見を適時適切

に国際的な取組へ提供すること

により、地球規模環境問題の解

明や適応に向けた大きな貢献が

期待される。 

・また、観測データや分析・シミ

ュレーション結果等の科学的知

見を国際的な議論の場に提供

し、議論をリードしてきた結果、

地球規模の気候変動の理解・解

明に必要となる「国際的な海洋

観測の強化」が、平成 28 年５月

のＧ７伊勢志摩サミット首脳宣

言に明記されるなど、機構及び

我が国の国際的プレゼンスの向

上に貢献した。 

・以上、これらの取組及び成果等

を、中期目標や平成 27 年度計画

に照らし総合的に勘案すると、

「研究開発成果の最大化」に向

けて顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出の期待が認めら

れ、Ａ評価に値するといえる。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ータを収集・蓄

積・分析し，地球

環境の変動につ

いて包括的に理

解するとともに，

我が国の気象等

への影響を評価

する。また，それ

らの積極的な発

信を通じて，気候

変動に関する政

府 間 パ ネ ル

（IPCC）や生物多

様性及び生態系

サービスに関す

る政府間プラッ

ト フ ォ ー ム

（IPBES）等の国

際的な取組へ科

学的な知見を提

供することによ

り貢献するとと

もに，ユネスコ政

府間海洋学委員

会（IOC）や地球

観測に関する政

府間会合（GEO）

が主導する国際

的なプログラム

をリードし，機構

及び我が国の国

際的プレゼンス

の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地球環境変動の理解と

予測のための観測研究 

地球環境変動を統合的に理

解し，それを精密に予測す

る技術を開発するために

は，地球システムの熱循環，

物質循環の主要な場であ

り，地球生態系を構築する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地球環境変動の理解と予

測のための観測研究 

地球環境変動を統合的に理

解し，それを精密に予測す

る技術を開発するために

は，研究船を始め，漂流ブ

イ，係留ブイ等，機構が有

する高度な観測技術や４次

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地球環境変動の理解と予測のた

めの観測研究 

 平成 27 年度は、熱帯域における

気候変動現象の理解、海盆規模の

熱・物質輸送とその変動を把握、イ

ンド洋東部熱帯域の微生物量・各種

微生物活性調査のため、「みらい」

により、インド洋東部の WOCE 

ーを立ち上げた。また、北極

域研究のナショナルフラッグ

シッププロジェクトである北

極域研究推進プロジェクト

（ArCS）にも副代表機関とし

て採択を受けた。  

・これらの体制強化により今後

得られる成果はオールジャパ

ンで取り組む北極域研究に機

構が中核的な役割を果たすこ

とに繋がり、「我が国の北極政

策」にも貢献するものである。

また、科学的知見を適切にス

テークホルダーに伝え北極コ

ミュニティにおける我が国の

プレゼンス向上に大きく貢献

するだけでなく、国際的な議

論をリードしていくことに繋

がる、重要なマネジメントの

成果である。  

 

以上の通り、中期目標や平成

27 年度計画に照らし、本項目に

よる成果、取組等について総合

的に勘案した結果、「研究開発成

果の最大化」に向けて顕著な成

果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められるため、Ａ

評定とした。  

 

 

 

平成 27年度計画に対する進捗

は、予定通りであった。 

海洋地球研究船「みらい」に

よる北極航海（MR15-03）、東イ

ンド洋航海（MR15-04）、インド

洋 東 部 WOCE （ World Ocean 

＜今後の課題＞ 

・北極圏における優れた研究成果

が創出されているが、これらの

成果の活用による地球規模環境

問題への適応のためには、成果

の社会実装に向けたより明確な

ビジョン・戦略の構築が不可欠

である。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・ダカール・ニーニョ／ニーニャ

現象の発見、北極海における海

氷大激減の予測など、いずれも

優れた研究成果を上げている

が、成果の社会貢献及び社会実

装に対する具体性は可能性の域

を超えず、そういった観点から

の評価は現段階では困難であ

る。 

・世界で初めて発見したというダ

カール・ニーニョ／ニーニャ現

象が海洋生態系にどういう影響

を与えるのか、という点での分

析も求められる。それ抜きには、

地域社会経済にどういう貢献が

できるかがよくわからない。 

・全地球規模の環境変動の予測に

関わる活動が認められる。とり

わけ北極圏の氷床の分布と広が

りに関する研究基盤が整備され

た。その中で国際共同研究プロ

ジェクトである APPOSITE 研究

プログラムへの参加が重要であ

る。地球規模な大型研究を進め

るために同様な国際的なプロジ

ェクトに参加することが必要な

場合があろうが、機構が中心的
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

基本的環境要素である海洋

の役割の理解が不可欠であ

る。そのため，研究船を始

め，漂流ブイ，係留ブイ等，

機構が有する高度な観測技

術や４次元データ同化技術

等の先駆的な技術を最大限

に活用し，太平洋，インド

洋及び南大洋において海洋

観測を実施し，熱帯域から

亜熱帯域の大気と海洋の相

互作用，海洋の循環や海洋

の環境変動及び海盆スケー

ルでの熱や物質分布とそれ

らの中長期変動についての

理解を進める。また，急速

に進行する北極域の海氷減

少やそれによる環境の変化

を把握し，我が国を含む中

緯度域の気候に与える影響

を評価する。さらに，地球

温暖化や海洋酸性化が植物

プランクトン等の低次生物

に与える影響を理解するた

め，過去の海洋環境変化を

再現するとともに，平成 27

年度までに時系列観測定点

を設定し，酸性化等の環境

変化に対する海洋生態系の

応答についての理解を進め

る。加えて，中緯度域の気

候に影響を与える熱帯域気

候システムを理解するた

め，太平洋・インド洋熱帯

域及び海大陸において大気

－海洋－陸域観測を実施

し，モンスーンやマッデ

ン・ジュリアン振動，イン

元データ同化技術等の先駆

的な技術を最大限に活用

し，太平洋，インド洋及び

南大洋において海洋観測を

実施し，熱帯域から亜熱帯

域の大気と海洋の相互作

用，海洋の循環や海洋の環

境変動及び海盆スケールで

の熱や物質分布とそれらの

中長期変動についての理解

を進める。また，急速に進

行する北極域の海氷減少や

それによる環境の変化を把

握し，我が国を含む中緯度

域の気候に与える影響を評

価する。さらに，地球温暖

化や海洋酸性化が植物プラ

ンクトン等の低次生物に与

える影響を理解するため，

過去の海洋環境変化を再現

するとともに，酸性化等の

環境変化に対する海洋生態

系の応答についての理解を

進める。加えて，中緯度域

の気候に影響を与える熱帯

域気候システムを理解する

ため，太平洋・インド洋熱

帯域及び海大陸において大

気－海洋－陸域観測を実施

し，モンスーンやマッデ

ン・ジュリアン振動，イン

ド洋ダイポールモード現象

等，当該地域特有の短期気

候変動現象が沿岸域や中緯

度域に及ぼす影響やそれら

と集中豪雨等の極端な気象

現象との関連を把握する。 

これらの地球規模での観測

Hydrographic Program (WHP) I10

（110E）ラインで、 WOCE 再観測を

実施し、水温、塩分、溶存酸素、栄

養塩、炭酸系項目等の高精度データ

を取得した。東インド洋の係留ブイ

網を維持し、ブイデータからは島嶼

地形による表層ジェットの変動を

捉えた。また、西太平洋については

TPOS2020（熱帯太平洋観測システ

ム）プロジェクトにおいて係留系の

再配置を検討し、報告書草案を分担

して執筆した。 

国際観測網を維持しつつ水塊解

析を実施するため、Argo フロート

23 基と深海フロート Deep NINJA 2

基を太平洋亜熱帯～亜寒帯海域及

びインド洋に投入した。投入は、北

太平洋の海洋環境変動・気候変動現

象の解明にとってキーとなる海域

と、国際的にモニタリングが手薄な

海域を選択し、Argo フロートの双

方向通信機能などを駆使して、効率

的に実施している。その結果、水塊

形成域での海洋表層の乱流構造の

地理的な違いなどを検知すること

に成功し、その季節変動に関しても

知見を得た。太平洋アルゴ領域セン

ター（PARC）を運用し、品質管理処

理（QC）済みデータの配信などを通

じ国際 Argo 計画へ寄与した。また、

機構内外の研究推進に寄与するた

め、DeepNINJA を含むフロートデー

タ、気候変動解析用の QC データセ

ット、および、グリッド化された 2

次プロダクトなどを作成し、公開し

た。以上のように、年度計画を予定

通り達成した。 

これまでの「みらい」による観測

Circulation Experiment）再観

測（MR15-05）などの船舶観測、

係留系観測、モンスーン研究の

ための拠点であるベトナム、フ

ィリピン、パラオにおける観測

などにより科学的知見を得た。 

従来型 Argo フロートの投入に

関して、国内の多数の機関との

協力体制により、23 基計画通り

投入するなど、体制、方策も適

切であったと判断できる。また、

PARC の運営も計画通り実施し、

国際的な取組への知見提供も十

分になされた。特に、世界初の

国産深海フロート DeepNINJA に

ついては、２基をインド洋で初

めて投入し、国際的な深海観測

網の構築に先駆けた活動を行っ

ており、国際的な水準に照らし

て十分大きな意義があるもので

ある。 

取得したデータは可及的速や

かに種々の方法で公開してい

る。特に、津軽海峡表面流速デ

ータについては、データ公開サ

イトを立ち上げ、公開し、利用

されている。 

これまでに取得したサンプル

（炭素同位体、セシウム）の分

析も予定通り行った。また、栄

養塩分析に用いる標準物質につ

いては、SCOR（国際海洋研究科

学委員会のプロジェクトとして

認定され、今後グローバルスタ

ンダード化すべく実費配布への

準備を進めた。 

データ統合に関しては引き続

き海洋環境再現データセット

な存在であってほしいが、中心

的な役割を果たしたかについて

明確な説明はない。また、北・

南両極地に関する研究なら極地

研究所との連携はあった方が効

率的であるが言及されていな

い。今後の展望に期待できるが、

今の段階ではＢ評価が妥当であ

ると考える。 

・国の北極政策に対応するために

総合研究センターを新設した。

政策に対応して研究体制を整え

たという点は評価できるが、具

体的な成果が出るのはこれか

ら。センターの設立をもって顕

著な成果とは言い難い。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ド洋ダイポールモード現象

等，当該地域特有の短期気

候変動現象が沿岸域や中緯

度域に及ぼす影響やそれら

と集中豪雨等の極端な気象

現象との関連を把握する。

特に豪雨等の研究対象につ

いては平成 26 年度に最適

な観測地点を設定し，平成

27 年度には本観測を実現

させる。 

これらの地球規模での観測

と併せて，地球規模の気候

変動の影響を受ける海域の

１つである津軽海峡を対象

海域とし，平成 27 年度を目

途に海洋短波レーダによる

表面流速観測・データ公開

システムを整備し，津軽暖

流の流量と物質輸送量及び

それらの変動を把握し，漁

業活動や防災対策として有

益な情報を発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と併せて，地球規模の気候

変動の影響を受ける海域の

１つである津軽海峡を対象

海域とし，漁業活動や防災

対策として有益な情報を発

信する。 

平成 27 年度は，船舶・ブ

イ等による海洋観測では，

熱帯域における気候変動現

象の理解，海盆規模の熱・

物質輸送とその変動を把

握，インド洋東部熱帯域の

微生物量・各種微生物活性

調査のため，海洋地球研究

船「みらい」（以下，「みら

い」という。）による東イン

ド洋における観測航海を実

施し，西部太平洋及びイン

ド洋東部赤道域においては

係留系の再配置を検討し，

それらを維持する。また，

Argo フロートを投入し，太

平洋アルゴ領域センター

（PARC）を通して国際観測

網を維持しつつ水塊解析を

実施する。観測によって得

られたデータから海洋酸性

化などの海洋環境変化の解

析及び北太平洋亜寒帯域に

おける窒素･炭素循環に関

わる微生物分布の解析を行

う。 

先駆的技術開発として，

気候変動研究のための高解

像度データ統合手法を検討

し，プロトタイプを作成す

る。また，舶用偏波レーダ

ー・舶用ライダー技術の開

や Argo 観測によって得られたデー

タを解析し、日本東岸で示されてい

た溶存物質に現れる 20 年変動が

2000 年代以降も継続し、それが北

太平洋に広がる様子やインド洋の

係留ブイデータからは島嶼地形に

よる表層ジェットの変動を捉えた。

北太平洋亜寒帯域を横断する測線

の海洋表層から海底直上までの微

生物分布及びアミノ酸取り込み活

性の測定結果を解析し、海洋深層の

微生物群集が必ずしも当該海域の

一次生産に依存しないことを示し

た。 

気候変動研究のための高解像度

データ統合手法の検討では、高解像

度四次元変分法データ統合システ

ムのテストケースを地球シミュレ

ータ上で実行した。海面高度の情報

をより整合的にとりこむ高解像度

データ統合手法を実装し、3年間の

プロトタイプデータセットを作成

し、それを用いて高緯度海域の環境

変動研究に試用するなど基本的な

検証を行った。さらに四次元変分法

大気海洋結合データ同化システム

を用いて地球シミュレータ上で統

合した大気海洋環境再現データセ

ットを解析し、エルニーニョ現象の

予測精度が向上することを実証し

た。また、舶用偏波レーダの運用技

術を開発・適用し、ビデオゾンデと

の同期観測に成功した。舶用ライダ

ーは、水蒸気混合比計測が可能な多

チャンネル化に成功した。Wave 

Glider については、その基本運動

性能と気象観測の試験を実施し、所

定の技術確認が終了した。 

ESTOC を改良しながら公開する

とともに、リファレンスとなる

データ論文を国際誌に公表し

た。 

観測などによって得た科学的

な知見を、科学専門誌、学会誌

等で公表した（主著 45、共著 95、

プレス 3件）。特に、北極研究に

関しては、GRENE 北極事業終了の

年にあたり、例年に比して多数

の論文が発表された。また、気

象学会誌にて過去に行った

CYNDY2011 の特集号が組まれた。 

各種委員会、国際研究プログ

ラムへの委員派遣等、研究活動

へも充分貢献した。 

研究生受入れ、一般向け講演

会、講師派遣等の活動も十分に

行った。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発及び係留系による観測の

代替手法開発をめざしたウ

ェイブグライダーの試験を

実施する。 

北極域における観測研究

では，チャクチ海の海氷融

解域における太陽放射加熱

とその熱輸送の把握やチャ

クチ海の冬季海氷生成と海

洋環境の変化，その海盆域

への影響を調査するため，

「みらい」や係留系による

北極海観測を実施する。ま

た，環北極域の長期地温変

動の解明にむけ，シベリア

河川域での気象・水文観測

を実施する。これらの観測

により得られたデータから

北極海域の環境変化とその

中緯度への影響を解析す

る。 

海洋生態系応答に関する

観測研究では，酸性化等の

環境変化に対するプランク

トンの応答を明らかにする

ため，上述の観測航海に参

加し，陸上では培養・飼育

実験を行う。また，昇温に

着目した植物プランクトン

群集の応答シミュレーショ

ンを行う。 

海大陸における観測研究

では，熱帯域に特有な MJO

などの短期気候変動現象

や，主に沿岸部に見られる

集中豪雨などの極端現象の

実像を明らかにするため，

拠点における観測を継続す

北極海での観測研究では計画通

りの観測を実施し、北極海の河川氷

について温暖化に伴い結氷の遅

れ・融氷の早期化・厚さの減少が起

きていること、海氷の減少に伴って

ベーリング海やチャクチ海で春季

ブルーム期の大型植物プランクト

ンの優占による基礎生産力の増加

が起きていること、チャクチ海南部

で起きている秋季ブルームの実態

と維持機構を現場観測と係留系時

系列観測から明らかにしたこと、国

際連携観測の結果を取りまとめて

アラスカバロー沖の夏季の流量・淡

水流量・熱流量変化を示したこと、

など多数の知見を得た。また、氷の

下の観測を可能とするような簡易

型自走式フロートの開発に着手し

た。 

海洋生態系応答に関する観測研

究として、亜寒帯域（K2）ならびに

北極海(NAP：西部北極海ノースウイ

ンド深海平原)において平成 26 年

度に引き続き海洋酸性化等の時系

列監視観測を実施した。また、海洋

酸性化の影響を評価するためのマ

イクロ X 線 CT 装置（生物の炭酸塩

骨格密度測定用）を５月に導入し、

装置の立ち上げを行った。また、海

洋生態系モデルについて、低次生物

（特に植物プランクトン）の生理応

答を１つの方程式で表現すること

に成功した。 

海大陸における観測研究では、モ

ンスーン研究のための拠点である

ベトナム、フィリピン、パラオにお

ける観測を継続し、既存データも利

用して、研究成果を論文として発表
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るとともに，スマトラ沿岸

域における大気海洋統合集

中観測を実施する。また，

既存データを利用した短期

気候変動に関する解析を行

う。さらに，国際プロジェ

ク ト 「 Years of the 

Maritime Continent」（YMC）

のための国際調整を行う。 

津軽海峡を通過する物質

量を把握するとともに津軽

海峡に接する海浜域の状況

とそこで起こっている変化

を観測し変動を捉え，水産

業・防災に生かす体制を作

るため，HF レーダー観測を

実施し，HF レーダー観測デ

ータを公表するとともに，

津軽海峡周辺の海洋観測，

下北半島北側の海浜生物調

査及び関根浜港の CO2 収支

を推定するための観測を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した。また、特にインドネシア・ス

マトラ島のベンクル市周辺におい

て、Pre-YMCキャンペーンと称して、

陸上サイトならびに「みらい」船上

から平成27年11－12月の１ヶ月半

に及ぶ集中観測を実施し、降水シス

テムを多数観測することに成功し

た。このデータは降水メカニズム解

明のために利用されるとともに、

2017 年度に予定されている YMC の

ための基礎資料としても活用予定

である。そして、その YMC に対する

推進活動では、ジャカルタにてワー

クショップを開催し、科学運営委員

会を立ち上げた他、世界気象機関

(WMO)の世界天気研究計画(WWRP)か

ら活動に対してエンドースメント

を取得し、真の国際プロジェクトと

して各国との交渉を推進している。 

 海洋短波レーダー（HF レーダー）

の観測を継続し、H27 年 9 月中旬に

流向・流速を準リアルタイムでデー

タ公開するサイト（津軽海峡東部海

洋レーダーデータサイト：MORSETS）

の運用を開始した。HF レーダーデ

ータ品質評価のための繋留観測を

実施し、取得データを比較し、不一

致を補正するための検討を行い、ア

ンテナパターンの再測定及び自動

修正システム導入を行った。海浜の

環境指標とするための生物調査を

下北半島北側の 1点で実施した。津

軽海峡周辺の海洋観測を実施する

とともに、関根浜港内外で温度・塩

分・溶存酸素量のデータ及び炭酸系

を含む化学成分分析用の試料採取

を行った。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

②地球表層における物質循

環研究 

正確な地球環境変動予測に

は，大気と海表面・地表面

との間の水，熱，CO2 や他

の温室効果ガス等の交換，

陸域生態系の広域分布の自

然変動や人為的変動，陸か

ら海への物質輸送過程及び

大気中の微量物質の時空間

変動等の要因に関する理解

を向上させ，モデルを高精

度化する必要がある。その

ため，衛星観測と現場観測

により，地球表層における

物質及びエネルギーの循環

並びに陸域生態系の構造及

び機能の変動を平成 28 年

度を目途に分析し，それら

と海洋，大気や人間圏との

関係を評価する。また，大

気組成の時空間変動を計測

し，モデルシミュレーショ

ンと連携してそれらの過程

や収支に関する理解を平成

28 年度を目途に向上させ，

大気組成の変動を通じた人

間圏と気候・生態系との結

びつきを検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地球表層における物質循

環研究 

正確な地球環境変動予測に

向けたモデルの高精度化の

ため，衛星観測と現場観測

により，地球表層における

物質及びエネルギーの循環

並びに陸域生態系の構造及

び機能の変動を分析し，そ

れらと海洋，大気や人間圏

との関係を評価する。また，

大気組成の時空間変動を計

測し，モデルシミュレーシ

ョンと連携してそれらの過

程や収支に関する理解を向

上させ，大気組成の変動を

通じた人間圏と気候・生態

系との結びつきを検証す

る。 

平成 27 年度は，衛星観測

と現場観測については，

水・エネルギー・炭素循環

と陸上生態系の実態と変動

を把握するため，地上ステ

ーションにおける観測及び

衛星データ解析を実施す

る。また，大気－海洋間の

輸送を把握するため，黒潮

続流域定点（KEO)における

沈降粒子／大気組成データ

の解析を実施する。さらに，

西部北太平洋における N2O

収支を知るために，海洋－

次元 N2O 同位体モデルの構

築と適用を行う。有孔虫の

炭酸塩及びアイスコア中の

気泡中の二酸化炭素の同位

体比の試験的測定を行うた

②地球表層における物質循環研究 

 平成 27 年度は、衛星観測と現場

観測により、地球表層における物質

及びエネルギーの循環並びに陸域

生態系の構造及び機能の変動を分

析するため、アラスカやシベリア等

において、エネルギーや CO2 などの

大気・陸面間の交換について観測を

継続し、データを得た。また、アラ

スカでは森林全体と林床の分光反

射の測定を開始した。陸面と大気間

の物質収支に対する生態系の役割

を分析し、衛星データによるスケー

ルアップとモデリングを発展させ

た。また、大気－海洋間の輸送を把

握するため、黒潮続流域定点（KEO）

において 2014 年 7月〜2015 年 7月

における沈降粒子の時系列採集に

成功、現在得られた粒子の化学分析

を実施しながら NOAA 表層ブイで得

られた気象・海洋物理データ、およ

び衛星データとあわせて時系列変

動の相互作用を解析中である。海洋

－大気間の N2O 収支の精緻化を図

るための同位体モデルを構築する

ことに成功し、論文発表を行った。

また、同モデルを鉛直一次元へ拡張

した。 

有孔虫の炭酸塩及びアイスコア

中の気泡中の二酸化炭素の同位体

比の試験的測定を行うため、中赤外

レーザーを用いた同位体比測定技

術を大きく進展させ、二酸化炭素分

子の試験的な測定を開始した。南極

アデリー海で採取された堆積物中

からクロロフィルの窒素同位体比

を初めて測定し、過去 2000 年にわ

たって当海域の栄養塩の分布が数

 

 平成 27年度計画に対する進捗

は、予定通りであった。 

大気、陸、海洋という異なる

研究対象を横断した課題であ

り、その研究活動は次第に成熟

してきたと考える。インド洋西

部における海洋生態系に対する

森林火災起源の栄養塩の大気を

介した供給の可能性の指摘や、

陸面－大気間の炭素フラックス

の複数の手法による推定と比較

の研究(プレス発表)は、研究対

象を横断した最たる成果であ

り、その実施体制や方策が適切

であったと判断される理由であ

る。 

大気モデルを用いた物質循環

研究では、全球の観測情報と最

新の大気輸送モデルに基づく新

たな逆推定フレームワークを利

用することで、東アジアからの

石炭産業起源のメタン放出量が

従来試算よりも少ないこと、熱

帯域のメタン放出量は近年の家

畜飼育数の増加に伴い増えてい

る可能性があることを指摘する

重要な成果が得られた(プレス

発表)。メタン以外の物質につい

ても多くの成果を公表し当初目

標を達成した。これらの成果は

国際的水準に照らしても十分に

大きな意義があるものであり、

平成 28年度以降にこれらの知見

を集約することで地球温暖化対

策および放出量管理に関する政

策立案の際の科学的裏付けを提

供し、IPCC などにおいて科学的
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

め，中赤外レーザーを用い

た新しい同位体比分析法を

応用する。加えて，過去

2000 年間の南極海におけ

る窒素動態を推定するた

め，南極アデリー海で採取

された堆積物中のクロロフ

ィルの窒素同位体比を解析

する。 

高精度モデルの開発に関

しては，北方林の樹冠と林

床別の物理量を推定するた

めの，FLiES のアルゴリズ

ムを開発する。また，大気

中二酸化炭素濃度を高精度

で評価するため，高頻度航

空機観測データを導入す

る。 

大気組成の変動について

は，大気中のブラックカー

ボン（BC）の時空間変動を

把握するため，船舶やアジ

ア広域観測を実施するとと

もに，観測点拡充に関する

候補地の策定と機器整備を

行う。また，国際宇宙ステ

ーションからの高水平分解

能大気環境計測のフィージ

ビリティ検討を行う。さら

に，BC の時空間変動の精密

な把握のため，北極域を含

む BC 観測データをもとに，

モデルとの統合解析を行

う。 

 

 

 

 

百年周期で変動してきたことを明

らかにした。 

北方林の樹冠と林床別の物理量

を推定するため FLiES への北方林

の樹冠・林床別アルゴリズムを開発

し、その初期結果として北米大陸北

部における樹冠のみの物理量の分

布を提示した。高頻度航空機観測デ

ータを導入し、CO2 排出吸収量の推

定値を用いて計算された CO2 濃度

を高精度で評価した。日本上空およ

び日本からオーストラリア間につ

いて良い一致が得られた。また、高

精度モデルを用いた逆計算を実施

し、メタンの地域別収支に関する新

しい知見を得た。。 

大気組成の変動について「みら

い」の北極・インド洋・太平洋航海

や、福江島、台湾の定点におけるブ

ラックカーボン（BC）観測を実施し、

アラスカ・ポーカーフラット、ロシ

ア・ヤクーツク周辺での観測候補地

を策定するとともに、使用する機器

の整備を行った。また、宇宙からの

高水平分解能大気環境計測のフィ

ージビリティ検討を行った。大気汚

染物質の高度分布の仮定が、現場観

測と衛星観測との間の不整合要因

となる可能性について解析した。発

生源となる森林火災地域を考慮し

て、大気トレーサ輸送モデル

FLEXPART に基づき BC の輸送・動態

の解析初期結果を得た。国内および

船舶起源 BC の北極域への影響を評

価するため、神戸大学などと連携し

各種起源ごとの BC エミッションデ

ータベースを構築した。 

 

知見を高めていくことが期待さ

れる。 

陸を中心とした研究では、ア

ラスカ大学フェアバンクス校国

際北極圏研究センターとの共同

研究の一環で、森林の樹冠と林

床を分離した葉面積指数の推定

アルゴリズムを開発し、その地

理的分布と季節変化の初期結果

を地図化し、組織横断的な連携

も行い、計画の達成に貢献して

いる。 

海洋を中心とした物質循環研

究では、NOAA-PMEL と互いの係留

系を用いて海洋表層気象・海象、

海洋物理・化学の相互作用に関

する海洋観測研究を順調に実施

することができた。こうした定

点における時系列観測は海洋定

点観測国際コンソーシアム

（OceansSITES）や米国海洋炭素

＆生物地球科学研究計画（Ocean 

Carbon and 

Biogeochemistry:OCB）といった

国際連携の枠組みに位置づけら

れるものであり、国際的な取組

への知見提供も十分になされ

た。また、森林火災と一次生産

の関係に関する論文発表、福島

原発沖海底表層堆積物の再懸濁

と水平輸送の関する論文発表と

プレス発表および解説記事の執

筆、Journal of Oceanography 誌

での K2S1 プロジェクト特集号へ

の論文発表(主著：4報)など多く

の成果を公表することができた

ことなど、研究成果の外部への

発信、社会への還元、発信につ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

③観測研究に基づく地球環

境変動予測の高度化と応用 

長期的な推移を見せる地球

温暖化を背景として，大気

海洋系独自の変動としての

猛暑や暖冬，さらには都市

規模での豪雨や竜巻等，短

期・局所的に起こる極端現

象の発生頻度の増加が指摘

されている。このような現

象に対して，社会に適切な

タイミングで情報が届く実

用的な予測を行うことがで

きれば，その意義は極めて

大きい。そのため，シーム

レスな環境予測システムの

構築に向け，全球雲解像モ

デル（NICAM）を高度化して

数値計算を行い，洋上観測

データ等を活用した検証を

通じて，予測の信頼性を向

上させる。また，地球温暖

化に代表される長期的な地

球環境の変化予測に係る不

確実性低減と信頼性の向上

のため，これまでに機構が

構築してきた地球システム

モデル（ESM）を高度化し，

平成 28 年度までは現在及

び将来の地球環境変動実験

等を中心に実施し，平成 29

年度以降は古気候の再現実

験等を中心にシミュレーシ

ョン研究を行うことで，100

年以上の長い時間スケール

 

 

 

③観測研究に基づく地球環

境変動予測の高度化と応用 

短期・局所的に起こる極端

現象について，社会に適切

なタイミングで情報を届け

る実用的な予測を行うこと

を目指し，シームレスな環

境予測システムの構築に向

け，全球雲解像モデル

（NICAM）を高度化して数値

計算を行い，洋上観測デー

タ等を活用した検証を通じ

て，予測の信頼性を向上さ

せる。また，地球温暖化に

代表される長期的な地球環

境の変化予測に係る不確実

性低減と信頼性の向上のた

め，これまでに機構が構築

してきた地球システムモデ

ル（ESM）を高度化し，現在

及び将来の地球環境変動実

験等を中心に実施し，古気

候の再現実験等を中心にシ

ミュレーション研究を行う

ことで，100 年以上の長い

時間スケールにおいて人間

活動が地球環境の変化に与

える影響を評価する。さら

に，極端な気象現象や異常

気象等を生み出す要因とな

る季節内振動から 10 年ス

ケールの現象までの気候変

動予測情報や海洋環境変動

予測情報を段階的に創出・

応用し，海洋・地球情報を

 

 

 

③観測研究に基づく地球環境変動

予測の高度化と応用 

 平成 27 年度は、シームレスな環

境予測システムの構築に向けて

NICAMを用いた全球高解像度予測シ

ステムを地球シミュレータ（ES）上

に構築し、集中観測を対象とする予

測計算の実施および結果の配信を

行った。得られたデータを用いて熱

帯の日内から季節内の現象に関す

る解析を行った。また、異なる再解

析データのダウンスケール結果へ

の影響を評価するため、領域気候モ

デルを用いて、関東北陸域を対象に

20 年間の再現実験を行い、主要河

川の流量のシミュレーションを実

施した。加えて、領域気候モデルを

用いたシミュレーションにより海

面水温の変化が関東地方の気温変

動に影響を及ぼしていることを明

らかにした。 

ESM の高度化に関して、ティッピ

ング・エレメントの一つである氷床

に関連した氷床モデルの開発改良

と不確定性の評価を行った。将来の

グリーンランド氷床の温暖化予測

のモデル間比較に見られる結果の

ばらつきの要因を明らかにし、論文

として発表した。氷床棚氷モデルの

開発を通じて不可逆性に接地線付

近の力学過程が重要な役割を果た

すことを確認した。陸域のティッピ

ング・エレメントや不可逆性に関し

て、ESMを用いた数値実験を実施し、

北半球高緯度地域における永久凍

いても適切に実施したと判断し

た。 

 

 

 

 平成 27年度計画は予定通り進

捗させた。 

全球雲解像モデル（NICAM）を

用いた準リアルタイム予測シス

テムを ES 上に構築してプレ YMC

集中観測において実運用し、観

測の運営に活用すると同時に、

得られた計算データを用いたモ

デルの検証や現象理解のための

解析を行った。 

また、陸域のティッピング・

エレメントや不可逆性に関し

て、地球システムモデルを用い

た数値実験を実施し、北半球高

緯度地域における永久凍土面積

の減少速度の算出を行った。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

において人間活動が地球環

境の変化に与える影響を評

価する。さらに，極端な気

象現象や異常気象等を生み

出す要因となる季節内振動

から 10 年スケールの現象

までの気候変動予測情報や

海洋環境変動予測情報を段

階的に創出・応用し，海洋・

地球情報を学際的に展開す

る。 

学際的に展開する。 

平成 27 年度は，シームレ

スな環境予測システムの構

築に向けて，熱帯の日内か

ら季節内の現象の理解とモ

デルの高度化のため，集中

観測（プレ YMC）を対象と

する予測実験と解析を実施

する。また，正確な水循環

過程を理解するため，領域

気候モデルと陸面モデルの

連携実験と解析を実施す

る。 

ESM の高度化に関して，

ティッピング・エレメント

や不可逆的現象が発生する

可能性を評価するため，そ

れぞれ閾値や変化速度の定

量化にとって重要なプロセ

スの同定につながる実験を

実施する。 

予測情報の創出・応用に

ついては，実用的な海洋環

境変動予測情報を創出する

ため，海洋水塊過程モデル

実験を実施し，氷海，河川，

物質循環モデルの日本周辺

海域への適用実験の精度を

評価する。また，領域気候

変動予測への応用のため

に，偏差ダウンスケーリン

グ実験を実施する。数値モ

デルによる亜熱帯域-中高

緯度気候間の相互作用の理

解を深化させるため，数値

モデル実験結果を解析する

とともに，季節予測システ

ムにおける中高緯度域の気

土面積の減少速度の算出を行った。

また、これに関する国際研究ネット

ワークやモデル間相互比較研究を

行う取組が近年増えつつある。その

ような国際研究の一つである

Permafrost Carbon Network に参画

し、マルチモデルの比較から永久凍

土の減少速度や炭素循環変化に関

して解析が行われ、この知見が論文

としてまとめられた。 

予測情報の創出・応用について

は、海流・潮汐流を同時に推算する

高解像度（3km）の日本近海海洋再

解析（2002 年以降現在までの過去

14 年間）を実施し観測データによ

って検証した。氷海モデルを海流モ

デルと結合し、オホーツク海の海氷

変動を再現できることを確認した。

日本全国を対象とする河川・海洋シ

ームレス結合モデルを開発し検証

を進めた。領域気候変動予測への応

用へ向け、SINTEX-F の予測結果を

バイアス補正して南アフリカ域へ

ダウンスケールすることで予測精

度向上することを示した。亜熱帯域

-中高緯度気候間の相互作用に関連

して、平成 26 年度に発見したカリ

フォルニア・ニーニョ/ニーニャの

予測可能性を明らかにするととも

に、アフリカ南部における十年規模

変動のメカニズムの理解を進めた。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

候変動予測可能性等の理解

を深めるため，予測システ

ムのプロダクトを解析す

る。 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(3) 海域地震発生帯研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 51 44    予算額（千円） 2,962,474 4,067,663    

       決算額（千円） 2,910,201 3,717,397    

       経常費用（千円） 3,740,894 3,357,189    

       経常利益（千円） ▲358 57,394    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
2,704,998 2,269,904    

        従事人員数 249 235    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海溝型巨大地震

や津波は，人類に

甚大な被害をも

たらす脅威であ

ることから，海溝

型地震発生帯に

おける動的挙動

を 総 合 的 に 調

査・分析し，海溝

型地震の発生メ

カ ニ ズ ム や 社

会・環境に与える

影響を理解する

こ と に よ り 防

災・減災対策を強

化することは，我

が国にとって喫

近年，我が国及び世界各国

では，阪神淡路大震災(1995

年)，スマトラ沖大津波地震

(2004 年)，東日本大震災

(2011 年)のような地震・津

波による災害が多発してい

る。機構は地震調査研究推

進本部が策定した「新たな

地震調査研究の推進につい

て－地震に関する観測，測

量，調査及び研究の推進に

ついての総合的かつ基本的

な施策－」(平成 24 年 9 月

6 日改訂)及び文部科学省 

科学技術・学術審議会の建

議「災害の軽減に貢献する

ための地震火山観測研究計

再来が危惧されている南海

トラフ巨大地震の震源域を

始めとする日本列島・西太

平洋海域を中心に，地震・

火山活動の原因についての

科学的知見を蓄積するとと

もに，精緻な調査観測研究，

先進的なシミュレーション

研究，モニタリング研究及

び解析研究等を統合した海

域地震発生帯研究開発を推

進する。 

これにより，海溝周辺にお

ける地震性滑りの時空間分

布等の新たなデータに基づ

き，従来の地震・津波発生

モデルを再考し，海溝型巨

【大評価軸】 

・成果の国や地方

自治体における

活用を通じて、海

溝型巨大地震に

対する防災・減災

対策へ貢献した

か 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

のであるか 

・国際的な水準に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

平成 27年度計画は全て達成し

た。さらに、以下のような特筆

すべき研究開発成果が得られ、

「研究開発成果の最大化」に向

けて顕著な成果の創出及び将来

的な成果の創出の期待等が認め

られることから、Ａ評定とした。 

 

○DONET の構築完了により、我が

国の防災・減災に貢献  

・DONET1 に加え、DONET2 の構築

を完成させることで、南海ト

ラフの広範囲にわたる観測網

を実現した。DONET から得られ

た観測データを気象庁に提供

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度には、世界最大規模

の詳細かつ最高精度の地震・津

波観測監視システム（DONET）の

構築を完了し、浅部超低周波地

震を初めて計測するなど、地震

発生予測の高度化に貢献した。

このような科学的・国際的に優

れた研究成果の輩出のみなら

ず、観測データをリアルタイム

で気象庁に提供することで緊急

地震速報・津波警報の機能が向

上したことや、地方自治体等へ

の提供により、例えば和歌山県

では気象業務許可を取得したこ

となど、国や地方自治体におけ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

緊の課題である。 

このため，機構

は，海域における

リアルタイム地

震・津波観測網を

整備するととも

に，研究船や海底

地震計等を用い

た高度な観測技

術等を最大限に

活用し，南海トラ

フや日本海溝等

を中心とした地

震発生帯の精緻

な調査観測研究

を実施する。ま

た，「地球シミュ

レータ」等を用い

た計算技術等に

より，海溝型地震

の物理モデルを

構築し，プレート

の沈み込み帯活

動の実態を定量

化するとともに，

より高精度な地

震発生モデルや

プレート境界モ

デルを確立する。

これらの成果を

もとに，地震・津

波に起因する災

害ポテンシャル

等の評価や，我が

国の防災・減災対

策の強化に資す

る情報を提供す

るとともに，地

画の推進について（平成 25

年 11 月 8 日）」において示

されている役割を果たすた

め，独立行政法人防災科学

技術研究所等の関係する研

究機関と協力し，再来が危

惧されている南海トラフ巨

大地震の震源域を始めとす

る日本列島・西太平洋海域

を中心に，地震・火山活動

の原因についての科学的知

見を蓄積するとともに，精

緻な調査観測研究，先進的

なシミュレーション研究，

モニタリング研究及び解析

研究等を統合した海域地震

発生帯研究開発を推進す

る。 

これにより，海溝周辺にお

ける地震性滑りの時空間分

布等の新たなデータに基づ

き，従来の地震・津波発生

モデルを再考し，海溝型巨

大地震や津波発生メカニズ

ムの理解を進める。また，

主に海域地殻活動や海底変

動に起因する災害ポテンシ

ャルの評価とそれに基づく

地域への影響評価を行う。

さらに，地震・津波が生態

系へ及ぼす影響とその回復

過程についても評価する。 

 

 

 

 

 

 

大地震や津波発生メカニズ

ムの理解を進める。また，

主に海域地殻活動や海底変

動に起因する災害ポテンシ

ャルの評価とそれに基づく

地域への影響評価を行う。

さらに，地震・津波が生態

系へ及ぼす影響とその回復

過程についても評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・国や地方自治体

において利活用

されたか若しく

はそれにつなが

る可能性がある

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

することで緊急地震速報・津

波警報の機能が向上し、我が

国の防災・減災に大きく貢献

した。  

・さらに、DONET データを、防災

科学技術研究所、地方自治体

（和歌山県、三重県、尾鷲市）、

企業（中部電力、公益財団法

人鉄道総合技術研究所）へも

提供し、例えば和歌山県では

気象業務許可を取得し各地

域・分野の防災・減災に活用

されている。 

 

○日向灘地震と南海トラフ巨大

地震の関係性をシミュレーシ

ョン 

・南海トラフ地震は東海・東南

海地震が先に起こると思われ

ていたが、スーパーコンピュ

ータ「京」を用いたシミュレ

ーションにより、日向灘地震

によって誘発されて南海地震

が先に起こるという、これま

で想定されていないシナリオ

があり得ることが分かった。

また、誘発によって発生間隔

が大きく変化し得ること、地

震や余効すべりを半定量的に

再現可能であることが示され

た。こうした成果は、2016 年

4月3日のNHKスペシャルMEGA 

DISASTER Ⅱでも取り上げら

れ、社会へ大きなインパクト

を与えた。  

 

○地震による三陸沖海洋環境変

動の把握  

る防災・減災対策に大きく貢献

した。 

・また、東北地方太平洋沖地震の

震源域で掘削採取した試料を用

いた岩石実験により、プレート

境界断層浅部ではゆっくり地震

と高速地滑りが同じ断層で起こ

り得ることを証明するなど、従

来の概念を覆す成果が得られ、

我が国の防災・減災政策立案に

当たって考慮すべき新たな知見

を提示することができた。 

・さらに、東日本大震災による三

陸沖の海洋環境変動を把握し、

地元自治体や漁業関係者等への

情報展開を進めている。 

・以上、これらの取組及び成果等

を、中期目標や平成 27 年度計画

に照らし総合的に勘案すると、

「研究開発成果の最大化」に向

けて顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出の期待が認めら

れ、Ａ評価に値するといえる。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・DONET の開発は、科学的にきわ

めて大きな意味をもつものと高

く評価でき、国際的な水準から

みてもすばらしいものである。

また国や自治体での利活用も始

まっていることから、Ａ評価と

する自己評価は妥当。 

・DONET の高精度の地震・津波観

測監視システムの構築に成功し
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

震・津波が生態系

に及ぼす影響と

その回復過程を

把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・津波によって拡散された有害

物質 PCB 濃度を測定し、海洋

生態系のへの影響を調査した

結果、震災前とほぼ同じレベ

ルで推移しており汚染は見ら

れなかった。水産生物分布予

測、食物としての安全性評価

と生態系基礎構造把握、攪乱

からの回復過程を示したこと

で、科学的知見から漁業復興

に貢献することが期待され

る。  

 

以上に挙げる成果も含め、技

術部門との連携により DONET2 の

構築を完遂したのみならず、既

に DONET のデータが社会実装さ

れ、地域の防災に活かしている

自治体が現れていること、運輸

分野との共同研究により、今後

旅客事業の安全・安心にも貢献

していくこと等、顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出が認

められるものである。また、日

向灘で起こった地震が、南海ト

ラフで想定される巨大地震の発

生間隔を短くする場合があるこ

となどがわかり、当該成果は NHK

の番組でも取り上げられてい

る。さらに、震災後の三陸沖調

査により生物と堆積物中の PCB

濃度を測定し、時間変化を解析

し異常が認められないことを示

した成果は、科学的知見から漁

業復興に貢献する顕著な成果で

ある。このように中期目標に掲

げたアウトカムの達成に大きく

貢献していると認められ、本課

題の大評価軸「成果の国や地方

たことを高く評価する。そのシ

ステムの拡張性が高く、今後

様々な実験に用いられるポテン

シャルを持っていることなどの

特徴があり、デザインの面でも

優れたものである。南海トラフ

地震に関するモデリングや三陸

沖海洋環境変動の把握について

の成果も確実にあがっている。

後者について具体的な復興への

貢献は期待できるものの、学術

的な成果はややもの足りない。

総合的に判断してＡ評価で妥当

であると考える。 

・DONET については、「開発・運用」

部門でもＡ評価をしている。シ

ステムが構築されたからこそ成

果が生まれたと考えられるの

で、「開発・運用」の方で評価し

た方が適切ではないか。 

・南海トラフ地震のシミュレーシ

ョンは仮説の一つとしての意義

があると思われるが、「顕著」と

まではいえないのではないか。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

① プレート境界域の地震

発生帯実態解明研究 

地震発生帯の地震・津波像

の解明に資するため，地殻

構造，地殻活動及び地震発

生履歴等について精緻な調

査観測研究を実施する。ま

た，地震・津波観測監視シ

ステム(DONET)等の海域地

震・津波観測システムから

得られるデータや関係する

研究機関とのデータ相互交

換の枠組みを活用し，地震

発生，地震動及び津波の予

測精度の向上に資する解析

研究を行う。さらに，地震

発生帯における諸現象のシ

ミュレーション研究等を実

施し，海洋科学掘削で得ら

れた研究成果との統合を図

ることにより，巨大地震発

生帯の実態解明に資する新

たな科学的知見を蓄積す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①プレート境界域の地震発

生帯実態解明研究 

地震発生帯の地震・津波像

の解明に資するため，地殻

構造，地殻活動及び地震発

生履歴等について精緻な調

査観測研究を実施する。ま

た，地震・津波観測監視シ

ステム(DONET)等の海域地

震・津波観測システムから

得られるデータや関係する

研究機関とのデータ相互交

換の枠組みを活用し，地震

発生，地震動及び津波の予

測精度の向上に資する解析

研究を行う。さらに，地震

発生帯における諸現象のシ

ミュレーション研究等を実

施し，海洋科学掘削で得ら

れた研究成果との統合を図

ることにより，巨大地震発

生帯の実態解明に資する新

たな科学的知見を蓄積す

る。 

平成 27 年度は，海底地

震・津波・地殻変動リアル

タイム観測に向けたシステ

ム構築のために，リアルタ

イム地震・津波観測研究の

ための DONET2 観測点を設

置し，強潮流域下でのオン

 

 

 

 

 

 

 

①プレート境界域の地震発生帯実

態解明研究 

 平成 27 年度は、日本海溝、南海

トラフ、南西諸島海溝、日本海など

で精緻な地質・地球物理観測を実施

し、地殻活動・構造や地震発生履歴

に関する新たな知見を得た。また、

DONET2 の構築を完了し、そのデー

タを活用することによって、地震発

生予測、津波予測の高精度化を進め

るとともに、新たな観測プラットフ

ォームであるオンデマンド地殻変

動観測ブイの開発を進めた。さら

に、掘削から得られたサンプルによ

る実験、シミュレーション研究を総

合的に進め、地震発生物理に関する

新たな知見をえた。 

DONET2 の開発においては、平成

27 年度中に、29 カ所の全観測点で

起動を行い、構築を完了した。構築

海底作業においては、独自に開発し

た自動展張装置の活用や、油圧ハン

マーによるケーシング設置等によ

り、効率的かつ安定に作業を実施し

た。陸上では、DONET システムを管

理する横浜コントロールセンター

を構築することによって、統合的に

海底機器の調整、品質評価を実施し

た。 

DONET等による地殻変動連続リア

ルタイム観測を目的として、海底に

自治体における活用を通じて、

海溝型巨大地震に対する防災・

減災対策へ貢献したか」に照ら

しても顕著な成果を創出したと

認められるため、本課題の評定

をＡとした。  

 

 

 

平成 27 年度計画は、予定通り

達成された。 

東北沖アウターライズでの地

下構造探査から、地震波速度構

造が低下することを明らかに

し、アウターライズ地震の潜在

断層の範囲を同定するための重

要なデータを得るなど、発展性

等の高い研究開発成果を挙げて

いる。  

DONET や大型観測機器を用い

た地震発生帯での調査観測研究

は世界的に見てもユニークなア

プローチで、多くの学会等での

招待講演をはじめとして世界的

に注目を集めている。特に DONET

に関しては海外の政府防災担当

者からも注目されている。  

DONET2 構築が進み、熊野灘だけ

でなく紀伊水道沖を含めた南海

トラフの広い海域での地震活

動・地殻変動等の監視が詳細に

できるようになり、2015 年 8 月

頃から室戸沖、及び熊野灘で発

生した超低周波地震検知などの

成果が得られた。 

研究実施体制については、防

災科学技術研究所・気象庁・各

大学等様々な機関との緊密な連
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デマンド地殻変動観測を可

能にする地殻変動観測ブイ

システムの試作品を構築す

る。 

地震発生帯の構造・履

歴・活動（構造研究，巨大

地震の履歴の海底調査）を

明らかにするために，南西

諸島種子島周辺海域と日本

海北陸沖西部，日本海溝福

島沖海域等における地殻構

造調査と自然地震観測，地

震・津波履歴調査，地殻変

動観測を行う。 

DONET データを用いた活

用手法の検討（津波即時予

測システムの開発）のため

に，津波即時予測の精度向

上を図るための津波即時予

測システムの高精度化手法

を開発する。 

プレート境界の固着すべ

りの推移予測（データ同化

を用いた高精度化）のため

に，プレート境界の固着す

べりの推移予測のためのパ

ラメーター初期値の自動修

正機能を高精度化する。 

すべりの多様性と相互作

用に関するシミュレーショ

ンと室内実験による地震発

生物理モデルの高度化のた

めに，プレート境界のすべ

りの多様性と相互作用理解

の鍵となる巨視的摩擦特性

を調べるための数値実験を

行い，日本海溝域における

すべりの多様性と相互作用

設置された水圧計の校正技術の開

発を実施した。地殻変動観測ブイシ

ステムの開発では、2015 年 12 月よ

りデータを取得中で、音響通信のチ

ューニングやシステムオンデマン

ド化を実現した。 

南西諸島種子島周辺海域と日本

海北陸沖西部、日本海溝福島沖海域

等における地殻構造探査を実施し

た。さらに、過年度に南西諸島八重

山諸島海域で得られた観測データ

からプレート境界物性に関する解

析や、低周波微動等の多様な地震活

動の解析をおこなった。三陸沖およ

び種子島海域等での自然地震の観

測を実施した。また、日本海溝・南

海トラフ・南西諸島において地震発

生履歴を明らかにするための海底

堆積物採取とその解析・分析を行っ

た。 

上記に加え、海底火山モニタリン

グ研究として西之島周辺海域で船

舶による水中音波、空振、海底地震

観測を行い、火山深部微動起源の水

中音波シグナルを検出した。また、

波浪グライダーを用いた自律的な

火山活動監視システムを開発し、こ

れまでの地球物理観測の知見を活

かし海底火山観測への応用も新た

に開始した。 

津波即時予測システムの高度化

については、いくつかの面から検討

を進めた。一つは津波計算手法その

ものである。これまでの計算には分

散項・砕波項が含まれていなかった

が、これを機構で定常的に使用して

いる津波コード JAGURS に実装し

た。次に津波即時予測自体のロジッ

携を行っている。また、受託研

究については外部委員会により

評価・助言・アドバイス等を受

け、研究を進めている。 

DONET1の運用及びDONET2構築

完了により気象庁による緊急地

震速報、及び津波の監視や津波

情報に利活用され、また和歌山

県等で津波即時予測システムを

準備、実装するなど、大いに利

活用されている。  

火山活動モニタリング手法に

関して気象庁から問い合わせを

受けたり、自治体及び漁業関係

者と直に対話したりすることを

通じて、彼らのニーズを把握で

き、新たなる観測への布石がで

きるなど、研究進捗への好循環

を生んでいるものもあり、この

ような好循環が関係者の連携を

より深化することで、有意義な

波及効果が得られる可能性があ

る。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理解のためのケーススタデ

ィを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クを見直し、高度化を実現した。そ

の内容は、津波トリガーがかかった

観測点分布から震源モデルを絞り

込むこと、津波伝播方向から動的に

観測点を絞り込むこと、地震発生後

に発生する地殻変動によるゼロ点

の再設定等を通じて、即時津波予測

システムの精度を向上させた。 

プレート境界の固着すべりの推

移予測（データ同化を用いた高精度

化）のために、あらかじめシナリオ

を多数用意してデータとの残差を

評価しながら推移予測する従来の

粒子フィルタに加えて、残差の小さ

いシナリオに４次元変分法を適用

した。ゆっくりすべりイベントでの

数値実験で手法の改善の効果が見

られた。 

すべりの多様性と相互作用に関

するシミュレーションと室内実験

による地震発生物理モデルの高度

化のため、浅部においては JFAST 航

海で得られたコアの摩擦物性、深部

においてはブルーシストの実験デ

ータをそれぞれ使用し、すべり速度

と温度によって変化する摩擦係数

を組み込んだ数値実験を行った。そ

の結果、日本海溝で確認されるよう

な数 100 年スケールの海溝付近が

約 50 m すべる巨大地震の発生、

JFAST 航海で実測された摩擦発熱、

それに摩擦係数が再現された。ま

た、本海溝域におけるすべりの多様

性と相互作用理解のため、東北地方

太平洋沖地震後の超低周波地震の

活動の特徴を事前に予測し、５年近

く経過した現在も観測データと調

和的であることが示されるととも
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

② 地震・津波の総合災害ポ

テンシャル評価研究 

東日本大震災の教訓を踏ま

え，現実的な地震・津波像

に基づく地震・津波シミュ

レーション研究を行い，南

海トラフ，南西諸島域及び

日本海溝等の日本列島周辺

海域における地震・津波被

害像の評価を進めるととも

に，防災・減災対策へ実装

するため，平成 28 年度を目

途に各種予測計算等の準備

を実施し，日本海や南海ト

ラフ周辺海域等の地震・津

波による被害の軽減に向け

た情報基盤プラットフォー

ムを構築する。これらを活

用し，海域地殻変動や海底

変動に起因する災害ポテン

シャルの評価とそれに基づ

く地域への影響評価を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地震・津波の総合災害ポ

テンシャル評価研究 

東日本大震災の教訓を踏ま

え，現実的な地震・津波像

に基づく地震・津波シミュ

レーション研究を行い，南

海トラフ，南西諸島域及び

日本海溝等の日本列島周辺

海域における地震・津波被

害像の評価を進めるととも

に，防災・減災対策へ実装

するため，地震・津波によ

る被害の軽減に向けた情報

基盤プラットフォームを構

築する。これらを活用し，

海域地殻変動や海底変動に

起因する災害ポテンシャル

の評価とそれに基づく地域

への影響評価を行う。 

平成 27 年度は，地震発生

サイクルシミュレーション

を用いた地震発生・津波シ

ナリオの蓄積のために，南

海トラフの巨大地震発生サ

イクルを計算し，これまで

想定されてこなかったシナ

リオを見いだす。また，日

本海溝域の巨大地震発生サ

イクルを計算し，過去の地

震・津波被害と整合するシ

ナリオを見いだして，過去

の地震像を見直す。 

地域レベルの津波浸水予

測と社会実装のために，津

波即時予測の高度化を図る

に、東南海地震震源域を対象に、超

低周波地震活動と震源域固着状態

に関する新たな仮説を提案した。 

 

②地震・津波の総合災害ポテンシャ

ル評価研究 

平成 27 年度は、地震サイクルシ

ミュレーションの成果からは南海

トラフや日本海溝における新たな

地震発生シナリオを提案した。ま

た、DONET データの利活用をすすめ

るため、DONET2 のデータも取り込

むことによって、より高度化した津

波浸水予測システムの社会実装試

験を進めた。さらに、災害基盤プロ

ットフォークの構築に向けて、南西

諸島域を中心に海域断層データベ

ースの作成を進めた。 

地震発生サイクルシミュレーシ

ョンを用いた地震発生・津波シナリ

オの蓄積のために、南海トラフ地震

震源域の西側延長での固着が弱ま

っていると近傍で発生する M7 地震

により南海トラフ地震が誘発され

得ることを示した。また、日本海溝

域の巨大地震発生サイクル計算で、

東北地方太平洋沖地震前後の観測

をある程度再現するシナリオを見

出し、次の宮城県沖地震が M9 地震

発生前の再来間隔よりも短くなる

可能性を指摘した。 

地域レベルの津波浸水予測と社

会実装のために和歌山県 96 か所、

三重県 6か所、静岡県 4か所をはじ

め、南海トラフ沿岸において、津波

データベースを改訂し、開発した津

波即時予測システムを準備、実装し

た。特に三重県の場合はリアス式海

岸の複雑な地形を有するところで、

 

 

 

 

 

 

平成 27年度計画に対する進捗

は、予定通りであった。 

地震サイクルシミュレーショ

ンの成果により、ひと回り小さ

い地震による誘発による巨大地

震の規模や発生時期が大きく変

化し得ることがわかり、様々な

地域の巨大地震発生シナリオで

の適用が見込まれる。また、M9

クラスの地震だけでなく、M7 ク

ラスの地震（前震・最大余震を

含む）や余効すべりを半定量的

に再現可能であることを示し、

多様な地震発生シナリオを検討

するうえで重要な知見となっ

た。  

即時津波予測の高度化によ

り、津波被災の地域性が明らか

になる。また、このシステム構

築に伴って整備された膨大な津

波データベースは、新しい津波

のハザードマップに応用でき

る。さらに、今後、漂流物のリ

スク評価など、これまで明確で

なかった災害のリスクを明確化

することができる。 

海域での総合的な断層解釈作

業は、2001 年以降初めてであり、

特に南西諸島より琉球海溝側で

は、これまでに広範囲で統一的

な断層解釈が行なわれていない

ため、今回の結果は、非常に意

義がある。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

べく前年度構築のプロトタ

イプに DONET2 データを導

入する。 

海域断層データベース構

築のために，南西諸島海域

の一部の地質構造を把握す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波の振る舞いを確認し、本システ

ムの適合性を確認した。平成 27 年

度に整備した DONET2 データの取り

込みも考慮の上、システムの高度化

を実現した。構築した津波データベ

ースを用いた新しい津波ハザード

マップの利用法も示した。さらに、

津波計算を通じて、海底堆積物の移

動や海底の削剥の現象も再現し、東

北地方太平洋沖地震津波による事

象と比較、再現結果が妥当であるこ

とを示した。 

海域断層データベース構築のた

めに、国の機関や民間会社が所有す

る地震探査データ約 66,500km のデ

ータを収集し、データベースに登録

すると共に、南は台湾との国境か

ら、北は沖縄と鹿児島の県境までの

広範な南西諸島海域（南部）の地質

構造解釈を実施した。また、同海域

での断層解釈作業を予定通り終了

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他機関との連携では、京都大

学、東京大学地震研究所等と連

携し研究を進めた。地方自治体

等との連携では、和歌山県、三

重県、尾鷲市、中部電力等と

DONET 観測データの運用体制構

築を行っており密に連携してい

る。 

データ収集及び断層解釈作業

は、機構で実施しており、その

成果である断層データは防災科

学技術研究所に提供し、津波等

を発生させる断層モデルを構築

する体制がとられている。 

政府の地震調査研究推進本部

（本部長：文部科学大臣）にお

ける地震調査委員会長期評価部

会海溝型分科会や地震発生予測

の一般向け講演会等で成果報告

すると共に巨大地震を特集した

番組（NHK）等、メディアでの紹

介を実施した。 

津波即時予測の高度化手法は

和歌山県の即時津波予測システ

ムの実装に取り入れた。和歌山

県は、この手法を用いて気象業

務許可を取得して運用中であ

る。現在、中部電力、尾鷲市も

通常の監視に使用している。ま

た、三重県も平成 28 年度から運

用に移行する予定である。 

平成 27年度特定した断層モデ

ルは、“海域における断層総合評

価プロジェクト”の共同研究先

である防災科学技術研究所に、

「海域における断層モデル構

築」の基本データとして提出し、

今後の津波シミュレーションに

用いられ、防災予測等の基礎デ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

③ 地震・津波による生態系

被害と復興に関する研究 

東北地方の太平洋岸では，

東日本大震災の津波・地震

によって引き起こされた大

量の瓦礫の堆積，藻場・干

潟の喪失及び岩礁への砂泥

の堆積等により，沿岸域の

漁場を含め海洋生態系が大

きく変化したことから，海

洋生態系の回復と漁業の復

興が緊急かつ重要な課題と

なっている。このため，沖

合底層での瓦礫マッピン

グ，生物資源の動態の把握

及び化学物質の蓄積を含む

沖合生態系を中心とした長

期モニタリング等の展開に

より得られた海底地形・海

洋環境・生物などの情報を

取りまとめ，平成 28 年度を

目途に地元自治体等への情

報提供を開始する。さらに，

地震・津波からの生態系の

回復過程についての理解を

前進させるとともに，生態

系等の海域環境変動評価に

基づくハビタットマップと

データベースを構築する。

これらを活用し，地震・津

波が東北沿岸域の海洋生態

系に与えた影響と回復過程

についての科学的知見を蓄

積し，漁業等の復興対策に

貢献する。 

 

 

 

③地震・津波による生態系

被害と復興に関する研究 

東日本大震災により，大き

く変化した海洋生態系の回

復と漁業の復興を目指し，

沖合底層での瓦礫マッピン

グ，生物資源の動態の把握

及び化学物質の蓄積を含む

沖合生態系を中心とした長

期モニタリング等の展開に

より得られた海底地形・海

洋環境・生物などの情報の

取りまとめを実施する。さ

らに，地震・津波からの生

態系の回復過程についての

理解を前進させるととも

に，生態系等の海域環境変

動評価に基づくハビタット

マップとデータベースを構

築する。 

平成 27 年度は，底層生態

系変動解析並び環境影響評

価のために，300m 以浅の地

形図作成により海底環境変

化を把握し，サケの食性解

析を通じた海洋環境撹乱の

評価を行う。クラムボン等

を用いて底引き漁業が行わ

れていない海域の生物量や

分布データを取得する（ベ

ースライン調査）。また，バ

イオトラッキングシステム

の現場展開を行う。 

海洋環境変動のモニタリ

ングのために，調査船及び

 

 

 

③地震・津波による生態系被害と復

興に関する研究 

 平成 27 年度は、海洋調査、試料

採取を行い、それらの解析を実施し

た。また、参画する他研究機関、自

治体などが収集した成果を集積し、

データベースを構築するとともに、

海洋生態系の可視化を目指したハ

ビタットマップの作成を試みた。そ

して、科学論文等による成果公表の

みならず被災自治体、漁業者、一般

市民への情報提供を積極的に行う

ことを通じて、科学を社会に向けて

発信した。これは、自治体や漁業者

そして市民が、科学的成果を積極的

に利用し、また、彼らが科学的な作

業に参加してくる循環を生み出す

「Citizen Science」の構築につな

がる。 

底層生態系変動解析並び環境影

響評価のために、300m 以浅に拡げ

て地形図を作成しており、地形図作

成作業は時間を要するが 80％程度

まで完成した。シロサケ稚魚の胃の

内容物の形態および遺伝子解析を

通じて食性解析を行い、概要を把握

した。底引き漁業が行われた海底ベ

ントスは、量・サイズともに減少す

ることがわかった。バイオトラッキ

ングシステムで生物の行動を追跡

する基礎技術を展開できた。 

海洋環境変動のモニタリングの

ために、大陸棚から斜面にかけて一

般海洋観測、表層堆積物調査、ラン

ダーによる連続観測を実施した。特

ータとして活用される見込みで

ある。 

 

 

 

平成 27年度計画は予定通り達

成された。 

300m 以浅の地形図作成は、海

底環境および底層生態系評価の

際に極めて有用である。また、

正確なサケ稚魚の食性解析はサ

ケ稚魚の適正放流評価に有用で

あることや、ROV などの海底の可

視化機器による現場観察は漁業

の影響評価に用いることが出来

るなど、水産業へ大きく貢献し

たと評価できる。 

地震前後の海底環境や生物の

化学汚染の時系列変化を、沖合

底層域で把握できたことは先進

的である。 

海底におけるガレキの分布推

定や詳細なガレキ情報のマップ

へのプロットを通じて、海底の

複合的な情報を可視化できてい

ることは、ほとんど前例がなく、

極めて意義のある成果である。 

他機関との連携では、東京大

学大気海洋研究所や東海大学海

洋学部や東北大学農学部と連携

している。また、株式会社いで

あとの解析手法システム開発

等、民間企業とも適切に実施し

ている。 

科学的成果に関してはシンポ

ジウム・学術誌・メディアによ

る発信を行った。 

解析データを被災地自治体、
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ランダーによる海底付近の

モニタリング方法のルーチ

ン化による水塊構造モニタ

リングを行う。水産生物以

外の栄養段階を把握しつつ

それらへの化学物質蓄積状

況を把握する。また，岩手

沖 300m 以浅海域において

堆積物から見た地震津波に

よる底層攪乱の解析を行

う。 

生態系ハビタットマッピ

ングのために，地形図と底

質データに重ねてガレキ分

布マッピングを行う。 

データ共有・公開機能の

整備運用のために，Tohoku 

Ecosystem-Associated 

Marine Sciences (TEAMS)

の活動で得られたデータの

公開、生物データの集積、

システムの利便性を向上

し、Web ページの詳細な項

目を更新する。 

 

 

に、大きな余震前後の海底付近の撹

乱と回復を記録できた。生物と堆積

物中の PCB 濃度を測定し、時間変

化を解析し異常が認められないこ

とを確認した。 

生態系ハビタットマッピングの

ために、機構が収集しているガレキ

分布情報のほか、被災自治体が漁業

者とともに集めている情報を加え、

ガレキ分布マップは着々と作成さ

れている。その結果、初期段階では

あるが、流出ガレキの簡易的な分布

推定を試みることができた。 

データ共有・公開機能の整備運用

のために、参画する各機関が取得し

た調査観測情報等を登録・共有する

ためのシステム「TEAMS Members 

Site』を整備し、本運用を開始し、

情報の収集・調整・管理が効率化さ

れ、情報の公開促進にも繋げること

ができた。生物観察情報を蓄積する

ため、生物の出現記録を登録・管

理・共有可能な「生物観察記録アー

カイブシステム」を整備し、本運用

を開始した。調査現場からも情報の

登録が可能となり、生物データの集

積・整理作業の効率化に繋げた。関

係者に対して構築システムの操作

説明会等を開催し、システムの利用

や情報登録を促した。これにより成

果の外部発信の促進に貢献した。ま

た、意見や要望等を収集しシステム

に反映することで利便性の向上に

繋げた。 

漁業者に展開し、漁業の障害と

なる情報を提供するとともに、

直接話し合いの場を設け科学的

データの有用性を理解してもら

い、また、ニーズを引き出すこ

とができた。科学者コミュニテ

ィ、被災自治体、漁業者等との

情報共有は、社会に開かれた科

学を推進する上で重要な取組で

ある。また、次の災害にむけた

レガシーともなることが重要な

取組であったと評価する。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(4) 海洋生命理工学研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 156 116                      予算額（千円） 1,248,783 1,358,799    

       決算額（千円） 1,238,32 1,267,813    

       経常費用（千円） 1,587,724 1,578,265    

       経常利益（千円） ▲233 40,298    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,759,801 1,424,990    

        従事人員数 162 165    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の生物多様

性の維持とその

持続的な利用を

推進するために

は，海洋生態系の

構造と機能及び

その変動，さらに

は，その根幹とな

る生物多様性を

創出するプロセ

スとメカニズム

を理解する必要

がある。また，人

類にとって未踏

の領域である深

海や海底下は，高

圧・低温といった

我が国の周辺海域は生物多

様性のホットスポットであ

るが，特に深海の環境及び

深海生物に関する情報が不

足している等，現代におい

ても未踏のフロンティアで

ある。また，生態系の保全

という観点から，生物多様

性に関する条約（CBD）及び

生物多様性と生態系サービ

スに関する政府間科学政策

プラットフォーム（IPBES）

に対し，機構がこれまでに

蓄積してきた観測データの

提供を通じた貢献が期待さ

れている。そのため，機構

は，極限環境生命圏におい

我が国の周辺海域は生物多

様性のホットスポットであ

るが，特に深海の環境及び

深海生物に関する情報が不

足している等，現代におい

ても未踏のフロンティアで

ある。また，生態系の保全

という観点から，生物多様

性に関する条約（CBD）及び

生物多様性と生態系サービ

スに関する政府間科学政策

プラットフォーム（IPBES）

に対し，機構がこれまでに

蓄積してきた観測データの

提供を通じた貢献が期待さ

れている。そのため，機構

は，極限環境生命圏におい

【大評価軸】 

・イノベーション

の創出への貢献

や国際的な取組

への対応を通じ

て、生物多様性の

維持と持続的な

利用の推進に貢

献したか 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

のであるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

平成 27 年度計画は全て達成し

た。その上で、世界初や実用化を

開始した特筆すべき研究開発成果

が得られ、「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出及

び将来的な成果の創出の期待が認

められることからＡ評定を附し

た。以下にＡ評定に値すると判断

した具体的事例の一部を列挙す

る。  

 

○新規系統に属す真核微生物の単

離・同定  

・深海や外洋において生物量とし

て６番目、種数として３番目に

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度は、D-アミノ酸を

利用して増殖する深海微生物

を世界で初めて発見し、また、

新規系統に属する真核微生物

の単離・同定に初めて成功す

るなど、国際的水準に照らし

て科学的意義の高い成果が得

られている。加えて、深海の

極限環境にヒントを得た乳化

装置を企業と共同開発・製品

化した点も評価できる。 

・しかしながら、中期目標上、

本項目で目指しているアウト

カムの一つである深海生物特

有の機能を活用したイノベー
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ユニークな環境

に適応した生物

が存在する極限

環境生命圏であ

り，生息する生物

の中には，社会に

とって有用な機

能を有している

可能性がある。 

このため，機構

は，深海へのアク

セスが可能であ

る世界最先端の

研究開発基盤を

有する研究機関

として，研究船，

有人潜水調査船，

無人探査機等と

いった先端的な

観測技術を活用

し，深海等におけ

る未踏の極限環

境生命圏を含む

海洋を調査する。

また，海洋生態系

の機能，地球環境

との相互作用，物

理・化学プロセス

と生物の関連を

明らかにすると

ともに，海洋生物

多様性を生み出

すメカニズムの

解明に資する研

究成果を創出す

る。さらに，ライ

フサイエンス分

野や工学研究と

て海洋生物の探査を行い，

生命の進化及び共生メカニ

ズムについて新たな科学的

知見を提示する。また，極

限環境生命圏には，高圧・

低温に適応した生物が存在

し，それらが持つ有用な機

能や遺伝子を利活用できる

可能性が秘められているこ

とから，探査によって得ら

れた試料を利用して理工学

的なアプローチを実施し，

深海・海洋生物由来の有用

な機能に関する応用研究を

行い，極限環境下での海洋

生物特有の機能等を最大限

に活用したイノベーション

を創出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て海洋生物の探索を行い，

生命の進化及び共生メカニ

ズムについて新たな科学的

知見を提示する。また，極

限環境生命圏には，高圧・

低温に適応した生物が存在

し，それらが持つ有用な機

能や遺伝子を利活用できる

可能性が秘められているこ

とから，探査によって得ら

れた試料を利用して理工学

的なアプローチを実施し，

深海・海洋生物由来の有用

な機能に関する応用研究を

行い，極限環境下での海洋

生物特有の機能等を最大限

に活用したイノベーション

を創出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・民間企業・産業

界において活用

されたか若しく

はそれにつなが

る可能性がある

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊富に存在しているユーグレノ

ゾア門ディプロネマ綱中の一大

未知系統群について、培地の開

発と培養株の確立に成功し、世

界で初めて Hemistasia として

記載した。さらには食物連鎖に

おいて最も低次に位置する珪藻

の捕食者であることを明らかに

し、プランクトン生態系、物質

循環、環境変動の理解や水産物

の持続的利用等の多様な海洋環

境分野への課題解決への貢献が

期待される優れた成果であると

認められる。 

 

○深海の極限環境にヒントを得た

乳化装置の開発及び実用化  

・深海熱水噴出孔周辺の高温・高

圧環境をヒントに、油と水を混

合させた液体であるナノエマル

ションの画期的「乳化物製造装

置」を企業と共同開発し、販売

を開始した。既存プロセスとは

根本的に異なる方法でナノエマ

ルション製造にブレイクスルー

を起こし、製造にかかるコスト

及び時間の削減を可能とする。

ナノエマルション製造は機能性

化粧品、機能性食品、ドラッグ

デリバリー、ナノテクノロジー

などにおける製品開発に関わる

技術であることから、本装置は

民間企業・産業界において広く

活用される可能性があり、研究

成果の活用・展開が良くなされ

ていると認められる。 

 

上述の具体的事例以外の取組も

ションの創出についてみる

と、取組は緒に就いたばかり

であり、現状ではイノベーシ

ョンの創出に関する成果は少

ない。 

・これらの状況を総合的に勘案

すると、平成 27 年度は着実な

業務運営により計画を達成し

たといえるが、必ずしも、中

期目標上のアウトカム創出に

向けて顕著な成果の創出等が

認められるとはいえず、自己

評価ではＡとされていたが、

Ｂと評定する。 

 

＜今後の課題＞ 

・深海生物特有の機能を活用し

たイノベーション創出に向け

て、産学官連携の取組を一層

強化していく必要がある。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・昨年度評価で評価の高かった

「海洋生命理工学における発

見を、工業的な応用に結び付

けようとする努力」が、製品

化という形で着実に社会実装

に結びついており優れた成果

といえる。また D-アミノ酸を

利用する深海微生物の発見な

ど、産業技術に結びつきうる

成果が継続的に創出されてお

り今後の展開が期待される。 

・深海の極限環境における生物

の正体について大きな研究成

果を挙げた。新知見を活かし

て、医療分野への貢献も期待
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

の融合や産学官

連携を強化する

ことにより，将来

の産業化に向け

た取組を行い，極

限環境下での海

洋生物特有の機

能等を最大限に

活用したイノベ

ーションを創出

する。 

生物学的特性や

多様性に関する

情報の提供等を

通じ，IOC 及び

IPBES 等の国際

的な取組への貢

献も果たす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①海洋生態系機能の解析研

究 

海洋生物多様性を生み出す

メカニズムや，深海を含む

海洋における特殊な環境へ

の生物の適応過程を明らか

にするため，平成 28 年度ま

でに真核生物の新規系統群

を見いだすとともに深海生

態系の基礎構造解析を実施

し，海洋生物が独自に発達

させた生態系やその進化過

程，多様な構造・機能に関

する研究を実施し，生物の

進化について新たな科学的

知見を提示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 洋生態系機能の解析研

究 

海洋生物多様性を生み出す

メカニズムや，深海を含む

海洋における特殊な環境へ

の生物の適応過程を明らか

にするため，海洋生物が独

自に発達させた生態系やそ

の進化過程，多様な構造・

機能に関する研究を実施

し，生物の進化について新

たな科学的知見を提示す

る。 

平成 27 年度は，系統進

化・細胞構造を含む生物学

的特徴を明らかにするた

め，深海域や還元環境域を

調査しつつ新規真核生物を

探索する。 

駿河湾の深海産トップ・

プレデター候補種について

栄養段階の序列を示すため

に，安定同位体比解析を実

施し，上位捕食者の集団構

造解析用マーカー配列をデ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①海洋生態系機能の解析研究 

 平成 27 年度は、系統進化・細胞

構造を含む生物学的特徴を明らか

にするため、深海域や還元環境域を

調査し、新規真核生物を探索した。

ユーグレノゾア門ディプロネマ綱

は、深海や外洋に豊富に存在し（生

物量として 6 番目、種数として 3

番目に豊富）、最も複雑な構造をし

たミトコンドリア Mt ゲノム・遺伝

子を持つことが知られていたが、そ

の中に一大未知系統群の存在が示

唆されていた。その未知系統群メン

バーを選択的に増殖させる培地の

開発に成功し、初めて Hemistasia 

として記載した(Yabuki & Tame 

2015)。さらに Hemistasia の Mt 遺

伝子が細かく断片化し、ディプロネ

マ綱のなかでも最も複雑な構造の

Mt ゲノム・遺伝子となっているユ

ニークな特徴を見いだした。サケ稚

魚の胃内容物の予備的な研究から

未知の動物門に属する生物が示唆

され、その詳細な研究を進めたとこ

ろ、それは既知のオタマボヤ類であ

含め、大評価軸「イノベーション

の創出への貢献や国際的な取組へ

の対応を通じて、生物多様性の維

持と持続的な利用の推進に貢献し

たか」に照らし合わせると、新規

系統に属す真核微生物の記載、生

命起源の場とプロセスに迫る成果

や民間企業との共同研究による乳

化物製造装置の実用化等、中期目

標に定められたアウトカムに向け

て顕著な貢献が認められる。よっ

て本項目の評定をＡとする。 

 

 

平成 27 年度計画は予定通り達

成した。 

海洋プランクトン群集において

非常に重要であるにもかかわら

ず、その性状が全く不明であった

未培養系統群が Hemistasia であ

ることを突き止め、また単離にも

成功し、珪藻を捕食するという特

異な性状を明らかにしたことは、

海洋生態系の理解への大きな貢献

である。原始海底熱水環境におけ

る水素発生と始原生物のエネルギ

ー獲得に関する研究成果は、生命

誕生メカニズムの強力なシナリオ

を提示するもので、大きな科学的

意義がある。 

生物多様性や出現データを生物

多様性・生態系保全政策検討の基

本ツールとなるユネスコ IODE の

国際的海洋生物地理情報データベ

ース（OBIS）に提供している。そ

の成果は、国際的にも高く評価さ

れている。 

近年アストロバイオロジーが注

されることも高く評価できる

ものの、その道筋についてま

だ具体性はやや弱い。総合的

に考え、自己評価と同じＡ評

価が妥当と考える。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ータベースに登録する。培

養微生物の主要代謝経路の

同定に加えて定量的なフラ

ックス解析を行い，代謝マ

ップ可視技術を確立し，同

位体トレーサー実験の堆積

物試料中の真核生物の分離

と同位体分析から海底面で

の有機物消費過程の解析を

行う。 

冥王代-太古代試料の採

取を継続し，高度化した試

料採取法で得られた試料中

の流体包有物の解析を行

い，微生物イオウ代謝及び

メタン生成の同位体システ

マティックスの実験的解析

を完了させ，地質試料中の

還元的窒素化合物の安定同

位体比を分析する。また，

熱水窒素固定説及び熱水窒

素酸化物還元説の実験的検

証及び金属硫化鉱物の触媒

活性と電気化学による原始

中心代謝の再現実験を行

う。原始海底熱水環境にお

ける原始海底熱水化学組成

と最古の持続的生態系のエ

ネルギー代謝の関わりにつ

いての成果をまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ることが明らかになった。一定の成

果が得られたため、この生物に関す

る研究は完了とする。 

駿河湾の深海産トップ・プレデタ

ー候補種について栄養段階の序列

や集団構造を示すために、安定同位

体比解析を実施し、上位捕食者の集

団構造解析用マーカー配列を選定

し、データベースに平成 27 年度末

までに登録した。駿河湾の深海域よ

り採集した上位捕食者 8 種の特定

アミノ酸窒素安定同位体比解析お

よび 20 種の炭素、窒素安定同位体

比解析から、栄養段階が高次なもの

には板鰓類が多く、最も高かったの

はユメザメで、栄養段階は 4.5 で

あった。これらの栄養段階は一般的

な海洋生態系の上位捕食者のもの

と同様であった。上位捕食者 9 種

（32 個体）よりミトコンドリア

D-loop 領域、COI 配列を解読し、

集団構造解析用遺伝子マーカーと

して D-loop 領域を選定した。アイ

ソトポマー技術の開発の一環とし

て、個々のアミノ酸レベルで放射性

炭素年代を行う技術を一部のアミ

ノ酸について確立した。また、従来

から取り組んできたアミノ酸窒素

同位体比による栄養段階解析法が、

微生物プロセスにも応用できるこ

とを明らかにし、論文を発表した。

これらの技術を応用し、海底に生息

する有孔虫の室内培養実験によっ

て、細胞内に共生する微生物と考え

られる小器官が硝酸を同化してい

ることを明らかにした。 

太古代中期全球凍結（スノボール

アース）イベント時の海洋地殻岩石

目されており、原始海底熱水環境

における水素発生と始原生物のエ

ネルギー獲得に関する研究により

2010 年に提唱した仮説を実証し

たことは、生命の起源についての

研究において非常にタイムリーで

あるといえる。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の流体包有物を採取し、高度化した

試料採取法（非破壊ラマン分光分

析）を確立すると共に、破壊抽出法

によって得られた試料中の流体包

有物に含まれる古海底下熱水化学

成分、特に二酸化炭素濃度とその炭

素同位体比の決定を行った。その結

果、スノーボールアース当時の海水

溶存二酸化炭素は現在の地球の3−4 

倍程度まで低下していることが明

らかになり、「大気中の二酸化炭素

濃度の急激な減少が全球凍結の引

き金となった」とする決定的な証拠

を論文として投稿した。微生物イオ

ウ代謝およびメタン生成の同位体

システマティックスの実験的解析

を完了させ、特にメタン生成の同位

体システマティックスについては

地球の様々なメタンプール環境に

存在するメタンの起源と履歴に関

する包括的な理解を導く論文とし

てまとめ投稿した。 

また、地質試料中の還元的窒素化

合物の安定同位体比を分析すると

ともに、熱水窒素固定説および熱水

窒素酸化物還元説の実験的検証を

行い、高温高圧の熱水中で窒素分子

がアンモニアへ窒素固定される現

象を確認した。さらに隕石衝突窒素

固定や宇宙有機物の化学変性や動

態に関する衝突実験による検証を

行った。 

金属硫化鉱物の触媒活性と電気

化学による原始中心代謝の再現実

験を行い、非生物学的 TCA 回路の

一部分を再現することに成功した。 

さらに原始海底熱水環境におけ

る原始海底熱水化学組成と最古の
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 極限環境生命圏機能の

探査，機能解明及びその利

活用 

機構が保有する探査システ

ム等を活用し，極限環境生

命圏の探査を行い，微生物

生態系の構造や環境－微生

物－生物間における共生シ

ステムの相互作用及び生命

の進化プロセスに関して科

学的知見を蓄積する。これ

により得られた試料や知見

を用いて，極限環境下での

物理・化学プロセスの理解

を進めるとともに，特有の

機能に関する応用研究を展

開し，更なる生命機能の利

用可能性を示す。また，深

海・海洋生物が生産する有

用な酵素，生理活性物質等

の機能及び生産技術に関す

る研究を実施し，新規の深

海・海洋生物由来の機能等

を最大限に活用したイノベ

ーションを創出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②極限環境生命圏機能の探

査，機能解明及びその利活

用 

機構が保有する探査システ

ム等を活用し，極限環境生

命圏の探査を行い，微生物

生態系の構造や環境－微生

物－生物間における共生シ

ステムの相互作用及び生命

の進化プロセスに関して科

学的知見を蓄積する。これ

により得られた試料や知見

を用いて，極限環境下での

物理・化学プロセスの理解

を進めるとともに，特有の

機能に関する応用研究を展

開し，更なる生命機能の利

用可能性を示す。また，深

海・海洋生物が生産する有

用な酵素，生理活性物質等

の機能及び生産技術に関す

る研究を実施する。 

平成 27 年度は，西太平洋

における海溝・前弧域にお

ける「動的極限環境におけ

る活動的深海微生物生態系

持続的生態系のエネルギー代謝の

関わりについての再現実験と熱力

学的シミュレーションによる考察

を行い、「冥王代のコマチアイトに

支えられた高温熱水が水素に富ん

だアルカリ熱水であった」とする既

報の仮説を実証する論文および最

古の持続的生態系のエネルギー代

謝が水素依存のメタン生成や酢酸

生成であったことを予見した論文

を発表した。 

 

②極限環境生命圏機能の探査，機能

解明及びその利活用 

 平成 27 年度は、西太平洋におけ

る海溝・前弧域における「動的極限

環境における活動的深海微生物生

態系や化学合成生物群集」の探査と

その構造や物理・化学プロセスの理

解を進めるため、3つの大きく異な

る活動的海溝域（日本海溝域・小笠

原海溝域・マリアナ海溝域）におい

て、遺伝学的解析によって海溝微生

物生態系の群集構造や種組成情報

に関する基礎データを取得し、成果

を取りまとめ、下北沖堆積物中微生

物群集構造をはじめ 7 報の論文発

表を行った。また日本海溝の水塊中

微生物群集についての論文を投稿

した。 

さらにこれらの成果に加えて、ブ

ラジル沖では世界最深から鯨骨生

物群集を発見し、出現するベントス

約40 種が未記載種である可能性が

高いこと、幾つかの種は東太平洋の

化学合成生物群集構成種とごく近

縁であることを明らかにした。 

熱水域における化学合成(微)生

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度計画については、予

定通り達成した。 

ブラジル沖での鯨骨生物群集の

発見と生物相の解析結果は、化学

合成深海生物群の多様性と拡散経

路や成立過程の解明を進めるうえ

で、重要な貢献といえる。また、

超深海海溝生命圏を支える有機物

供給機構や生命圏と非生命圏の境

界の存在を環境の地質学的構造や

化学環境を含めた包括的な方法論

で下北沖深部海底下において呈示

したことは、海洋フロンティア研

究を大きく進める成果であり、科

学的意義は大きい。 

下北沖深部海底下で超深海海溝

生命圏を支える有機物供給機構や

生命圏の限界の存在を環境の地質

学的構造や化学環境を含めた包括

的な方法論で呈示した論文が

Science に掲載され、日本の海洋

研究の高いプレゼンスを示した。 

化学合成生物群集の分散や種分化

の主要因を特定したことは、2015
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

や化学合成生物群集」の探

査とその構造や物理・化学

プロセスの理解を進めるた

め，３つの大きく異なる活

動的海溝域（日本海溝域・

小笠原海溝域・マリアナ海

溝域）において，遺伝学的

解析によって海溝微生物生

態系の群集構造や種組成情

報に関する基礎データを取

得成果を取りまとめる。 

沖縄，インド洋，カリブ

海等熱水域における化学合

成(微)生物生態系の探査と

その構造や物理・化学プロ

セスの理解を進めるため，

沖縄（伊平屋海丘，粟島海

丘周辺）における新しい熱

水域の発見とその熱水化学

に関する基礎情報としての

研究論文の発表，及び中央

インド洋海嶺，カリブ海中

部ケイマン海嶺熱水域にお

ける化学合成(微)生物生態

系の群集構造や種組成情報

に関する基礎データを取得

する。 

深海生物を用いた環境－

微生物－生物間における共

生システムの研究に資する

ため，代表的化学合成生物

の宿主共生システムの基礎

構造を，遺伝子解析によっ

て解明し，成果をとりまと

める。また，長期培養シス

テムを用いた難培養性微生

物の培養を行い，分離実験

に向けた候補株を選定す

物生態系の探査とその構造や物

理・化学プロセスの理解を進めるた

め、沖縄（伊平屋海丘、粟島海丘周

辺）および世界各地の熱水域での調

査を行い、新しい熱水域の発見(4 

箇所）とその熱水化学や微生物生態

系の存在様式に関する詳細なレポ

ートを作成するとともに、遺伝学的

解析によって熱水（微）生物生態系

の群集構造や種組成情報に関する

基礎データを取得し、平成 26 年度

に発見した熱水域に関する論文を

始め 2 報の論文を発表し、各熱水

域における熱水化学や微生物生態

系の存在様式に関する 5 報の論文

を投稿した。また、IODP 第 331 次

掘削航海での海底下環境における

生命－非生命圏境界条件と限界生

命圏に関する研究論文を投稿した。 

また引き続き、カリブ海中部ケイ

マン海嶺熱水域における化学合成

(微)生物生態系の群集構造や種組

成情報に関する基礎データを取得

し、中央インド洋海嶺における熱水

域の化学合成(微)生物生態系や共

生システムについての調査航海を

行い、平成 28 年度以降の研究に資

する重要な試料や現場計測データ

を得た。 

さらに西太平洋の熱水域におい

てこれまで蓄積された化学合成生

物群集のいくつかの種についての

集団遺伝学的特徴（遺伝的交流や種

分化の頻度や時間スケール）や幼生

発生過程における温度影響といっ

た生物学的知見と、沖縄トラフやそ

の他西太平洋域で行われた潜水フ

ロートを用いた観測によって得ら

年の国連決議を受けて 2016 年か

ら開始された国家管轄権外区域の

海洋生物多様性（BBNJ）の議論に

おいて深海公海域における生物多

様性の保全に関する議論に貢献す

る。 

研究へ展開するなどサブ課題間

の連携を深めると共に、さらに外

部組織・機関と微生物代謝解析な

どの共同研究を進めるなど、適切

に構成されている。 

深海極限環境の特性を利用した

乳化技術（MAGIQ）を用いた乳化装

置を民間企業と共同で開発し、年

内販売開始を予定しているなど、

成果を民間企業・産業界へ活用・

展開を十分に実施しているといえ

る。 

機構が保有する深海サンプルを

民間企業へ提供することで、オー

プンイノベーション体制によって

深海生物資源開発を推進するため

に平成 26 年度から所内体制を構

築し、平成 27 年度は試験的に民間

企業 3 社へサンプル提供を行っ

た。2015 年の大村智・北里大特別

栄誉教授のノーベル生理学・医学

賞受賞により微生物研究に社会的

な注目が集まっており、土壌のみ

ならず海洋の微生物に高い関心と

期待が寄せられている。今後、大

学や研究機関への提供を可能にす

る体制も構築し、さらなるオープ

ンイノベーションへの貢献を目指

す。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

る。深海微生物に特有の新

規代謝経路をオミックス技

術を用いて明らかにする。

熱水噴出孔に代表される高

温・高圧水の特異な物理化

学的性質を活用した新規ナ

ノ乳化技術（MAGIQ）につい

て，従来の技術と比べた優

位性を明確にし，成果を取

りまとめる。 

有用物質の機能・物質生

産新技術の開発に資するた

め，海洋生物，深海・海底

下微生物からの新規の高品

位ゲノム抽出手法・高効率

なクローニング，遺伝子・

生物資源のスクリーニング

手法及び細胞培養手法を開

発する。 

 

 

 

 

 

 

れた表層から深層における温度や

海流等の海洋物理データを統合し

た大規模シミュレーションを行い、

西太平洋の熱水域間の化学合成生

物群集の伝播・分散プロセスに関す

る画期的な成果を得た。長年個別の

生物種の分子系統に基づく類縁関

係からのみ推測されていた西太平

洋における化学合成生物群集の伝

播・分散プロセス（特に近縁の熱水

域間における頻繁な遺伝子交流と

遠く離れた熱水域間での種分化）に

ついて、中深層海流による幼生運搬

が決定的な役割を果たしているこ

とを定量的に示すことに成功した。

その成果をまとめ、論文発表した。 

深海生物を用いた環境－微生物

－生物間における共生システムの

研究に資するため、ゴエモンコシオ

リエビ、シンカイヒバリガイ、アル

ビンガイ、スケーリーフットの宿主

共生システムの基礎構造すなわち

共生菌の遺伝的多様性や共生菌局

在性、代謝や栄養受け渡し特性、に

ついて、16S rRNA 遺伝子やメタン

モノオキシゲナーゼ遺伝子やヒド

ロゲナーゼ遺伝子の解析やその発

現量の定量解析や発現パターンの

FISH 観察を行い、生息場や環境の

違いによって、共生菌の種類や代謝

特性が変動すること（ゴエモンコシ

オリエビ、シンカイヒバリガイ、ア

ルビンガイ）、世代間の共生菌の伝

達に卵外組織が重要であること（シ

ロウリガイ）、さらに異なる代謝特

性を有する共生菌が組織内の異な

る場所に局在すること等を明らか

にした（シンカイヒバリガイやスケ



51 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ーリーフット）。その成果を 2 報の

論文として発表し、2 報の論文を投

稿した。特に、シチヨウシンカイヒ

バリガイに関しては、共生細菌に異

なるエネルギー獲得様式を持つ亜

集団を発見し、深海化学合成共生系

における新しい環境適応戦略を示

した。また、長期培養システムを用

いた難培養性微生物の培養を行い、

分離実験に向けた最重要候補株を

選定した。同時に長期培養システム

を用いた難培養性微生物の培養か

ら得られた新規微生物の分離同定

や集積過程の解析について 7 報の

論文発表を行った。 

深海微生物に特有の新規代謝経

路についてオミックス技術を用い

て明らかにするため、水素酸化硫黄

還元菌より、可逆的な始原型TCA 回

路を発見し、論文投稿を行った。 

熱水噴出孔に見られる高温・高圧

環境下で水が示す特異な物性を利

用したボトムアップの新規ナノ乳

化技術（MAGIQ）と既存のトップダ

ウン乳化手法との比較検討を行っ

た。MAGIQ では、従来の乳化では一

切考慮されていなかった乳化剤の

動的表面張力（油／水界面に乳化剤

分子が吸着する速度）によって生成

される油滴のサイズが支配されて

いることを見出した。これらの結果

に元に、ボトムアップでの油滴の新

しい生成メカニズムを提唱した。 

海洋（微）生物を利用した有用物

質の機能・物質生産技術の開発に貢

献するために、遺伝子発現ベクター

への極限環境ゲノム挿入断片長を

10Gb 以上とする新規手法を確立し
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

た。嫌気的及び好気的海底堆積物環

境を代表する堆積物コア試料から、

基質誘導型遺伝子発現解析に用い

るマスターライブラリーを構築し

た。 

また、リグニンからプラスティッ

ク素材成分抽出に必須な酵素(深海

微生物由来)を特定し、関連論文を

投稿し、アクセプトされた。環境中

からの有用遺伝子を直接検出する

新技術を示した論文を投稿した。南

海トラフ海底下掘削試料などの遺

伝子ライブラリーから D-アミノ酸

と希少糖により誘導された遺伝子

断片を獲得、その塩基配列に関する

分析結果の一部を日本農芸化学会

で発表した。 

さらに、海洋性魚類であるカサゴ

の組織に由来する線維芽細胞様細

胞株の培養を検討した結果、少なく

とも第 78 世代まで継続的に安定し

た培養ができている。さらに、プラ

スミドベクターを用い、本細胞の形

質転換にも成功した。一方、カワハ

ギから確立された新たな線維芽細

胞株を培養して細胞シートの作成

にも成功した。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －① 
先端的基盤技術の開発及びその活用 

先端的掘削技術を活用した総合海洋掘削科学の推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 161 137                      予算額（千円） 1,074,701 1,253,877    

       決算額（千円） 1,058,489 1,083,666    

       経常費用（千円） 1,514,265 1,564,413    

       経常利益（千円） ▲230 48,602    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,777,706 1,505,673    

        従事人員数 160 199    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の調査研究，

開発において各

種データ等を取

得するための船

舶，海洋観測網，

観測機器等を高

度化することは，

広大な海洋空間

を総合的に理解

する上で必要不

可欠であり，我が

国の海洋科学技

術を推進する上

で極めて重要で

ある。このため，

未踏のフロンテ

海洋掘削の技術開発は，海

底下という未踏のフロンテ

ィアへのアプローチを可能

なものとし，その結果，多

数の研究課題が生まれてい

る。それらを解決するため，

国際深海科学掘削計画

（IODP）を推進し，「ちきゅ

う」等による海洋掘削を行

うとともに，地球を構成す

る物質の直接採取，分析及

び現場観測を実施し，数値

解析手法やモデリング手法

等を用いることで，海洋・

地球・生命を関連させた全

地球内部ダイナミクスモデ

海洋掘削の技術開発は，海

底下という未踏のフロンテ

ィアへのアプローチを可能

にし，その結果，多数の研

究課題が生まれている。そ

れらを解決するため，国際

深海科学掘削計画（IODP）

を推進し，「ちきゅう」等に

よる海洋掘削を行うととも

に，地球を構成する物質の

直接採取，分析及び現場観

測を実施し，数値解析手法

やモデリング手法等を用い

ることで，海洋・地球・生

命を関連させた全地球内部

ダイナミクスモデルの構築

【大評価軸】 

・先端的基盤技術

を開発・活用し研

究開発課題へ横

断的に取り組む

ことにより、広大

な海洋空間の総

合的理解が促進

されたか 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｓ 

【Ｓ評定の理由】 

平成 27 年度計画は全て達成し

た。その上で、世界初や実用化を

開始した特筆すべき研究開発成果

が得られ、「研究開発成果の最大

化」に向けて特に顕著な成果の創

出及び将来的に特別な成果の創出

の期待等が認められることからＳ

評定を付した。以下にＳ評定に値

すると判断した具体的事例の一部

を列挙する。  

 

○海溝型巨大地震の周辺域におけ

る浅部ゆっくり地震の再現  

・「ちきゅう」を用いた IODP 第 343

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

・「ちきゅう」による掘削で東北

地方太平洋沖地震の発生断層

そのものの組織（岩石等）を

採取し、これを用いた室内実

験により「ゆっくり地震」を

再現できたことは、地震研究

において新たな実験・分析手

法を提供する画期的な成果と

いえる。また、今後「ゆっく

り地震」発生メカニズムの解

明にも繋がり得ることから、

その地震・防災的観点からの

意義も高いといえる（項目Ⅰ

-1-(3)海域地震発生帯研究開
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ィアへの挑戦，新

たな分野の開拓

を可能にする先

端的基盤技術を

開発するととも

に，それらを最大

限に活用するこ

とで，上記（１）

から（４）までの

研究開発課題に

積極的かつ組織

横断的に取り組

む。 

具体的には，地球

深部探査船「ちき

ゅう」等による海

洋掘削により，こ

れまで人類が到

達できなかった

海底下深部にお

いて得られた知

見を最大限に活

用し，新たな科学

的命題を解決す

るための研究開

発を行い，国際深

海科学掘削計画

（International 

Ocean Discovery 

Program：IODP）

の科学プランの

達成に重要な役

割を果たす。 

また，シミュレー

ション科学技術

は，理論，実験と

並び，我が国の国

際競争力をより

ルの構築とその理解の推進

を図り，多様な探査と地球

深部への掘削により掘削科

学の新たな可能性を切り拓

く。さらに，海洋掘削に関

する総合的な知見に基づ

き，今後需要が増すと見込

まれる超深度掘削技術の発

展に寄与する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とその理解の推進を図り，

多様な探査と地球深部への

掘削により掘削科学の新た

な可能性を切り拓く。さら

に，海洋掘削に関する総合

的な知見に基づき，今後需

要が増すと見込まれる超深

度掘削技術の発展に寄与す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のであるか 

・研究開発成果が

国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・技術的課題その

他に大きなイン

パクトをもたら

す可能性がある

ものか 

・国際的なプロジ

ェクトへの貢献

がなされている

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次研究航海「東北地方太平洋沖

地震調査掘削」にて採取した資

料を使った室内実験により、東

北地方太平洋沖地震前に観測さ

れたゆっくり地震の再現に成功

した。プレート境界断層浅部で

は、ゆっくり地震と高速地滑り

が同じ断層で起こり得ることを

証明し、巨大地震モデルを検討

する必要性を迫る極めて重要な

成果である。今後は日本海溝や

南海トラフのみならず、様々な

地域でゆっくり地震の発生過程

の根本的理解に向けた学際的な

調査・観測を実施することによ

り、将来の巨大地震・津波発生

のポテンシャル評価に資するこ

とが期待される。 

 

○世界最深の海底下微生物と生命

圏の限界 

・地球深部探査船「ちきゅう」を

用いた IODP 第 337 次研究航海

「下北八戸沖石炭層生命圏掘

削」により青森県八戸市沖の約

80Km 地点（推進 1,180m）から採

取された海底下 2,466m までの

堆積物コアサンプルを分析した

結果、海底下に埋没した約 2000

万年以上前の地層に、陸性の微

生物生態系（石炭の起源である

森林土壌の微生物群集）に類似

する固有の微生物群集の存在を

発見した。それらの微生物群集

は堆積物1cm3あたり100細胞以

下と極めて微量であり、海洋科

学掘削によって世界で初めて海

底下深部の生命圏の限界域に到

発への貢献）。 

・さらに、「ちきゅう」により掘

削した海底下 2.5km の堆積物

サンプルの分析に当たって、

地層中の細胞数を自動カウン

トするシステムを開発し、10６

以下の検出限界に近い細胞数

のカウントに成功したことに

より、極めて微量の微生物群

を発見し世界で初めて海底下

深部の生命圏の限界域に到達

したことは画期的な成果であ

り、IODP 科学テーマ「2.生命

圏フロンティア」の各チャレ

ンジに多大なる貢献を果たす

とともに、生命生息可能条件

や生命進化プロセスを理解す

ることに繋がり得る成果とい

える（項目Ⅰ-1-(4)海洋生命

理工学研究開発への貢献）。 

・一方、自己評価においてＳ評

価の根拠としている「インド

政府が進めるのメタンハイド

レート掘削調査（インド掘

削）」や「たいりくプロジェク

ト」は、本項目に係る中期目

標・中期計画との関係が明確

ではなく、別の項目で評価す

るのが適当と考える。なお、

インド掘削については、まだ

成果が公表されておらず、本

項目との関係では、分析結果

が公表された段階で評価する

のが適切であると考える。 

・以上、これらの取組及び成果

等を、中期目標や平成 27 年度

計画に照らし総合的に勘案す

ると、「研究開発成果の最大
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

強化するために

必要不可欠な先

端的基盤技術で

ある。「地球シミ

ュレータ」等を最

大限に活用し，こ

れまで培ってき

た知見に基づき，

海洋地球科学の

推進のために必

要な先端的な融

合情報科学に関

する研究開発や

新たなモデリン

グ手法・シミュレ

ーション技術等

に関する数理的

研究開発を行う。 

さらに，有人潜水

調査船，無人探査

機等の深海調査

システムは，海洋

のフロンティア

を切り拓くため

の研究開発に不

可欠な先端的基

盤技術であるた

め，これらを高度

化し，必要な要素

技術の開発を行

うとともに，観測

や調査等をより

効率的・効果的に

推進するため，各

システムの運用

技術を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達したことを示唆している。 

・本成果については、当機構研究

者が国際研究チームをまとめ上

げ、サイエンス誌に発表した。

学術論文の影響度を評価する指

標の一つ「Altmetric」でも 174

という高スコアをマークし、発

表後１カ月の時点で歴代のサイ

エンス誌に掲載された全論文の

TOP2.5％に入る特に顕著な成果

である。 

・IODP 科学テーマ「２．生命圏フ

ロンティア」の各チャレンジに

多大なる貢献を果たし、生命圏

の限界とその広がり、生命生息

可能条件や生命進化等を理解す

る上で極めて重要な発見であ

る。さらに、「生命活動や生命圏

の限界はどのような要因で決定

されるか」を解明することを目

的とし、平成 28 年度中に計画さ

れているIODP第370次研究航海

「室戸沖限界生命圏掘削調査：

T-Limit」を実施する予定であ

る。 

・約 40 億年の地球と生命の共進化

により培われた合理的な海洋・

海底下微生物生態系の機能を、

将来の地球環境維持・修復や炭

素・エネルギー循環型の産業社

会の構築に生かすための応用研

究開発が今後期待される。 

 

○たいりくプロジェクト  

・NHK との共同研究により西之島

を調査した。「海から大陸ができ

る」という新しい仮説の提示と、

メディアを通じた成果発信を両

化」に向けて著しく顕著とま

ではいえないものの、顕著な

成果の創出や将来的な成果の

創出の期待が認められ、Ａ評

価に値すると考える。 

 

＜今後の課題＞ 

・個別の成果の科学的意義のみ

ならず、掘削科学技術の開

発・発展や項目Ⅰ-1-(1)～(4)

の取組にどのように貢献する

成果であるのかの明確化も必

要である。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・インド掘削の成功それ自体は

評価できるものの、具体的な

科学的成果や技術が生み出さ

れている段階とはいえない。

また、評価軸にいう「国際的

なプロジェクト」にはあたら

ないのではないだろうか。こ

の事業の成功をもってＳとす

る自己評価の内容を読む限り

においては、評価の視点は、

項目Ⅰ-4-(1)の「国際連携、

プロジェクトの推進」にある。

自己評価ではダブルカウンテ

ィングの恐れがある。同様に、

たいりくプロジェクトについ

ても、メディアを通じた情報

発信は効果的であったが、そ

れと学術面での仮説提示がＳ

評価につながるほど重大な成

果の証明かといえば、それら

は別の話であり、広報・アウ

トリーチ活動として評価すべ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立させた顕著かつ稀有な成果で

あった。 

・なお、当該 NHK 放映番組（「新島

誕生 西之島 ～大地創成の謎

に迫る～」）は科学技術映像祭に

おいて文部科学大臣賞を受賞し

た。  

 

○インド政府が進めるメタンハイ

ドレート掘削調査への協力  

・IODP 参加国であるインド政府の

依頼で「ちきゅう」によりメタ

ンハイドレート掘削調査を実施

し、本航海において機構の研究

者が乗船しデータ取得から分

析、結果考察まで行うとともに、

インド人乗船者に対して技術指

導を行った。計画外の実施であ

ったにもかかわらず、本課題の

平成 27 年度計画に定められた

事項について確実に実施すると

ともに、研究者の学会等スケジ

ュールに最大限配慮して交代で

乗船を行い完遂したものであ

る。 

・本受託については、研究者を長

期間「ちきゅう」に派遣するも

のであることから困難なミッシ

ョンであったが、相手方との交

渉により、採取した試料及びデ

ータについては３年間のモラト

リアム期間を設定し機構内での

研究を可能とすることによっ

て、受託航海のメリットを引き

出すことに成功した。 

・当該海域で掘削を行い採取した

試料からは、過去のヒマラヤ山

脈の隆起等による周辺環境及び

き業務と考える。一方、東北

地方太平洋沖地震の震源域で

掘削採取した試料を用いた岩

石実験の科学的意義は非常に

高い。 

・高い自己評価の根拠として、

例えばインド政府が進めるメ

タンハイドレート掘削調査へ

の協力等が顕著な成果の創出

につながったことが挙げられ

ており、これは確かに他に類

を見ない顕著な貢献であると

考えられる。ただし、他の項

目にも類似の評価根拠が挙げ

られており、成果を重複して

記載している感が否めない。 

・本項目の高い自己評価の理由

としてインド政府が進めるメ

タンハイドレート掘削調査へ

の協力が挙げられている。確

かに画期的成果とは思うが、

「ちきゅう」の運用の国際展

開という面が強いため、本項

目で評価すべきではない。 

・単独で評価しにくい項目であ

る。掘削技術を用いて複数の

重要な学術的研究成果を挙げ

ているが、その成果は他の評

価項目での評価が適切である

と考える。学術的に重要であ

り、かつ国益につながるよう

な国際プロジェクトへの参加

は高く評価する。自己評価は

Ｓとなっており、反対はしな

いが、学術的な成果が別の項

目で評価されるべきであると

すると、Ａ評価が妥当である

と考える。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生態系の変遷を記録した情報が

得られる可能性があるため極め

て重要かつ貴重な試料である。 

・また、本航海の成功により日本

の研究レベルの高さを世界的に

アピールし、「研究」を柱とする

科学技術協力によって日本の科

学技術外交にも多大なる貢献を

果たすとともに、本航海で蓄積

された掘削経験及びノウハウ

が、今後の IODP 科学掘削に活か

されていくことが期待される。 

  

上述の具体的事例以外の取組も

含め、大評価軸「先端的基盤技術

を開発・活用し研究開発課題へ横

断的に取り組むことにより、広大

な海洋空間の総合的理解が促進さ

れたか」に照らして、生命圏の限

界を示唆したことは今後さらなる

発展性を見せる極めて顕著な成果

であるとともに、巨大地震モデル

検討の必要性を迫る災害ポテンシ

ャル評価にも寄与する成果や、NHK

との共同研究による西之島調査に

よる新たな仮説の提示と成果発

信、インド政府からの受託を通じ

た科学技術協力および極めて貴重

な掘削試料の研究の承諾、当該掘

削の経験及びノウハウを今後の科

学掘削へ活用する等、当初計画に

ないにもかかわらず研究機関単体

では類を見ないアウトプットであ

ったこと等から、中期目標に定め

たアウトカムに向けて特に顕著な

貢献が認められる。よって本項目

の評定をＳとする。 

 

・自己評価では、「ゆっくり地震」

再現の学術的、防災的意義を

どう客観的に判断したかが不

明。また、NHK との共同研究の

「たいりくプロジェクト」は、

普及広報活動でも３本柱の一

つとなっている。インド政府

の掘削調査への協力も、複数

の項目で高評価の理由として

取り上げている。どこで評価

するかを振り分けることが必

要である。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

(イ) 掘削試料・掘削孔を利

用した地殻活動及び物質循

環の動態解明 

スケールの異なる各種試料

やデータを高精度・高分解

能で分析できる手法を構築

するとともに，掘削科学の

推進に不可欠な掘削技術・

計測技術，大深度掘削を可

能とする基盤技術を開発す

る。また，海底観測や広域

地球物理探査等によって得

られるデータに，掘削孔内

において取得される多様な

データや現場実験結果を加

えることにより，海底下の

構造や性質を立体的に把握

し，それらの変動機構の理

解につながる仮説を構築す

る。さらに，仮説の有効性

を確認するために，得られ

たデータ等を用いた数値シ

ミュレーションを実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）掘削試料・掘削孔を

利用した地殻活動及び物質

循環の動態解明 

スケールの異なる各種試料

やデータを高精度・高分解

能で分析できる手法を構築

するとともに，掘削科学の

推進に不可欠な掘削技術・

計測技術，大深度掘削を可

能とする基盤技術を開発す

る。また，海底観測や広域

地球物理探査等によって得

られるデータに，掘削孔内

において取得される多様な

データや現場実験結果を加

えることにより，海底下の

構造や性質を立体的に把握

し，それらの変動に関する

理解を進める。さらに，得

られたデータ等を用いた数

値シミュレーションを実施

し，地殻変動や物質循環等

の変動プロセスに関する理

解を進める。 

平成 27 年度は，軽金属元

素高精度同位体分析の迅速

化及び実試料データの取

得，重金属元素の超高精度

同位体分析法開発の多元素

への拡大等の技術開発，岩

石・鉱物・微生物試料表面

を高空間分解能で元素・同

位体分析を行うための各種

試料の調整・準備法及び高

精度酸素同位体分析法や揮

発性元素等の微小領域分析

法の開発を行う。 

ドリルパイプに関する掘

（イ）掘削試料・掘削孔を利用した

地殻活動及び物質循環の動態解明 

 平成 27 年度は、軽金属元素同位

体分析ではホウ素同位体比の高精

度分析をマルチコレクターICP 質

量分析法（MC-ICPMS）の適用により

迅速化した上で、炭酸塩実試料の分

析で±0.2‰の測定精度を実現し

た。 

重金属元素同位体分析ではスト

ロンチウムに加えて表面電離質量

分析法（TIMS）によるネオジムの超

高精度同位体分析法開発に着手し、

後者について質量分析の基礎技術

と化学分離法を確立した。 

高空間分解能分析の試料調整・準

備法：集束イオンビーム極微試料加

工システム（FIB）によるマイクロ

メートルスケールの微細鉱物試料

調整の基礎技術を確立した。 

微小領域分析法では二次イオン

質量分析法（SIMS）による酸素同位

体分析でジルコンの10 マイクロメ

ートル領域について±0.3‰の測定

精度を実現、また、超高解像度二次

イオン質量分析計（NanoSIMS）によ

り火山ガラス中の揮発性元素（水、

ハロゲン等）を空間解像度 0.2 マイ

クロメートルでイメージング分析

を行う手法を確立した。また、SIMS 

による鉛同位体比高精度分析法の

開発を前倒しで開始した。 

ドリルパイプについては、「ちき

ゅう」のドリルパイプを用いた疲労

試験等により各種データを取得す

るとともに、編成計画や強度モニタ

リング用の計算ツールの開発等を

行った。 

 

 

平成 27 年度計画は予定通り達

成した。 

分析手法・基盤技術・統合技術

の開発において、それぞれ計画を

達成しており、特に炭酸塩のホウ

素同位体の分析技術開発、特に天

然試料を用いた新校正法の開発

は、pH プロキシとしての有用性と

確度を向上させた。また、FIB-TEM

法による分析技術開発により、

MgSiO3 組成の超高圧ガーネット

相を世界で初めて発見した。これ

らは、大深度掘削試料のような微

量で希少な試料の分析から多角的

な化学情報を得るために非常に有

効であり、科学的意義は大きい。

掘削基盤技術についてもドリルパ

イプの疲労データの取得やタービ

ン駆動コアバーレルの開発は掘削

の安定的な実施や状態の良いコア

試料の取得により、より高いレベ

ルの科学的成果輩出に繋がる意義

の大きな成果である。 

分析技術については、機構内で

の組織横断的な研究協力を行って

いるほか、マンガンクラストの成

因研究等に関して海底資源研究開

発への適用・貢献も行われている。

基盤技術や統合技術については、

外部の多くの掘削関連研究機関・

企業との協力関係を構築してい

る。 

MgSiO3 組成の超高圧ガーネッ

ト相の発見については、Science 

Advances 誌に掲載、同時にプレス

リリースを行い、日経新聞をはじ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 海洋・大陸のプレート

及びマグマの生成並びにそ

れらの変遷過程の解明 

活動的なプレート境界であ

る日本列島周辺海域等にお

いて，プレートが生成され

てから地球内部に向けて沈

み込むまでの構造及びプレ

ート自体の変遷や挙動，沈

み込み帯を中心としたプレ

ートと断層の運動に伴い発

生する諸現象及びプレー

ト・地球内部のマグマ生成，

マントル対流とプレートと

削関連データの取得と強度

モニタリングのためのモデ

ル化を行う。また，CFRP ラ

イザーの主管の試験体によ

る強度試験の実施と炭素繊

維の補助管への適応の検討

を行う。 

掘削データ解析に関する

産業界との共同研究開始の

ため，既存掘削データ統合

に関する研究のまとめを行

い，掘削工学的手法を用い

たジオメカニクスに関する

産業界との共同研究を具体

化する。また，「ちきゅう」

を使った現場実験を計画す

るため、準備作業を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）海洋・大陸のプレー

ト及びマグマの生成並びに

それらの変遷過程の解明 

活動的なプレート境界であ

る日本列島周辺海域等にお

いてプレートが生成されて

から地球内部に向けて沈み

込むまでの構造及びプレー

ト自体の変遷や挙動，沈み

込み帯を中心としたプレー

トと断層の運動に伴い発生

する諸現象及びプレート・

地球内部のマグマ生成，マ

ントル対流とプレートとの

CFRP（Carbon Fiber Reinforced 

Plastic）ライザーについては、主

管の試験体による強度試験を実施

し、強度評価を行った。また補助管

の要素設計および試作・試験を実施

し、その適応性を検討した。タービ

ン駆動コアバーレルは、構成要素の

改良を行った。 

掘削データ解析に関する産業界

との共同研究開始のため、その準備

として、一部の掘削データ統合解析

を産業界と連携し実施・完了した。

また、掘削工学技術の応用について

詳細な計画案を作成した。 

「ちきゅう」を使った現場実験を

行うための掘削プロポーザルを

IODP へ提出し、準備を大幅に進め

た。 

なお、将来的な大深度掘削のため

の基礎研究となりうる、「海洋科学

掘削分野における掘削および孔内

計測技術の現状調査事業」を受託し

た。 

 

（ロ）海洋・大陸のプレート及びマ

グマの生成並びにそれらの変遷過

程の解明 

 平成 27 年度は、プレートの進化

過程解明に向けて様々な場での構

造不均質性を明らかにするため、海

洋プレートの進化過程についてシ

ャツキー海域においてモホ面のリ

ソスフェア深部からの反射面の分

布、沈み込み前縁のアウターライズ

において速度異方性や地殻下部せ

ん断面を確認し、異常海洋プレート

として高分解能MCS（Multi-Channel 

Seismic）調査によってオントンジ

めとするメディアに掲載された。

また、天然サンゴ試料を用いたホ

ウ素同位体 pH 計の新校正法の開

発 に つ い て 、 Geochemistry, 

Geophysics, Geosystems 誌に掲

載されるなど、新たな発見が得ら

れた。 

また、ドリルパイプ疲労強度デ

ータを含めた高度な強度評価手法

は石油業界等の企業からも注目さ

れる技術である。大水深ライザー

について、CFRP を使用した部品の

製造技術を開発することにより、

国内企業の海洋資源開発業界への

新たな参入、大水深化などの資源

開発領域の拡大をもたらすことが

見込まれる。これらの技術開発を

通して、IODP の推進にも大きな貢

献がなされたと判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度計画は予定通り達

成した。 

海洋プレートの進化過程解明の

ための構造探査、沈み込み帯の断

層挙動の解明、および IBM 掘削コ

アの分析・解析と新たにはじまっ

た「たいりくプロジェクト」など

計画以上の成果が出ている。 

特に、日本海溝掘削で取得した

コア試料を用いて物性試験を実施

した結果、地震性スリップを起こ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

の関連等の解明に貢献する

研究開発を IODP 等とも連

携しつつ推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連等の解明に貢献する研

究開発を IODP 等とも連携

しつつ推進する。 

平成 27 年度は，プレート

の進化過程解明に向けて

様々な場での構造不均質性

を明らかにするため，海洋

プレートの地震・電磁気学

的詳細構造解析を行う。ま

た，プレートの物性や地

震・マグマ発生機構を制約

するため，それらの支配的

パラメーターであるプレー

ト内の温度・水・メルト推

定手法の開発を開始する。

日本海溝域，関東南方海域

等の掘削提案書（新規・改

訂）を提出するため，既往

掘削プロジェクトの試料・

データ解析の展開による沈

み込み帯浅部の地質・物

理・化学特性と断層挙動の

解明を行う。また，日本海

溝域等の新規掘削計画の海

域事前調査の実施及びデー

タ解析・解釈を行う。 

南海・コスタリカ・日本

海溝掘削及び陸域先行研究

等で得られた地質・物理・

化学特性等に関して，陸域

先行研究の展開による付加

体浅部～深部の地質・物

理・化学データを抽出する。 

掘削コアの分析・解析を

継続し，新規 IBM 掘削に向

けたワークショップを実施

する。 

大陸成因に関する新仮説

ャワ海台周辺の構造を精査した。 

IODP プロジェクト推進について

は、大陸分裂帯のロードハウライズ

（LHR）やプレート中央部のハワイ

近海での観測準備、沈み込み前縁で

のアウターライズ掘削や JTRACK

（Tracking Tsunamigenicslips in 

the Japan Trench）などでの掘削提

案書の準備を行った。 

プレートの地震・電磁気学的構造

解析の結果、フィリピン海プレート

全体に分布する薄い不均質構造が

プレート生成時から存在すること

が分かり論文としてまとめた。また

北西太平洋の 1次元電気伝導度モ

デルを推定し、3 次元モデル推定の

準備を実施した。 

電気伝導度構造から上部マント

ルやマントル遷移層の温度、揮発性

物質存在度、メルト存在度を推定す

る手法を考案し、試験的に太平洋の

電気伝導モデルに適用するなど、手

法開発を進めた。 

沈み込み帯浅部の地質・物理・化

学特性と断層挙動の解明について

は、南海と東北沈み込み帯浅部のス

メクタイトを含む断層の摩擦特性、

および地震断層運動に伴う断層内

部温度と圧力の変化特性を解明し

た。また、南海沈み込み帯浅部の応

力の空間分布を明らかにした。 

日本海溝掘削で取得したコア試料

を用いて物性試験を実施した結果、

地震性スリップを起こした断層粘

土がゆっくり地震も引き起こすこ

とができることが判明した

（NatureGeoscience 誌,プレスリ

リース公開）。 

した断層粘土がゆっくり地震も引

き起こすことができることが判明

した（Nature Geoscience 誌、プ

レスリリースにより公開）。また

IBM 掘削により沈み込みが始まる

最初期には従来よりも広範囲で海

底拡大が起こっていることが分か

った（Nature Geoscience 誌、プ

レスリリースにより公開）。新たな

巨大地震モデルや大陸プレートの

でき方に迫る極めて重要な研究成

果といえ、大きな科学的意義があ

る。 

豪州ロードハウ海域の掘削に向

けた Geoscience Australia（GA）

との共同研究を開始し、反射法地

震探査による事前調査を実施する

など、研究実施体制は適切と判断

する。 

沈み込み帯の流体分布と循環

は、地震・火山現象とも関わりが

深く、「災害の軽減に貢献するため

の地震火山観測研究計画」（文部科

学省）や一般講演等を通して社会

に貢献・還元を図っている。また、

ロードハウ海域の掘削は IODP の

もと CPP（Complementary Project 

Proposal）として掘削を行う準備

を進めており、国際的なプロジェ

クトの主体者となることから、

IODP に多大な貢献をしていると

判断する。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 海底下の生命活動と

水・炭素・エネルギー循環

との関連性の解明 

生命の誕生と初期進化や現

世における生物学的な元素

循環において，重要と考え

られる海底下の生命活動と

検証のため，試料を採取し，

分析・解析を実施する。 

沈み込み帯の流体循環解

明に向けて，ユーラシア大

陸東縁における火成岩試料

の採取と解析を行う分析と

流体試料の採取を行い，沈

み込み帯温度構造と流れ場

に制約を与える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）海底下の生命活動と

水・炭素・エネルギー循環

との関連性の解明 

生命の誕生と初期進化や現

世における生物学的な元素

循環において，重要と考え

られる海底下の生命活動と

陸域先行研究の展開については、

南海トラフ断層の陸上アナログで

ある延岡衝上断層から、地震性断層

すべりの痕跡を見出し、関連データ

を抽出した。 

予定通り掘削コアの分析・解析を

継続し、新規 IBM 掘削に向けて

JpGU および Goldschmidt において

「Hard-Rock Drilling」session を

招集し、「大陸地殻掘削 IBM-4」を

推進した。大陸成因に関する新仮説

検証のため、「西之島」において試

料を採取し、分析・解析を実施した。

メディアを通した大きな反響およ

び新たな知識の社会実装に貢献し、

論文発表を行った。 

沈み込み帯の流体循環解明に向

けて、ユーラシア大陸東縁における

火成岩試料の分析と流体試料の採

取を行った。 

特に IBM 国際プロジェクトによ

る掘削試料の解析に基づき、フィリ

ピン海プレートの発達過程および

マントルの温度構造や流れ場を推

定し、沈み込みが始まる最初期には

従来よりも広範囲で海底拡大が起

こっていることが分かった。この

他、日本列島～カムチャッカで得ら

れた深部流体試料やマグマ活動に

ついての解析が進んでいる。 

 

（ハ）海底下の生命活動と水・炭

素・エネルギー循環との関連性の解

明 

 平成 27 年度は、深海熱水域にお

ける海底下微生物生態系を明らか

にするため、「ちきゅう」の掘削同

時検層等による海底下の熱水循環

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27 年度計画は予定通り達

成した。 

下北沖の海底下生命圏の限界規

定要因や海底下深部生命圏の実態
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

水・炭素・エネルギー循環

の関わりについて，生命活

動と同位体分別効果との関

わりを詳細に理解するた

め，平成 27 年度を目途に，

現場の物理化学的条件を再

現した熱水試験を実施す

る。さらに，海底掘削試料

等を用いて，海底下の環境

因子と生命活動との関係，

海底下微生物の生理・生態

や遺伝子機能の進化に関す

る分析研究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水・炭素・エネルギー循環

の関わりについて，生命活

動と同位体分別効果との関

わりを詳細に理解するた

め，海底掘削試料等を用い

て，海底下の環境因子と生

命活動との関係，海底下微

生物の生理・生態や遺伝子

機能の進化に関する分析研

究を実施する。 

平成 27 年度は，深海熱水

域における海底下微生物生

態系を明らかにするため，

伊平屋北海丘複合熱水域や

海底下熱水流路の縁辺部に

おける海底下微生物生態系

の調査を実施する。 

超深海海溝生命圏と地殻

内流体インプットの相関を

明らかにするため，マリア

ナ海溝前弧域における低温

熱水や堆積物に生息する化

学合成(微)生物群集の機能

解析を実施する。 

前弧堆積盆における海底

下深部生命圏の実態や限界

規定要因等に関する統合的

理解に向けて，下北沖石炭

層生命圏掘削調査（IODP 

Exp. 337）のポストクルー

ズミーティング及び国際ワ

ークショップを開催する。

（台湾・高雄市） 

古環境変動や堆積学的特

徴と海底下生命圏との相関

を明らかにするため，日本

海（IODP Exp. 346）やバル

ト海・大西洋貧栄養海域

経路や黒鉱鉱床の分布・特性に関す

る調査を行った。その結果、新規に

発見された 4箇所の熱水域の熱水

化学組成や微生物生態系の存在様

式等の情報を含む詳細なレポート

を作成し、その一部を論文投稿し

た。同時に、IODP 第 331 次航海の

掘削調査で得られた試料を用いて、

海底下熱水化学組成分析や遺伝学

的解析による海底下微生物生態系

の群集構造や代謝活動の空間分布

に関する基礎データから生命圏の

限界に関する考察を行い、それらを

論文としてまとめ投稿した。 

超深海海溝生命圏と地殻内流体

インプットの相関を明らかにする

ため、マリアナ海溝より採取された

堆積物の地球化学的・微生物学的解

析を行い、海溝微生物生態系の群集

構造や種組成情報に関する基礎デ

ータを取得した。その他、超深海海

溝生命圏の解明に関して日本海溝

の水塊中微生物群集についての分

析を実施し、その成果を論文として

まとめ投稿した。 

前弧堆積盆における海底下深部

生命圏の実態や限界規定要因等に

関する統合的理解に向けて、平成

27 年4 月に台湾の国立中山大学に

て IODP 第 337 次航海の第二回ポス

トクルーズ会議を開催し、航海で得

られた科学成果の共有と論文化に

関する議論を深めた。さらに 4 月

に海底下生命圏と炭素循環に関す

る一般向けの国際ワークショップ

を開催し、約 100 名の参加者を集め

た。これにより、台湾の地球科学コ

ミュニティへ IODP の関心を高める

と進化プロセス及び炭素循環に対

する機能に関する知見を論文とし

てまとめ、米科学誌サイエンスに

論文を発表した。海底下深部にお

ける生命の生息限界と存続・進化

に関わる重要な発見と位置付けら

れ、掲載 1 か月後の段階で上位

2.5%に入るインパクト指数を獲得

し世界的に高い評価を受けてお

り、この科学的な意義は非常に大

きい。 

さらに、同研究を発展させた「ち

きゅう」による限界生命圏に関す

る IODP 掘削プロポーザル「室戸

沖 温 度 限 界 生 命 圏 掘 削 調 査

T-Limit」を提出し、平成 28 年度

の実施が Chikyu IODP Board (CIB)

により承認されている。 

下北八戸沖石炭層生命圏掘削調

査（IODP Exp. 337）の研究成果論

文がサイエンス誌に受理・掲載さ

れたことを受け、プレス発表を実

施し、新聞・テレビ・雑誌などの

メディアを通じて、広く研究成果

の外部発信を行った。さらに、一

般向けに機構ホームページや講演

会等を活用し、成果の積極的な外

部発信を実施した。 

また、本課題のテーマである「海

底下の生命活動と水・炭素・エネ

ルギー循環との関連性の解明」に

よる機構の分析技術や科学的知見

の蓄積や経験は、我が国の炭化水

素エネルギー資源に関わる産業

界・学術界にとって大きなアドバ

ンテージとして受け止められつつ

ある。例えば、平成 27 年度に実施

されたインド政府の受託事業であ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Knorr）（IODP Exp. 347）

等から採取された堆積物コ

ア試料から，海底下微生物

の量・多様性等に関する分

析を実施する。 

様々な環境条件下におけ

る海底下微生物細胞の生

理・代謝機能を明らかにす

るため，下北沖（IODP Exp. 

337），南太平洋還流域（IODP 

Exp. 329）、Knorr 等から採

取されたコア試料を用い

て，経時的な活性測定分析

を実施する。 

海洋地殻における岩石内

微生物生態系の実態を明ら

かにするため，Atrantis 

Massif 掘削調査（IODP Exp. 

357）に乗船参加し，生命科

学分析用コア試料を採取す

る。 

全球的な海底下微生物の

空間分布と遺伝学的特徴を

明らかにするため，世界各

地の海洋底から採取された

凍結コア試料から高品質な

環境ゲノム DNA を抽出・精

製し，ライブラリー構築を

行う。 

外洋堆積物等の低バイオ

マス環境における海底下微

生物生態系を明らかにする

ため，効率的な細胞分取・

濃縮手法の開発を実施す

る。 

海底下の微小空間に生息

する微生物の実態を明らか

にするため，イメージング

ことが出来た。 

同ポストクルーズ会議で議論さ

れた内容を受け、下北沖の海底下生

命圏の限界規定要因や海底下深部

生命圏の実態と進化プロセス及び

炭素循環に対する機能に関する知

見を論文としてまとめ、米科学誌サ

イエンスに論文を発表した。さら

に、同研究を発展させた「ちきゅう」

による限界生命圏に関するIODP 掘

削プロポーザル「室戸沖温度限界生

命圏掘削調査 T-Limit」を提出し、

平成 28 年度の実施が CIB（CHIKYU 

IODP Board）により承認された。 

古環境変動や堆積学的特徴と海

底下生命圏との相関を明らかにす

るため、IODP により日本海（第 346

次航海）、バルト海（第 347 次航海）、

インド洋（第 353,354 次航海）から

採取されたコア試料の他に、米国

Knorr号により大西洋貧栄養海域か

ら採取されたコア試料から DNA を

抽出し、微生物の細胞数や多様性に

関する定量・定性分析を実施し、古

環境変動や堆積学的特徴と海底下

生命圏との相関に関する基礎デー

タを得た。さらに、上記に下北沖の

石炭層コア試料（IODP 第 337 次航

海）を加え、堆積物中に存在する真

核微生物の多様性について、分離株

を用いた系統解析やメタボロミク

ス解析を実施した。さらに、一部の

ペニシリン分離株について、JSCI 

及び国内外の研究機関との共同研

究によるゲノム解読に着手した。ま

た、古環境変動と海底下生命圏との

関わりを理解するため、IODP のロ

ードハウライズや地中海掘削プロ

るメタンハイドレート掘削調査で

は、「ちきゅう」の Hybrid-PCS コ

アを用いた物性分析やプロダクシ

ョン試験、メタンハイドレートの

同位体地球化学分析技術が大きく

生かされている。 

さらに、国際コミュニティへの

貢献に関して、本課題に関わる

CIB や IODP の科学評価パネル

（SEP）委員、ECORD Facility Board 

委 員 、 NSF JR Facility 

Performance 評価パネル委員など

を務め、室戸沖温度限界生命圏掘

削調査に関する IODP 掘削プロポ

ーザルを主導的に提案するなど、

組織横断的な連携を薦め、我が国

が主導する海洋掘削科学の進展に

大きく貢献した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質量分析等を用いた微小領

域観察のための試料調整手

法の開発を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポーザルの策定に大きく貢献した。 

様々な環境条件下における海底

下微生物細胞の生理・代謝機能を明

らかにするため、IODP により採取

された南太平洋環流域（第 329 次航

海）、下北沖（第 337 次航海）、大西

洋中央海嶺（第 357 次航海）から採

取されたコア試料と Knorr により

大西洋貧栄養海域から採取された

コア試料について、13C 及び15N 安

定同位体標識された各種栄養源を

添加したインキュベーションを行

い、経時的にヘッドスペースの同位

体・化学組成分析や細胞固定を実施

した。南太平洋環流域と下北沖の試

料について、インキュベーション試

料からの細胞分離・濃縮作業を行

い、超高解像度二次イオン質量分析

計（NanoSIMS）による活性測定分析

を実施した。 

 欧州海洋研究掘削コンソーシア

ム（ECORD）が提供する特定任務掘

削船（MSP）James Cook 号による北

大西洋中央海嶺（Atlantis Massif)

掘削調査（IODP 第 357 次航海）に

高知コア研究所から参加し、蛇紋岩

作用を受けた生命科学分析用の岩

石コア試料を採取し、各種培養試験

とNanoSIMS 分析用のインキュベー

ションを開始した。ECORD 及び共同

主席研究者の要請により、高知コア

研究所にて採取された微生物用岩

石コアのサンプリングパーティー

が実施され、国際乗船研究者チーム

の無菌的なサンプル処理に大きく

貢献した。 

 全球的な海底下微生物の空間分

布と遺伝学的特徴を明らかにする
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ため、世界各地の外洋及び大陸沿岸

域から掘削により採取された 200

サンプル以上の凍結された堆積物

コア試料から高品質な環境ゲノム

DNA を抽出・精製し、環境ゲノムラ

イブラリーを構築した。さらに、次

世代シーケンサーを用いてバクテ

リアとアーキアの 16S rRNA 遺伝子

断片の網羅的な遺伝子解析とデジ

タル PCR 法による高精度遺伝子定

量を実施し、嫌気的生命圏と好気的

生命圏の群集構造パターンや全球

的なアーキア遺伝子の分布パター

ンに関する新知見を得た。さらに、

ブレーメン大学や国内外の研究機

関と共同で、それらの微生物的なデ

ータと地層年代や物理特性・地球化

学的なデータとの網羅的な比較統

計解析に着手した。さらに、次世代

シーケンサーによる網羅的遺伝子

解読と高精度遺伝子定量を同時に

分析可能な新手法の開発

（Ratq-Seq）に成功し、それに関す

る特許を申請し、適用例の一部を含

む研究成果を論文としてまとめ投

稿した。 

外洋堆積物等の低バイオマス環

境における海底下微生物生態系を

明らかにするため、高知コア研究所

に壁面エアフローシステムを搭載

した地球微生物学スーパークリー

ンルームを構築し、低バイオマス環

境サンプル、NanoSIMS 分析用の少

量のインキュベーションサンプル

から効率的に細胞を分取・濃縮する

実験手法を確立すると同時に、コン

タミネーションレベルを大幅に低

減する高精度分析環境を整備した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ニ) 堆積物記録による地

球史に残る劇的な事象の解

明 

巨大海台及びその周辺海域

の物理・化学・地質探査を

平成 27 年度を目途に実施

し，IODP や国際陸上科学掘

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）堆積物記録による地

球史に残る劇的な事象の解

明 

IODP や国際陸上科学掘削

計画（ICDP）等で得られた

試料の分析，観測及び数値

シミュレーションを組み合

海底下の微小空間に生息する微

生物の実態を明らかにするため、海

底堆積物の物理特性を維持したま

ま FIB-SEM を用いて超薄切片試料

を調整する手法を確立した。同開発

手法を用いて、南太平環流域の堆積

物に発見された微小マンガン微粒

子や金属標識された堆積物内細胞

を対象に、大型放射光施設

（SPring-8） における放射光を用

いた高精度 X 線 CT イメージ分析

や STXM（scanning transmission 

X-ray microscopy）分析、走査型電

子顕微鏡（SEM）、透過型電子顕微鏡

（TEM）、エネルギー分散型 X線分光

法（EDS）分析などの微小領域観察

に成功した。 

 原始海底熱水環境における原始

海底熱水化学組成と最古の持続的

生態系のエネルギー代謝の関わり

についての再現実験と熱力学的シ

ミュレーションによる考察を行い、

「冥王代のコマチアイトに支えら

れた高温熱水が水素に富んだアル

カリ熱水であった」とする既報の仮

説を実証する論文および最古の持

続的生態系のエネルギー代謝が水

素依存のメタン生成や酢酸生成で

あったことを予見した論文を発表

した。 

 

（ニ）堆積物記録による地球史に残

る劇的な事象の解明 

 平成 27 年度は、二度の国際ワー

クショップの開催を経て、2015 年

10 月にロードハウライズ掘削のフ

ル提案書(871-CPP)を IODP に提出

し、掘削候補地点の事前調査（海底

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27 年度計画は予定通り達

成した。 

ロードハウライズ掘削、地中海

掘削の掘削提案書を IODP に提出
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

削計画（ICDP）等で得られ

た試料の分析，観測及び数

値シミュレーションを組み

合わせることにより，数百

万年から数億年程度前から

の古環境を高時空間分解能

で復元し，地球内部活動が

表層環境へもたらす影響を

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わせることにより，数百万

年から数億年程度前からの

古環境を高時空間分解能で

復元し，地球内部活動が表

層環境へもたらす影響を評

価する。 

平成 27 年度は，提出した

オーストラリア沖白亜紀堆

積物掘削プロポーザルの改

訂とタイの白亜紀岩塩コア

試料を採取する。 

提出した地中海の中新世

堆積物掘削プロポーザルの

改訂と地中海掘削に向けた

シチリア島の陸上フィール

ド調査と中新世堆積物試料

を採取する。 

赤外レーザー分光による

炭酸塩鉱物の酸素同位体比

の試験的測定を行う。 

ペルム紀の解析完了、古

地磁気試料サンプリング・

測定継続，深海掘削試料に

よる過去一千万年間の磁場

変動解析を開始する。 

回転環境下での液体金属

熱対流実験を開始する。 

地球表層—内部の物質循

環の変遷と機構解明を元

素・同位体分布から解明す

るために，既存掘削試料の

分析による広域的（主にイ

ンド洋）地球化学層序構築

に向けての既存掘削試料の

分析を行う。 

 

 

 

下構造探査）に着手した。 

平成26年度にIODPへ提出した南

オーストラリア黒色頁岩掘削の提

案書を改訂し、IODP に提出した。 

タイでのフィールド調査を実施し、

石炭紀の岩塩試料を採取すること

に成功した。 

2015 年 10 月に新規プレ提案書

（857B-Pre）を IODP に提出した。 

9月にシチリア島のフィールド調

査を行い、トラパニ塩田の堆積物・

水試料および中新世堆積物試料（石

膏およびハライト等）を採取するこ

とに成功した。 

赤外レーザー分光による試験的

測定を実施し、13C/12C 比や

18O/16O 比にとどまらず、17O/16O 

比の試験的測定に成功した。 

 ペルム紀のサンプル測定を完了

し、投稿準備中である。IODP 深海

堆積物掘削試料を用いて、過去一千

万年間の短周期地磁気変動解析に

着手した。 

液体金属の磁気対流で、強磁場領

域まで拡張した実験を行い、数値シ

ミュレーションによる検証を論文

として出版した。さらに透明流体に

ついて、回転場における渦の立体構

造を可視化するシステムを確立し

た。 

地球表層—内部の物質循環の変遷

と機構解明を元素・同位体分布から

解明するために、広域的地球化学的

層序構築に向けての既存掘削試料

の分析を行い、３タイプの REE 濃

集が認められること、およびそれら

が別箇のソースあるいは濃集要因

を反映する可能性があることが分

し、掘削先行研究が大きく進展し

た。また様々な海域・地質時代の

試料採取、分析、解析やシミュレ

ーション研究等を実施し、試験的

測定も成功している。研究進捗の

大きかった成果としては、地中海

周辺の既存掘削試料にオスミウム

同位体比分析を初めて応用し、地

中海の海水が外洋に比べ有意に低

い同位体比を持ち、塩分危機時に

大西洋と地中海の間での海水交換

スピードが有意に遅かったことを

明らかにした事、広域地球化学層

序の構築に向けて太平洋の掘削試

料の分析を行い、３タイプの REE 

濃集が認められること、およびそ

れらが別箇の供給源あるいは濃集

要因を反映する可能性があること

が判明した事である。 

また、平成 27 年度に実施された

インド政府の受託事業であるメタ

ンハイドレート掘削調査では、日

印間の国際的な科学技術貢献等、

非常に大きな意義をもつ取組を実

施した。今後、科学成果創出が期

待される。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ホ) 掘削科学による新た

な地球内部の動態解明 

海底掘削試料等の精密化学

分析により提唱され始めた

新たな地球内部の構造の存

在について，マントル・コ

アの精密な物理・化学・地

質探査を実施し，平成 28

年度を目途にその構造の概

要を把握する。また，マン

トル運動及びプレート運動

等に与える影響を分析し，

観測及び数値シミュレーシ

ョンを組み合わせることに

より，地球表層及びマント

ルの大規模運動を評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ホ）掘削科学による新た

な地球内部の動態解明 

海底掘削試料等の精密化学

分析により提唱され始めた

新たな地球内部の構造の存

在について，その構造の把

握に向けた研究開発を実施

する。さらに，マントル運

動及びプレート運動等に与

える影響を分析し，観測及

び数値シミュレーションを

組み合わせることにより評

価する。 

平成 27 年度は，北太平洋

海域における掘削プレプロ

ポーザルを提出するため，

陸域アナログ物質の分析と

超深度掘削候補事前研究の

展開を行う。 

大陸の離合集散を考慮し

たマントルシミュレーショ

かった。 

四国海盆で採取されたコア試料

のストロンチウム、ネオジム、鉛の

同位体比測定を行い、堆積物は主と

して中国大陸沿岸から黒潮により

輸送されたものと、西南日本沿岸か

ら乱泥流や表層・低層流で輸送され

たものの混合であることが判明し

た。 

「ちきゅう」によるインド東岸沖

の掘削航海に参加し、その試料、特

にトバ火山の噴火近辺の試料を採

取し，その微量元素分析を実施し

た。現在その結果を解析中である。

年度当初に想定していなかった達

成項目である。 

 

（ホ）掘削科学による新たな地球内

部の動態解明 

 平成 27 年度は、北太平洋海域に

おける掘削プレプロポーザルを提

出するため、陸域アナログ研究とし

て、オマーンのオフィオライト岩体

の調査研究を行い、超深度掘削事前

研究として、IODP 第 360 次航海に

参加するとともに、マントル物質の

物性研究を行った。 

 大陸の離合集散を考慮したマン

トルシミュレーションを提示する

ため、粘性率の温度依存性と降伏レ

オロジーを考慮したマントル対流

のシミュレーションによって地球

物理学的条件を探索し、実際の大陸

移動を再現した。大陸移動の主要な

原動力の一つとして、マントル対流

による大陸プレート底面の引きず

り力であることを明らかにし、論文

発表を行った。惑星サイズがマント

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27 年度計画については、予

定通り達成した。 

陸上に露出したマントル調査

（オマーン岩体）、マントルの数値

シミュレーション、マントルのプ

ローブとなる火山岩分析、および

マントル物質の高温高圧実験と地

球内部の動態解明を実施した。 

特に、南太平洋ポリネシア諸島

では狭い範囲に地球全体に匹敵す

る「親水元素バリエーション」が

認められ、沈み込んだスラブ（お

そらくはローディニア）の脱水部

と加水部のパッケージをみている

と推定された。また、粘性率の温

度依存性と降伏レオロジーを考慮

したマントル対流のシミュレーシ

ョンによって地球物理学的条件を
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ンを提示するため，全マン

トルトモグラフィーデータ

の収集と CMB 異方性解析手

法の開発を行う。 

東西半球構造の典型的組

成代表域または構造境界に

おける組成記載について，

火山岩 Sr-Nd-Pb 同位体比

に基づく東西半球構造の組

成の特徴と相違点を把握す

る。 

地球内部水循環素過程を

考慮した全球水循環数値プ

ログラムの効率的計算アル

ゴリズムの構築を行う。 

 

 

 

 

ル対流に与える影響を評価し論文

発表を行った。全マントルトモグラ

フィーのデータ収集とコア‐マン

トル境界（CMB） 異方性解析のため

のデータ収集を行った。CMB 研究の

ための地震観測準備とオントンジ

ャワ海台研究のための地震観測を

実施した。また、南太平洋マントル

上昇流の地震波速度構造を推定し

論文発表を行った。 

 火山岩Sr-Nd-Pb 同位体比に基づ

くマントル東西半球構造の組成の

特徴とそのマッピングが終了し、論

文発表した。 

また、東半球域の中央付近に位置

するアフリカ・カメルーンにおい

て、リソスフェアの影響を排除して

詳細にマントル組成を読み取ると

ともに、半球構造境界付近に位置

し、両半球の特徴を狭い地域で混在

させるポリネシアの詳細解析を開

始した。さらに、半球構造の成因を

探るための水循環（脱水－加水反

応）を考慮したマントル対流シミュ

レーションにも着手した。 

 

 

 

 

 

探索し、実際の大陸移動を再現で

きた。大陸移動の主要な原動力の

一つとして、マントル対流による

大陸プレート底面の引きずり力で

あることを明らかにした。これら

は地球内部の動態解明に直結する

成果であり、科学的意義は大きい。 

金沢大学や静岡大学など、マン

トル掘削研究コミュニティと連携

している。また、外部資金を通し

て、東京大学・九州大学と CMB 観

測研究、東京大学地震研究所とオ

ントンジャワ海台研究を進めてい

る。 

マントル掘削とアウターライズ

掘削の 2 つプロジェクトは IODP

に大きく貢献するものであり、特

にアウターライズ掘削研究は、広

い分野への貢献が予想されてい

る。例えば、地震などの地殻変動

メカニズムの解明などに貢献する

ほか，地殻内生命の探索と生命の

起源と進化の解明などが期待され

る。 

また、地球内部の基本構造の解

明は、地球の成り立ちや将来を理

解する上で、人類の基盤的な知と

なるものであり、一般講演等を通

して普及に努めている。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －② 
先端的基盤技術の開発及びその活用 

先端的融合情報科学の研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 85 92                      予算額（千円） 2,230,321 2,056,220    

       決算額（千円） 2,177,676 2,223,967    

       経常費用（千円） 2,364,598 2,174,277    

       経常利益（千円） ▲244 35,413    

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
2,076,279 1,656,875    

        従事人員数 156 145    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の調査研究，

開発において各

種データ等を取

得するための船

舶，海洋観測網，

観測機器等を高

度化することは，

広大な海洋空間

を総合的に理解

する上で必要不

可欠であり，我が

国の海洋科学技

術を推進する上

で極めて重要で

ある。このため，

未踏のフロンテ

シミュレーション科学技術

は，理論，実験と並んで我

が国の国際競争力をより強

化し，国民生活の安全・安

心を確保するために必要不

可欠な科学技術基盤であ

る。また，第 4 期科学技術

基本計画では，シミュレー

ション科学技術，数理科学

やシステム科学技術等，複

数の領域に横断的に活用す

ることが可能な複合領域の

科学技術に関する研究開発

が重要課題として設定され

ている。そのため，我が国

のフラッグシップ機を補完

シミュレーション科学技術

は，理論，実験と並んで我

が国の国際競争力をより強

化し，国民生活の安全・安

心を確保するために必要不

可欠な科学技術基盤であ

る。また，第 4 期科学技術

基本計画では，シミュレー

ション科学技術，数理科学

やシステム科学技術等，複

数の領域に横断的に活用す

ることが可能な複合領域の

科学技術に関する研究開発

が重要課題として設定され

ている。そのため，我が国

のフラッグシップ機を補完

【大評価軸】 

・先端的基盤技術

を開発・活用し研

究開発課題へ横

断的に取り組む

ことにより、広大

な海洋空間の総

合的理解が促進

されたか 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

平成 27 年度計画は全て達成し

ている。その上で、世界初や今後

の発展が期待できる特筆すべき研

究開発成果が多数得られ、「研究開

発成果の最大化」に向けて顕著な

成果の創出及び将来的な成果の創

出の期待等が認められることから

Ａ評定とする。以下にＡ評定に値

すると判断した具体的事例の一部

を列挙する。 
 

○乱流中に分散する液滴の放射特

性、レーダ反射特性及び衝突成

長特性の研究  

・乱流クラスタリングが放射強度

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

・「地球シミュレータ」を最大限

に活用して、雲の３次元放射

モデルの精緻化及び高精度の

雲乱流計算を可能とする先進

的プロセスモデルの開発や、

大規模データセット FORA の作

成・配信、３次元雲構造の科

学的可視化等を実施し、海洋

地球分野における先進的な融

合情報科学の発展に貢献し

た。 

・これらの成果はいずれも、地

球環境分野のビックデータ処

理の超高速化・高精密化・自
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ィアへの挑戦，新

たな分野の開拓

を可能にする先

端的基盤技術を

開発するととも

に，それらを最大

限に活用するこ

とで，上記（１）

から（４）までの

研究開発課題に

積極的かつ組織

横断的に取り組

む。 

具体的には，地球

深部探査船「ちき

ゅう」等による海

洋掘削により，こ

れまで人類が到

達できなかった

海底下深部にお

いて得られた知

見を最大限に活

用し，新たな科学

的命題を解決す

るための研究開

発を行い，国際深

海科学掘削計画

（International 

Ocean Discovery 

Program：IODP）

の科学プランの

達成に重要な役

割を果たす。 

また，シミュレー

ション科学技術

は，理論，実験と

並び，我が国の国

際競争力をより

し，地球科学分野での世界

トップレベルの計算インフ

ラである「地球シミュレー

タ」を最大限に活用し，こ

れまで培ってきた知見を領

域横断的にとらえ，海洋地

球科学における先端的な融

合情報科学を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し，地球科学分野での世界

トップレベルの計算インフ

ラである「地球シミュレー

タ」を最大限に活用し，こ

れまで培ってきた知見を領

域横断的にとらえ，海洋地

球科学における先端的な融

合情報科学を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のであるか 

・研究開発成果が

国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・技術的課題その

他に大きなイン

パクトをもたら

す可能性がある

ものか 

・国際的なプロジ

ェクトへの貢献

がなされている

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に優位に影響を与えることを世

界で初めて明らかにし、さらに、

乱流クラスタリングが雲のレー

ダ観測における顕著な誤差要因

となり得ることを明らかにし

た。この成果は、精緻な雲の 3

次元放射過程を導入することに

よる局地的豪雨等の予測精度向

上に直結し、全く新しい防災シ

ステムの開発につながると期待

される。また、乱流中の液滴の

放射プロセスは、噴霧燃焼器等

の工学装置においても極めて重

要な基礎プロセスであり、地球

科学分野にとどまらない幅広い

波及効果が期待される。この成

果は日本機械学会奨励賞の受賞

によっても支持されている。 
 

○無限自由度の振動的対流現象に

関する位相縮約の理論 

・2 つの対流間の同期現象につい

て、2 次元位相方程式による位

相縮約表現が可能であることを

示した。また、強制外力が加え

られたときに大きな影響を受け

る特異的な空間分布特性の存在

を明らかにした。これにより、

様々な対流の同期メカニズムの

解明、および同期現象の予測精

度向上に大きく貢献すること

や、物理、生命、科学、工学、

気象学など様々な分野で幅広く

観察される非線形振動現象の設

計や制御へ応用されることが期

待される。 
 

○NICAM データを用いた 3 次元雲

構造の科学的可視化 

動化を可能とするものであ

り、局所的な気象現象や地球

規模の海洋・気候変動の予測

精度の向上に繋がるものであ

る（項目Ⅰ-1-(2)海洋・地球

環境変動研究開発への貢献）。 

・研究者向けに公開した FORA デ

ータセットについては、既に、

震災瓦礫の高精度な漂流経路

推定のためにハワイ大学で、

台風強度の予測精度を向上さ

せる研究のために琉球大学で

も使用されているなど、他機

関での成果利用も進んでい

る。 

・以上、これらの取組及び成果

等を、中期目標や平成 27 年度

計画に照らし総合的に勘案す

ると、「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期

待が認められ、Ａ評価に値す

るといえる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・着実な研究推進がなされてい

るものの、「研究開発成果の最

大化」に向けて著しい貢献に

は達しているとは必ずしも言

い切れず、また将来的な成果

の創出への期待も今後の進展

を待つ部分が多い。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

強化するために

必要不可欠な先

端的基盤技術で

ある。「地球シミ

ュレータ」等を最

大限に活用し，こ

れまで培ってき

た知見に基づき，

海洋地球科学の

推進のために必

要な先端的な融

合情報科学に関

する研究開発や

新たなモデリン

グ手法・シミュレ

ーション技術等

に関する数理的

研究開発を行う。 

さらに，有人潜水

調査船，無人探査

機等の深海調査

システムは，海洋

のフロンティア

を切り拓くため

の研究開発に不

可欠な先端的基

盤技術であるた

め，これらを高度

化し，必要な要素

技術の開発を行

うとともに，観測

や調査等をより

効率的・効果的に

推進するため，各

システムの運用

技術を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・雲の 3 次元構造の新たな抽出お

よび分類手法の開発に成功し

た。開発アルゴリズムを全球雲

解像モデルに埋め込むことによ

ってシミュレーションと同時に

特徴を抽出することを可能に

し、個々の雲の時間変化を超高

時間分解能で自動追跡すること

につながる。3 次元可視化およ

び特徴抽出・分類・追跡を用い

ることで、積乱雲の発達過程や

集中豪雨・台風等の気象現象の

新たな視点からの理解につなが

るブレイクスルーとなることが

期待される。  
 
○異なるデータセットを用いた海

流予測データの精度向上  

・海流予測データ同化に従来使用

していた海洋観測データとは全

く異なる種類のデータであるオ

オミズナギドリの位置情報と内

航貨物船の航行記録を活用する

ことによって、海流分布の海流

観測データを劇的に強化するこ

とが可能であり、予測精度の向

上を示唆した。海流予測精度の

向上により、漁業や海底資源開

発など各種海洋産業へ活用した

イノベーション創出が期待でき

る。 
 

○世界初となる約 10km 解像度日

本海域 30 年再解析データセッ

ト（FORA）の完成・公開  

・世界初となる約 10km 解像度日本

海域 30 年間再解析データセッ

ト（FORA）が完成。今後、この

巨大データの解析結果の情報発
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信により、日本海域の水産資源

や生態系などの計画的な維持管

理への応用や、市民生活向上へ

の貢献等にも二次影響を与える

ような有意義な波及効果が期待

される。本データセットは公開

されており、産業界からの問い

合わせ、共同研究の打診（公開

から 4か月で既に 21 件（海外 2

件を含む）の問い合わせ）など

も多い。本成果のデータセット

は地球シミュレータを活用して

作成しており、FORA データセッ

トの完成・公開が海洋空間の総

合的理解に資する成果である。 
 
○マネジメントの取組  

・機構内における研究者間の研究

連携強化を促進した。その結果、

地球情報基盤センター及びアプ

リケーションラボで連携した

「NICAM データを用いた 3 次元

雲構造の科学的可視化の研究」

等の組織横断的な研究成果の創

出につながった。また、FORA の

データは組織横断的に活用さ

れ、その状況が開発者にフィー

ドバックされている。   
 

上述の具体的事例以外の取組も

含め、大評価軸「先端的基盤技術

を開発・活用し研究開発課題へ横

断的に取り組むことにより、広大

な海洋空間の総合的理解が促進さ

れたか」に照らして、中期目標に

定めたアウトカムに向けた顕著な

貢献が認められる。従って、本項

目の評定をＡとした。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

(イ) 先進的プロセスモデ

ルの研究開発 

様々なスケールの諸現象を

高精度に予測するため，数

理科学を基盤とした領域横

断的アプローチにより個別

問題を統合問題としてとら

え，平成 28 年度を目途に基

盤となる手法を開発し，先

端的な数理・物理モデルや

シミュレーション手法を開

発する。それらを用いて数

値実験を行い，諸プロセス

の再現性を実証的に評価し

てモデルの信頼性を向上さ

せる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）先進的プロセスモデ

ルの研究開発 

様々なスケールの諸現象を

高精度に予測するため，数

理科学を基盤とした領域横

断的アプローチにより個別

問題を統合問題としてとら

え，先端的な数理・物理モ

デルやシミュレーション手

法を開発する。それらを用

いて数値実験を行い，諸プ

ロセスの再現性を実証的に

評価してモデルの信頼性を

向上させる。 

平成 27 年度は，プロセス

モデルの基盤開発として，

雲，降水，放射，化学物質，

乱流等の先進的なプロセス

モデルを構築するととも

に，流体の特性解析手法へ

の適用を行う。また，基礎

モデルの開発として，大

気・海洋・河川・陸面等の

物理的相互作用を考慮した

結合モデルを構築するとと

もに，散逸仮定モデルのプ

ラズマ流体モデルへの導入

を行う。横断的な基盤手法

の開発については，HPC ア

プリケーションにおける汎

用性の高い記述方法の概念

設計を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）先進的プロセスモデルの研究

開発 

 全球雲解像モデル NICAM の基盤

的研究開発においては、高解像度

NICAM の再現性向上のため、雲微物

理スキームへの新定式化の導入お

よびモデル鉛直層増強の感度実験

を行い、雲量や地表気温などの気候

バイアスが改善した改良版 NICAM

の設計を完了した。また、他機関と

の協力のもとに開発してきた大

気・海洋結合モデル NICAM-COCO に

関して、低解像度版を用いた数十年

スケールのテスト実験、高解像度版

を用いた数か月スケールのテスト

実験の結果をもとに、モデルの安定

性や実験設定等を議論し、平成 28

年度以後の大規模実験を見据えた

カップラー要素技術を検討した。高

度化したバルク法雲モデルの開発

とビン法雲モデルの整備に関して

は、バルク法モデル開発の前提とな

るビン法モデルで「雲内平均雲粒数

の高さに伴う急激な減少」という問

題点が明らかになったため、凝結核

活性化のスキームを改良した。その

結果、問題点は解決され、観測によ

り近い結果が得られるようになっ

た。バルク法雲モデルの開発手法も

これまでに開発されており、ビン法

モデルの問題点が解決したことで、

今後の計画を進めるめどがたった。 

また、物理プロセスについては、

具体的には雲乱流プロセス、３次元

放射プロセス、大気海洋地下水結合

プロセス、波浪プロセスを対象とし

た。平成 26 年度に開発した雲乱流

プロセスモデルによる結果を直接

 

 

 

平成 27 年度計画については、予

定通り達成された。 

19 件の論文発表、1 件の記者発

表、3件の受賞、2件の特許出願に

つながるなど着実な成果を得てい

る。  

雲乱流プロセス、波しぶきプロ

セス、エアロゾルの生成・変性プ

ロセス、下層雲の雲水・雨水変換

プロセスは、いずれも地球規模の

環境変動を理解し、高精度な予測

モデルを構築する上で欠かせな

い、最先端の複雑プロセスである。

国際プロジェクトへの貢献を含め

て、計画以上の成果も輩出してい

る。また、地球流体の同期現象を

数理科学的アプローチで捉える振

動的対流の位相縮約法の研究は日

本物理学会若手奨励賞を受賞する

など高く評価されている。機構の

大規模コンピューティング・ファ

シリティを最大限活用することに

より、より信頼性の高いプロセス

モデルの構築が効率的に進められ

ている。  

緑陰や冷却ミストによる都市の

暑熱環境の緩和効果を評価するた

めの 1m 解像度のシミュレーショ

ンモデル、大気・海洋・陸域・地

下水を 3 次元的に統合した 500m

解像度の「水」大循環モデル、全

球の洋上風力・波力エネルギーの

予測システム等、実用を見据えた

基盤モデルの研究開発が進んでい

る。また高磁気プラントル数の磁

気リコネクションの研究について
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値計算結果と比較し、その信頼性

を確かめると共に、期首には想定し

ていなかったが、関連研究として、

風波乱流によって生成される波し

ぶきを直接扱うことができる新た

なビン雲微物理計算法の開発も行

った。平成 26 年度に開発した都市

街区乱流熱放射プロセスモデルに

ついては、現実街区における暑熱対

策実験との比較検証を行い、その信

頼性を確認した。また、レーダー観

測の信頼性向上のために開発した、

３次元放射過程における乱流の影

響を考慮したモデルを、平成 27 年

度新たに構築した参照データと比

較検証した。大気海洋・陸水地下水

総合モデルの開発については、関東

領域を対象とした 500m 解像度のデ

ータセットの構築と水大循環モデ

ルの正常実行を確認し、各結合過程

の重要性を定量的に明らかにする

ための感度実験を開始し、一部パラ

メータチューニングを完了した。そ

の他にも、高解像度都市気象モデル

に不可欠な非平衡理論モデルのプ

ロトタイプを開発し、その妥当性を

明らかにした。また、これまでに開

発した海上自然エネルギーの潜在

量予測モデルの検証を完了し、潜在

量マップと予測スキルマップを完

成した。以上のように、海洋地球科

学に見られる物理プロセスの解明

や解明のための高度なシミュレー

ション技術を開発することによっ

て、MSSG などの高解像度気象・気

候モデルの予測精度向上につなが

る成果を挙げた。 

化学輸送モデルを用いてエアロ

ゾル生成・変性過程等におけるキー

も 2 編の国際誌論文と 3 度の招待

講演を含む 6 度の学会発表につな

がるなど、科学的に大いに貢献で

きた。  

 動的負荷分散が可能な粒子法の

10 倍大規模化を達成するととも

に、性能可搬性を維持した上でシ

ミュレーションコードを様々な

CPU/GPU システム向けにチューニ

ングする手法の有効性を確認し

た。いずれも機構のみならず国

内・海外の大規模コンピューティ

ング環境を活用する上でベーシッ

クとなり得る汎用的な手法の研究

開発であり、計算科学的な学術的

意義も大きい。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセスを解明するための感度実

験を行い、観測再現性を維持しつつ

モデル高度化および軽量化を行っ

た。東アジア域を対象として領域モ

デルを用いたエアロゾル-放射-気

候影響評価結果を提示した。 

地球流体で観測されている同期

現象に対して数理物理的アプロー

チから統一的な理解を目的とした

研究の中で、平成 27 年度は、速度・

圧力変数で表示した 2 次元の流体

方程式系における進行振動対流の

位相縮約法を定式化した。また、位

相縮約法の他の系への応用として、

生命リズムの数理モデルである振

動子ネットワーク系における共通

ノイズ同期現象を解析した。本研究

成果として、論文が国内誌に 1編掲

載されたほか、日本物理学会第 10

回(2016 年)日本物理学会若手奨励

賞を受賞し、また 2度の招待講演を

含む 6度の学会発表を行った。 

さらに、高磁気プラントル数の粘

性抵抗性磁気リコネクションにつ

いて、数値計算に基づき理論モデル

を提案した。粘性に加えて熱伝導を

考慮することで、速いリコネクショ

ンが達成されることを発見した。こ

れと並行して、ブラソフシミュレー

ションコードを「京」コンピュータ

で最適化し、大規模運動論磁気リコ

ネクションのシミュレーション研

究を進めている。2編の論文が国際

誌に掲載され、3度の招待講演を含

む 6度の学会発表を行った。また当

該アクションに関する国際 WS を主

催した。 

雲生成、放射、それらのプロセス

への乱流の影響プロセスモデルの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



77 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発および河川等の物理的プロセ

スの数理モデルの開発を計画通り

実施した。具体的には、乱流が雲粒

子の衝突成長を促進する効果のレ

イノルズ数依存性に着目した結果、

衝突併合因子のレイノルズ数依存

性は雲シミュレーションに大きな

影響を及ぼし得ることが示された。

樹冠が風の流れや乱流放射熱フラ

ックスに及ぼす影響を考慮するこ

とができる都市街区乱流熱放射プ

ロセスモデル開発は、樹木と冷却ミ

ストの効果を定量的に明らかにし

た。また、河川モデル開発は、陸域・

地下水モデルによる河川流量の計

算が可能となり、観測結果と比較し

て妥当な計算結果を得た。加えて、

波浪モデルにおいて、砕波現象の取

り扱いが波浪の周期予測に大きな

影響を与え、結果として予測スキル

に大きな影響を与えうることを明

らかにした。 

これらの成果に加えて、波しぶき

モデルの研究開発において成果を

得られただけでなく、都市街区乱流

熱放射プロセスモデルを用いた社

会貢献を複数行うことができ、期首

の想定以上の成果を得た。具体的に

は、日本学術会議環境学委員会によ

る提言書「神宮外苑の環境と新国立

競技場の調和と向上に関する提言

（2015 年 4 月 24 日）」に科学的根

拠データとしてシミュレーション

結果を提供した。また、環境省主導

の「2020 年オリンピック・パラリ

ンピック東京大会を契機とした環

境配慮の推進」（2015 年 9 月 17 日

プレスリリース）の中で、本モデル

を用いて暑熱環境アセスメントを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



78 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 先端情報創出のため

の大規模シミュレーション

技術の開発 

海洋地球科学についての統

合知識情報を創出し，社会

に利活用可能な情報とする

ために必要となる観測デー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）先端情報創出のため

の大規模シミュレーション

技術の開発 

海洋地球科学についての統

合知識情報を創出し，社会

に利活用可能な情報とする

ために必要となる観測デー

行った。これらの社会貢献はメディ

アに 10 回以上取り上げられた。ま

た、13 報の研究論文発表を行い、

２件の論文が受賞した。 

HPCアプリケーションの既存の最

適化事例の収集および新規コード

開発と並行して行われた最適化や

並列化の事例を集めたカタログの

整備を行った。この最適化並列化事

例集には、コード特徴、目的、計算

機環境、高速化手順、効果、実行可

能な最適化前後のカーネルが含ま

れ、これを基にして性能可搬性を維

持するためのガイドラインを策定

することが可能となった。更に、気

象・気候変動予測シミュレーション

コード MSSG を GPU 向けにチューニ

ングする例をサンプルとして実施

し、特に、雲微物理、乱流境界層モ

デル、移流計算のルーチンを対象と

して、OpenACC 化とその性能評価を

行った。プログラムのチューニング

では、ループ展開、ループ交換、Do

ループの移動、ループ分解＋ループ

交換等の手法を複数回用いる必要

があるため、コード変換のルールを

記述する手法が最適化に有効だと

分かった。このコード変換ツールの

概念設計は完了し、当初の計画を達

成した。 

 

（ロ）先端情報創出のための大規模

シミュレーション技術の開発 

 

 平成 27 年度は、雲解像モデルに

基づく新たな積雲対流スキームに

含まれる素過程の改良、および同ス

キームに影響を及ぼしうる要素モ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27 年度計画については、計

画通り達成された。 

19 件の論文発表、2 件の受賞な

ど着実な成果を得ている。国際誌
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

タ等を平成 28 年度までに

整備し，これらを活用した

大規模数値シミュレーショ

ン技術及び統合データ処

理・解析技術を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タ等を活用した大規模数値

シミュレーション技術及び

統合データ処理・解析技術

を開発する。 

平成 27 年度は，大規模シ

ミュレーションのための技

術開発として，対流スキー

ム，雲物理等のパラメタリ

ゼーションや要素モデルの

開発を継続するとともに，

新しい要素モデルやパラメ

タリゼーションを導入した

統合モデルの開発に着手す

る。統合データ処理・解析

のための技術開発について

は，雲解像同化システムや

衛星観測シミュレータの開

発・実験及び解析を継続す

るとともに，マルチモデル

による予測・検証システム

の開発と検証を行う。また，

高解像度モデルによる極端

現象等の予測システムの開

発を継続し，検証・実験・

解析を行う。データ整備と

データに基づいた要素モデ

ルの改良については，アラ

スカにおける土壌温度観測

に基づいて ESM を改良し，

初期データの予備解析を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

デルの開発を行った。その結果、新

積雲対流スキームを導入した大気

モデルの降水量および積雲対流に

関連する波動の再現性が向上した。 

熱帯及び亜熱帯海上で頻繁に観

測される、浅い対流過程及びこれに

伴う雲形成過程のパラメタリゼー

ションを次期 IPCC 報告書用気候モ

デルへ導入した。この結果、これま

で過小評価されていた西部熱帯太

平洋の夏季降水量の分布に大きな

改善が見られた。雲放射過程の精緻

化は、数年から 100 年のスケールで

の気候予測における不確実性の低

減に資する。また、陸域・河川・海

洋の生物地球化学過程に関する新

規要素モデル/パラメタリゼーショ

ンを気候モデルへと導入すること

により、統合モデルの開発を行っ

た。本統合モデルでは全球規模の気

候−炭素循環−窒素循環過程がモデ

ル内に組みこまれ、地球環境変動の

理解や人間活動の影響を評価する

際に基盤となる数値計算モデルに

なる。 

HPCI 戦略プログラム分野３「地

球規模の気候・環境変動予測に関す

る研究」に関連して、高解像度NICAM

を用いた現在・将来気候実験の記述

論文を出版した。このデータを用い

て地球温暖化に伴う台風の構造変

化や季節内変動と台風発生数の変

化について解析を行うとともに論

文を発表し、熱帯移動性擾乱や台風

に伴う日本付近の降水の解析も実

施した。高解像度全球気候モデルに

よる台風再現性比較の国際共同研

究 に 参 加 す る こ と で CMIP6 

を中心とした論文発表、学会発表

を精力的に行っており、科学的意

義の高い研究成果が創出できてい

る。 

「京」プロジェクトでは、参画

者が日本気象学会岸保賞や JMSJ

論文賞を受賞するなど、研究成果

は高く評価されている。また

CMIP6 参加へ向けた準備が着々と

進行し、それに付随して多くの科

学的成果も得られた。例えば、雲

の温暖化に対する応答について

は、粒径の扱いの違いが温暖化予

測に無視できない影響を及ぼすと

いう、今後の学術の方向性に大き

な影響を与えると考えられる重要

な結果が得られている。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

HighResMIP の活動へ貢献した。ま

た、HPCI戦略プログラム分野３ 「超

高精度メソスケール気象予測の実

証」に関連して、ハイブリッド 4次

元変分法およびインクリメンタル

LETKF の開発を進め、豪雨事例や竜

巻・サイクロンを対象に同化実験を

行い、論文を発表し、複数の豪雨事

例について、水平格子間隔 250m の

超高解像度数値予報実験を行った。

神戸大学や京都大学の水文モデル

及び土石流モデルとの連携を継続

し、論文投稿を行うととともに、ス

ーパーコンピュータ「京」への最適

化や可視化作業に協力した。 

ポスト「京」重点課題④「観測ビ

ッグデータを活用した気象と地球

環境の予測の高度化」に関連して、

ソフトウェア・ハードウェアの協調

設計に貢献した。アンサンブルデー

タ同化を行う際にノード間でデー

タの持ち替えを容易にできるよう、

NICAM-LETKFのフレームワーク改良

を行い高速化し、NICAM-DC を用い

て単精度計算の実用可能性を検討

した。学会スペシャルセッションや

ポスト「京」重点課題④サブ課題毎

の研究集会を通じて、本格期間にお

ける研究・実験計画について集中的

な検討を行った。テスト実験の一環

として、ES 特別推進課題「台風 MIP」

への参加や2015年サイクロンPam、

2014 年広島豪雨の事例解析を実施

した。 

予測モデルのバイアス特定と低

減のために、高解像度全球マルチモ

デルによる台風予測比較実験（地球

シミュレータ特別推進課題の気象
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) データ・情報の統融合

研究開発と社会への発信 

科学的に有益な統合情報に

加え，社会に利活用可能な

付加価値情報を創出するた

め，データ同化手法及び可

視化手法を始めとする実利

用プロダクトに必要な技術

の研究開発を行う。また，

観測，シミュレーション及

び予測等の統融合データと

付加価値情報を，広く，わ

かりやすく，効果的に社会

に還元する具体的な方法に

ついて平成 28 年度を目途

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）データ・情報の統融

合研究開発と社会への発信 

科学的に有益な統合情報に

加え，社会に利活用可能な

付加価値情報を創出するた

め，データ同化手法及び可

視化手法を始めとする実利

用プロダクトに必要な技術

の研究開発を行う。また，

観測，シミュレーション及

び予測等の統融合データと

付加価値情報を，広く，わ

かりやすく，効果的に社会

に還元する具体的な方法に

ついて基本検討を行う。 

研竹内課題）に参画し、MSSG 全球

7km解像度予測シミュレーションに

よる台風計算結果の提供を完了し

た。一部解析も完了し、マルチモデ

ル予測システムの有効性も確認で

きた。さらに、減災・防災のために、

高解像度全球大気海洋結合モデル

による台風等極端現象の予測シス

テムを構築し、大気海洋結合計算に

よる台風強度予測の信頼性の向上

を統計的に評価することを可能と

した。 

土壌温度および周辺環境、また衛

星観測値から、ケーブルに沿った毎

50cm について温度（30 分値、日平

均および較差）、植生被覆率、植生

タイプ等をデータ化し、植生被覆と

地表面温度に関する現況予備解析

を行った。また、同サイトの気象デ

ータを用いて、凍土過程の改良に関

する感度実験・解析を行い、改善状

況を確認した。 

 

（ハ）データ・情報の統融合研究開

発と社会への発信 

 平成 27 年度は、成層圏の人工衛

星観測データ同化へ向けた大気大

循環モデル AFES の成層圏・中間圏

への拡張を開始し、ALEDAS3 開発指

針の決定とアンサンブルメンバー

数の増強（63 から 255）を行うと共

に、季節予測システムの多モデル化

へ向けて大気海洋結合モデル CFES

を高精度化した。 

衛星搭載センサや地上測器など

から取得される様々な観測情報を

同化システムに適切に取り込むた

めにデータ同化スキームの検討を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度計画については、計

画通り達成された。 

論文発表 30 件、プレス発表 4

件、受賞 3 件、特許 2 件につなが

るとともに、成果の外部発信・社

会還元も精力的に達成され、着実

な成果が得られた。 

成層圏の人工衛星観測データ、

種々の大気化学データや水鳥と内

航貨物船の偏流データを同化する

手法を開発し、データ同化システ

ムの精度向上や機能拡張を行った

結果、予測精度の向上を実現した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

に基本検討を行った上で，

地球環境情報基盤を構築

し，発信する。 

平成 27 年度は，実用化プ

ロダクトに向けた技術開発

として，アンサンブル手法

などを活用したデータ同化

手法を開発するとともに，

大気海洋結合モデルの高度

化と実利用プロダクトに必

要なデータ同化手法を確立

する。また，統融合データ

と付加価値情報について

は，アンサンブル予測シス

テムの構築と再解析データ

の作成を行う。地球環境情

報基盤の構築と発信につい

ては，シミュレーション・

データ同化プロダクトの情

報の応用，展開のためのシ

ステム構築を行うととも

に，地球環境分野における

最適な計算機・データ配信

システムとプログラミング

環境・計算手法及び可視化

技術の調査研究を継続す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

進め、データ同化解析の高精度化を

実現した。大気科学輸送モデル

CHASER に 加 え て 統 合 モ デ ル

MIROC-ESMへのデータ同化モジュー

ルの導入を完了した。 

非静力学大気海洋結合モデル

MSSG モデルに対して適用可能なデ

ータ同化手法について検討し、変分

法をもとにしたグリーン関数法を

用いたデータ同化実験の設計を行

い、予備実験行った結果、海面水温、

地表面粗度などに対する感度が認

められ、得られた知見を利用して、

平成 28 年度の観測計画の設計を行

った。 

実験的大気再解析データ ALERA2

の作成を継続し、2015 年 1 月〜11

月のデータを公開し、更に作成を継

続中である。さらに、そのデータの

有用性を示す論文を公表した。水鳥

と内航貨物船の偏流データを同化

することによって、海流推定の精度

を向上させた。日本南岸の黒潮を対

象としたアンサンブル海流予測シ

ステムを開発し、黒潮流路の予測精

度、および高解像度海面水温データ

同化の感度を調べた。 

構築したデータ同化システムを

用いて大気質に関する独自の再解

析データを作成し、機構 web で公開

した。ヨーロッパ中期予報センター

(ECMWF)や NASA との共同プロジェ

クトを開始し、再解析データ・排出

量推定値の相互比較および化学輸

送モデルを利用した共同研究を実

施した。 

先進的な再解析データとして、渦

解像かつ 30 年以上の長期データで

非静力学大気海洋結合モデル

MSSG モデルに対して適用可能な

データ同化手法について検討し、

変分法をもとにしたグリーン関数

法を用いたデータ同化実験の設計

を行うとともに、海面水温、地表

面粗度などに対する感度が認めら

れ、得られた知見を利用して、平

成 28 年度の観測計画の設計を行

い、効率的な観測計画の策定に貢

献した。 

先進的な再解析データとして、

日本周辺海域を対象に高解像かつ

30 年以上の長期データである海

洋高解像度長期再解析データセッ

ト(FORA-WNP30)を作成が完了し

た。過去 12 年間における海流・潮

流同時推算による日本周辺海域の

高解像度 3km 格子再解析データを

作成した。 このデータセットを公

開し、海洋物理メカニズム解明に

向けたデータセット利用が進んで

いる。 

USGS の土地利用データと国土

数値情報の土地利用データによる

比較実験を行うと共に、2013 年 8

月の関東地方を対象とした日最高

気温の再現精度が向上できること

を検証できた。  

大気海洋データからの特徴抽出

のための大規模可視化手法を開発

し、大気データに対しては、積乱

雲や熱帯低気圧の発達過程におけ

る雲の 3 次元形状および特徴変

化、海洋データに対しては、渦同

士の併合や分離、海流へのトラッ

プや切離等の現象を抽出し、直感

的に理解可能な可視化を実現し
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ある海洋高解像度長期再解析デー

タセット(FORA-WNP30)を作成した。

これは、地球シミュレータ特別推進

課題に採用され、コードの最適化や

計算機の優先的な利用などのサポ

ートを受けることができたため、成

し得た成果である。 

マラリア再解析の初期実験を完

了し、SINTEX-F の過去予測を用い

た実験の準備を開始。宿毛湾漁業関

係者と協働し、宿毛湾の海流予測を

提供し予測データの活用法につい

て協議した。過去 12 年間における

海流・潮流同時推算による日本周辺

海域の高解像度 3km 格子再解析デ

ータを作成した。 

NICAM 可視化等については、想定

以上に達成した。雲の形状や風速ま

たは水蒸気量となどの物理的特徴

に基づいた、雲の 3次元構造の新た

な分類手法を開発するのが達成目

標であったが、その手法を熱帯低気

圧の生成、発達、消滅過程の可視化

に応用し、熱帯低気圧等の特徴構造

の形成要因を解析する準備が整う

に至った。 

外部資金「戦略的イノべーション

促進プログラム（SIP）次世代農林

水産業創造技術」に関して、長期計

算設定の一環として、計算領域を拡

大し、USGS の土地利用データと国

土数値情報の土地利用データによ

る比較実験を行うと共に、2013 年 8

月の関東地方を対象とした日最高

気温の再現精度を確認した。 

海 洋 再 解 析 デ ー タ セ ッ ト

FORA-WNP30 を作成し、公開シンポ

ジウムを開催し、国内外の学会で発

た。  

ソフトウェアの観点からは、社

会で利活用可能な付加価値情報を

創出する大規模計算手法のモデル

開発と計算モデルの検証を実施し

た。プログラミング環境からのア

プローチとして並列プログラミン

グ言語の実行環境の整備が完了

し、その有効性を確認した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

表を行うことにより、海洋物理だけ

でなく、水産、気象・気候、沿岸防

災などさまざまな応用分野の研究

者から問い合わせがあり、データ同

化プロダクトの応用についての展

開を行うことができた。また、中央

太平洋域においてデータ同化プロ

ダクトの漁業者向け配信システム

の構築が完成し、夏イカ漁業の操業

に合わせた運用を行うことができ

た。 

加えて、大気海洋データからの特

徴抽出のための技術開発に着手し

大規模可視化に応用し、大気データ

に対しては、積乱雲や熱帯低気圧の

発達過程における雲の 3 次元形状

および特徴変化を抽出し、直感的に

理解可能な可視化を実現した。海洋

データに対しては、海面高度および

流速値を用い、渦同士の併合や分

離、海流へのトラップや切離等の現

象を精度よく抽出することに成功

した。また可視化システムの検討も

ふまえて地球環境分野に最適な計

算機システムの概案を取りまとめ

た。また、ソフトウェアの観点から

は、社会で利活用可能な付加価値情

報を創出する大規模計算手法のモ

デル開発と計算モデルの検証を実

施した。プログラミング環境からの

アプローチとして並列プログラミ

ング言語の実行環境の整備が完了

し、その有効性を確認した。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －③ 
先端的基盤技術の開発及びその活用 

海洋フロンティアを切り拓く研究基盤の構築 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 14 17                      予算額（千円） 4,012,793 3,812,225    

       決算額（千円） 3,987,499 3,683,584    

       経常費用（千円） 3,314,537 3,308,312    

       経常利益（千円） ▲50 10,013    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
3,300,385 3,214,546    

        従事人員数 35 41    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の調査研究，

開発において各

種データ等を取

得するための船

舶，海洋観測網，

観測機器等を高

度化することは，

広大な海洋空間

を総合的に理解

する上で必要不

可欠であり，我が

国の海洋科学技

術を推進する上

で極めて重要で

ある。このため，

未踏のフロンテ

海洋基本計画に掲げられた

科学的知見を創出するた

め，機構は国家の存立基盤

に関わる技術や，広大な海

洋の総合的な理解に必要な

技術を開発する。また，人

類未踏の領域を拓く萌芽的

な研究基盤システムやそれ

に資する基礎的技術の研究

開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

海洋基本計画に掲げられた

科学的知見を創出するた

め，機構は国家の存立基盤

に関わる技術や，広大な海

洋の総合的な理解に必要な

技術を開発する。また，人

類未踏の領域を拓く萌芽的

な研究基盤システムやそれ

に資する基礎的技術の研究

開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

【大評価軸】 

・先端的基盤技術

を開発・活用し研

究開発課題へ横

断的に取り組む

ことにより、広大

な海洋空間の総

合的理解が促進

されたか 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

のであるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

平成 27 年度計画、成果目標は達

成し、評価軸の観点や中期目標フ

ローチャートを総合的に勘案した

結果、広大な海洋の総合的理解に

向けて、顕著な成果や、将来的な

成果創出の期待等が認められるた

め、Ａ評価とした。以下にその具

体的なコメントを記す。  
 

○地震津波観測監視システムの構

築  

・地震・津波観測監視システム

（DONET2）については、29 カ所

の全観測点で起動を行い、その

構築を完了した。  

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度は、DONET 開発の

過程で民間企業と共同開発・

特許化した技術が、台湾の海

洋総合観測システムや東京大

学地震研究所に導入されるな

ど、学術界や産業界等への技

術展開が進展した。また、民

間企業と共同開発してきた

「ハイブリット pHセンサ」は、

消費電力を抑えつつ、長時間

安定して pH測定を行うことを

可能とするものであり、本研

究開発で得られた知見「海水

の水素濃度指数(pH)測定法」

が ISO 規格に認証された（技
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ィアへの挑戦，新

たな分野の開拓

を可能にする先

端的基盤技術を

開発するととも

に，それらを最大

限に活用するこ

とで，上記（１）

から（４）までの

研究開発課題に

積極的かつ組織

横断的に取り組

む。 

具体的には，地球

深部探査船「ちき

ゅう」等による海

洋掘削により，こ

れまで人類が到

達できなかった

海底下深部にお

いて得られた知

見を最大限に活

用し，新たな科学

的命題を解決す

るための研究開

発を行い，国際深

海科学掘削計画

（International 

Ocean Discovery 

Program：IODP）

の科学プランの

達成に重要な役

割を果たす。 

また，シミュレー

ション科学技術

は，理論，実験と

並び，我が国の国

際競争力をより

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究開発成果が

国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・技術的課題その

他に大きなイン

パクトをもたら

す可能性がある

ものか 

・国際的なプロジ

ェクトへの貢献

がなされている

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各観測点には強震計、広帯域地

震計、水晶水圧計、微差圧計、

ハイドロフォンならびに精密温

度計が設置され、地殻変動のよ

うなゆっくりした動きから大き

な地震動まであらゆるタイプの

海底の動きを確実に捉えられる

ようになった。  

・本システムの構築にあたっては、

無人探査機（ROV）やそれを支え

る船舶等、機構が開発・保有す

る深海探査システム及びこれら

のオペレーション技術を結集し

て成し得たものであり、機構以

外では構築できなかったと考え

られる。 

・本システムにおいては地震や津

波検知による即時警報の発信だ

けでなく、地殻活動のモニタリ

ングによる地震発生メカニズム

の解明・研究といった面からも

貢献しており、我が国の防災・

減災対策に大きく貢献するもの

である。  

・得られた技術開発成果の社会還

元等を促進するため、特許やノ

ウハウ等を取得し産業の育成に

もつなげている。  
 

○ハイブリッド pH センサの開

発・標準化  

・比色法と電極法の 2 種の長所を

活かしたハイブリット型の pH

センサを世界で初めて開発し、

従来と比較して消費電力を抑え

つつ長期間、安定して pH 測定を

行う事が可能となった。国際コ

ンペティション（XPRIZE）にて

術的課題への大きなインパク

ト）。 

・さらに、海中レーザースキャ

ニングによる海底面の３Ｄ可

視化及び計測に世界で初めて

成功するなどの成果も得られ

ている。 

・一方、中期目標で定める先端

的基盤技術の開発・活用を効

果的に行うためには、中期目

標・中期計画期間中にどのよ

うな技術を開発するかの目標

について、開発時期やスペッ

ク、今後の活用方策等も含め

具体的にロードマップ化する

ことが必要であるが、現状の

ロードマップではこの点が明

確になっておらず、どの程度、

年度計画を加速し、観測・運

用技術を高度化したのか判然

としない。 

・これらの状況を総合的に勘案

すると、平成 27 年度は着実な

業務運営により計画を達成し

たといえるが、顕著な成果の

創出があったとまではいえな

いため、自己評価ではＡとさ

れていたが、Ｂと評定する。 

 

＜今後の課題＞ 

・Ⅰ-1-(1)～(4)の研究開発にお

けるニーズ等を踏まえて、い

つまでに、具体的にどのよう

な技術を開発し、どのように

活用するのかをロードマップ

等で明確にした上で、業務の

実施や評価をしていくことが

求められる。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

強化するために

必要不可欠な先

端的基盤技術で

ある。「地球シミ

ュレータ」等を最

大限に活用し，こ

れまで培ってき

た知見に基づき，

海洋地球科学の

推進のために必

要な先端的な融

合情報科学に関

する研究開発や

新たなモデリン

グ手法・シミュレ

ーション技術等

に関する数理的

研究開発を行う。 

さらに，有人潜水

調査船，無人探査

機等の深海調査

システムは，海洋

のフロンティア

を切り拓くため

の研究開発に不

可欠な先端的基

盤技術であるた

め，これらを高度

化し，必要な要素

技術の開発を行

うとともに，観測

や調査等をより

効率的・効果的に

推進するため，各

システムの運用

技術を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77チーム中3位という好成績を

おさめ、 「海水の水素濃度指数

（pH）測定法」が ISO 規格に認

証された。  

・同センサは現在、北部北太平洋

の定点観測に用いられており、

今後海洋酸性化の進行が懸念さ

れる北極域での観測が検討され

ている。  

・上記の様な海洋環境変動のモニ

タリングのみならず、日本近海

の海底資源開発に伴う環境影響

評価などの活用も見込まれ、産

業界での展開も期待される。  
 

○海中レーザースキャニングによ

る海底面の３D化に成功  

・開発した３D レーザースキャナ

ーを搭載した AUV「おとひめ」

が高度保持しながら自律航行

し、数十センチ規模のチムニー

や熱水が噴出している様子が鮮

明に可視化された。この可視化

技術により数㎝単位の幾何学情

報（長さ、面積、体積）の取得

に成功し、従来の「捉える」だ

けでなく「測る」ことも実現し

た。  

・海中での３D 可視化及び計測は

世界初であり、従来の海中計測

技術によらない新たな観測技術

を確立する画期的な成果であ

る。  
 

以上の通り、中期目標や平成 27

年度計画に照らし、本項目による

成果、取組等について総合的に勘

案した結果、「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・本項目では、単に顕著な開発

成果（アウトプット）に留ま

らず、アウトカムである「広

大な海洋空間の総合的理解」

に繋がる社会実装に向けた成

果創出という視点から評価を

加えている点は注目に値す

る。 

・DONET については、「海域地震

発生帯研究開発」の評価と調

整すべき。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

(イ) 先進的な海洋基盤技

術の研究開発 

高精度で効率的な観測・探

査システムの構築を推進す

るため，音響通信・複合通

信システム，計測・センシ

ング，測位，検知・探知，

モニタリング，試料回収，

分析等に係る先進的要素技

術，探査・観測システム等

の長期運用に必要となるエ

ネルギーシステム，深海底

での調査や観測のためのセ

ンサや観測プラットフォー

ム設置に係る技術等につい

て，先進的な研究開発を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）先進的な海洋基盤技

術の研究開発 

高精度で効率的な観測・探

査システムの構築を推進す

るため，音響通信・複合通

信システム，計測・センシ

ング，測位，検知・探知，

モニタリング，試料回収，

分析等に係る先進的要素技

術，探査・観測システム等

の長期運用に必要となるエ

ネルギーシステム，深海底

での調査や観測のためのセ

ンサや観測プラットフォー

ム設置に係る技術等につい

て，先進的な研究開発を行

う。 

平成 27 年度は， 先進的

要素技術の研究開発及び長

期運用に必要となるエネル

ギーシステムの研究開発を

行う。音波・電磁波を用い

た次世代技術の研究開発と

して，レーザの機能試作，

ソーストラッキングシミュ

レーションモデルの作成及

び次世代通信・測位試作を

行う。また，先進的現場計

測技術の研究開発として，

検出器の小型化・設計を行

う。さらに，高度情報技術

の研究開発として，海中生

物認識技術研究及び映像利

用による航法研究（既存映

像の分析）を行う。加えて，

 

 

 

（イ）先進的な海洋基盤技術の研究

開発 

 平成 27 年度は、音波・電磁波を

用いた次世代技術の研究開発とし

て、レーザ機能試作機を製作し、レ

ーザ試験伝搬路による机上評価試

験を実施した。音場解析をすること

で音源の位置を推定するためのモ

デル（ソーストラッキングシミュレ

ーションモデル）を検討し、シミュ

レーションを実施した。次世代通

信・測位のため海中・海底電磁波通

信の応用を目指し海中電波計測装

置を試作して、海中試験を実施し

た。 

 先進的現場計測技術の研究開発

として、pH-CO2 ハイブリッドセン

サの小型化・省電力化を目指し、平

成 27 年度目標としていた小型化は

設計を行い試作まで完了した。開発

したハイブリット型 pH センサで参

加した米国のコンペティション

(XPRIZE)では、精密計測部門で３位

という好成績をあげた。 

 高度情報技術の研究開発として、

海中生物認識の為に必要な抽出ア

ルゴリズム、類別アルゴリズムを検

討し、シミュレーションを実施し

た。また、映像利用による航法研究

では、既存アルゴリズムの評価、既

存の海底映像の分析を実施した。 

 海洋・深海エネルギー技術の研究

開発として、高効率波力発電システ

ム設計・評価では、ブイへの搭載を

目指した小型波力発電システム設

将来的な成果の創出の期待等が認

められるため、Ａ評定とした。  

 

 

 

 pH-CO2 ハイブリッドセンサで

は係留系での活用、超小型汎用深

海カメラシステムではマルチプル

コアラー、メタン濃度センサは沖

縄トラフでの熱水域での活用が予

定されており、開発が順調に進ん

でいると評価する。 

 研究実施体制については、研究

者、技術者それぞれの分野を横断

しつつ、かつ機構外の関連機関と

も連携しながら適切に取り組めて

いる。pH-CO2 ハイブリッドセンサ

の開発では紀本電子工業株式会社

と共同で取り組んだ成果であり、

連携による相乗効果が生まれてい

ると評価する。本成果は海洋酸性

化の調査研究に使われる海水用

pH センサの国際コンペティショ

ンである「XPrize」で 3 位という

好成績をあげたことで、メディア

等にも多く取り上げられ、世界的

な成果発信となった。 

 この他成果の外部発信として

は、論文発表 19 件、学会発表等

49 件、プレス発表 5件等による発

信を行うとともに特許出願 3 件を

行っており、適切に取り組んでい

ると評価する。 

 成果の社会還元・貢献としては、

pH-CO2 ハイブリッドセンサに用

いられた「海洋の pH 測定法」が

ISO 規格に採用されたことが特筆

成果として挙げられる。国際規格
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋・深海エネルギー技術

の研究開発として，高効率

波力発電システム設計・評

価及び次世代電源の試作・

評価を行う。深海域におけ

るトップ・プレデターの解

明として，バイオプシー装

置のうち，バイオプシー針

及びトップ･プレデター認

識システムを開発する。 

センサ及びプラットフォ

ーム設置に係る技術等の研

究開発については，次世代

プラットフォームの要素技

術の研究開発として，最適

流体構造の試作，高比強度

構造材の試作評価及び探査

機光応用技術の設計を行

う。また，海洋システム信

頼性高度化技術の開発とし

て，システム高信頼性化の

研究を行う。さらに，深海

底での調査や観測のための

センサに係る技術等の研究

開発として，低コストでオ

ペレーションしやすい小型

ランダー設計，深海生態系

の精密な環境測定のための

微小電極現場測定装置およ

び小型汎用深海カメラの試

作を行う。加えて，海洋・

海底下環境における網羅的

な現場計測として，海洋・

海底下での網羅的な現場計

測初期仕様（メタン濃度セ

ンサ）を確立する。 

地震津波観測監視システ

ムの開発については，総合

計手法の改良と、同手法検証のため

の水槽実験によるデータの取得を

行った。また、振動水柱型空気ター

ビン式波力発電システムの実証試

験を半年間実施し、実海域における

評価のためのデータを取得した。さ

らに、熱水発電の研究開発を新たに

立ち上げ、システム概念設計と候補

地の環境データを取得した。 

 深海域におけるトップ・プレデタ

ーの解明として、バイオプシー装置

のうち、バイオプシー針の貫入試験

を行い、最適な針形状を決定すると

ともにトップ・プレデター認識シス

テムの開発に着手し、深海鮫などの

大型補食生物の撮影に必要な高品

質カメラシステムを構築した。 

 従来、計測手法がバラバラであっ

た「海水の pH 測定法」について産

業技術総合研究所や民間企業と共

同でISOに提案を行いISO規格の成

立に貢献した。また、外部資金によ

る受託研究において、海洋微生物遺

伝子解析の為の小型のサンプル採

取保存装置を完成させ、評価試験を

実施しするとともに、微生物バイオ

マスを計測するための ATP（アデノ

シン三リン酸）アナライザの改良に

より、沿岸域や深海熱水域における

ATP濃度プロファイルの取得に成功

した。また、漂流ブイ型ウナギ産卵

観察システム（UNA-CAM）を開発し、

産卵場所に 6台投入した。 

 次世代プラットフォームの要素

技術の研究開発として、作業型 AUV

の最適流体構造を検討し、試作部品

のシミュレーション実験を行い実

機（AUV「おとひめ」）に反映した。

に採用されたことで、世界におけ

る海洋観測の促進、高度化にも寄

与したと考える。 

 地震・津波観測監視システム

（DONET2）については、29 カ所の

全観測点で起動を行い、その構築

を完了した。各観測点には強震計、

広帯域地震計、水晶水圧計、微差

圧計、ハイドロフォンならびに精

密温度計が設置され、地殻変動の

ようなゆっくりした動きから大き

な地震動まであらゆるタイプの海

底の動きを確実に捉えられるよう

になった。本システムの構築にあ

たっては、無人探査機（ROV）やそ

れを支える船舶等、機構で保有す

る深海探査システムの技術を総結

集して成し得たものであり、当機

構以外では構築できなかったと考

えられる。既に保有していた技術

に加え、独自開発した自動展張シ

ステムなど、構築の高効率化に向

けた技術開発もされており、この

ような取組がなければ構築には一

層の時間を要していた。 

 本システムにおいては地震や津

波検知による即時警報の発信だけ

でなく、地殻活動のモニタリング

による地震発生メカニズムの解

明・研究といった面からも貢献し

ており、我が国の防災・減災に大

きく貢献するものである。 

 以上の様に、DONET 構築にあた

っては多くの技術開発が伴ったこ

とや、その成果が与える社会影響

や科学的意義を踏まえると非常に

大きなものであると評価した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネットワークの開発とし

て，地震計同時設置システ

ムの製作及評価，全自動展

張装置(ROV 搭載型)の海域

試験並びに移動校正手法の

開発及び高精度水圧計の仕

様決定を行う。また，深部

掘削孔内計測技術開発（孔

内センサの開発）として，

孔 内 観 測 装 置 (C0010 ，

C0006) 整備及び設置，

DONET と 孔 内 セ ン サ

(C0002)の比較校正評価（初

期応答）の実施、高温高圧

センサ（水圧計）の試験，2

年間で得られた孔内観測装

置/DONET 観測点周辺での

制御震源（エアガン）発振

およびデータ評価を行い，

手法改良の効果を確認す

る。さらに，海底観測技術

の開発として，統合型海底

傾斜センサの試作(水圧変

動センサと傾斜変動センサ

を統合)を行う。 

深部掘削孔内計測技術開

発の孔内テレメトリの開発

として，通信評価基板の長

期高温評価試験，通信評価

基板の改良（同期信号確認

機能等の付加），光電気変換

基板の長期高温評価試験を

行う。また，地震津波観測

監視システムの開発とし

て，DONET2 観測点を構築

（全区間対象）するととも

に，DONET1 観測点を整備

（ノイズ低減）する。 

高比強度構造材であるセラミック

素材ついての試験研究を進め、昨年

に引き続き非線形 FEM 解析手法を

用いて評価用耐圧容器の設計・製作

を行い、実機フロートへの応用に向

けて評価を行った。探査機光応用技

術として、海中 LED 通信について要

素技術研究を開始した。 

 海洋システム信頼性高度化技術

の開発として、システム高信頼性の

研究のため品質マネジメント WG を

機構内に設置し、現状の品質管理手

法のアセスメントを行い、品質向上

の検討を実施した。また、AUV の故

障率減少・信頼性管理手法等に関す

る検討を行った。 

 深海底での調査や観測のための

センサに係る技術等の研究開発と

して、小型ランダーに搭載するセン

サを海底直上の正しい位置に降ろ

すための海底検出センサの設計を

行った。微小電極現場測定装置につ

いては、平成 26 年度に開発したプ

ロファイラーを制御するための組

み込み開発を進め、電源投入から測

定完了までのシーケンスの設計を

終え、組み込みマイコンのプログラ

ム開発に入った。また、5000m 耐圧

の超小型汎用深海カメラシステム

の開発を完了し、マルチプルコアラ

ーに取付け、作動を実証した。 

 海洋・海底下環境における網羅的

な現場計測として、初期仕様（メタ

ン濃度センサ）の確立をめざし、そ

の実装・現場テストを沖縄トラフ熱

水域の化学合成生物群集環境で行

った。従来の採水したサンプルを船

上で化学分析する化学環境条件下
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次世代海洋資源調査技術

として，海域調査/海域調整

(ルートサーベイ，センサ設

置場所調査)，システム開発

設計を行うとともに，シス

テム構成要素の製造を開始

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と大きく異なる現場環境条件下で

の計測に成功し、その実用性の検証

と重要な科学データの取得を行う

ことで初期仕様を確立した。 

 地震・津波観測監視システム

（DONET2）の開発については、29

カ所の全観測点で起動を行い、構築

を完了した。地震計同時設置システ

ムの機能確認を行う試作機の製作

を進め、基礎的な機能についての評

価を行った。慣性航法装置を用いた

全自動展張装置の海域試験でデー

タの取得に成功した。地殻変動計測

のための水圧計校正技術（移動校正

手法）については、水圧計安定度評

価実験の結果を踏まえた仕様の決

定及び試作を実施するなど開発が

加速した。また、2年間で 3回のエ

アガン発振を実施し、地震波速度異

方性に関してのデータ評価を実施

した。深部孔内計測技術開発とし

て、孔内設置機器の開発評価を完了

し、平成 28 年度に孔内観測装置

C0010と DONETを接続しリアルタイ

ム観測を開始する予定である。ま

た、孔内センサ C0002 の海域での比

較校正評価、水圧計精度の温度依存

性に関する評価試験、地震波速度異

方性に関してのデータ評価を実施

した。 

 複合型海底傾斜センサの一部試

作（傾斜変動センサレべリング機

構）を実施した。 

 通信評価基板の長期温度試験を

行い、同基板に電圧制御水晶発振器

を搭載するなどの改良を行うとと

もに、光電気変換基板の長期高温評

価試験を実施した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 高精度・高機能観測シ

ステムの開発 

未知の領域を効率的・効果

的に探査，利活用するため

の海中・海底探査システム

及びそれらに関連するサブ

システム並びに長期にわた

り広範囲な３次元空間を高

精度で観測するための観測

システム開発を行う。また，

プロファイリングフロート

等の新たな観測インフラ，

センサ及び測定機器等につ

いても開発を進める。開発

が完了したものについて

は，実用化を加速させるた

めに逐次運用段階へ移行す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）高精度・高機能観測

システムの開発 

未知の領域を効率的・効果

的に探査，利活用するため

の海中・海底探査システム

及びそれらに関連するサブ

システム並びに長期にわた

り広範囲な３次元空間を高

精度で観測するための観測

システム開発を行う。また，

プロファイリングフロート

等の新たな観測インフラ，

センサ及び測定機器等につ

いても開発を進める。開発

が完了したものについて

は，実用化を加速させるた

めに逐次運用段階へ移行す

る。 

平成 27 年度は海中・海底

探査システム及びそれらに

関連するサブシステム開発

について，AUV の要素技術

の高度化として，高精度計

測装置のコンポーネント試

 DONET2 の観測点構築を完了する

とともに、DONET1 の海底ケーシン

グ設置によるノイズ低減を進めた。 

 ハイパードルフィン等によって

海底面の詳細な海域調査を行い、観

測装置設置位置の候補を複数選定

し漁業者等との海域調整を行った。

また、技術開発については、海底に

おいて大容量の電力の分配機能及

び伝送路の分岐/集約機能を持つジ

ャンクションボックスの試作を完

了させ、給電装置など一部陸上局の

製造も行った。 

 

（ロ）高精度・高機能観測システム

の開発 

 平成 27 年度は、AUV 搭載用の高

精度計測装置のコンポーネントと

しての、高精度レーザースキャナシ

ステムを開発し、世界で初めて熱水

域の微細構造可視化に成功した。高

出力燃料電池については HELM 型燃

料電池の実用化開発を進め、障壁と

なっていたセパレータの問題等の

解決をして海中発電試験を行った。

水平アレイ受信方式の検討として

受信特性のシミュレーションを行

うとともに、機材準備として受信基

板の整備を行った。ネットワーク方

式検討として音響通信ネットワー

ク実現のための要素技術開発を行

い、時間反転波を用いた MIMO（送

信および受信の双方で複数の送受

波器を使い、通信品質を向上させる

技術）の検討を行った。ASV システ

ム（母船との通信、監視センター、

各種センサ等）の統合を行うととも

に、ASV 制御システムの自律化を行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27 年度計画については予

定通り達成した。 

開発に当たっては、他の研究機

関や民間企業との協力も得ながら

システム開発を進められており、

海洋に関わる基礎技術をこれらに

蓄積することができている。特に、

ROV におけるアラウンドビューモ

ニターシステムなどは全く異分野

の業界である自動車業界との共同

開発により進めているものであ

り、今後の展開を期待するところ

である。 

成果については、論文発表や学

会発表を行うとともに、特許出願

を行い、適切な情報発信と管理に

努めている。 

社会還元・貢献として、長期定

域観測フロートが挙げられ、ベー

リング海や北極海等での活用が予

定されていることから、実際の研

究成果によって今後社会還元が成
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作及び高出力燃料電池の海

中連続試験，水平アレイ受

信方式の検討と機材準備及

びネットワーク方式検討及

び複数機運用に必要な技術

開発として洋上中継器

（ASV）を自律化する。また，

ROV の要素技術の高度化と

して，細径高強度光通信（動

力）ケーブル基本設計，大

容量高速光通信システムの

基 本 設 計 ，「 か い こ う

Mk-IV」の大深度高精度位置

測位観測機器の整備試験，

高精細画像システムの基本

設計，高効率海中作業シス

テムの詳細設計・部分試作

を実施する。さらに，次世

代プラットフォーム技術開

発として，小型発電システ

ムの設計及びグライダーの

ロール制御の実施を行う。 

長期にわたり広範囲な３

次元空間を高精度で観測す

るための観測システム開発

については，長期定域観測

システムの実用化として，

長期定域観測用水中フロー

ト(長期フロート）実用化に

向けた要素技術開発，海域

試験を行うとともに，簡易

フロートの実用化に向け

た，基本機能確認のための

試作機製作と陸上試験を実

施する。 

環境影響評価技術とし

て，ランダーシステム試作

機の製作及び海中ケーブル

い、海域試験を実施してチューニン

グを行った。また、ASV 搭載用多重

通信装置の変調方式をシミュレー

ションで絞り込み、試作に着手する

とともに、海中ドッキングのための

海中ステーション設計、ビークル開

発、及び水中充電装置、スラスタ、

ジャイロ等要素技術開発を行った。 

ROV 要素技術の開発については、

「かいこう Mk-IV」は大深度高精度

位置測位観測機器の修正を行った。

高精細画像システムの基本設計及

び水中カメラ試作機の製作を行い、

「かいこう Mk-Ⅳ」に搭載し海中の

4K 映像を記録した。また、高効率

海中作業システムとして、単点コア

リング装置及びクローラーシステ

ムの製作、並びにアラウンドビュー

モニターシステムの部分試作等を

メーカーと協力して実施した。 

小型発電システムの設計として、

振動水柱型空気タービン式波力発

電システムの実証試験を半年間実

施し、実海域における評価のための

データを取得した。さらに、新たに

熱水発電の研究開発を立ち上げ、シ

ステム概念設計と候補地の環境デ

ータを取得した。また、グライダー

は試験機にロール制御機能を実装

し、その成果として目標方位への自

動回頭及びその後の方位保持を実

現した。 

長期定域観測用フロートは、本フ

ロートの最大の特徴である、着底・

スリープに関する要素技術開発を

行い海域試験にてその性能を確認

した。試作機製作に加え海域試験を

実施することができ、順調に動作確

されていく。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) オペレーション技術

の高度化・効率化 

観測や探査・調査等をより

効率的・効果的に推進する

ため，AUV 及び ROV の機能

や複数機同時運用等の運用

技術の高度化，これらを用

いた海底ケーブルネットワ

ークの効率的な構築や運用

保守技術の開発，水中グラ

イダーや新型プロファイリ

ングフロート等の新たな観

ドッキングシステム詳細設

計・機能評価機の製作を行

う。また，レジリエントな

防災・減災機能の強化のた

めに，強潮流域係留系の性

能向上に向けた実海域試験

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）オペレーション技術

の高度化・効率化 

観測や探査・調査等をより

効率的・効果的に推進する

ため，AUV 及び ROV の機能

や複数機同時運用等の運用

技術の高度化，これらを用

いた海底ケーブルネットワ

ークの効率的な構築や運用

保守技術の開発，水中グラ

イダーや新型プロファイリ

ングフロート等を加えた統

認ができた。 

環境影響評価技術の開発に向け

たランダーシステム試作機制作で

は、生態系長期モニタリングシステ

ム全体の基本設計行うとともに、ラ

ンダーシステムのプラットフォー

ムとなる「江戸っ子１号」に参画し

た民間企業と連携をとりながら、主

制御装置および環境センサ制御装

置を設計・構築した。 

海中ケーブルドッキングシステ

ムは、ドッキング AUV 及び海中ステ

ーションで構成されるが、平成 27

年度は AUV と海中ステーション間

の通信及び充電のシステム設計を

行い、海中非接触充電装置の設計と

試作・試験、音響通信装置と海中電

磁波モデムのスペック設計・購入・

通信試験を行った。また、これらを

搭載する海中ステーションの詳細

設計を行った。 

地殻変動計測ブイ試作機に強潮

流域係留に向けた性能向上の改良

を行い、実海域試験を実施してデー

タ収録を開始した。 

 

（ハ）オペレーション技術の高度

化・効率化 

 AUV「じんべい」は運用へ向けた

最終試験を行い、平成 28 年度以降

の調査研究での成果輩出を期待す

るところである。その他、「ゆめい

るか」ではインターレロメトリソナ

ーによるベヨネーズ海丘観測、「お

とひめ」ではレーザースキャニング

装置でのチムニー観測など、実海域

試験で海底資源探査の成果をあげ

ており、実運用に向けて調整が進捗

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成27年度はAUVやROVをはじ

め、各種探査機の海域試験や実運

用により機器の高度化・運用の効

率化に取り組んでおり計画を達成

した。 

研究実施体制について、プラッ

トフォームの開発は実用化を見据

えて進捗しており、関連企業等と

連携して実施している。また、研

究部門と海域試験を実施するな
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

測システムについては，平

成 27 年度を目途に一部に

ついて運用を開始し，これ

らを加えた統合的な調査・

観測システムを効率的に運

用するための基本技術を構

築する。 

合的な調査・観測システム

を効率的に運用するための

基本技術を構築する。 

平成 27 年度は，AUV 及び

ROV の機能や複数機同時運

用等の運用技術の高度化を

行う。AUV の運用技術開発

として，「ゆめいるか」を中

心として機能向上と運用訓

練を行うとともに試験の実

施を行う。また，ROV の運

用技術開発として，「かいこ

う Mk-IV」の高機能化，フ

ルデプスでの性能試験評価

を行うとともに必要な試験

を実施する。 

統合的な調査・観測シス

テムを効率的に運用するた

めの基本技術の構築とし

て，ブイ運用技術の高度化

のため，トライトンブイ網，

RAMA ブイ網(インド洋)を

効率的に運用する。また，

長期観測に関する各種機器

やプラットフォームの機能

向上・開発を進めるととも

にトレーサビリティーの体

系の確立を継続する。 

 

 

 

 

 

している。また、AUV 複数機運用へ

向けた作動試験等も実施した。 

ROV「かいこう Mk-Ⅳ」は試験運

用で 38 潜航を行い、海底資源調査

などで成果をあげている。一方で、

平成 26 年度航海で発生した大深度

用一次ケーブルの不具合により、フ

ルデプス潜航試験は未実施である。 

トライトンブイについてはバン

ダリズム等の影響もあり設置数が

減少（10→8 基）したが、観測研究

への影響を最小限に抑えるため配

置修正を実施した。RAMA ブイ網に

ついては設置基数を維持（3基（内

１基流出したため回収中））してい

る。また、世界気象機関(WMO)によ

る国際的な気象情報交換通信網 

(GTS)等へのデータ配信を継続して

実施した。米国と共同で太平洋に展

開しているブイ観測ネットワーク

（TAO-TRITON）では、太平洋赤道域

で発生したスーパーエルニーニョ

の発達過程をとらえることができ

た。 

プラットフォーム開発では、ウェ

ーブグライダーによる海面フラッ

クス計測のための設計を行い、平成

28 年度に予定していた海域試験を

前倒しして実施した。 

トレーサビリティー体系確立は、

１次標準温度計について、初めて国

家標準温度計間での校正を実施し

た。 

ど、機構内の横断的な連携による

実施体制が構築できている。 

成果の外部発信に関しては、論

文発表 7件、学会発表等 12 件、プ

レス発表 1 件等、着実に成果発表

が行われている。トライトンブイ

等の観測機器や深海探査機で得ら

れたデータを広く一般に公開して

おり、機構内外の研究者にも広く

利用されており、学術的貢献も図

られている。 

また、米国と共同で展開してい

るブイ観測ネットワークによって

スーパーエルニーニョの発達過程

をとらえるなど、本取組で得られ

る科学的意義は高いと認められ

る。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(1) 船舶・深海調査システム等 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第三号 大学及び大学共同利用機関における海洋に関する学術研究に関し，船舶

の運航その他の協力を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279，0280 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

船舶運航日

数（日） 
― 1,770 1,702 

                     予算額（千円） 
22,687,078 25,126,957    

深海調査シ

ステム潜航

回数（回） 

― 260 275 

   決算額（千円） 

20,190,079 22,071,995    

       経常費用（千円） 17,407,067 28,385,348    

       経常利益（千円） ▲468,677 ▲3,083,475    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
16,431,314 23,390,921    

        従事人員数 108 97    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 機構は，海洋科学

技術分野におけ

る国家基幹技術

たる世界最先端

の研究開発基盤

を有する世界ト

ップレベルの研

究開発機関とし

て，研究船，深海

調査システム，

「地球シミュレ

ータ」等の施設・

設備を自ら使用

するとともに，機

機構が保有する「ちきゅう」

を除く研究船，有人及び無

人深海調査システム等につ

いて，自らの研究開発に効

率的に使用するとともに，

各研究船の特性に配慮しつ

つ，科学技術に関する研究

開発等を行う者の利用に供

する。また，大学及び大学

共同利用機関における海洋

に関する学術研究に関し，

船舶の運航等の協力を行

う。 

「ちきゅう」については，

機構が保有する「ちきゅ

う」を除く研究船、有人及

び無人深海調査システム等

について、自らの研究開発

に効率的に使用するととも

に、各研究船の特性に配慮

しつつ、科学技術に関する

研究開発等を行う者の利用

に供する。各船の運航業務

については、大学及び大学

共同利用機関における海洋

に関する学術研究への協力

にも配慮しつつ、研究開発

に必要な運航日数を確保す

・海洋科学技術分

野の基盤となる

施設・設備等が効

率的に運用・共用

されたか 

 

 

 船舶の運用・共用に関して、研究

調査船（「なつしま」、「かいよう」、

「よこすか」、「かいれい」、「みらい」

の 5船）については、主に外部有識

者からなる海洋研究推進委員会が

選考した研究船利用公募課題と機

構が自ら実施する所内利用課題を

基に効率的な運航計画案を策定し、

研究開発または学術研究を行う者

等の利用に供した。これら研究調査

船の年間総運航日数については

1255 日（内受託航海 586 日）とな

った。これは当初計画日数 1053 日

に対して２割の向上している。 

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

平成 27 年度計画は予定通り実

施した上で、海洋科学技術の推進

のため、従来とは異なる海外政府

への供用を実施し、Ａ評定に値す

ると考えた。以下にその理由を示

す。  

 

○インドにおける「ちきゅう」の

供用および科学技術外交への貢

献 

・世界でメタンハイドレート海洋

産出試験に成功しているのは

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・運営費交付金が漸減し運航費

の確保が困難になる中、研究

調査船の運航については、受

託航海の増加により、効率性

や安全性を確保した運航実績

を前年度と同程度に得ること

ができた点は評価に値する。 

・「ちきゅう」についても、効率

的かつ安全な運航を実施し、

IODP を通じた国際的共同プロ

ジェクトへの貢献のみなら

ず、戦略的イノベーション創
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

構の研究開発業

務の遂行に支障

がない範囲で，海

洋科学技術をは

じめとする科学

技術の推進のた

め外部の利用に

供する。また，東

京大学大気海洋

研究所等との緊

密な連携協力の

下，学術研究の特

性に配慮した運

航計画に基づい

て研究船の運航

等を行い，大学及

び大学共同利用

機関における海

洋に関する学術

研究に関し協力

を行う。 

地球深部探査船

「ちきゅう」につ

いては，IODP の

枠組みの下，ちき

ゅう IODP 運用委

員会（CIB）を通

じて国際的な運

用に供する。ま

た，機構の業務や

同計画の円滑な

推進に支障がな

い範囲で，掘削技

術を蓄積するた

め，外部機関から

の要請に基づく

掘削のために供

用する。 

IODP の枠組みの下，ちきゅ

う IODP 運用委員会（CIB）

による検討及び助言を受け

て機構が策定した科学掘削

計画に基づき運用する。ま

た，我が国が推進するプロ

ジェクト等に活用する。さ

らに，「ちきゅう」の運用に

資する技術をより一層，蓄

積させることを目的に，科

学掘削の推進に支障のない

範囲で，海洋科学技術の推

進に資すると認められる場

合において，外部資金によ

る掘削等を実施する。 

る。「白鳳丸」と「新青丸」

については、研究船共同利

用運営委員会事務局である

東京大学大気海洋研究所と

の緊密な連携・協力により、

学術研究の特性に配慮した

運航計画に基づいて運航等

を行う。このため、東京大

学大気海洋研究所と機構に

おいて、定期的に「学術研

究船運航連絡会」を開催し、

調整を行う。その他、必要

に応じ、大学及び大学共同

利用機関における海洋に関

する学術研究に関し協力を

行う。また、新たに建造し

た AUV、ROV 及びディープ・

トウについては、本格運用

に向けた海域試験を実施す

る。さらに、建造中の海底

広域研究船の引渡しを受け

る。これに向け、艤装員派

遣を行うとともに、運航委

託を行う。加えて、西太平

洋トライトンブイ網の継続

努力、インド洋 RAMA ブイ網

を維持しつつ運用効率化を

推進する。 

「ちきゅう」については、

IODP の枠組みの下、ちきゅ

う IODP 運用委員会（CIB）

による検討及び助言を受け

て機構が策定した科学掘削

計画に基づき運用する。ま

た、我が国が推進するプロ

ジェクト等に活用する。さ

らに、「ちきゅう」の運用に

資する技術をより一層、蓄

学術研究船（「白鳳丸」及び「新

青丸」）の 2 船は東京大学大気海洋

研究所が事務局を務める研究船共

同利用運営委員会が策定する運航

計画を基に、学術研究に供用した。

また、東京大学大気海洋研究所と緊

密な連携・協力を行うため「学術研

究船運航連絡会」を定期的に開催

し、学術研究船の保守整備や運航等

に関する情報交換を行った。学術研

究船の年間総運航日数 445 日（内受

託航海 43 日）となった。 

約 30 年にわたり機構が運用して

きた「なつしま」(昭和 56 年竣工)

及び「かいよう」（昭和 60 年竣工）

については、安全運航を行いつつ、

地震・津波観測監視システム

「DONET」の整備や既に退役した有

人潜水調査船「しんかい 2000」の

母船として、様々な研究開発成果を

輩出してきたが、船齢等を考慮し運

用を終了した。 

深海探査システムについては、

「ハイパードルフィン」により

DONET の構築のためケーブルの敷

設、観測点の構築等の潜航作業（80

潜航）を実施し構築完了させた。ま

た、AUV「じんべい」の試験調査、

ROV「かいこう Mk-IV」の調査航海

開始、ROV「ハイパードルフィン」

の「なつしま」退役に伴う「新青丸」

での運用開始、「うらしま」の新観

測センサ搭載及び計測試験を実施

した。また、「しんかい 6500」につ

いては研究者乗船人数を増やすた

め（現状 1 名を 2 名へ）、ワンマン

パイロット化に向けた準備を推進

し、その機能を維持しつつ、効率よ

「ちきゅう」のみであり、また、

船上で分析ができる研究区画を

備える世界有数の掘削船であ

る。今回のインド共和国におけ

る資源掘削では、文部科学省、

経済産業省・資源エネルギー庁、

JOGMEC、産業総合研究所が一体

となった省庁横断プロジェクト

を機構が中心となって推進し

た。  

・一方、「ちきゅう」船上では、機

構の研究者がインド共和国の研

究者・技術者の指導・支援を行

い、航海後の採取物の分析は産

業総合研究所が行う等、産官学

オールジャパンの画期的な体制

の中核を担った。  

・これらを通し、インド共和国の

資源エネルギー開発に協力し、

日印の科学技術外交に貢献し

た。インド共和国からは高く評

価を受け、平成 28 年度以降の調

査についても意欲的であり、協

議を継続中である。  

 

○SIP 沖縄トラフ熱水性堆積物掘

削Ⅱの実施 

・沖縄トラフ熱水性堆積物掘削Ⅱ

は背弧域の海底熱水鉱床を対象

とし、掘削同時検層およびコア

リングを両方行った科学掘削と

しては世界最高クラスの深度で

あった。その結果、海底熱水鉱

床の上部から下部までの一連の

物理データおよびコア試料を取

得することに成功し、我が国が

進めるプロジェクトである SIP

に対して大きな貢献を果たし

た。 

造プログラム（SIP）や、従来

とは異なる枠組みでの外国政

府への供用（インド掘削等）

を実現した。 

・一方、「ちきゅう」等の船舶・

深海調査システムを高効率に

運用するため、開発・運用部

門として具体的にどのような

工夫を行ったのか、オペレー

ション技術の高度化がどれく

らい図られたのかについて

は、必ずしも明確になってい

ない。 

・これらの取組及び実績等を総

合的に勘案すると、運航費の

確保が厳しい状況下で、研究

基盤ツールを効率的に運用・

供用しているものの、「研究開

発成果の最大化」に向けて顕

著な貢献をしているとまでは

いえず、自己評価ではＡとさ

れていたが、Ｂと評定する。 

 

＜今後の課題＞ 

・機構における減船や運営費交

付金の減少など、観測船の運

用体制が逼迫していく現状

は、我が国の海洋コミュニテ

ィ全体で懸念されており、中

長期的な問題解決に向けた具

体的なビジョンの策定が急が

れる。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・交付金漸減の厳しい状況の中、

老朽化した「なつしま」、「か

いよう」の処分と新船「かい
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

「地球シミュレ

ータ」について

は，中期目標期間

中に更新時期と

なることから，国

内外の地球科学

分野における科

学技術動向や大

型計算機の整備

状況等を踏まえ

整備を進める。 

積させることを目的に、科

学掘削の推進に支障のない

範囲で、海洋科学技術の推

進に資すると認められる場

合において、外部資金によ

る掘削等を実施する。 

く研究開発を推進可能なように努

めた。この他、「よこすか」におい

て、「しんかい６５００」、「うらし

ま」の同時搭載を可能とし、遠方に

おける調査航海の効率を高めた。 

船舶や探査機の安全運航に関し

て、研究安全委員会による運航計画

の審査、船舶の確実な保守整備によ

り、無事故運航を行った。さらに、

船舶運航を外部委託している各社

との意見交換会、安全運航セミナー

等を開催し、機構と関連会社との安

全意識の共有化を図り、無事故運航

を果たした。また、海域調整業務に

ついては、地元漁業者を訪問しての

調整、海洋科学研究への理解増進に

努めるだけでなく、諸外国の管轄水

域における沿岸国の各種申請手続

きに係るガイドラインを整備し、

年々複雑化する同業務の効率化を

行った。 

造船所において建造していた海

底広域研究船「かいめい」は、計画

どおり平成 27 年 6 月に進水し、平

成28年3月末に引き渡しを受けた。

建造にあたり調査観測機器の能力

向上等を行うため艤装員を派遣し

建造監督を行うとともに運航委託

を開始した。 

「ちきゅう」についてはちきゅう

IODP 運用委員会の助言等を踏まえ

て平成 27 年度の運航計画を策定

し、機構内外の研究活動に供用し

た。年間総運航日数は 216 日、乗船

研究者の総数は 49 名（国内 44 名、

国外 5名）となった。 

外部資金による掘削としては、平

成 27 年 2 月より 8 月までインド共

 

以上の通り、船舶・深海調査シ

ステムの効率的な運用を実施する

のみならず、従来とは異なった機

関に向け、新たな枠組みでの供用

を行った。これは「研究開発成果

の最大化」に向けて、将来的な成

果の創出の期待等が認められるた

め、Ａ評定とした。 

 

 船舶の運用・共用については効

率的な運航計画の作成、保守点検、

安全運航維持、大学等関係機関と

の連携が有効に機能しており、高

く評価できる。 

特に DONET 構築に関しては、船

舶からの調査、無人探査機「ハイ

パードルフィン」を使用した大深

度におけるケーブルの敷設、観測

点の構築等の高度な運用を行い

DONET 完成に大きく貢献した。こ

れらの研究調査船及び深海システ

ムの運用は機構でなければ成しえ

ないと考えられる。AUV「じんべい」

の試験航海と調査研究との連動及

び ROV「かいこう Mk-Ⅳ」の調査航

海実施など、本格運用に向け着実

に海域試験を行っている。これら

探査機の運用開始により熱水噴出

域の詳細な海底地形の観測やマン

ガンクラストの採取等により海洋

資源調査が加速するだけでなく、

供用により我が国全体の海洋科学

技術の推進に貢献することが出来

る。また、「よこすか」における「し

んかい６５００」、「うらしま」の

同時搭載や、「しんかい６５００」

のワンマンパイロット化の準備

めい」の投入、「ちきゅう」の

国内外での活用等、機構のア

ウトプットを支える最大限の

努力が図られており評価でき

る。 

・機構の旗艦であり、多くの研

究活動において中心的な役割

を果たすべき存在であるが、

外部資金調達などのために研

究以外の目的で利用されるこ

とが多い。運営費交付金が減

っている中でやむをえない

が、現体制を維持できるかが

不安である。自己評価と同じ

Ａ評価が妥当であると考え

る。 

・インド掘削は、高評価の理由

として他の項目でも多用され

ている。省庁横断プロジェク

ト、産官学オールジャパン体

制のどれもが、業務を着実に

こなしたものと見える。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

和国/ONGC 社（Oil and Natural Gas 

Corporation Limited: インド石油

天然ガス公社）が実施する資源開発

に関連した調査を日本海洋掘削株

式会社（JDC）が受託し、機構は JDC

との資源掘削契約に基づき、インド

洋における掘削に供用した（平成

27 年 1 月 28 日発表）。本プロジェ

クトでは、LWD（ Logging While 

Drilling:掘削同時検層）孔及び試

料採取/検層孔計 42 孔を完掘し、サ

ンプル・データの分析および成果を

取りまとめたレポートを ONGC 社に

提出した。本プロジェクトにおい

て、機構は、文部科学省、経済産業

省・資源エネルギー庁、JOGMEC、産

業総合研究所が一体となった省庁

横断プロジェクトを機構が中心と

なって推進した。その結果、「ちき

ゅう」船上では、機構の研究者が、

インド共和国の研究者・技術者の指

導・支援を実施し、航海後の採取物

の分析については産業総合研究所

が行う等、産官学オールジャパンの

体制での実施が実現した。2015 年 6

月 25 日にはインド共和国 Pradhan

石油天然ガス大臣が掘削中の「ちき

ゅう」をご視察され、「ちきゅう」

と本プロジェクトは高い評価を受

けた。 

科学掘削としては、内閣府の戦略

的イノベーション創造プログラム

（SIP)の 1 課題である「次世代海洋

資源調査技術」において、沖縄・伊

平屋北海丘、小海嶺での沖縄トラフ

熱水性堆積物掘削（平成 28 年 2 月

11 日～3 月 17 日）を実施した。高

温下での作業に対応する掘削資機

等、船舶・深海調査システムの効

率化、機能向上を実施した。 

船舶の運航に関しては、運航費

の確保が難しくなる中、外部資金

航海を増加させ昨年と同等の運航

日数を確保した。一方、「白鳳丸」

のマルチナロービーム等、大型の

観測機器のメンテナンスに十分な

予算措置ができない事が課題とし

て認識されており、今後対応を検

討する。 

「なつしま」、「かいよう」につ

いては約 30 年にわたり安全運航

を行い、多くの研究開発成果をあ

げてきたが、平成 27 年度で退役と

なった。他方、平成 28 年 3 月末に

引渡しを受けた海底広域研究船

「かいめい」は平成 28 年度に慣熟

訓練、試験航海を行い、平成 29

年度から調査研究航海に実運用し

ていく予定である。3 次元地震探

査システム等、最先端の調査機器

を搭載している同船の導入によ

り、海洋資源をはじめとした調査

研究を進めることが可能となる。 

「ちきゅう」においては IODP

を通じた国際的共同プロジェクト

へ貢献するのみならず、内閣府の

戦略的イノベーション創造プログ

ラムにも供用するなど、機構内外

の科学技術を推進した。 

IODP 南海トラフ地震発生帯掘

削計画においては、長期孔内観測

システムから得られたデータによ

り地震、津波の発生メカニズムの

さらなる理解が期待されている。

また戦略的イノベーション創造プ

ログラムの成果は、今後の海洋資
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

材の開発や運用方法の検討を行い、

詳細な掘削同時検層データ（7孔）

と試料の取得（8 孔）、モニタリン

グ装置設置（２機）に成功した。連

続循環システムを使用することに

より、世界で初めて熱水鉱床での

LWD を可能とした。海底下にある熱

水を密閉容器内に誘導するととも

に、高温環境下で使用可能なセンサ

を応用することで、人工的な鉱物析

出と熱水噴出観測を可能とする世

界で初めてのモニタリングシステ

ムを開発し、設置した。 

国際深海科学掘削計画（IODP)に

基づいた科学掘削としては、紀伊半

島新宮市南東約 85km において、

IODP 第 365 次研究航海「南海トラ

フ地震発生帯掘削計画」（平成 28 年

3 月 29 日～4月 27 日）を実施した。 

その他、5年毎に実施される定期

検査工事（平成 27 年 9 月～12 月）

実施し、各種修繕を行うとともに掘

削制御システム（DCIS）等の換装、

噴出防止装置（BOP）等の整備、Lab 

Kaizen などの機能向上工事を行っ

た。 

 

 

源成因モデルの信頼性向上や、調

査時の指標の特定等による調査の

大幅な効率化に役立つことが期待

されている。 

5 年に一度の定期検査工事、及

びLab Kaizenについては研究者等

からの要望も踏まえて効率的かつ

フレキシブルなラボとなる様、改

善した。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(2) 「地球シミュレータ」 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第四号 機構の施設及び設備を科学技術に関する研究開発又は学術研究を行う

者の利用に供すること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

ノード可用

率(％) 
― 95.94 89.10 

                     予算額（千円） 
4,483,704 3,010,444    

課題数(件) ─ 49 65    決算額（千円） 4,447,309 2,954,537    

登録成果数

(件) 
─ 613 687    

経常費用（千円） 
5,057,504 3,678,070    

       経常利益（千円） ▲191,303 ▲283,476    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
8,920,607 6,793,823    

        従事人員数 76 52    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 機構は，海洋科学

技術分野におけ

る国家基幹技術

たる世界最先端

の研究開発基盤

を有する世界ト

ップレベルの研

究開発機関とし

て，研究船，深海

調査システム，

「地球シミュレ

ータ」等の施設・

設備を自ら使用

するとともに，機

構の研究開発業

「地球シミュレータ」を効

率的に運用し，システム運

用環境の改善を進めること

で利便性を向上させ，円滑

な利用環境を整備するとと

もに，利用者に対しては利

用情報及び技術情報を適宜

提供する。また，「地球シミ

ュレータ」を民間企業，大

学及び公的機関等の利用に

供し，これらの利用者との

共同研究を推進する。 

平成 26 年度に導入した

「地球シミュレータ」のシ

ステム更新を進め，全シス

テムの運用を開始する。ま

た，「地球シミュレータ」の

利用を促進し成果創出を加

速するため，利用情報・技

術情報の内外への提供とサ

ポート，ストレージの効率

的な利用及び旧システムか

ら新システムへのデータ・

プログラム移行を進める。

さらに，「地球シミュレー

タ」を民間企業、大学及び

公的機関等の利用に供す

・海洋科学技術分

野の基盤となる

施設・設備等が効

率的に運用・共用

されたか 

・「地球シミュレ

ータ」等の施設・

設備の利用者と

の共同研究が推

進されたか 

 

 「地球シミュレータ」は、平成

27年４月～5月まで1/2システムを

試験運用し、5 月末に全システム

5,120 ノードを検収して、全システ

ムの導入を完了した。同年 6 月よ

り、全システムの正式運用を開始し

た。HW 故障に備えた予防保守やジ

ョブスケジュールシステムなどの

更新などを正式運用後も逐次グレ

ードアップする改善努力を行ない、

その結果、3月末までに障害による

システム停止件数ゼロ件の安定運

用を実現した。具体的には、計画保

守を除く運用時間の可用率は

99.96%に達し、当初の供用計画で算

Ｂ 

 

 年度当初の計画を上回る成果を

挙げた。 
 

「地球シミュレータ」の更新を

予定通り実施し完了した。システ

ム可用率 99.96%を達成するなど、

信頼性が高く安定したシステム運

用を行ない、計画を上回る計算資

源を供用した。 
 

利用サポートでは、計算技術と

運用の両面から、昨年度を上回る

件数の支援を行なった。特に、「特

別推進課題」では、2 件のシンポ

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・「地球シミュレータ」の更新を

予定通り完了するとともに、

システム可用率 99.96%の達

成、前機種（ES2）の 11 倍を

超える総演算数の実現など、

着実な業務運営により、信頼

性が高く安定したシステム運

用を行っている。また、利用

サポート面でも、HPCS2016 で

の最優秀論文賞の受賞など、

支援技術の高さも評価でき

る。 

・さらに、「海洋地球インフォマ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

務の遂行に支障

がない範囲で，海

洋科学技術をは

じめとする科学

技術の推進のた

め外部の利用に

供する。また，東

京大学大気海洋

研究所等との緊

密な連携協力の

下，学術研究の特

性に配慮した運

航計画に基づい

て研究船の運航

等を行い，大学及

び大学共同利用

機関における海

洋に関する学術

研究に関し協力

を行う。 

地球深部探査船

「ちきゅう」につ

いては，IODP の

枠組みの下，ちき

ゅう IODP 運用委

員会（CIB）を通

じて国際的な運

用に供する。ま

た，機構の業務や

同計画の円滑な

推進に支障がな

い範囲で，掘削技

術を蓄積するた

め，外部機関から

の要請に基づく

掘削のために供

用する。 

「地球シミュレ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出した年間 37,600,000 ノード時間

を越えて 38,983,836 ノード時間を

供用した。使用率は 6月から 9月ま

での立ち上がりに時間が掛かった

ものの、資源利用の少ない利用者へ

のヒアリングや個別の問題解決の

支援を推進した結果 11 月以降増加

し、１月の使用率は 97%、稼働率は

87%を達成した。新システムが年間

に実行した総演算数は、前機種

（ES2）の 11 倍を超え、当初計画に

おける実行性能を上回った。このこ

とにより、導入指針と導入計画が着

実に実行されたことを実証した。新

システムの稼働は、運転計画の見直

しやシステム運用の諸設定の改善

を行なった結果、施設全体の使用電

力量を平成 26 年度までの実績比で

約 35％低減し、省エネルギーによ

る費用削減を達成した。ストレージ

については、計算能力向上に伴い、

現在データ領域の75%超の領域が使

用されており、利用者に必要な資源

を確保している。以上より、地球シ

ミュレータは効率的に運用された。 

利用サポートでは、講習会、HP

での情報発信の他、計算技術と運用

の両面で利用相談の実施を推進し

た。相談件数は、206 件（平成 26

年比 29%増）で、プログラム高度化

の支援、ジョブ実行に関する支援の

ほか、特に、システム更新に伴う利

用方法やソフトウェア、ハードウェ

アの違いについての質問に対応し

た結果、使用率の向上を達成した。

加えて、「特別推進課題」では、各

課題に対して専用サポート要員を

配し、進捗に合わせて必要なプログ

ジウム開催につながる世界初の成

果創出をサポートするとともに、

これらを含むサポート技術は、

HPCS2016 最優秀論文賞という形

で外部からも高い評価を得た。 

産業利用では、利用課題数、利

用収入とも平成 26 年度を上回っ

たほか、全利用課題数でも平成 26

年度を大きく上回るなど、利用の

推進がはかられ、大学及び公的機

関等や民間との共同研究が促進さ

れた。 

 

ティクス 2015」を開催し、「地

球シミュレータ」の新たな可

能性を引き出すことで、デー

タサイエンス分野における

「地球シミュレータ」の存在

感を高める取組を行うなど、

昨年度の部会指摘事項へも適

切に対応している。 

・このように平成 27年度におい

ては、大学、公的機関、民間

企業等外部への共用、共同研

究の実績も着実に進展してお

り、「研究開発成果の最大化」

に向けた着実な業務運営がな

されている。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・「地球シミュレータは」、いま

だ発展段階ということで自己

評価がＢであったが、地球規

模課題対応等、国連機関や国

際条約関連での活動の重要基

盤であり、課題を具体的に明

示して更なる成果の積み上げ

に取り組んでいただきたい。 

・安定した運用は高く評価でき、

啓発活動も積極的である。他

の研究施設に設置してある同

様のシステムに比べて優れた

運営体制になっていると考え

るが、具体的なデータがある

とよりわかりやすい。自己評

価はＢであるが、Ａ評価でも

よいと考える。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ータ」について

は，中期目標期間

中に更新時期と

なることから，国

内外の地球科学

分野における科

学技術動向や大

型計算機の整備

状況等を踏まえ

整備を進める。 

 

 

ラムの移植、動作確認、最適化、ジ

ョブスクリプト作成、プリポスト処

理を支援するなどのきめ細かいサ

ポートを推進した結果、効率的な成

果創出を達成した。特別推進課題に

おける高速化などの技術サポート

についてまとめた「新地球シミュレ

ータによる高分解能・量的津波シミ

ュレーション」（今任嘉幸部員ら）

が、「2016 年ハイパフォーマンスコ

ンピューティングと計算科学シン

ポジウム（HPCS2016、6 月 6 -7 日

開催）」最優秀論文賞を受賞し、高

い支援技術が評価された。 

大学及び公的機関等の共用、共同

研究の推進に関しては、公募課題

18 件、特別推進課題 12 件、共同研

究をベースとした所内課題 8 件が

採択された結果、利用機関数は平成

26年度の 103から 124に増加した。 

民間利用の推進に関しては、展示

会への出展や企業訪問による誘致

と、大規模共有メモリシステムで

25本の商用APの動作検証を行うな

ど、利用環境を整備した結果、平成

26 年の 23 件を上回る 28 件の課題

を実施し、成果専有（非公開）型有

償利用による民間利用利用収入も

平成26年を上回る28,780千円とな

った。 

地球シミュレータの課題募集は、

機構の研究者による利用である所

内課題はもとより、コミュニティに

開かれた公募課題、特別推進課題に

ついても募集が行われ、選定にあた

っては、公募課題は外部有識者で構

成された審査委員会、所内課題、特

別推進課題についても、所内の審査
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

委員会により研究計画と過去の研

究成果実績から厳正且つ公正に選

定された。 

 

 

 

４．その他参考情報 

【平成 26 年度評価における部会の主な指摘事項】 

・次期地球シミュレータを含めて、地球シミュレータの存在感が薄いように感じる。もっと広く知ってもらうための方策が必要ではないか。 

 

【指摘事項への対応】 

観測やシミュレーションのデータから情報を生み出だす取組として「海洋地球インフォマティクス」を推進し、地球シミュレータの新たな可能性を引き出すことで、データサイエンス分野における地球シ

ミュレータの存在感を高める。平成 27 年度は 5 月にシンポジウム「海洋地球インフォマティクス 2015」を開催し、関係機関、民間企業等から 225 名の参加があった。また、機構内外の関係者向けの CEIST

セミナーにおいて「海洋地球インフォマティクス」推進に向けた講演・議論を実施した。平成 27 年度利用報告会では、所内・公募・特別推進課題・指定課題（産業利用等）の全課題のポスター発表も行った。 

 これまで取り組んできた地球シミュレータの産業利用をより促進させ、産業界における地球シミュレータの存在感を高める。  

平成 27 年度の成果専有型有償利用は、平成 26 年度を 6件上回る 17 件（うち新規 5件）であった。  

普及啓発活動を強化し、一般も含め、広く地球シミュレータを知ってもらうための取組を推進する。平成 27 年度は、特別推進課題のプレス説明会の開催や報告書の刊行、地球シミュレータの総合的な活動

紹介としての「地球シミュレータ利用報告会」の開催などを着実に行った。また、CEIST メールマガジンを創刊し、広く情報提供を進めている（平成 28 年 3 月現在の講読者数は 669 名）。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(3) その他の施設設備の運用 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

供用施設・

設備の使用

実績（回） 

― 385 490 

                     予算額（千円） 

552,642 511,584    

       決算額（千円） 549,642 598,122    

       経常費用（千円） 631,456 623,935    

       経常利益（千円） ▲3,119 4,296    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
734,074 645,086    

        従事人員数 19 16    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 機構は，海洋科学

技術分野におけ

る国家基幹技術

たる世界最先端

の研究開発基盤

を有する世界ト

ップレベルの研

究開発機関とし

て，研究船，深海

調査システム，

「地球シミュレ

ータ」等の施設・

設備を自ら使用

するとともに，機

構の研究開発業

務の遂行に支障

高圧実験水槽等の施設・設

備について，自らの研究開

発に効率的に使用するとと

もに，研究開発等を行う者

の利用に供する。 

 

 

 

高圧実験水槽等の施設・設

備について，自らの研究開

発に効率的に使用するとと

もに，研究開発等を行う者

の利用に供する。 

 

 

 

・海洋科学技術分

野の基盤となる

施設・設備等が効

率的に運用・共用

されたか 

 中型・高圧実験水槽装置（使用日

数 148 日）、多目的実験水槽装置（使

用日数 99 日）、超音波水槽装置（使

用日数 77 日）及び多目的プール施

設（使用日数 149 日）については、

自主点検・整備を行い、有人潜水調

査船・無人探査機に関する機器、海

洋観測機器及び海底地震計等の試

験・実験をはじめとした機構内及び

外部の研究開発等に利用した。 

高知大学が整備した新コア保管

庫について平成 27 年度から本格運

用を開始し、IODP 掘削航海４航海

分（第 353、354、355、360 次航海）

のコアを搬入した。また、乗船研究

者（国際研究チーム）で構成された

Ｂ 

 

 試験研究施設・設備について、

計画的に維持管理し、研究開発を

行う研究者等へ効率的に供用し

た。 

有人潜水調査船や無人探査機に

関する機器、海洋観測機器及び海

底地震計等の試験・実験といった

研究開発に利用した。 

高知コア研究所における新コア

保管庫において運用を開始し、従

来を大きく上回るサンプル提供数

となり、機構内外の研究開発促進

に貢献することが出来た。 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・試験研究施設・設備等を効率

的に運用、供用するとともに、

機構内外の研究者に対して、

昨年度を大きく上回るコア試

料を提供するなど、「研究開発

成果の最大化」に向けた着実

な業務運営がなされている。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・コアセンターなどの設備は問
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

がない範囲で，海

洋科学技術をは

じめとする科学

技術の推進のた

め外部の利用に

供する。また，東

京大学大気海洋

研究所等との緊

密な連携協力の

下，学術研究の特

性に配慮した運

航計画に基づい

て研究船の運航

等を行い，大学及

び大学共同利用

機関における海

洋に関する学術

研究に関し協力

を行う。 

地球深部探査船

「ちきゅう」につ

いては，IODP の

枠組みの下，ちき

ゅう IODP 運用委

員会（CIB）を通

じて国際的な運

用に供する。ま

た，機構の業務や

同計画の円滑な

推進に支障がな

い範囲で，掘削技

術を蓄積するた

め，外部機関から

の要請に基づく

掘削のために供

用する。 

「地球シミュレ

ータ」について

サンプリング会議を高知コア研究

所にて２回開催し、5万点（平成 26

年度：4万点）を超えるサンプルを

国内外へ発送した。 

 

題なく予定通り使用されている

ようであり、自己評価Ｂが妥当

であると考える。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

は，中期目標期間

中に更新時期と

なることから，国

内外の地球科学

分野における科

学技術動向や大

型計算機の整備

状況等を踏まえ

整備を進める。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(1) データ及びサンプルの提供・利用促進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第六号 海洋科学技術に関する内外の情報及び資料を収集し，整理し，保管し，

及び提供すること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

DARWIN 公

開データ数 
─ 6,424 7,073    

予算額（千円） 
947,561 1,015,023    

BISMaL で

公開してい

る海洋生物

出現情報数 

─ 351,190 354,821    

決算額（千円） 

940,752 1,044,471    

GODAC デー

タベースへ

のページビ

ュー数 

─ 5,699,284 5,851,583    

経常費用（千円） 

992,834 1,015,680    

       経常利益（千円） 1,079 ▲4,849    

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,192,645 1,144,132    

        従事人員数 74 49    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究活動を通じ

て得られたデー

タやサンプル等

海洋科学技術に

関する情報及び

資料を収集する

とともに電子化

等を進めること

により，研究者を

はじめ一般国民

が利用しやすい

機構が取得した各種データ

やサンプル等に関する情報

等を国内外で実施されてい

る研究等の利用に供するた

め，データ・サンプル取扱

基本方針等に基づき体系的

な収集，整理，分析，加工

及び保管を行い，円滑に情

報等を公開する。このため，

研究者や社会等のニーズに

応じた目的別のデータ公開

機構が取得する調査・観

測データや，海洋生物・掘

削コア試料・岩石等の各種

サンプルについては，それ

らの各種データや所在情報

（メタデータ等）を体系的

に収集・整理するとともに，

品質管理技術の開発，合理

的なデータ・サンプルの整

理，分析，加工，保管を行

う。また，これらの各種デ

・研究活動を通じ

て得られたデー

タ及びサンプル

について，研究者

をはじめ一般国

民が利用しやす

い形で整理・保

管・提供を行った

か 

 

 機構が取得する調査・観測データ

や、海洋生物・掘削コア試料・岩石

等の各種サンプルについての体系

的な修正・整理を継続した。特に、

平成 27 年度は、津軽海峡東部 海洋

短波レーダーデータサイトシステ

ムを新たに構築し、むつ研究所で自

動取得される観測データを自動で

取り込む処理を開始するとともに、

外部利用に供した。本システムによ

り準リアルタイムで提供される情

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

平成 27 年度計画は達成し、評価

軸を基に勘案した結果、機構が取

得した各種データ・サンプル等に

関する情報等を国内外で実施する

研究等の利用に供するだけでな

く、国際的プロジェクトへの貢献

や産業界での成果創出の期待等が

認められ、Ａ評定とした。以下に

その具体的な理由を記す。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度は、日本海洋デー

タセンター（JODC）への長期

継続的かつ安定的なデータ提

供に対する海上保安庁長官表

彰の受賞や、「MORSETS」での

準リアルタイムの流況情報提

供の開始、生物地理情報の国

際的な提供など、着実な業務

運営がなされていることは評
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

形で整理・保管

し，提供する。 

研究開発により

得られた成果に

ついては，論文の

投稿，研究集会に

おける口頭発表

等により積極的

に情報発信を行

い，我が国の海洋

科学技術の中核

機関として世界

を主導する。特

に，質の高い論文

の投稿により，投

稿論文の平均被

引用率を増加さ

せる。また，産業

界や他の研究機

関 へ の 情 報 提

供・利用促進によ

り，イノベーショ

ンを創出し，社会

への貢献を果た

す。 

国民の海洋に関

する理解増進を

図るため，プレス

発表，広報誌，イ

ンターネット，施

設・設備公開等を

通じて，国民に向

けた情報発信・提

供を積極的に行

う。機構の研究活

動，研究成果，社

会への還元等は，

最先端の科学技

システムを構築し，運用す

るとともに，国内外の関係

機関との連携を強化する。 

上記の他，国民の海洋に関

する理解増進等に資するた

め，海洋科学技術の動向等

に関する情報を収集・整

理・保管し，提供する。 

 

 

ータ・サンプルを研究者等

に対して適切かつ円滑な公

開・提供を実施する。 

これらのデータ・サンプ

ル情報等を効率的に提供す

るため，海洋生物情報や地

震研究情報等のデータ公開

システムの整備・機能強化

を進めるとともに，安定か

つ安全な運用管理により円

滑な公開，流通を実施する。

さらに研究者のみならず，

教育・社会経済分野等のニ

ーズやデータ利用動向の情

報を収集・分析し，それら

に対応した情報処理・提供

機能の整備を行う。 

併せて、国内外の関係機

関との連携を強化し，機構

が公開・提供する情報の円

滑な流通を実施する。特に，

ユネスコ政府間海洋学委員

会国際海洋データ・情報交

換（IOC/IODE）の枠組みの

下で運営されている全球規

模の海洋生物情報データベ

ースシステム(OBIS) の連

携データユニット(ADU)と

して，国内における関連デ

ータの受入・調整、保管、

提供及び OBIS とのデータ

連携等の調整を行う。 

上記の他，国民の海洋に

関する理解増進等に資する

ため，海洋科学技術の動向

等に関する情報を収集・整

理・保管し，提供する。ま

た、学術機関リポジトリ等

報は、海難事故防止に有効であり、

研究者のみならず地元の海難事故

等における防災・減災等に関連する

機関によるデータダウンロードの

実績を積み上げ、社会貢献の観点か

ら成果を挙げた。さらに、一般の幅

広い利用を想定してモバイルデバ

イスからの本システムへのアクセ

スを可能とした結果、公開直後から

約 12,000 アクセスがあり、その約

6割がモバイル端末で、実際に漁業

者から利用されていることから、一

般国民が利用しやすい形でのデー

タ提供として社会実装を実現し大

きな実績を挙げた。 

また、平成 27 年度は、海洋デー

タ同化プロダクト提供システムの

一環として、新「地球シミュレータ」

の計算資源を活用し、世界初となる

気候変動研究のための四次元変分

法海洋環境再現データセット（水平

10ｋｍの高解像で約 30 年分の海洋

再解析データセット）を公開した。 

さらに、17 年以上にわたり日本

海洋データセンター(JODC)に 1万 8

千点に及ぶデータを提供し、国際海

洋データ・情報交換システム（IODE）

に貢献した。このような長期にわた

り継続的かつ安定的に提供された

全海洋の高品質なデータは、海洋の

利用・開発に利用されており、この

功績によりJODC創設50周年を記念

して海上保安庁長官表彰を受賞し

た。 

機構が収集した多様なデータ・サ

ンプルを使いやすい形で公開する

ためのデータ公開システムの整

備・機能強化としてのシステム開発

 

○オープンサイエンスの先駆けと

なる取組 

・機構船舶等で得られたデータ・

サンプルの管理公開について、

国内他機関に先駆けてポリシー

を策定し、データの収集から品

質管理、提供に至るまでの取組

を一体的かつ継続的に運用して

きた。平成 27 年度は、津軽海峡

東部海洋レーダーデータサイト

「MORSETS」で準リアルタイムの

流況情報提供を開始し、漁業者

をはじめとして様々な海洋事業

者に利用されるなど、地域産業

振興に対する貢献も大きい。  

・海上保安庁長官表彰の受賞は、

このような、不断の取組が長期

継続的になされ、当該分野およ

びコミュニティへの持続的貢献

を為したことが社会に認められ

たことを示し、機構の高い技術

に裏付けられた運用の確実性

（信頼性）が認められたといえ

る。  

・このような機構のデータ・サン

プル提供の取組は、国が推進す

るオープンサイエンスの流れに

先駆けた取組であり、第 5 期科

学技術基本計画に貢献する成果

である。 

 

○国際的な貢献 

・OBIS の日本拠点である J-OBIS

（日本海洋生物地理情報連携セ

ンター）を運用し、その中核シ

ステムとして BISMaL を据えた

ことにより、機構の保有する生

価に値する。 

・一方、データ・サンプルの公

開件数等は漸増にとどまって

いる。また、「研究開発成果の

最大化」を図るためには、我

が国の海洋科学技術分野の研

究活動において新たに生み出

した価値を次の産業活動や社

会実装に繋げるなど、戦略性

をもってデータ・サンプルの

提供・利活用を促進していく

必要がある。 

・これらの状況を総合的に勘案

すると、データ及びサンプル

の研究者及び一般国民への提

供・利用促進を着実に進めて

いるものの、「研究開発成果の

最大化」に向けて顕著な貢献

をしているとまではいえず、

自己評価ではＡとされていた

が、Ｂと評定する。 

 

＜今後の課題＞ 

・データ及びサンプルの提供・

利用促進については、取組の

みならずその効果を測る指標

を設定するなど、可能な限り

客観的かつ具体的な根拠を積

み上げた説明を求める。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・着実な研究推進がなされてい

るものの、「研究開発成果の最

大化」に向けて著しい貢献に

は達しているとは必ずしも言

い切れず、また将来的な成果

の創出への期待も今後の進展
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

術に関するもの

が多く，内容・意

義等について十

分に理解するの

が難しい場合も

あることから，具

体的なわかりや

すい情報発信に

よって，国民に当

該研究を行う意

義について理解

を深めていただ

き，支持を得るこ

とが重要である。 

 

により研究者及び一般利用

者へ情報の発信と提供を行

う。 

 

 

 

 

 

と運用を継続した。特に、複数のデ

ータシステムを横断的に検索でき

るサービスの提供の実施を強化し

た。強化された「データカタログ」

では、平成 27 年度末現在 53 件のデ

ータベースやデータサイトのメタ

データを公開した（前年度比 1.08

倍）。「データ検索ポータル」を通

じ新たに公開された観測データ・サ

ンプルのメタデータは 2,400 件で

あり、総計約 48,900 件を公開して

いる。 

加えて、平成 27 年度には、GODAC

で深海映像画像の配信を行ってい

る 2 つのデータベースシステムが

有するデータ配信機能を統合する

とともに、映像記録を中心として潜

航調査で得られたさまざまなデー

タや情報を可視化表示するシステ

ムの機能改修を実施し、潜航単位で

の利用を主とする専門家と映像・画

像の閲覧を主とする一般の利用者

を区別した機能やサービスを実現

し、実装した。公開済みの深海画像

は約127万ファイル（前年度比1.06

倍）となった。加えて、SINET5 対

応と GODAC アーカイブシステムの

更新により 2 拠点間かつ異媒体で

の安定的なデータ管理環境を構築

したことにより、前述の深海画像

や、2 万ファイル（200Tbytes 強）

の深海映像等の膨大なデータベー

スを迅速かつ安定的に公開するこ

とが可能となり、今後のデータベー

スの利用者増大に結びつくことが

期待できる。 

一方、海洋生物出現情報について

は、35 万件以上の情報を公開し、

物地理情報が国際的に活用され

る場を大きく広げ、その結果と

して 35 万件以上のデータを公

開した。  

・BBNJ（国家管轄圏海域外の海洋

生物多様性）準備会合第 1 回に

おいて、関係国より情報共有プ

ラットフォームとして OBIS の

利用が推奨され、国際的な貢献

も果たしている。 

 

これらの成果は、研究者や一般

国民へ利用しやすい形でのデー

タ・サンプルを整理・保管し提供

するという評価軸に照らして顕著

な成果であると判断し、Ａ評定と

した。 

 

 

データやサンプルについての体

系的な整理等を継続するととも

に、津軽海峡東部海洋短波レーダ

ーデータサイトの構築を通じ、社

会に役立つ情報を一般ユーザもア

クセスしやすい形で提供開始し

た。また、四次元変分法海洋環境

再現データセットは、我が国の気

候変動研究の推進にあたり貴重な

データセットを提供したことで、

当該研究分野における新しい「地

球シミュレータ」の存在価値を高

めたものと評価できる。 

一方、BISMaL を中核的なシステ

ムとして OBIS へのデータ連携を

行い日本ノード J-OBIS の運用を

行うなど、国際的な貢献も着実に

実施している。OBIS へのデータ提

供数は 35 万件以上と大きな成果

を待つ部分が多い。 

・レーダーデータを一般に公開

することが一般社会に役に立

つようであり、その貢献は高

く評価できる。また国際的に

みても研究者にとって利用し

やすい形で岩石試料の保管シ

ステムなどがよく整備されて

いる状態にある。期待通りの

成果ではないかと考えるの

で、Ｂ評価が妥当である。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

生物種情報登録総数は 21,295 種と

なっている。平成 27 年度は海洋生

物出現情報システムの表示高速化

を実施した。 

地震研究情報データベースにつ

いて、孔内長期観測システムで得ら

れた地震計のデータの提供システ

ムを公開した。 

さらに、各データ公開サイトのア

クセス分析と利用者の統計情報を

解析し、新たな利用者の獲得に向け

た情報収集を行った。その結果、研

究用途だけでなく、教育目的やマス

メディアの企画検討用としての映

像・画像データの二次利用状況が推

察されたため、これらのユーザをタ

ーゲットとして、深海映像・画像の

配信システムを実装した。 

国内外の関係機関との連携強化

として、機構が運営する海洋生物の

多様性や分布情報を扱う情報シス

テム BISMaLを中核的なシステムと

して OBIS へのデータ連携を行い、

日本ノード J-OBIS の運用の円滑化

を強化した。特に、平成 27 年度は、

OBIS への登録方法を改善すること

で 35 万件以上の記録を公開すると

いう大きな成果を挙げた。また、新

た に 「 Sallow-water fauna of 

Sagami Bay」を公開したほか、地方

の博物館等からのデータ受入れに

向けた調整を行った。さらに、

BISMaL の機能向上として、OBIS の

指定するデータ提供ツールである

Integrated Publishing 

Toolkit(IPT)に対応した。 

加えて、国際関係の強化一環とし

て GBIF の日本ノードである JBIF

を挙げている。 

さらに、GODAC データアーカイ

ブシステムの更新や SINET5 への

対応等、利便性の向上においても、

サーバーの集約とデータベースの

安定性向上という十分な実績を上

げたと評価できる。GODAC データ

ベースの平成 27 年度アクセス数

は 585 万件(昨年度は 570 万件）と

大きな増加を実現した。 

機構が蓄積した海洋地球観測デ

ータは人類共有の財産であり、な

くてはならないものである。デー

タ管理などの基盤的な業務や活動

は、安定的かつ継続的な実施が求

められる反面、目立たない支援業

務的な要素も多分にある。機構の

海洋情報業務（海の調査や海洋情

報の提供）への貢献に対し海上保

安庁長官表彰を受賞したことは、

不断の取組が長期継続的になさ

れ、当該分野およびコミュニティ

への持続的貢献が広く社会に認め

られたことを示すものである。ま

た、このような情報発信・提供は、

近年特に注目されている我が国に

おけるオープンサイエンスの推進

の流れにも合致するものである。 

学術誌の高騰と予算逼迫の中、

効率的に図書資料を購入し、利用

しやすい形で整理・提供した。 

機構内で保管していない資料につ

いても、研究者からの依頼に基づ

き、外部機関から収集し、研究活

動の推進に寄与した。 

  

  

 



112 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

（地球規模生物多様性情報機構日

本ノード）との連携調整を開始し、

国内における生物多様性情報の効

率的な集積と円滑な流通システム

の実現に貢献した。 

図書資料については、横須賀本

部・横浜研究所図書館を中心に全拠

点合計で図書 6,631 タイトルを受

け入れ、和雑誌 91 タイトル、外国

雑誌 749 タイトルを購入、提供し

た。また、外部機関より依頼のあっ

た 98 件の文献複写、23 件の図書の

貸借に対応した。 

学術機関リポジトリの運用を通

じて、積極的に外部へ研究開発成果

を発信した。総データ数は 26,809

件で、うち機構刊行物を含む 2,732

件については本文データも公開し

ている。 

一般利用者へ開放している横浜

図書館（2F）は、延べ 8,916（9,259）

名の利用があり、1,097（986）冊を

貸出した。また、機構の普及広報活

動に連動する形で、横浜研究所一般

公開・地球情報館休日開館日にも開

館した。 

GBIFの日本ノードであるJBIFと

の連携により生物多様性情報の充

実に貢献した。 

図書資料については、横須賀本

部・横浜研究所図書館を中心に全拠

点合計で図書 6,631 タイトルを受

け入れ、和雑誌 91 タイトル、外国

雑誌 749 タイトルを購入、提供し

た。また、外部機関より依頼のあっ

た 98 件の文献複写、23 件の図書の

貸借に対応した。 

学術機関リポジトリの運用を通

じて、積極的に外部へ研究開発成果

を発信した。総データ数は 26,809
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

件で、うち機構刊行物を含む 2,732

件については本文データも公開し

ている。 

一般利用者へ開放している横浜

図書館（2F）は、延べ 8,916（9,259）

名の利用があり、1,097（986）冊を

貸出した。また、機構の普及広報活

動に連動する形で、横浜研究所一般

公開・地球情報館休日開館日にも開

館した。 

さらに、従来より海洋サンプルデ

ータベース（約 36,000 件）を運用

し、審査のうえ海洋サンプルを広く

一般に提供していたが、企業への提

供にあたっては、深海サンプル利用

申請に対して、一律で「商業化目的

の産業利用」扱いとなっており、有

償提供となっていた。これは未知の

生物リソースの可能性検討を目的

とした探索的研究を希望する企業

にとってはハードルが高く、その利

用を妨げる要因となっていた。この

利用を促進するため、企業であって

も有用物質探索フェーズ等の研究

目的である場合は、実費を除き原則

として無償提供とする試みを開始

した。企業のデータ・サンプル利用

が実用化目的に転じた場合、または

当初から実用化目的である場合は、

別途 MTA 等の契約の締結を行うこ

とにしている。平成 27 年度内に深

海の泥サンプルについて３件の申

し込みがあり、２件について提供を

行った。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(2) 普及広報活動 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し，及びその活用を促進すること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

各拠点の見

学 者 人 数

（人） 

35,000 48,323 40,862 

                     予算額（千円） 

492,374 496,407    

プレス発表

（件） 
― 61 67 

   決算額（千円） 
492,050 506,982    

ホームペー

ジアクセス

数（万件） 

― 1,123 1,251 

   経常費用（千円） 

546,316 541,703    

       経常利益（千円） ▲7,510 ▲3,916    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
599,053 529,185    

        従事人員数 37 31    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究活動を通じ

て得られたデー

タやサンプル等

海洋科学技術に

関する情報及び

資料を収集する

とともに電子化

等を進めること

により，研究者を

はじめ一般国民

が利用しやすい

形で整理・保管

し，提供する。 

海洋科学技術の発展と社会

貢献における機構の役割に

ついて，国民に広く周知す

ることを目的とした普及広

報活動を展開するため，以

下の事項を実施する。 

 

 

a. 機構の研究開発事業へ

の理解増進及び海洋科学リ

テラシーの向上に貢献する

ため，各拠点の施設・設備

の一般公開（各年 1回），見

海洋科学技術の発展と社

会貢献における機構の役割

について，国民に広く周知

することを目的とした普及

広報活動を展開するため，

以下の事項を実施する。 

 

 

a. 機構の研究開発事業へ

の理解増進及び海洋科学リ

テラシーの向上に貢献する

ため，各拠点の施設・設備

の一般公開（各年 1回），見

・機構が実施した

海洋科学技術の

発展と社会貢献

について、国民に

広く周知できて

いるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

【a.】 

各拠点の施設・設備の一般公開で

10,632 名、常時見学者受入れでは

30,230 名、機構全体で１年あたり

合計 40,862 名の見学者の受入れを

行い、年度計画の指標を達成した。

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

機構が取り組む普及広報活動に

ついて、それぞれ計画や指標値を

上回るだけでなく、これまで海洋

科学技術に興味をもっていなかっ

た人々を対象とした活動や、社会

的関心が高い題材用いた活動を意

識し、実施した。これは基準に照

らしてもＡ評定と判断するに至る

十分な成果であり、以下に特筆す

べき代表的な事項を紹介する。  

 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度は、特にメディア

戦略に注力したこともあり、

多様なメディアへの露出度が

高まるとともに、機構が創出

した海洋科学技術に関する成

果とその社会貢献についての

一般国民への周知が進められ

ており、高く評価できる。外

部からの提案による企画も含

まれているが、メディア側か

ら提案がもちかけられること
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

研究開発により

得られた成果に

ついては，論文の

投稿，研究集会に

おける口頭発表

等により積極的

に情報発信を行

い，我が国の海洋

科学技術の中核

機関として世界

を主導する。特

に，質の高い論文

の投稿により，投

稿論文の平均被

引用率を増加さ

せる。また，産業

界や他の研究機

関 へ の 情 報 提

供・利用促進によ

り，イノベーショ

ンを創出し，社会

への貢献を果た

す。 

国民の海洋に関

する理解増進を

図るため，プレス

発表，広報誌，イ

ンターネット，施

設・設備公開等を

通じて，国民に向

けた情報発信・提

供を積極的に行

う。機構の研究活

動，研究成果，社

会への還元等は，

最先端の科学技

術に関するもの

が多く，内容・意

学者の常時受入れ，保有す

る研究船の一般公開，広報

誌（年 6 回）等の発行及び

出前授業・講師派遣等を行

う。研究船の一般公開での

見学者数を除き，機構全体

で１年あたり 35,000 人程

度の見学者の受入れを維持

する。 

 

 

 

 

 

 

 

b. 国民との直接かつ双方

向のコミュニケーション活

動を行うため，横須賀本部

海洋科学技術館，横浜研究

所地球情報館，国際海洋環

境情報センターの展示施設

等を活用するとともに，各

地域で開催される展示会・

イベント等への協力を行

う。また，地域に密着した

普及広報活動にも取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

c. 効果的及び効率的な情

報発信を目指し，マスメデ

ィアに対して分かりやすい

報道発表や番組取材等への

学者の常時受入れ，保有す

る研究船の一般公開，広報

誌（年 6 回）等の発行及び

出前授業・講師派遣等を行

う。研究船の一般公開での

見学者数を除き，機構全体

で１年あたり 35,000 人程

度の見学者の受入れを維持

する。 

 

 

 

 

 

 

 

b. 国民との直接かつ双方

向のコミュニケーション活

動を行うため，横須賀本部

海洋科学技術館，横浜研究

所地球情報館，国際海洋環

境情報センターの展示施設

等を活用するとともに，各

地域で開催される展示会・

イベント等への協力を行

う。また，地域に密着した

普及広報活動にも取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

c. 効果的及び効率的な情

報発信を目指し，マスメデ

ィアに対して分かりやすい

報道発表や番組取材等への

また、研究船の一般公開では16,352

名の見学者が来船し、特に、「ちき

ゅう」就航 10 周年を記念した横浜

港での一般公開には、2 日間で

6,673 名が来船した。広報誌「Blue 

Earth」は日本語版を 6 巻、英語版

を 2巻（通巻 133 号、通巻 139 号の

抜粋版）、「Blue Earth」再編集に

よる「ちきゅう」就航 10 周年記念

誌、「高知コア 10 周年記念号」、

「なつしま・かいよう」退役記念誌

を発行した。講師派遣は 120 回（述

べ講師数 136 名）、出前授業 30 件

を実施した。 

 

【b.】 

地域に密着した普及広報活動と

して、拠点の展示施設を利用したイ

ベントを開催しており、毎月開催し

ている「横浜研究所休日開館」にお

いては、研究者による公開セミナー

や子供向けイベントを実施した。ま

た、夏休み期間に横浜研究所におい

て「夏休みキッズ実験ひろば」（2

回）、国際海洋環境情報センター

（GODAC）において「うみの工作教

室」等のイベントを開催した。「第

14 回よこすかさかな祭り」、「Yフ

ェスタ追浜」、「なごサイエンスフ

ェスタ 2016」など、各拠点の地域

で開催されるイベント等にもブー

ス出展等の協力を行った。 

 

【c.】 

効果的・効率的を重視した情報発

信としてマスメディアの活用に取

り組んでおり、プレス発表 67 件

（日・英）、記者説明会 9回を実施

○「しんかい 6500」女性パイロッ

トを題材にした小説「海に降る」

のドラマ化 

・「しんかい 6500」の 25 周年を記

念し、記念番組公募を実施した

ところ、当初想定以上に大きな

企画である「海に降る」のドラ

マ化が WOWOW より提案され、そ

の広報効果や情報発信効果を鑑

みて応諾した。番組制作にあた

っては、深海の世界や最先端の

海洋科学技術を圧倒的なリアリ

ティで描くため、機構が取材・

撮影等に全面協力を行い、その

結果 WOWOW 週間番組視聴ランキ

ング No.1 を獲得し、様々なマス

メディアに半年間で約 1000 件

の記事に取り上げられた。ドラ

マ化に合わせてロケ地見学ツア

ーを企画したところ、これを機

に海洋科学技術に興味を持った

視聴者が参加し、機構の認知度

向上に大きく貢献したことが確

認された。  

 

○「ちきゅう」就航 10 周年記念イ

ベントの開催 

・「ちきゅう」就航 10 周年を記念

し一般公開や記念誌刊行等の各

種イベントを企画・実施したが、

当初予定していなかったテレビ

メディアや雑誌メディアへの企

画提案も行い、その結果各種メ

ディアでの露出がされた。科学

雑誌「ニュートン」や日経ナシ

ョナルジオグラフィックといっ

た雑誌メディアでの特集記事掲

載、NHK の人気教養エンターテ

自体、これまでの広報活動の

成果の積み重ねがあってこそ

といえる。 

・また、SNS を活用したバーチャ

ルな発信と、各種イベントで

のリアルな発信とを有効に組

み合わせており、社会のニー

ズにも適応できるように工夫

している。 

・一方、知名度を上げるための

普及活動に力を注ぐあまり、

研究開発成果をわかりやすく

国民に伝えるという国立研究

開発法人本来の広報活動が、

必ずしも十分に行われていな

いのではないかとの懸念もあ

る。今後は「情報発信」との

連携を深め、「広報の質」を高

めることや、世界で存在感を

発揮するための広報戦略作り

に組織として取り組む必要も

ある。 

・以上、これらの取組及び成果

等を、中期目標や平成 27 年度

計画に照らし総合的に勘案す

ると、今後の取組を進めるに

当たって課題はあるものの、

「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待が認

められ、Ａ評価に値するとい

える。 

 

＜今後の課題＞ 

・広報の究極の目的は「国民の

海洋に関する理解増進」であ

ろうが、その一段手前の「ア

ウトカム」レベルので目標設
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

義等について十

分に理解するの

が難しい場合も

あることから，具

体的なわかりや

すい情報発信に

よって，国民に当

該研究を行う意

義について理解

を深めていただ

き，支持を得るこ

とが重要である。 

柔軟な対応，取り上げられ

やすいように工夫した研究

開発成果の情報発信を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. インターネットの速報

性・拡散性を重視し，ホー

ムページによる情報発信を

強化する。また，ソーシャ

ル・ネットワーキング・サ

ービス及びインターネット

放送等のツールを活用し，

幅広く情報を発信する。 

柔軟な対応，取り上げられ

やすいように工夫した研究

開発成果の情報発信を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. インターネットの速報

性・拡散性を重視し，ホー

ムページによる情報発信を

強化する。また、SNS，イン

ターネット放送等のツール

を活用し，幅広く情報を発

信する。 

 

し、その結果新聞掲載 869 件のほ

か、番組放送 131 件、Web 掲載 819

件、雑誌・書籍掲載 106 件に取り上

げられた。特筆すべき成果として

は、NHK 総合「探検バクモン」～ち

きゅうと地球のヒミツ～（TV 広告

価値換算 112,293 千円）において先

端的掘削技術を活用した総合海洋

掘削科学の研究成果を、NHK 総合

「NHKスペシャル 新島誕生 西之

島」（TV 広告価値換算 30,816.6 千

円、第 57 回科学技術映像祭 文部

科学大臣賞受賞）において海洋・大

陸のプレート及びマグマの生成並

びにそれらの変遷過程が、科学技術

へ興味のある一般視聴者をターゲ

ットとし分かりやすい形で紹介さ

れた。 

WOWOW 連続テレビドラマ「海に降

る」（全 6回）の制作に協力し、関

連記事掲載が約 1,000 件に及んだ

ほか、TBS テレビ「がっちりマンデ

ー」（JAMSTEC 特集）では経済情報

に関心の高い層へ訴求するなど、科

学技術以外の分野に興味を持つタ

ーゲット層に対してインパクト性

のあるテレビ番組で、機構のファシ

リティや事業をアピールできた。 

 

【d.】 

速報性・拡散性を重視した情報発

信ではインターネット活用を進め

ており、情報発信としては、その

時々の社会的関心事項の話題をコ

ラムとして 9 回掲載するなど研究

成果等の効果的な情報発信を強化

し、機構ホームページのアクセス数

は約 1,251 万件となった。 

イメント番組「探検バクモン」

や、ニコニコ生放送「就航 10

周年記念 『ちきゅう』大潜入」

などといったテレビメディアな

どで「ちきゅう」が取り上げら

れた。「ちきゅう」が地震発生メ

カニズム解明に挑む様子や、海

底資源の成因分析研究など、海

から地球を調査研究する様子が

紹介され、多角的・効果的な広

報活動に貢献した。  

 

○西之島調査を題材とした NHK ス

ペシャルへの協力 

・活発な火山活動が続く西之島に

おいて機構船舶の「なつしま」

や深海曳航調査システムを用

い、産総研や東大地震研と共に

調査活動を実施した。これらの

様子を題材にした NHK スペシャ

ル「新島誕生西之島」が放送さ

れ、科学技術映像祭文部科学大

臣賞を受賞した。科学技術への

関心を喚起し、その普及と向上

をはかるとともに、社会一般の

科学技術教養の向上に貢献し

た。 

 

上述した３つ以外の取組も含

め、本項目全体について当初計画

していなかった取組や、その効果

が得られ、非常に有意義な成果と

なった。これらの取組や成果を評

価軸に則って鑑みると全体として

計画を大きく上回る成果が得られ

たと判断でき、従って本項目の評

定をＡとする。 

 

定が必要。それに向けたロー

ドマップを作り、効果の測定

も工夫するべき。それによっ

て投資効果（ROI: Return on 
Investment）の低い活動を削

減するということもあり得

る。 

・金額のみでなく研究活動にか

かる負担といった観点も含

め、広報活動にかかるコスト

の包括的な評価と十分な配慮

が引き続き必要である。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・普及広報の目的の一つが「機

構の認知度を上げる」ことに

あるのは言うまでもないが、

それだけではないと思う。た

とえば、運営費交付金の大幅

な削減が続いており、その結

果として船舶の運航日数が減

少傾向にあることや、船舶の

維持経費が膨大であることな

どは、国民には全く知らされ

ていないといって良いだろ

う。外部資金も活用して、運

航日数を確保するなどの努力

にもかかわらず、例えば学術

研究船の運航日数は平成 21年

度の 800 日から、平成 27 年度

は 445 日までに大きく落ち込

み、海洋科学の推進や学生等

の人材育成への懸念を示す学

術会議の指摘もある。このよ

うな海洋科学技術を取り巻く

困難な環境や状況についての

広報も、中期計画に謳われた
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e. 最新の研究開発成果を

取り入れた展示・イベント

等の企画，役職員の科学技

術コミュニケーション力の

強化並びに全国の科学館，

博物館及び水族館等との連

携により，効果的及び効率

的な普及広報活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e. 最新の研究開発成果を

取り入れた展示・イベント

等の企画，役職員の科学技

術コミュニケーション力の

強化並びに全国の科学館，

博物館及び水族館等との連

携により，効果的及び効率

的な普及広報活動を行う。 

 

 

 

 

 

ソーシャル・ネットワーキング・

サービスとして JAMSTEC 公式

Twitterではフォロワー数が3月末

時点で 5,279 ユーザーであった。最

新情報をほぼ毎日投稿することで

発信を強化し、総インプレッション

数（ユーザーが Twitter でツイート

を見た回数）は 304 万件であった。

インターネット放送を活用して「し

んかい 6500」25 周年記念潜航や「ち

きゅう」10 周年特別船内公開の番

組を放送し、それぞれ約 14.4 万人、

約 3万人の視聴結果を得た。 

 

【e.】 

最新の研究開発成果を取り入れ

たイベントとしては、各拠点の施設

一般公開や毎月の「横浜研究所休日

開館」においての研究者による公開

セミナー、並びに全国の科学館・水

族館等と連携しての「海と地球の研

究所セミナー（「海の生きもの－水

槽から深海まで－」（8 月 11 日、

鹿児島）、「新しい探査技術でわか

ってきた深海の世界」（3 月

20,21,27 日、大分））」の開催な

ど、機構主催の一般向けイベント

18 件、シンポジウム 49 件を実施し

た。「海と地球の研究所セミナー」

では、共催相手の企画展に合わせて

セミナーを実施することで、企画展

の理解を深めると共に、同セミナー

の周知活動において、効果的・効率

的な普及広報活動を展開した。この

ような協力関係を今後とも積極的

に進めたい。科学館、博物館及び水

族館等のイベント協力を 104 件、展

示協力では 51 件を実施した。 

 

 

平成 27 年度計画については着

実に実施し、機構が実施する海洋

科学技術の発展と社会貢献につい

て国民に周知を行った。 

集客数や実施数のみならず、内

容や質の向上を意識した普及・広

報活動を展開し、特に参加・体験

型の自主事業である施設一般公開

では、当初目標の参加者数を達成

し、満足度としても 95%の方から

面白かったとの評価を受けたこと

から、広報活動の質の向上や機構

職員の意識向上、コミュニケーシ

ョン能力の強化が図れたと考え

る。 

マスメディアや水族館、科学館

などと連携した企画を実施し、そ

の内容を Web や Twitter などと積

極的に連動させることにより、効

率的、効果的かつタイムリーな普

及・広報活動が行え、機構知名度

や研究開発の認知度向上に貢献し

たと考えられる。 

特に、「ちきゅう」については就

航 10 周年に合わせた記念誌発刊、

シンポジウム開催、マスメディア

活用等を行うことで海洋掘削科学

の推進に大きく貢献したと考えら

れる。その他、WOWOW 連続テレビ

ドラマ「海に降る」では有人潜水

調査船「しんかい 6500」とそのパ

イロットを題材としたドラマであ

り、深海調査への関心を喚起する

ために非常に効果的だったと評価

する。 

 

「海洋科学リテラシーの向

上」に必要であり、国民が政

治的判断を冷静に下す上で重

要である。以上から判断する

と、Ａで良いのか検討が必要

と考える。 

・機構のみならず我が国の海洋

科学の置かれた厳しい状況に

ついても適切に周知し、海洋

研究への国民のサポーターを

増やす観点での戦略的な活動

も望まれる。 

・船の一般公開や SNS の利用を

通じて一般社会に機構が実施

した海洋科学技術の発展につ

いて幅広く周知している。ま

た、それらの活動を NHK 番組

に取り上げてもらって、さら

に幅広い観衆にアピールでき

た。毎年同様な成果をあげる

のは容易ではないと考える。

評価として自己評価のＡが妥

当であると考える。 

・記念番組の公募、NHK の「たい

りくプロジェクト」への協力

などの新たな試みをはじめ、

普及広報活動に熱心に取り組

んでいる。ただ、知名度を上

げるための「普及」活動に力

を注ぐあまり、国立研究開発

法人の広報活動としてふさわ

しいものなのかという疑問や

物足りなさも感じる。 

・NHK との「たいりくプロジェク

ト」は、「先端掘削技術」の項

目でも取り上げ、「Ｓ」の根拠

の一つに挙げていた。同じ成

果を使い回すのは好ましくな
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

役職員の科学技術コミュニケー

ション能力を強化するため、サイエ

ンスコミュニケーターの育成を実

施した。船舶を利用した航海で周辺

水族館の職員と交流を行い、科学の

伝達技術の向上に努めた。広報課員

等による一般・子供向けイベントを

29、講演等を 16 実施し、科学技術

コミュニケーション力の強化に向

けた実践的な経験を積んだ。 

 

 

本事業年度より新たな試みとし

て行った「機構の浸透度と広報活

動の効果測定調査」の結果からは、

機構の組織としての認知度が 19%

（JAXA は 62%）というデータを得

るなど、認知度の高いファシリテ

ィと比し、認知度が低いことが分

かった。組織としての機構の認知

度の上昇は今後の課題と考える。 

 

い。 

 

 

４．その他参考情報 

【平成 26 年度評価における主務大臣による指摘事項】 

・広報のための広報とならないためにも，海洋及び海洋に関する研究開発に対する国民の理解・関心の増進等といった，我が国全体としての視点に立った目標の設定と戦略の明確化が求められる。 
 

【平成 26 年度評価における部会の主な指摘事項】 

・普及広報活動の推進は高く評価されるものの、Ａ評価をつける上での絶対的な指標の提示が不十分である点は否めない。 

・極めて精力的な広報活動が推進されているが、広報のための広報とならないように今後とも留意されたい。 

・海底資源の利用、未知の極限生物圏の解明など、一般の人々の注目を集めるテーマを扱っている。どういう成果が出たのか、などをわかりやすく説明することで、一般の人々からの応援も期待できる。そ

ういう成果をわかりやすく出してほしい。 

・広報や情報発信に関しては、何をしたかだけでなく、質の面での内部評価も出してほしい。 

・研究、事業内容が多岐にわたっているため、一般の人から見ると、どういう役割をしているかつかみにくい組織でもある。しかし、深海は宇宙同様、フロンティアとして人々の関心をかきたてる。また資

源活用などでも注目度が高い。広報活動に熱心に取り組んでいるが、よりこの組織の存在意義を明確にするように広報、情報発信の内容、質の工夫をしてほしい。 

 

【指摘事項への対応】 

・アクションプランを定め、我が国全体としての視点に立った目標の設定と戦略の明確化に取り組んだ。  

・海洋および海洋に関する研究開発に対する国民の理解・関心についての現状把握として「機構の浸透度と広報活動の効果測定調査」を実施した。その結果、機構の組織の認知度として 19%（JAXA は 62%）と

いうデータを得るなど、認知度の高いファシリティと比し、組織としての機構や業務内容の認知度が低いことが分かった。今後は、認知度の向上への取組を年間計画に反映していく。  

・プレス発表や記者説明会を多く行い、またその時々の社会的関心事項をコラムとして Web に掲載するなど情報発信を強化したことで、一般の人々が注目する研究成果やテーマが、新聞で記事掲載されたり、

テレビ番組として放映された。また、旬な研究成果やテーマを分かり易く一般に伝えるため、本部や各拠点において定期的に開催した公開セミナーや、全国の科学館・水族館等と連携して開催した「海と

地球の研究所セミナー」は効果的であったと考える。 

・横須賀本部、横浜研究所の施設一般公開において実施した来場者アンケートで約 95％(昨年度は 87％)の方から「とても面白かった」「面白かった」との評価を頂いた。展示の充実と対応した機構職員の広

報意識の向上とコミュニケーション能力の強化の表れと評価している。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(3) 成果の情報発信 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し，及びその活用を促進すること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 917 819                     予算額（千円） 10,543 24,762    

h-index(過

去 5年) 
─ 58 51 

   決算額（千円） 
10,543 24,029    

       経常費用（千円） 33,982 24,200    

       経常利益（千円） ▲3,040 1,620    

   
    行政サービス実施コ

スト（千円） 
39,151 ▲6,062    

        従事人員数 15 16    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究活動を通じ

て得られたデー

タやサンプル等

海洋科学技術に

関する情報及び

資料を収集する

とともに電子化

等を進めること

により，研究者を

はじめ一般国民

が利用しやすい

形で整理・保管

し，提供する。 

研究開発により

得られた成果に

ついては，論文の

機構が実施する研究開発分

野の発展及び科学技術を用

いた社会的課題の解決に寄

与するため，機構で得られ

た研究開発成果について，

学術界も含め広く社会に情

報発信し，普及を図る。そ

のため，研究開発の成果を

論文や報告等としてまと

め，国内外の学術雑誌に発

表する。なお，論文につい

ては発表数の目標値を定め

情報発信に努めるととも

に，研究開発の水準を一定

以上に保つため，査読論文

の割合を 7 割以上とし，論

機構が実施する研究開発

分野の発展及び科学技術を

用いた社会課題の解決に寄

与するため，機構で得られ

た研究開発成果について，

学術界も含め広く社会に情

報発信し，普及を図る。そ

のため，研究開発の成果を

論文や報告等としてまと

め，国内外の学術雑誌に発

表する。なお，論文につい

ては発表数の目標値を定め

情報発信に努めるととも

に，研究開発の水準を一定

以上に保つため，査読論文

の割合 7 割以上を目標と

・機構で得られた

研究開発成果に

ついて、学術界を

含め広く社会に

情報発信され、そ

の利活用が促進

されているか 

 

第 3 期中期計画期間における論

文発表数の目標値は、第 2期中期計

画に引き続き、年間平均 960 報以上

と定めた。これは第 2期中期計画初

年度である平成 21 年度当初の研究

者/技術者数と第 3 期中期計画策定

時の平成 25 年度末の研究者/技術

者数が同数程度であることから策

定された数値である。平成 27 年度

の論文発表数は 819 件だった。これ

に対する査読付論文の割合は 81％

であり、中期目標に定める目標値の

7割を達成している。また、関連分

野における投稿論文の平均被引用

数は 6.59 であり、平成 26 年度実績

6.37 を維持している。 

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

成果の情報発信について評価

軸に則って鑑みるに、想定を遥

かに上回る非常に質の高い研究

開発成果情報を学術界を含め広

く社会に情報発信していること

から、Ａ評定の基準に合致する

ものと考える。その根拠として

本項目における特筆すべき取組

の中から、以下に 4 つを取り上

げて紹介する。  

 

○社会的に注目を集めた成果の

発信 

・世界最深の微生物群、西アフ

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度は、社会的に注目を

集めた研究成果や国際的・科学

的意義の高い研究成果が輩出さ

れ、これらについて学術界等へ

情報発信するとともに、民間企

業はもとより地方自治体や政治

セクターなど多様な層へ向けた

研究成果報告会を行うなど、機

構で得られた研究開発成果につ

いて、学術界を含め広く社会に

情報発信し、その利活用を促進

してきた。 

・しかしながら、発信する内容は、

研究開発の成果として評価すべ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

投稿，研究集会に

おける口頭発表

等により積極的

に情報発信を行

い，我が国の海洋

科学技術の中核

機関として世界

を主導する。特

に，質の高い論文

の投稿により，投

稿論文の平均被

引用率を増加さ

せる。また，産業

界や他の研究機

関 へ の 情 報 提

供・利用促進によ

り，イノベーショ

ンを創出し，社会

への貢献を果た

す。 

国民の海洋に関

する理解増進を

図るため，プレス

発表，広報誌，イ

ンターネット，施

設・設備公開等を

通じて，国民に向

けた情報発信・提

供を積極的に行

う。機構の研究活

動，研究成果，社

会への還元等は，

最先端の科学技

術に関するもの

が多く，内容・意

義等について十

分に理解するの

が難しい場合も

文の平均被引用率を増加さ

せる。また，研究業績デー

タベースを活用した研究者

総覧を構築し，最新の研究

成果の外部への発信を促進

する。さらに，機構独自の

査読付き論文誌を年２回発

刊し，電子化してインター

ネットから閲覧できる形で

公開する。 

し，関連分野における投稿

論文の平均被引用率の増加

を目指す。また，学会での

口頭発表や国内外のシンポ

ジウム等で発表することを

通じて，積極的に研究開発

成果の普及を図る。さらに，

研究業績データベースのデ

ータを活用した研究者総覧

について試運転を行い，構

築を進める。また，当機構

独自の査読付き論文誌

「 JAMSTEC Report of 

Research and Development」

を年２回発刊し，インター

ネットで公開する。 

 

 

 

 

 

 

学会発表件数は口頭発表 1,443

件、ポスター発表 667 件で合計

2,110 件となった。 

また、第 5 期科学技術基本計画

（平成 28 年 1 月 22 日）の策定を受

け、機構においても研究成果分析ツ

ールを用い、客観的に高被引用度論

文割合を算出する試みを実施した。

平成 27 年度末時点において目標値

である“TOP10％論文の割合を 10％

以上”を超える 12.25％、TOP1％論

文の割合は国内の主要な研究機関

において第３位であり、質の高い論

文を発信していることが示唆され

た。  

研究開発成果の情報発信として、

研究業績データベース（JDB）に登

録されている 52,736 件（平成 28 年

4 月現在）のデータをもとに研究者

/技術者毎に成果を外部公開する

「JAMSTEC 研究者総覧」を平成 28

年 2 月に運用開始した。平成 28 年

4月現在439名が外部公開を行って

いる。 

研究開発成果の情報発信として

は、シンポジウムや研究報告会及び

セミナー等を計 55 件主催または共

催した。中でも最大規模である平成

27 年度研究報告会「JAMSTEC2016」

では主に民間企業、大学関係者等か

ら 439 名の出席があった。 

機構独自の査読付き論文誌

「JAMSTEC Report of Research and 

Development」（以下、JAMSTEC-R）

は第 21 巻（掲載 3編、25 ページ）

及び第 22 巻（掲載 4編、51 ページ）

を発刊した。同時に JAMSTEC 文書カ

タログにて PDF 版を公開するとと

リカのダカール・ニーニョ/ニー

ニャ現象の発見、人口熱水噴出

口を利用した黒鉱養殖プロジェ

クト、巨大地震との関連が注目

されているゆっくり地震の再現

等、様々なメディアで繰り返し

取り上げられる社会的関心の高

い成果を数多く発信した。  

（参考：主催プレスリリース 67

件、記者説明会・取材案内 44 件） 

 

○高品質な情報発信 

・第 5 期科学技術基本計画（平

成 28 年 1 月 22 日）の策定を

受け、機構においても研究成

果分析ツールを用い、客観的

に高被引用度論文割合を算出

する試みを実施した。平成 27

年度末時点において目標値で

ある“TOP10％論文の割合を

10％以上”を超える 12.25％、

TOP1％論文の割合は国内の主

要な研究機関において理研、

物材機構に次ぐ第３位であ

り、非常に質の高い論文を発

信していることが明らかとな

った。 

 

○多様な層へ向けた研究成果報

告 

・研究報告会（JAMSTEC2016）は

機構全体として広く一般にむ

けて開催する唯一のものであ

ることから、多様な層の関心

を引き付ける企画を立案し

た。機構の研究開発に密接な

テーマ設定（平成 27 年度テー

マ：さらなるフロンティアを

きものであるのに加えて、査読

付論文の割合は増加しているも

のの、論文発表数自体は減少し

ている。 

・また、経営管理部門が主体とな

って行う発信の方法についてみ

ると、多様な層に向けた研究成

果報告会の開催や研究者総覧の

Web 公開など種々の取組をして

いるが、必ずしも特筆すべき方

策が講じられているとはいえな

い。 

・これらの状況を総合的に勘案す

ると、本年度は、年度計画に従

って着実な業務運営がなされて

いるといえ、自己評価ではＡと

されていたが、Ｂと評定する。 

 

＜今後の課題＞ 

・研究成果の発信の方法について

アウトカムレベルの目標設定と

具体的アクションのロードマッ

プが必要。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・そのままでは埋もれてしまうよ

うな研究成果に対して、経営管

理部門が目配りして発表を促

し、支援（英文校閲、投稿料支

援等）を手厚くすることにより、

成果の発信増につながっている

のであれば、Ａでもよいと思う

が、研究者が良い成果をだして、

論文投稿しているということな

らば、Ｂでよいのではないか。 

・自己評価では、科学的・社会的

インパクトの高い成果が数多く
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

あることから，具

体的なわかりや

すい情報発信に

よって，国民に当

該研究を行う意

義について理解

を深めていただ

き，支持を得るこ

とが重要である。 

もに、冊子体は国内 206 機関、海外

22 機関に送付した。また本誌につ

いては、日本地球惑星科学連合2015

年大会（JpGU2015）、AGU Fall 

Meeting、JAMSTEC2016、ブルーアー

ス 2016 等では認知度向上と投稿募

集のため、ポスター掲示等の広報活

動を行った。 

査読付き論文誌に刷新した第 8

巻以降、平成 23 年度より科学技術

振興機構（JST）提供のシステム

J-STAGE でも公開し、平成 27 年度

末までに 117 編が掲載されている。

平成 24 年度からはシステムのバー

ジョンアップに対応し、可視性の高

い HTML 版も公開している。平成 24

年度アクセス数（PDF ダウンロード

数含む）は 1,564、平成 25 年度は

3,838、平成 26 年度は 5,379、平成

27年度は10,093（平成26年比187%）

である。 

機構独自の査読付き論文誌

「JAMSTEC Report of Research and 

Development」（以下、JAMSTEC-R）

は第 21 巻（掲載 3編、25 ページ）

及び第 22 巻（掲載 4編、51 ページ）

を発刊した。同時に JAMSTEC 文書カ

タログにて PDF 版を公開するとと

もに、冊子体は国内 206 機関、海外

22 機関に送付した。また本誌につ

いては、日本地球惑星科学連合2015

年大会（JpGU2015）、AGU Fall 

Meeting、JAMSTEC2016、ブルーアー

ス 2016 等では認知度向上と投稿募

集のため、ポスター掲示等の広報活

動を行った。 

査読付き論文誌に刷新した第 8

巻以降、平成 23 年度より科学技術

求めて）に加え、著名な講演

者、パネリストの選出により、

参加者数 439 名（平成 26 年度

397 名、対比 111％）に到達し

た。これは平成 23 年度に開催

した研究報告会において記録

した 444 名に匹敵する過去最

多クラスとなり、海洋が多様

な層の関心を引き付けている

ことが裏付けられた。特に 27

年度は地方創生が我が国の政

策の大きな柱となる中、地方

自治体の参加者が増加し、さ

らに大学・研究機関、賛助会

からの参加も増加した。また、

機構は研究開発成果の重要性

を、一国立研究開発法人の研

究報告会では殆ど参加してい

ない政策決定に関与するよう

な者や政治セクターに対して

も積極的にアピールした。こ

れらの取組を通じて、海洋の

重要性についてより理解が深

まり、我が国全体の海洋科学

技術の底上げにつながること

が期待される。 

 

○「JAMSTEC 研究者総覧」の運用 

・研究者・技術者から要望が強

かった、プレスリリースや組

織的な成果公開だけでなく個

人を基準に研究成果情報を発

信する環境を実現した。共同

研究、技術相談、研究企画等

研究開発活動を加速させるツ

ールであり、研究開発成果の

最大化に資する取組であると

ともに、オープンイノベーシ

創出され、注目度の高い論文が

インパクトファクターの高い学

術誌に多く掲載されている点を

指標に挙げている。しかし、こ

れらは基本的に研究開発の成果

として評価されるものである。

このために特筆すべき方策が実

施されているとは言いがたく、

本項目としてＢ評価が妥当と考

える。 

・経営管理部門は、自部門独自の

業務運営に基づく成果について

の評価を重視すべきである。経

営管理部門としての具体的、顕

著な方策が採られていないにも

かかわらず、結果的な数字のみ

を提示して評価に繋げている例

が散見された点は反省すべきで

ある。 

・学術雑誌に掲載された論文数な

どの数により活発な研究活動の

姿が浮き彫りになっている。デ

ータベースの利用頻度も好調で

ある。世界的にみて機構は地球

科学分野の研究組織として上位

ランキングを確保しているが、

規模がより小さい研究所がさら

に上位にあることもある。また、

この数年間 TOP10％及び TOP 

１％のインパクトの高い論文割

合は下がる傾向にあり、対応策

を練る必要がある。自己評価通

りでよいと考える。 

・研究者総覧を Web 上で公開した

ことは利便性の向上につながっ

ているが、連絡先などが示され

ていないことなど、改善の余地

が多分にある（現在は氏名、所
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

振興機構（JST）提供のシステム

J-STAGE でも公開し、平成 27 年度

末までに 117 編が掲載されている。

平成 24 年度からはシステムのバー

ジョンアップに対応し、可視性の高

い HTML 版も公開している。平成 24

年度アクセス数（PDF ダウンロード

数含む）は 1,564、平成 25 年度は

3,838、平成 26 年度は 5,379、平成

27年度は10,093（平成26年比187%）

である。 

 

 

 

 

 

ョンを推進する第 5 期科学技

術基本計画等の我が国の政策

にも寄与する、堅実ながら重

要な成果である。  

 

上述した４つ以外の取組も含

め、本項目全体について極めて

高品質の情報発信がなされたと

客観的に判断できる。従って本

項目の評定をＡとする。 

 

 

論文発表数は 昨年度から減

少が見られたものの、トムソ

ン・ロイター社の Web of Science

収録誌のうち Geo Science 分野

において被引用数・平均被引用

数ともに昨年度より増加してい

る。この成果は、直近の 11 年間

の平均被引用数において比較す

ると、3,000 本以上の論文を発表

している機関としては、国内第

１位である。研究成果の評価に

は、論文の総数とその平均被引

用数の両方を勘案するのが妥当

と考えられ、機構の主たる研究

分野である Geo Science 分野に

おいて、国内トップレベルの論

文発表数・平均被引用数を維持

していることは評価に値すると

考える。 

また、「研究業績データベース

（JDB）」は機構の研究者/技術者

の成果管理ツールとして活用さ

れている他、登録された論文等

の研究成果や機構内外への貢

献、各種受賞実績ならびに報道

実績や知的財産登録等を人事評

属、論文業績のみ）。Ａではなく

てＢで十分ではないか。また、

頻繁に組織改革が行われている

ので、研究者総覧も頻繁に更新

が必要。 

・「研究者総覧」の構築はむしろ遅

すぎの感がある。「社会的に注目

を集めた成果の発信」は「着実

な業務運営」の一環であると思

う。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

価指標として用いており、さら

には、前掲のとおり JAMSTEC 研

究者総覧のデータベースとして

も活用されるなど、機構におけ

る研究成果管理のインフラとし

て重要な機能を担っている。

「JAMSTEC 研究者総覧」及び「研

究業績データベース（JDB）」と

もに、機構における研究成果の

基盤ツールを着実に整備したこ

とは評価に値する。 

機構の施設・設備を用いた研

究成果について、査読付き論文

誌「JAMSTEC-R」を年 2回発刊す

るとともに即時、JAMSTEC 文章カ

タログにて公開し、情報発信・

提供を積極的に行った。 

「JAMSTEC-R」広報ポスターを

作成し、各種学会・シンポジウ

ムにおいて、積極的に広報活動

を行い、認知度の向上をはかる

とともに機構の研究開発活動に

関する理解増進に貢献した。 

J-STAGE（JST 提供）を通じて

機構の研究開発成果をインター

ネットを通じて効率的に発信し

た。平成 23 年度の公開以降、4

年連続でアクセス数を延ばし、

平成 27年度の年間アクセス数は

平成 26 年比 157％であり、成果

の情報発信効果を高められたと

考えている。 

機構の施設・設備を用いた研

究成果について、査読付き論文

誌「JAMSTEC-R」を年 2回発刊す

るとともに即時、JAMSTEC 文章カ

タログにて公開し、情報発信・

提供を積極的に行った。 



124 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

「JAMSTEC-R」広報ポスターを

作成し、各種学会・シンポジウ

ムにおいて、積極的に広報活動

を行い、認知度の向上をはかる

とともに機構の研究開発活動に

関する理解増進に貢献した。 

J-STAGE（JST 提供）を通じて

機構の研究開発成果をインター

ネットを通じて効率的に発信し

た。平成 23 年度の公開以降、4

年連続でアクセス数を延ばし、

平成 27年度の年間アクセス数は

平成 26 年比 187％であり、成果

の情報発信効果を高められたと

考えている。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４－(1) 国際連携，プロジェクトの推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

MOU（件） ― 23 26                      予算額（千円） 528,018 476,967    

共同研究契

約（件） 
― 45 46 

   決算額（千円） 
508,892 551,697    

       経常費用（千円） 1,076,187 1,015,870    

       経常利益（千円） ▲2,575 2,299    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,914,577 1,837,676    

        従事人員数 26 26    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国の海洋科

学技術の中核機

関として，国際的

な枠組みに対し

積極的に協力す

るとともに，海外

の主要な研究機

関との連携を促

進し，国際頭脳循

環の拠点として

存在感を示す。 

地球深部探査船

「ちきゅう」をは

じめとする世界

最先端の研究開

発基盤を有する

研究開発機関と

我が国の海洋科学技術の中

核機関として国際協力を推

進し，機構及び我が国の国

際的プレゼンスの向上を図

るとともに，地球規模課題

の解決に貢献するため，以

下の事項を実施する。 

 

a. 政府間海洋学委員会

（IOC）に関する我が国の取

組に貢献するとともに，国

連機関や国際科学会議

（ICSU）が主導する国際的

なプログラム，全球地球観

測システム（GEOSS）等の国

際的取組，海洋法に関する

国際連合条約（UNCLOS），気

我が国の海洋科学技術の

中核機関として国際協力を

推進し，機構及び我が国の

国際的プレゼンスの向上を

図るとともに，地球規模課

題の解決に貢献するため，

以下の事項を実施する。 

 

a. 政府間海洋学委員会

（IOC）に関する我が国の取

組に貢献するとともに，国

連機関や国際科学会議

（ICSU）が主導する国際的

なプログラム，全球地球観

測システム（GEOSS）等の国

際的取組，海洋法に関する

国際連合条約（UNCLOS），気

・世界の頭脳循環

拠点として国際

連携、プロジェク

トを推進するこ

とにより、我が国

の国際的プレゼ

ンスの向上を図

るとともに、地球

規模課題の解決

に貢献したか 

・国際頭脳循環の

拠点として、国内

外の優秀な研究

者を惹きつける

ことができる研

究環境の整備・充

実ができたか 

 

 

 

 

 

 

 

【a.】 

政府間海洋学委員会（IOC）に関

する我が国の取組への貢献として、

IOC協力推進委員会及び国内専門部

会を開催し、各専門分野における専

門家による意見交換を実施した。ま

た、第 48 回 IOC 執行理事会及び第

28 回 IOC 総会に出席し、専門的な

知見に基づき発言を行うと共に、日

本政府と各国政府の調整支援及び

Ｓ 

【Ｓ評定の理由】 

本項目について、当初計画にあ

った研究機関同士や、研究プロジ

ェクトといった枠組みを超えた、

国際的な政策への影響や、外交的

貢献を行うことにより、想定を遥

かに上回る極めて顕著な成果が得

られた。評価軸に則って鑑みるに

Ｓ評定に合致するものと考え、そ

の根拠として特に際立った取組を

以下に紹介する。 

 

○インド政府が進めるメタンハイ

ドレート掘削調査への協力 

・インド政府からも ONGC 社（イン

ド石油ガス公社）等を介してメ

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度は、国際機関、海

外研究機関等との国際的な連

携・協力を推進するとともに、

インド政府が進めるメタンハ

イドレート掘削調査（インド

掘削）の受託等、外国政府か

らの依頼に基づく国際連携プ

ロジェクトの実施、Ｇ７伊勢

志 摩 サ ミ ッ ト 首 脳 宣 言

（H28.5）における海洋観測強

化の明記に向けた専門的・実

務的見地からの国際的な議論

のリードなど、従来の研究機

関間連携とは一線を画する成

果が得られている。 



126 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

して，世界中から

優秀な研究者が

集まる国際頭脳

循環の拠点とな

るための研究環

境の整備等を進

める。また，IODP

については，我が

国における総合

的な推進機関と

して日本地球掘

削科学コンソー

シアム（J-DESC）

を通じた研究者

支援や人材育成

等をより一層活

性化させる。これ

らの取組により，

海洋科学技術の

向上や社会への

貢献を果たすと

ともに，我が国の

国際的なプレゼ

ンスを示す。 

大学や大学院等

と連携した若手

研究者の育成，女

性研究者比率を

向上させるため

の環境整備，国内

外からの優秀な

研究者等の積極

的な受入れ等を

実施し，海洋科学

技術に関連する

幅広い分野にお

いて将来の海洋

立国を担う人材

候変動に関する国際連合枠

組条約（UNFCCC），生物の多 

様性に関する条約（CBD）等

に適切に対応する。また，

海外の主要な海洋研究機関

等と研究開発協力及び交流

を引き続き進める。さらに，

今後，より一層世界に開か

れた研究機関となるため，

機構の国際化を促進する 

取組を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

候変動に関する国際連合枠

組条約（UNFCCC），生物の多

様性に関する条約（CBD）等

に適切に対応する。また，

海外の主要な海洋研究機関

等と研究開発協力及び交流

を引き続き進める。さらに，

今後，より一層世界に開か

れた研究機関となるため，

機構の国際化を促進する取

組を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報取集を行った。 

この他 IOC 西太平洋政府間地域

小委員会（WESTPAC）諮問グループ

会合に委員として出席し、事業の進

捗状況の確認や今後開催される予

定の第 10 回 WESTPAC 国際科学シン

ポジウムに関する討議を行った。平

成 25 年 1 月から職員 1 名を IOC 事

務局(仏国パリ)へ派遣しており、引

き続き IOC 事務局での業務及び関

連情報の収集を行っている。 

全球地球観測システム（GEOSS）

等の国際的取組への貢献としては、

地球観測に関する政府間会合（GEO）

ワークプランシンポジウムに出席

し、次期 10 年における地球観測・

GEOSSのあり方やGEOの実施体制に

ついて情報収集と協議を行った。

GEO 第 12 回本会合及び閣僚級会合

に出席し、情報収集したほか、文科

省及び我が国の地球観測機関とと

もに「JapanGEO」ブースへ出展参加

し、GEOSS 構築へ貢献する機構の地

球観測と観測データ公開実績を紹

介した。機構が貢献機関登録する

GEOワークプランのタスクに関する

活動を GEO 事務局に報告した。 

生物の多様性に関する条約（CBD）

への対応については、CBD における

「アクセスと利益配分」（ABS）対応

の実施方法を整備し、海外での調査

の際には ABS に関する相手国との

調整を適切に行った。 

我が国の国際的な取組への貢献

として、日豪二国間科学技術協力協

定に基づき、平成 27 年 8 月にオー

ストラリア・シドニーにおいて第

15 回日豪科学技術合同委員会が開

タンハイドレート掘削調査を受

託した。これは研究機関である

機構が、外国政府から直接要請

を受けた際立った成果であると

いえる。また、新興国・開発途

上国への科学技術協力は、単な

る資源掘削による外部資金の獲

得に留まらず、二国間関係強化、

ひいては我が国の国際プレゼン

スを高めることに繋がり、科学

技術外交に多大なる貢献ができ

たといえる。さらに、本成果は

海外の研究機関からの依頼では

なく、政府の依頼を研究機関で

ある機構が受託したという意味

において、他の国立研究開発法

人でも類を見ない、今まで機構

で行ってきた国際連携、プロジ

ェクトとは一線を画す極めて重

要な意義をもつ成果であった。

なお、受託額は約 5,858 百万円

であり、機構の平成 27 年度当初

予算（運営費交付金）の 2 割弱

にのぼる規模であった。  

 

○ミクロネシア連邦政府からの依

頼に基づく協力 

・当初計画にはなかったが、ミク

ロネシア連邦政府から大陸棚延

長に関する科学的根拠を補填す

る調査依頼を受託した。ミクロ

ネシアが抱える課題の解決に海

洋科学技術の面から協力し、科

学技術外交を飛躍的に進めた。

なお本調査は豪州地球科学研究

所（GA）からの紹介がきっかけ

であり、機構と各国機関との良

好な関係が目に見える形で結実

・特に、インド掘削では、国内

関係機関との連携や体制の構

築からインド ONGC 社との全体

計画実施調整まで、機構がプ

ロジェクト全体を通して主た

る役割を担ったことは、特筆

すべき成果といえる。 

・このように機構及び我が国の

国際的プレゼンスは向上した

といえるが、一方で、機構が

国際頭脳循環の優れた拠点と

しての成果を創出したといえ

るためには、国内外の優秀な

研究者を惹きつける魅力ある

研究環境の整備や多様な人材

交流を一層進めていく必要が

ある。 

・以上、これらの取組及び成果

等を、中期目標や平成 27 年度

計画に照らし総合的に勘案す

ると、「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期

待が認められ、Ａ評価に値す

るといえる。 

 

＜今後の課題＞ 

・機構が、国際的な頭脳循環拠

点として、国内外の優秀な研

究者を惹きつけ、国際的な人

材交流のハブ機関となり得る

よう、更なる組織の国際化や

国際連携を進めていくことが

求められる。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・高い自己評価の根拠として、
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

の育成を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

催され、機構からは研究者 2名が参

加し、海洋観測及び海洋生態系研究

における協力の現状及び今後の展

望について紹介した。また、日伯二

国間科学技術協力協定に基づき、平

成27年11月に東京において第4回

日伯科学技術合同委員会が開催さ

れ、機構からは研究者 1 名が参加

し、海洋科学分野におけるこれまで

の協力、特に 2013 年の共同調査航

海の研究成果やブラジルとの新た

な協力（協定締結等）について紹介

した。 

海外の主要な海洋研究機関等と

の研究開発協力及び交流の推進と

して、世界の主要海洋研究機関のフ

ォーラムである全球海洋観測パー

トナーシップ（POGO）の第 17 回年

次総会が平成 28 年 1 月に横浜市み

なとみらい地区にて開催され、機構

はローカルホストとして本会合を

含む一連のイベントのロジ支援を

行った。また、機構から複数名の研

究者が同総会及び関連会議に参加

し、海洋観測等に関する機構の活動

を報告した他、情報交換を行った。 

海外研究機関との協力のため、機

関間協力覚書（MOU）等の締結を行

った。平成 27 年度は、ミャンマー

科学技術省（MoST）との地球科学分

野に関する協力意図表明文書（DOI）

の締結、MoST 傘下の地球科学研究

所との連携表明を含め、新たに 8件

（合計:26 件、24 機関 2コンソーシ

アム）の MOU、2 件の意図表明文書

（合計：4件）を締結（新規・更新

含む）し、8件（合計:46 件、38 機

関）の共同研究契約を締結した。（※

した非常に特筆すべき成果であ

る。また、本成果についても、

研究機関同士の連携ではない、

ミクロネシア連邦政府からの直

接の受託という関係性におい

て、他の国際連携、プロジェク

トとは一線を画す極めて重要な

意義をもつ成果である。  

 

○ハイレベルな国際会議における

海洋観測強化のコミットメント 

・ 平成 27 年 6 月に開かれたエル

マウ・サミット（ドイツ）及び

これを受けた 10 月の G7 科学大

臣会合（ドイツ・ベルリン）に

おいても、海洋の未来が議題と

なった。その後、平成 28 年度の

G7 茨城・つくば科学技術大臣会

合においても「海洋の未来」を

メインアジェンダとすべく、内

閣府、文部科学省を含め国際的

な交渉を進めてきた。その過程

において、白山理事や河野理事

補佐が高級実務者会合に出席

（H28.4.4）し、白山理事が日本

のエキスパートを代表して講演

を実施するなど積極的な提案を

行った結果、H28 年 5 月に開催

された G7 茨城・つくば科学技術

大臣会合において「海洋の未来」

がメインアジェンダに設定され

ることに機構は大きく貢献し

た。 

・また、アジェンダ「海洋の未来」

が取り扱うべき内容として、海

洋を取り巻く脅威が顕在化して

いることを受け、科学技術的根

拠に基づく海洋の管理の必要性

例えばインド政府が進めるメ

タンハイドレート掘削調査へ

の協力等が顕著な成果の創出

につながったことが挙げられ

ており、これは確かに他に類

を見ない顕著な貢献であると

考えらえる。しかし、他項目

に類似の評価根拠が挙げら

れ、成果を重複して記載して

いる感が否めない。本項目に

おいて国際連携、国際頭脳循

環の拠点として特に顕著な成

果を創出したと評価するに

は、重要な調査を受託したこ

とに加え、この調査によって

人材育成をはじめとする国際

拠点の実態がこれまでになく

高いレベルで確立された時と

することが適切ではないか。 

・国際プロジェクトに積極的に

関わり、大きく貢献している

ことが示された。また、イン

ド政府が進めるメタンハイド

レート掘削調査への協力など

機構の技術と組織力が国際的

に高く評価されていることが

明らかである。ただし、評価

軸にある「世界の頭脳循環拠

点として機能しているか」に

ついてやや疑問が残る。組織

の国際化が進まないと真の国

際ハブまでの成長が困難であ

ると考える。研究組織として

さらにレベル向上を実現する

ために、世界的な頭脳循環拠

点を形成することが必須であ

ると考える。自己評価がＳで

あるが、総合的に判断すると
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 
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b. IODP における主要な

実施機関として，「ちきゅ

う」を運用する他，乗船研

究者に対する船上での科学

的・技術的な支援，「ちきゅ

う」により取得されるデー

タ等の円滑な提供を実施す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. IODP における主要な

実施機関として，「ちきゅ

う」を運用する他，乗船研

究者に対する船上での科学

的・技術的な支援，「ちきゅ

う」により取得されるデー

タ等の円滑な提供を実施す

平成 28 年 3 月 31 日時点）在京大使

館を含む海外機関からの来訪は 23

件に対応した。 

米国 NOAA/OAR と MOU に基づく定

期協議を実施し、海洋観測・北極研

究・海洋酸性化研究・海洋探査技術

に関する双方の研究紹介及び情報

共有を行い、また MOU 更新について

議論した。 

機構の国際化を促進する取組と

して、MOU に基づく人材交流のため

米国 NOAA/OAR、仏国立海洋開発研

究所(IFREMER)に機構職員を各 1 名

派遣した。さらに、IFREMER からは、

客員研究員１名を受け入れている。 

ミクロネシア連邦政府から大陸

棚延長に関する科学的根拠を補填

する調査依頼を受託した。ミクロネ

シアが抱える課題の解決に海洋科

学技術の面から協力し、科学技術外

交を飛躍的に進めた。なお本調査は

豪州地球科学研究所（GA）からの紹

介がきっかけであり、機構と各国機

関との良好な関係が目に見える形

で結実した非常に特筆すべき成果

である。インド政府からも ONGC 社

（インド石油ガス公社）等を介して

メタンハイドレート掘削調査を受

託した。 

 

【b.】 

IODP の推進として、平成 28 年 3

月に第 4 回「ちきゅう IODP 運用委

員会（Chikyu IODP Board/CIB）」会

議を開催し、平成 28 年度の室戸沖

限界生命圏掘削調査（T-Limit）実

施、今後の南海掘削計画及び今後の

ライザー掘削プロジェクトの進め

に関する議論を国内でリードし

た。この結果が「つくばコミュ

ニケ（共同宣言）」に反映される

など機構はそのとりまとめに大

きく貢献するとともに、G7 伊勢

志摩サミット首脳宣言において

も国際的海洋観測の強化が明記

された。2000 年以降に開催され

た首脳会議において「国際的な

海洋観測の強化」が明記された

のは初めてであり、海洋観測の

重要性がコミットされるという

目覚ましい成果に結実した。  

 

上述した３つ以外の取組も含

め、研究機関である機構が、海外

の研究機関ではなく政府のカウン

ターパートとして業務を受託する

という関係性、 G7 科学技術大臣

会合への貢献など、これまでの国

際連携やプロジェクトの推進とは

一線を画す、他の国立研究開発法

人でも類を見ない成果である。ま

た、これにより平成 27 年度運営費

交付金の 2 割弱にものぼる外部資

金も獲得することに成功した。従

って、項目全体として想定を遥か

に上回る極めて顕著な成果の創出

が認められ、これらの成果が他の

法人の模範になり得ると認められ

るため、本項目の評定をＳとする。 

 

 

国連機関・国際条約への対応、

及び海外研究機関との連携等につ

いて、GEO に登録する地球観測並

びにデータ公開の実績を GEO 事務

局へ報告した。また、会議場でこ

Ａが妥当であると考える。 

・国際連携という観点から資金

獲得の面だけではなく、期待

を超える成果を上げた。自己

評価では資金獲得もＳ評価の

理由として大きく取り上げら

れているが、これは外部資金

の項目で別途評価すべきであ

る。 

・国際協力活動を積極的に推進

している点は評価できるが、

Ｓ評価の理由に挙げた「イン

ド掘削」は他項目でも多用さ

れている。ミクロネシア連邦

政府への協力、国際会議での

海洋観測は「着実な業務運営」

のように見える。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

る。また，高知大学と連携・

協力し，掘削コア試料の保

管・管理・提供等を実施す

る。さらに，我が国におけ

る IODP の総合的な推進機

関として，IODP の研究活動

を主導し，日本 

地球掘削科学コンソーシア

ム（J-DESC）を通じて国内

の研究者に対して IODP へ

の参画に向けた支援等を行

い，掘削科学に関わる研究

者コミュニティを牽引する

役割を果たす。加えて，「ち

きゅう」を用いた科学掘削

プロジェクトの進展を図る

ため，「ちきゅう」の国際的

な認知度の向上及びプロジ

ェクトへの参加国の増加に

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。高知大学との連携・協

力により高知コアセンター

を適切に管理運営するとと

もに，「ちきゅう」等によっ

て得られた IODP 掘削コア

試料を保管管理し，研究者

への試料提供を含めた試料

活用支援を行う。また，微

生物用凍結掘削コア試料の

保管管理及び活用に関する

研究開発を実施する。さら

に，我が国における IODP

の総合的な推進機関とし

て，IODP の研究活動を主導

し，日本地球掘削科学コン

ソーシアム（J-DESC）を通

じて国内の研究者に対して

IODP への参画に向けた支

援等を行い，掘削科学に関

わる研究者コミュニティを

牽引する役割を果たす。加

えて，「ちきゅう」を用いた

科学掘削プロジェクトの進

展を図るため，「ちきゅう」

の国際的な認知度の向上及

びプロジェクトへの参加国

の増加に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方に関する提言を受けた。 CIB の

専門部会である PCT （ Project 

Coordination Team)会議を、室戸沖

掘削（平成 27 年 10 月実施）と、南

海掘削（平成 27 年 12 月実施）に関

して開催し、今後の掘削オペレーシ

ョンの進め方のとりまとめを行っ

た。また、平成 27 年 6 月に、平成

25 年度に行った第 348 次研究航海

（南海掘削）のセカンドポストクル

ーズ会議を開催した。航海後の研究

の進捗状況の発表がなされ、それを

受け今後の研究の進め方、取りまと

め方などが議論された。 平成 27 年

12 月のアメリカ地球物理学連合大

会（AGU）で、欧米、陸上掘削プロ

グラムと協力し IODP Town Hall 

meeting を開催した。350 名程度の

参加者が集まり、盛況に開催され

た。 

将来のマントル掘削に向けた技

術開発（新素材ライザー管、掘削パ

イプ、ビット開発など）を進めた。 

研究者への資料提供支援として、

「ちきゅう」で得られたデジタルデ

ータ（各種船上分析・計測データ、

検層データ）について IODP のデー

タ公開方針に則り、IODP の研究航

海を開始した 2007 年より機構サー

バー上で Web 公開している。 

J-DESC を通じた国内研究者の

IODP 参画支援として、IPDP6 航海に

国内乗船研究者をのべ 20 名派遣し

た。また、J-DESC と連携の下、掘

削提案評価のための国際パネル

(Science Evaluation Panel: SEP)

委員等をのべ 21 名派遣した。さら

に、地球掘削科学推進委員会の助言

れらの貢献を展示紹介し、我が国

が推進する GEOSS 構築及び地球観

測を通じた国際協力の一端を担う

ことを積極的にアピールすること

により、機構及び我が国の国際的

プレゼンスが向上した。  

政府間海洋学委員会（IOC)国内

協力推進委員会に関する支援、IOC

執行理事会・総会における発言・

日本政府と各国政府の調整支援、

WESTPAC 諮問グループ委員として

の助言等を通じ、IOC に関する我

が国の取組に多大な貢献をした。 

CBD における ABS 関連の体制構

築や取組を適切に行い、海洋調査

に伴う ABS 対応に関し、国内にお

いて主導的な役割を果たした。 

全球海洋観測パートナーシップ

（POGO）の第 17 回年次総会の日本

開催のローカルホストを務め、

POGO 加盟国のアジア代表として

プレゼンスを示した。  

ミャンマー科学技術省（MoST）

との協力意図表明文書（DOI）の締

結等、共同研究の新規締結および

更新を継続的に実施したほか、来

訪対応に適切に対応し、国際的な

研究活動に貢献した。 

「ちきゅう」を安全に運用し、

科学技術に関する継続的な支援を

行った。科学掘削航海の支援では、

科学成果のとりまとめ（レポート

作成）や論文化への協力を行って

いる。  

AGU Town Hall Meeting におい

ては、昨年度に引き続き IODP 及び

ICDP 等の関係機関と共催するこ

とにより、掘削科学の国際コミュ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 気候，物質循環及び生

物多様性の変化・変動につ

いて人間活動の影響も含め

て包括的に理解するため，

分野・領域を超えた視点か

ら研究や国際協働を行い，

情報発信を通して地球規模

課題の解決に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 気候，物質循環及び生

物多様性の変化・変動につ

いて人間活動の影響も含め

て包括的に理解するため，

分野・領域を超えた視点か

ら研究や国際協働を行い，

情報発信を通して地球規模

課題の解決に貢献する。具

体的には，先端海洋科学技

術の視点から地球環境問題

等に貢献するために，広範

な関係者と議論する「海洋

大気環境フォーラム」を年

間数回程度開催し，相互啓

発を図るとともに，ICSU と

連携してアジア縁辺海や西

太平洋の持続可能性に向け

た国際共同研究立案に貢献

する。 

 

 

を受け、終了した航海の代表機関に

対し 10 件の乗船後研究委託を実施

し、IODP 航海における研究活動の

推進を行った。 

この他、高知大学、J-DESC と協

力し、コアスクールを高知にて実施

し、若手研究者・技術者の育成に貢

献した。J-DESC と協力し、はじめ

て IODP 航海に参加する研究者向け

に講習会を実施した（５回）。微生

物用凍結掘削コア試料について名

古屋議定書との関連を調査し、国立

遺伝研究所主催のワークショップ

で「ちきゅう」における取組を発表

した。 

 

【c.】 

アジアの縁辺海とその沿岸域に

ついて、国際科学会議（ICSU）が主

導する Future Earth の視点に呼応

し て 立 案 し た Sustainability 

Initiative in the  Marginal Seas 

of South and East Asia（SIMSEA）

プログラムを推進するため、平成

27年 10月にケソン市にあるフィリ

ピン大学海洋科学研究所で開催さ

れた第 3 回 SIMSEA SSC（科学助言

委員会）に出席するとともに、フィ

リピン大学が招聘した 11th APRU 

Research  Symposium on 

Multi-Hazards around the Pacific 

Rimにおいて気候変動に起因する災

害について基調講演を行った。 

平成 28 年 2 月には国内において

SIMSEA Japan支援ワークショップ

を開催し、アジアの研究者や NGO 関

係者らとの連携を強化した。このワ

ークショップは日本海洋政策学会

ニティにおける日本のプレゼンス

を示し、JAMSTEC/CDEX の取組につ

いて広く理解を得ることが出来

た。  

「ちきゅう」で得られたデータ

（コア試料、デジタルデータ）は、

国際的に、更に研究のみならず教

育、一般に広く利用されている。

このようなデータ公開は、1968 年

に 始 ま っ た DSDP （ Deep Sea 

Drilling Project）から行われて

おり、オープンデータの先駆けと

いえるものである。IODP 航海終了

後 1 年間のモラトリアム期間以降

は、登録不要で世界中の誰でもア

クセス、ダウンロードできるため、

幅広く利用されており、成果の再

利用による新たな発見や研究の創

出、次世代の育成など世界規模で

の研究の促進、人材の育成に貢献

するものである。今後も IODP とし

てオープンサイエンスを更に推進

していく。 

SIMSEA 国際計画を主導する

SIMSEA SSC（科学助言委員会）メ

ンバーとして活躍するとともに、

SIMSEA ワークショップの開催を

通じて、分野や領域を超えた学際

的、超学際的な新しい視点から日

本及び海外の研究者とアジア縁辺

海や西太平洋の持続可能性な利活

用の実現に向けた議論を行った。

Future Earth に関する日本の取

組に海洋科学の面から貢献した。 

IPBES での発言を通じて、海の

生物多様性保全に関する国際的な

取組を推進した。  
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

との共同開催である。また同年 3月

にフィリピン大学海洋科学研究所

で開催された第 4回 SIMSEA SSC（科

学助言委員会）では平成 28 年 9 月

に予定するアジア太平洋地域シン

ポの企画やアジア太平洋諸国への

国内委員会導入策などについて話

し合った。 

生物多様性及び生態系サービス

に関する政府間科学-政策プラット

フォーム（IPBES）第４回総会（平

成 28 年 2 月）に学際的専門家パネ

ルとして白山理事が参画した。

IPBES のレポート作成に貢献した。 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４－(2) 人材育成と資質の向上 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第五号 海洋科学技術に関する研究者及び技術者を養成し，及びその資質の向上

を図ること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

講 師 派 遣

（件） 
― 178 120 

                     予算額（千円） 
60,460 37,935    

出 前 授 業

（件） 
― 21 30 

   決算額（千円） 
47,291 30,448    

研究生受入

（人） 
― 140 135 

   経常費用（千円） 
56,161 28,795    

インターン

シップ生受

入（人） 

― 25 39 

   経常利益（千円） 

▲1,653 1,417    

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
28,385 ▲10,689    

        従事人員数 34 14    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国の海洋科

学技術の中核機

関として，国際的

な枠組みに対し

積極的に協力す

るとともに，海外

の主要な研究機

関との連携を促

進し，国際頭脳循

環の拠点として

存在感を示す。 

地球深部探査船

海洋立国の実現を支える人

材を育成するため，研究者

等の養成及び資質の向上に

関する取組を実施するとと

もに，国内外から研究者等

を受け入れる。また，海洋

科学技術分野を担う女性研

究者の育成を意識した取組

を推進する。これらの取組

により，我が国の海洋科学

技術水準の向上や発展に貢

献するため，以下の事項を

海洋立国の実現を支える

人材を育成するため，研究

者等の養成及び資質の向上

に関する取組を実施すると

ともに，国内外から研究者

等を受け入れる。また，海

洋科学技術分野を担う女性

研究者の育成を意識した取

組を推進する。これらの取

組により，我が国の海洋科

学技術水準の向上や発展に

貢献するため，以下の事項

・我が国の海洋科

学技術水準の向

上や発展に貢献

するため、研究者

等の人材育成と

その資質の向上

に関する取組が

推進されたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

科学技術振興機構（JST）の人

材育成事業「日本・アジア青少

年サイエンス交流事業」では左

記のような実績をあげるととも

に、日本学術振興会（JSPS）に

よる人材育成事業については平

成 26年度と同等の水準を維持し

た。（平成 26 年度実績：9件、平

成 27 年度実績：9 件）両機関の

人材育成事業を通じて、人材の

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・アジア諸国との若手研究者交流

や、国際ポストドクトラル研究

員制度の運用など、外国人も含

めた若手研究人材の育成に取り

組むとともに、海洋科学技術分

野の女性研究者の育成を意図し

たイベント「海への招待状 for 

Girls」を開催するなど、着実な

業務運営がなされている。 

・一方、これら人材育成と資質の
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

「ちきゅう」をは

じめとする世界

最先端の研究開

発基盤を有する

研究開発機関と

して，世界中から

優秀な研究者が

集まる国際頭脳

循環の拠点とな

るための研究環

境の整備等を進

める。また，IODP

については，我が

国における総合

的な推進機関と

して日本地球掘

削科学コンソー

シアム（J-DESC）

を通じた研究者

支援や人材育成

等をより一層活

性化させる。これ

らの取組により，

海洋科学技術の

向上や社会への

貢献を果たすと

ともに，我が国の

国際的なプレゼ

ンスを示す。 

大学や大学院等

と連携した若手

研究者の育成，女

性研究者比率を

向上させるため

の環境整備，国内

外からの優秀な

研究者等の積極

的な受入れ等を

実施する。 

 

a. 将来の海洋科学技術を

担う人材を育成するための

教育研修プログラムを実施

する。その際，国等が推進

する人材育成事業等も活用

し，効率的かつ効果的に実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を実施する。 

 

a. 将来の海洋科学技術を

担う人材を育成するための

教育研修プログラムを実施

する。その際，国等が推進

する人材育成事業等も活用

し，効率的かつ効果的に実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【a.】 

科学技術振興機構（JST）の「日

本・アジア青少年サイエンス交流事

業（さくらサイエンスプラン）」に

おいて、インドネシアから 11 名、

ミャンマーから 10 名の若手研究者

を招聘し、研究技術交流を行った。

また、同事業の高校生特別コースで

は 338 名のアジア諸国の高校生を

受け入れ、海洋・地球に係る最新の

研究成果や施設設備の見学を通じ

て次世代の人材育成に貢献した。さ

らに、日本学術振興会（JSPS）を活

用し国内外の研究者の受入れを実

施し、人材育成を推進した。 

世界の頭脳循環拠点に向け、平成

26 年度から国際ポストドクトラル

研究員制度を設けており、海洋・地

球科学研究分野の博士号をもつ優

れ た 若 手 研 究 者 を 、 Nature 、

Science、IEEE や大学等研究機関な

ど 150 以上の媒体を用いて募集し

ている。平成 27 年度は 5 名の募集

に対し、30 カ国 79 名からの応募が

あった。この国際ポストドクトラル

研究員制度に基づき、若手研究者の

研究課題を発展させ、研究者として

更なる飛躍を遂げてもらうことを

目的に研究・生活の両面から各種サ

ポートを実施した。 

また、子供達の海洋に対する夢や

憧れ、海洋科学技術への興味を喚起

することを目的として、全国の小学

生を対象とした全国児童「ハガキに

かこう海洋の夢コンテスト」を実施

しており、22,660点（前年度：22,780

点）の応募があった。このイベント

育成や交流に着実に貢献するこ

とが出来た。若手研究者や大学

院生を含めた外部からの人材の

受入れについては、昨年度と同

等の水準を維持し、人材の育成

や交流に大きく貢献している。

（昨年度実績：研究生 140 名、

外来研究員等 68 名） 

また、拠点のある地域の近隣

小学校を対象としたイベントで

は人材育成のみならず、地域間

交流にも貢献した。 

 

向上に向けた取組の効果は、現

状では必ずしも明らかとなって

いないため、今後は、その効果

を測る指標をも整備しつつ、取

組を進めていくことが求められ

ている。 

・また、機構内における若手研究

者や女性研究者の活躍促進は重

要な課題であるが、取組として

明示されていない。これらの取

組は第 5 期科学技術基本計画に

おいても重要な課題であり、機

構においても、例えば任期制か

ら定年制への移行などの取組も

していることから、そうした点

も評価して良いのではないかと

考える。 

 

＜今後の課題＞ 

・人材育成と資質の向上の問題は、

海洋に関連する諸機関、諸団体

と連携して中長期的に取り組む

べき重要な課題であり、機構単

独で考えても重要。本件は特に

経営管理部門として重視し、ロ

ードマップ等を整備し中長期的

に確実に前進する方策を講じる

べきと考える。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・組織の将来を握っている重要な

課題であるが、あまり力が入っ

ていないように見受けられる。

去年と同程度の PD を受け入れ

た実績(９件)があるが、研究者

としてどのように養成するの

か、どのような行き先があるの
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

実施し，海洋科学

技術に関連する

幅広い分野にお

いて将来の海洋

立国を担う人材

の育成を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 大学等の関係機関との

間で締結している包括連携

協定等も活用し，若手 

研究者や大学院生を国内外

から受け入れるとともに，

機構の研究開発活動 

への参加を通じて海洋科学

技術に係わる人材を育成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 大学等の関係機関との

間で締結している包括連携

協定等も活用し，若手研究

者や大学院生を国内外から

受け入れるとともに，機構

の研究開発活動への参加を

通じて海洋科学技術に係わ

る人材を育成する。 

 

 

 

 

は最優秀賞受賞者に機構船舶の体

験乗船も実施されており、将来の海

洋科学技術を担う人材の育成にも

貢献できた。さらに、機構の拠点が

所在する青森県（むつ研）・沖縄県

（GODAC）の小学生を対象に海を通

じた交流イベントを実施し、小学生

への海洋科学技術の理解増進のみ

ならず、未来の海洋科学技術を担う

人材への誘引を視野に入れた活動

を行った。 

平成 27 年度より、プレス発表の

キッズ向け解説「知ろう！記者に発

表した最新研究」について、高校生

以上を対象とした「話題の研究 謎

解き解説」としてリニューアルし

た。将来の進路選択を考える時期の

高校生をターゲットとして、最新の

海洋科学技術をより平易な言葉や

図表でわかりやすく解説すること

で効果的に人材育成に貢献できる

構成とした。 

 

【b.】 

国内外からの若手研究者や大学

院生について、研究生 135 名（うち、

33 名の連携大学院による受入れを

含む）、外来研究員等 92 名を受け

入れた。連携大学院を通じた教員派

遣数は客員教授 35 名、客員准教授

13 名等、合計で 73 名（18 大学）と

なっている。また、当機構が外部か

ら委嘱されている数は、大学教員等

114 名、講演会等講師 263 名、研究

員等 49 名であり、人材育成に広く

携わっている。 

海洋科学技術分野を担う女性研

究者の育成を意識した取組として、

かなどについての説明がない。

また、海外からの PD の獲得へ向

けてより積極的に取り組むべき

であると考える。去年・一昨年

と同程度の実績ということを考

慮するとＢ評価が妥当であろ

う。 

・５年程度のやや長期的に見ると、

研究船の運航日数が年々落ち込

んでいて、海洋科学の推進や学

生等の人材育成を懸念する声が

学術界から聞こえることは、機

構も認識していると思う。外部

資金も活用して、運航日数を確

保するなどの努力も認められる

が、何らかの別の財政支援の枠

組み（文科省の大学院教育支援

等）の活用等、一層の努力を求

めたい。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

男女共同参画推進イベント「海への

招待状 for Girls」を初めて開催し

た。理系の進路や就職を考えている

女子中高生を主な対象とし、機構の

女性職員（研究者、技術者等）が携

わる海洋・地球科学技術に係る仕事

や研究成果を紹介する講演を実施

するとともに、女性職員との座談会

を行い、研究環境、職場環境の解説

や進路への助言を聞く機会を提供

することで、海洋・地球科学技術に

係る分野をはじめとする理工学分

野への進学を支援し、更に当機構に

対する理解を深めるイベントとし

た。イベントには 24 名が参加した。 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(1) 共同研究及び機関連携による研究協力 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

共 同 研 究

（件） 
― 93 114 

                  予算額（千円） 
145,752 の内数 145,520 の内数    

機関間連携

協定（件） 
― 18 22 

   決算額（千円） 
145,300 の内数 204,815 の内数    

       経常費用（千円） 159,462 の内数 204,933 の内数    

       経常利益（千円） ▲2,048 の内数 5,467 の内数    

       行政サービス実

施コスト（千円） 
168,047 の内数 102,339 の内数    

        従事人員数 48 の内数 27 の内数    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊

かなものとし，ま

た，社会課題の解

決に対して新し

いソリューショ

ンを提供するた

め，研究開発によ

るイノベーショ

ンの創出，社会へ

の成果還元を図

る。そのため，国

内外の大学，企

業，研究機関等と

の連携・協力を戦

略的に促進する

とともに，研究開

国内外の大学，企業，研究

機関等と共同研究及び機関

連携等の適切な協力関係を

構築する。 

国内外の大学，企業，研

究機関等と共同研究及び機

関連携等の適切な協力関係

を構築する。 

・共同研究及び機

関連携による研

究協力関係が構

築されたか 

国内機関との共同研究は合計114

件、うち新規課題は 28 件実施し、

契約相手方はのべ 138 機関、機関間

協定は 22 件となった。海外機関と

の共同研究は 46 件、機関間協定は

26 件となった。 

機関間協定の特筆事項としては、

北海道大学、八戸工業大学、京都大

学、神奈川県立海洋科学高等学校、

水産総合研究センター（現：水産研

究・教育機構）との新たな連携協定

締結が挙げられ、既存の共同研究の

みならず教育連携や共同航海の実

施、ワークショップの開催、合同シ

ンポジウムの検討、共同プロジェク

トの発足など、組織的な連携を促進

Ｂ 

 

共同研究契約の見直しにより、

増大する共同研究契約を遅滞なく

処理するとともに、知財や実用化

の可能性がある共同研究は検討や

契約の段階から知財担当が連携

し、研究成果の権利化・実用化ま

で一連したサポート体制を整備し

た。 

また、機関間連携においては、

新たに 5 機関との間で包括的な連

携協定を締結し、大学との間では

各地方・各分野における多様な連

携を進め、高校との間では実習船

を活用した連携・人材育成を推進

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・新たに５機関との間で包括的

な連携協定を締結し、共同研

究の実施のみならず、教育連

携や共同航海の実施、ワーク

ショップの開催、共同プロジ

ェクトの発足など、組織的な

研究協力関係の構築が進んで

おり、「研究開発成果の最大

化」に向けた着実な業務運営

がなされている。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

発成果の権利化

をはじめとした

適切な管理を行

い，実用化及び事

業化に向けた取

組を推進する。 

研究開発による

研究成果の社会

還元を進めるた

めに，国等が主体

的に推進するプ

ロジェクトに対

応するための研

究開発を積極的

に行う。 

海洋科学技術に

関する研究開発

について，自らの

研究資源を投入

して行うと同時

に，積極的に競争

的資金等の外部

資金を獲得し，研

究資金を有効に

活用する。 

 

することが出来た。 

さらに、横浜市政策局を事務局と

する「海洋都市横浜うみ協議会」、

静岡市の「海洋産業クラスター協議

会」に参画し、自治体との連携を促

進した。 

地震・津波観測監視システム

（DONET）について、「独立行政法人

改革等に関する基本的な方針」（平

成 25 年 12 月 24 日閣議決定）に基

づき、その構築が完了したことから

平成 28 年 4 月に防災科学技術研究

所へ移管した。これに先立って、「国

立研究開発法人防災科学技術研究

所と国立研究開発法人海洋研究開

発機構との防災・減災分野における

連携研究協定」を締結し、同研究所

との連携を更に深化させた。 

2016 年 1 月に理化学研究所の声

掛けの下、国立研究開発法人の研究

開発や人材の交流・育成、法人運営

面での密接な協力を目指す国立研

究開発法人協議会（全 27 法人が加

盟）が発足した。協議会には法人間

連携を促進する「連携協力分科会」

と、人事制度や予算執行をはじめと

する法人運営上の課題解決を目的

とした「運営課題分科会」（26 法人

加盟）が合わせて設置され、運営課

題分科会長に当機構の平理事長が

選任された 

 

した。さらに、連携機関と協議会

を通じた経営層間の交流を行うと

ともに、個別に技術交流会・意見

交換会を開催し、研究者/技術者に

よる直接交流を推進するなど、緊

密な協力関係を維持した。 

地方自治体との連携では、これ

を足掛かりとして地域イノベーシ

ョンの創出や地域産業への波及に

も貢献していくことが期待されて

おり、地方創生の面から評価した。 

DONET の移管により、防災科研に

は新たな海底地震・津波観測網の

技術・知見を獲得し防災機能の強

化がはかられるメリットがあり、

機構には管理運営の省力化や、防

災科研との連携促進による防災・

減災分野のシナジー効果が期待さ

れる。  

国立研究開発法人協議会の下、

運営課題分科会の分科会長を務め

ることになったが、今後国立研究

開発法人をリードし制度的隘路の

改正に多大な貢献を行い、国の研

究開発成果の最大化を促進する上

で非常に大きな貢献であると評価

する。 

 

 

 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・医療分野への発展や鉱山会社

との連携が期待されるが、産

学連携によるイノベーション

らしい活動に関する報告は見

当たらない。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(2) 研究開発成果の権利化及び適切な管理 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ② 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

保有知的財

産（件） 
― 186 189 

                  予算額（千円） 
104,849 の内数 91,415 の内数    

特許出願数

（件） 
― 46 33 

   決算額（千円） 
103,572 の内数 105,385 の内数    

       経常費用（千円） 71,107 の内数 879,915 の内数    

       経常利益（千円） ▲2,427 の内数 1,292 の内数    

       行政サービス実

施コスト（千円） 
80,026 の内数 31,003 の内数    

        従事人員数 30 の内数 16 の内数    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊

かなものとし，ま

た，社会課題の解

決に対して新し

いソリューショ

ンを提供するた

め，研究開発によ

るイノベーショ

ンの創出，社会へ

の成果還元を図

る。そのため，国

内外の大学，企

業，研究機関等と

の連携・協力を戦

略的に促進する

とともに，研究開

研究開発から獲得される新

しい知識を社会に還元する

ことを目的に，特許等を知

的財産権として保護し，質

の向上に努めつつ，適切に

管理する。 

研究開発から獲得される

新しい知識を社会に還元す

ることを目的に，特許等を

知的財産権として保護し，

質の向上に努めつつ，適切

に管理する。 

 

 

・知的財産権の取

得・管理・活用な

ど研究開発成果

の適切な管理が

行われたか 

 

 

 

研究開発成果の新たな知見を社

会に還元することを目的として、特

許等の知的財産権を保護し、適切に

管理した。保有知的財産は、特許権

155 件（国内 110、外国 45）、特許

出願中 138 件（国内 54、外国 84）、

意匠 4 件（国内 2、外国 2）、商標

17 件、プログラム著作権 13 件であ

る。 

平成 27 年度は 33 件（国内 15、

外国 18）の特許出願を行い、21 件

の特許権を取得した。また、社会ニ

ーズ等を踏まえて実用化の見込み

が低くなったと考えられる特許権

等 34 件を放棄した。 

研究者・技術者からの意見を参考

Ｂ 

 

知的財産権（主に特許）の確保

に関し「量から質への転換」を図

るため、出願に係る評価表を一新

した。総合評価ガイドラインを作

り、発明評価の指標をランクごと

に（A～D）まとめ、技術面（優位

性・特許性）、市場活用性（技術移

転と規模・実施可能性）及び研究

面（研究の発展性）の 3 分野 5 項

目に分類して評価を行っている。

その結果を踏まえて、出願するか

明確に総評をしている。 

特許維持年金については、特許

庁に対して軽減申請を直接行い、

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・知的財産戦略の「量から質へ

の転換」を行い、各段階での

実用化の状況を踏まえた出

願・維持要否基準の見直し、

実用化の見込みが低くなった

特許権の放棄など、知的財産

の管理効率化を進めており、

研究開発成果の適切な管理に

向けて着実な業務運営がなさ

れている。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

発成果の権利化

をはじめとした

適切な管理を行

い，実用化及び事

業化に向けた取

組を推進する。 

研究開発による

研究成果の社会

還元を進めるた

めに，国等が主体

的に推進するプ

ロジェクトに対

応するための研

究開発を積極的

に行う。 

海洋科学技術に

関する研究開発

について，自らの

研究資源を投入

して行うと同時

に，積極的に競争

的資金等の外部

資金を獲得し，研

究資金を有効に

活用する。 

 

 

に、知的財産権の出願・管理に係る

知的財産戦略の「量から質への転

換」を行い、国際出願、各国移行、

審査請求、年金支払いなどの各段階

で実用化の状況を踏まえて出願・維

持要否基準を見直し、関連諸規程の

改正を行った。更に、特許維持年金

の軽減の為、特許庁に対して軽減申

請を行っている。 

平成27年度の知財収入は18,972

千円であった。画像映像等について

は、平成 27 年度は 500 件の利用申

請があった。特に、深海生物画像の

ニーズは平成 27 年度も図鑑やテレ

ビ番組への安定したニーズがあり、

また昨今の教育教材のデジタル化

に伴って、電子教材やデジタル教科

書、また図鑑の付録としての DVD で

の利用などへの利用が見受けられ

た。 

 

年金の軽減を図った。また、研究

者・技術者にヒアリングを実施し、

実用化の見込みのない知財につい

ては年金維持をせず知財放棄を行

い、必要に応じて譲渡や売却を行

った。 

知財収入では、発明したプログ

ラム著作利用が社会ニーズにマッ

チし収益を上げた。 

画像映像等コンテンツの提供数

は、深海ブームが安定しており、

コンテンツ収入は昨年度程同様で

あった。 

 

 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(3) 研究開発成果の実用化及び事業化 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

知的財産収

入（千円） 
― 15,026 18,972 

                  予算額（千円） 
104,849 の内数 91,415 の内数    

特許実施許

諾契約（件） 
20 23 24 

   決算額（千円） 
103,572 の内数 105,385 の内数    

       経常費用（千円） 71,107 の内数 879,915 の内数    

       経常利益（千円） ▲2,427 の内数 1,292 の内数    

       行政サービス実

施コスト（千円） 
80,026 の内数 31,003 の内数    

        従事人員数 30 の内数 16 の内数    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊

かなものとし，ま

た，社会課題の解

決に対して新し

いソリューショ

ンを提供するた

め，研究開発によ

るイノベーショ

ンの創出，社会へ

の成果還元を図

る。そのため，国

内外の大学，企

業，研究機関等と

の連携・協力を戦

略的に促進する

とともに，研究開

国内外の大学，企業，研究

機関等との交流を通じた研

究成果の社会還元等を促進

し，成果の技術移転及び応

用展開を効果的に進める。

特許やノウハウ，技術力，

人材等の知的資産を活用

し，産業の育成につなげる

ため，以下の事項を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

国内外の大学，企業，研

究機関等との交流を通じた

研究成果の社会還元等を促

進し，成果の技術移転及び

応用展開を効果的に進め

る。特許やノウハウ，技術

力，人材等の知的資産を活

用し，産業の育成につなげ

るため，以下の事項を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

・研究開発成果の

実用化及び事業

化は実施された

か 

 

国内外の大学、企業、研究機関等

との交流を通じた研究成果の社会

還元等を促進し、成果の技術移転及

び応用展開を効果的に進めた。平成

27 年 7 月に理事長を本部長とする

海洋科学技術イノベーション推進

本部を設置し、機構におけるイノベ

ーション事業の推進体制を整備し

た。イノベーション事業の一環とし

て将来のイノベーションに繋がる

アイデアの内部公募「JAMSTEC イノ

ベーションアウォード」を創設し、

36件のアイデア提案から11件を採

択した。また、賛助会の会員機関

116社に対してアンケート調査を行

い、企業等のニーズや機構に対する

Ｂ 

 

重要施策であるイノベーション

事業推進のため、機構内部の体制

整備に注力した。JAMSTEC イノベ

ーションアウォードの実施は、機

構の研究開発成果の実用化及び事

業化の促進のみならず、研究開発

の方向性の意識改革に繋げる点で

意義深い。 

機構の知的財産を広く外部へ紹

介する為、研究者・技術者と共働

でシーズ集を作成した。機構ホー

ムページでシーズ集を紹介し、継

続的にデータのフォローやアップ

デートを行っている。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・将来のイノベーションに繋が

る ア イ デ ア の 内 部 公 募

「JAMSTEC イノベーションア

ウォード」の創設、機構の知

的財産を広く外部へ紹介する

ためのシーズ集の作成・公表、

企業側ニーズの調査、中小企

業との技術交流等を実施して

おり、着実な業務運営がなさ

れている。 

・一方で、機構が保有する知的

資産が産業界で活用されるた

めのコーディネート活動につ

いては、他の大学や機関と比
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

発成果の権利化

をはじめとした

適切な管理を行

い，実用化及び事

業化に向けた取

組を推進する。 

研究開発による

研究成果の社会

還元を進めるた

めに，国等が主体

的に推進するプ

ロジェクトに対

応するための研

究開発を積極的

に行う。 

海洋科学技術に

関する研究開発

について，自らの

研究資源を投入

して行うと同時

に，積極的に競争

的資金等の外部

資金を獲得し，研

究資金を有効に

活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 機構が保有する知的資

産が産業界等において積極

的に活用されるよう， 

ポータルサイトを整備する

とともに，研究開発成果の

実用化及び事業化に 

向け，企業等へのコーディ

ネート活動等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 機構が保有する知的資

産の産業界等での積極的な

活用が図られるよう，ポー

タルサイトを整備するとと

もに，自ら実用化・事業化

に向けた企業等へのコーデ

ィネート活動や企業向けの

説明会を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期待の把握に努めるとともに、これ

に応える取組として、横須賀本部、

高知コア研究所及びむつ研究所の

各種分析機器、船舶搭載機器の外部

供用に係る体制整備を行った。さら

に、大学、企業、研究機関等とのマ

ッチング促進として、機構の事業内

容やシーズ・ファシリティの利活用

に係る取組の紹介を行った。 

 

【a.】 

科学技術振興機構との共催によ

り新技術説明会を実施した他、東京

ビッグサイトにて実施された JST

フェア（来場者 25,872 名）にて民

間企業等に対する機構のシーズ紹

介を行った。また、川崎市産業振興

財団、燕三条地場産業振興会、青森

県発明協会、いわて産業振興センタ

ーとの間では、意見交換会を開催

し、ニーズ・シーズの共有を行った。

さらに、機構の保有特許をシーズ集

としてまとめ、機構ホームページ及

び野村證券が運営するニーズ・シー

ズのマッチングポータル「野村イノ

ベーションマーケット」を通じた公

開に向けて調整するとともに、研究

成果報告会「JAMSTEC2016」会場に

おいて来場者に配布するなどし積

極的に外部発信した。 

製品開発協力としては、地球上の

大規模プレートを示した学習用パ

ズル「プレートパズル」（株式会社

ナリカ）、深海生物などの魅力を伝

えるコレクションカード付きグミ

「生物図鑑グミ 深海生物編」（株式

会社明治）、機構研究者が撮影した

写真を用いた深海生物図鑑カレン

知的財産の技術説明会を公共事

業団体等にシーズ集を用いて紹介

や意見交換会を行い、企業側のニ

ーズを調査し、幅広い分野での知

財活用の促進を行っている。  

個別企業や中小企業団体と技術

交流を行い、研究開発成果を製品

化する為、技術移転や技術指導を

積極的に行っている。 

知的財産、ベンチャー推進等の

セミナーを実施し、１号ベンチャ

ーについては継続支援を行った。

研究所毎に発明相談会、ベンチャ

ー推進セミナーを実施し、研究

者・技術者からの相談を弁理士と

一緒に受ける体制を作り、実行し

ている。その効果として、発明の

権利化が明確となり、知的財産委

員会専門部会での審議や評価内容

に改善がみられている。 

他機関との知的財産活用に向け

た意見交換会を実施した。将来の

オープンイノベーション実現を見

据え、バイオリソースを民間企業

へ提供するスキームを確立し、3

社へ提供開始した。企業より、共

同研究計画する為の事前試験の試

料提供依頼がある。共同研究への

期待が出来る。 

 

既存プロセスとは根本的に異な

る製造方式の実現で、油と水を混

合させた液体であるナノエマルシ

ョン製造にブレイクスルーを起こ

し、製造にかかるコスト及び時間

を削減した。この装置の共同開発

を行っていた株式会社 AKICO が製

造・販売を開始した。ナノエマル

較して取組が十分でない点が

見受けられる。 

・また、知的資産の活用に関す

る契約は年度計画の目標値は

超えているものの、そのほと

んどが著作権の利用許諾に関

するものであり、中期目標の

趣旨を踏まえると取組が十分

とはいえない。 

・科学技術政策においてイノベ

ーションの重要性が増す中

で、機構においても研究開発

成果の実用化及び事業化の取

組を全体的に強化していくこ

とが求められる。 

 

＜今後の課題＞ 

・大学や研究開発法人の取組も

参考にしつつ、研究開発成果

の実用化及び事業化の取組を

一層強化する必要がある。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 技術指導や技術交流を

実施する等技術移転を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 研究成果を社会へ還元

するための手段として，ベ

ンチャー創出を支援す 

るための取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 技術指導や技術交流を

実施する等技術移転を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 研究成果を社会へ還元

するための手段として，ベ

ンチャー創出を支援するた

めの取組を推進する。 

 

 

 

ダー（日宣テクノ・コムズ株式会社）

が挙げられる。また、セイコーダイ

バーズウオッチ販売 50 周年を記念

した JAMSTEC スペシャルモデル製

品化にあたり、「かいこう 7000II」

及び「しんかい 6500」により実海

域試験を実施するなど協力した（セ

イコーウオッチ株式会社）。 

特許の実用化例としては、特許第

5408611 号「粒子シミュレーション

装置及び粒子シミュレーション方

法」が挙げられ、これを活用し

12,505 千円の知財収入を得た（相

手先企業：東電設計株式会社、鉄道

総合技術研究所）。 

 

【b.】 

技術移転を推進するため、大手企

業や中小企業、自治体等と技術交流

を計 10 回以上開催するとともに、

その他、個別企業と研究者等のマッ

チングをはかり、共同研究の実現可

能性の検討等を行った。製品化や企

業等の事業で活用された技術移転

の実績としては、フルボ酸を用いた

化粧品、乳化物の製造装置の 2件の

事業化に成功した。更に、掘削機器

製造メーカーや研磨機製造メーカ

ーへの技術指導を行った。 

 

【c.】 

知的財産セミナー、ベンチャー推

進セミナー、知財相談会を開催し、

研究者等からの特許化、実用化に関

する相談に適時対応した。内、1件

については、企業と共同で実用化の

検討を始めた。 

 

ションは機能性化粧品、機能性食

品、ドラッグデリバリー、ナノテ

クノロジーなどの新たな製品開発

に用いられる可能性がある。  

粒子法シミュレーションに係る

プログラム著作権によって、平成

26 年を５割上回る 12,505 千円も

の収入を獲得。本アプリケーショ

ンによるシミュレーションは、“粒

子”を用いた既存の実験に置き換

えられる精度であり、幅広い産業

分野への展開が可能なことから、

今後もさらなる収入が見込まれ

る。  

セイコーウオッチ株式会社のダ

イバーズウオッチ開発に協力。水

深 1100m 以上の深海での耐圧実験

を１日６時間、３日連続で実施し

た。同社のホームページでドキュ

メンタリー映像が公開され、機構

の普及広報にも貢献した。 

知的財産の活用や研究開発成果

の実用化及び事業化に関して社会

からの要請に応えること・社会へ

研究開発成果を還元することで十

分に成果を上げたと考える。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

d. 特許，データ・サンプ

ル及び技術指導等の知的資

産の活用に関する契約 

を中期目標期間中に延べ

100 件以上締結する。 

 

 

 

d. 特許，データ・サンプ

ル及び技術指導等の知的資

産の活用に関する契約を平

成 27 年度中に延べ 20 件以

上締結する。 

 

【d.】 

特許実施許諾契約、ノウハウ使用

許諾契約、プログラム使用許諾契

約、サンプル提供に関する契約、商

標や写真・動画などを活用した著作

権利用許諾に関する契約、その他連

携に関する契約を 24 件締結した。

また、オープンイノベーション推進

の試みとして、バイオリソース（深

海泥）を民間企業に提供する制度を

整備し、3社への提供を行った。 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(4) 外部資金による研究の推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

外部研究資

金獲得課題

（件） 

― 375 416 

                  予算額（千円） 

145,752 の内数 91,415 の内数    

外部研究資

金 獲 得 額

（億円） 

― 109.1 102.8 

   決算額（千円） 

145,300 の内数 105,385 の内数    

       経常費用（千円） 159,462 の内数 879,915 の内数    

       経常利益（千円） ▲2,048 の内数 1,292 の内数    

       行政サービス実

施コスト（千円） 
168,047 の内数 31,003 の内数    

        従事人員数 48 の内数 16 の内数    

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊

かなものとし，ま

た，社会課題の解

決に対して新し

いソリューショ

ンを提供するた

め，研究開発によ

るイノベーショ

ンの創出，社会へ

の成果還元を図

る。そのため，国

内外の大学，企

業，研究機関等と

の連携・協力を戦

国や独立行政法人及び民間

企業等が実施する各種公募

型研究等に応募し，委託費，

補助金及び助成金等の外部

資金の獲得に取り組む。具

体的には，公募情報，応募

状況及び獲得状況に関する

情報等の機構内への周知，

個人申請による外部資金に

ついて制度内容の周知と獲

得に向けた申請支援の推進

等，外部資金の獲得に取り

組みやすい環境の整備を行

い，全体として前年度を上

国や独立行政法人及び民

間企業等が実施する各種公

募型研究等に応募し，委託

費，補助金及び助成金等の

外部資金の獲得に取り組

む。具体的には，公募情報，

応募状況及び獲得状況に関

する情報等の機構内への周

知，個人申請による外部資

金について制度内容の周知

と獲得に向けた申請支援の

推進等，外部資金の獲得に

取り組みやすい環境の整備

を行い，全体として前年度

・外部資金の獲得

に取り組み、研究

成果の社会還元

に向けて効果的

に研究を実施し

たか 

 

 

 

各種公募型研究資金については、

課題数416件（平成26年度375件）、

102.8 億円（同 109.1 億円）を獲得

した。平成 26 年度獲得額に含まれ

る補助事業の補正予算（6.4 億円）

を除くと平成 26 年度（補正予算を

除いた 102.7 億円）と同等水準を維

持した。科研費では大型種目である

基盤研究（S）と新学術領域研究（領

域提案型・計画研究）で計 6件が新

規採択となった。 

また、受託業務（「ちきゅう」に

よる資源掘削は含まない）は、17

件で 3.5 億円の獲得となり、平成

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

外部資金による研究の推進につ

いては、金額の増加、国の政策へ

の迅速な対応を通じた大型プロジ

ェクトの獲得及びより社会実装に

近い課題の獲得等を意識して取り

組んだ結果、当初計画にはない、

あるいは当初計画を上回る成果が

得られたため、評価軸に照らして

本項目として著しい成果が創出さ

れていると判断できる。代表的な

例としては以下の通りである。 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度は、外部資金獲得

のための相談員制度の充実

や、事務担当者による計画調

書の応募前チェックの実施等

により、新規採択率が上昇し

たこと、部門間連携を緊密化

することにより大型プロジェ

クトへの応募を促進したこと

など、外部資金の獲得に取り

組みやすい環境の整備を行っ

た。 

・その結果、ArCS 等の政策対応
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

略的に促進する

とともに，研究開

発成果の権利化

をはじめとした

適切な管理を行

い，実用化及び事

業化に向けた取

組を推進する。 

研究開発による

研究成果の社会

還元を進めるた

めに，国等が主体

的に推進するプ

ロジェクトに対

応するための研

究開発を積極的

に行う。 

海洋科学技術に

関する研究開発

について，自らの

研究資源を投入

して行うと同時

に，積極的に競争

的資金等の外部

資金を獲得し，研

究資金を有効に

活用する。 

回る獲得を目指す。また，

外部資金の適正な執行を確

保するよう必要に応じて適

切な方策を講じる。 

さらに，国等が主体的に推

進するプロジェクトであ

る，地震・津波に関する防

災・減災に資する研究開発，

気候変動予測とリスク評価

に資する研究開発及び東日

本大震災からの復興に関す

る研究開発等を実施すると

ともに，機構が有する基盤

を最大限に活用し，新たな

大型プロジェクトの獲得を

目指す。 

を上回る獲得を目指す。ま

た，政府が主導する競争的

資金等の大型の外部資金の

獲得に向けた検討を行う。

これらに加え，外部資金の

適正な執行を確保するよう

関連部署との情報共有の強

化や外部資金システムの構

築等の適切な方策を講じ

る。 

さらに，国等が主体的に

推進するプロジェクトであ

る，地震・津波に関する防

災・減災に資する研究開発，

気候変動予測とリスク評価

に資する研究開発及び東日

本大震災からの復興に関す

る研究開発等を実施すると

ともに，機構が有する基盤

を最大限に活用し，新たな

大型プロジェクトの獲得を

目指す。 

 

 

 

26 年度（12 件/4.5 億円）に比し件

数は増加、金額は減少となった。 

科研費は取得向上のため以下の

申請支援の取組を実施した。 

相談員制度は、各専門分野の網

羅、相談員の年齢層を広げ相談しや

すいメンバー構成を主眼に、平成

26年度 8名から 18名に相談員を増

員した。その結果、利用者は 8件か

ら 20 件に増えた。 

計画調書閲覧会を横須賀本部・横

浜研究所で計 8回、むつ・高知は随

時開催し、その利用者は延べ 90 名

となった。 

その他、機構研究者による講演会

（4 名）、参考図書の貸出（増冊、

更新やむつ・高知への常置を実施）

を行った。事務担当者による計画調

書の応募前チェックにより、その結

果、平成 27 年秋の公募への応募件

数は 233 件と平成 26 年度の 210 件

を上回り、そのうち平成 28 年 4 月

1日付の採択内定結果は新規採択率

が 35.1％（同 28.4％）に上昇した。

また、平成 28 年度の取組に活かす

ため研究者や事務担当者の意見・コ

メントも踏まえた PDCA サイクルを

実施した。 

競争的資金等の不正使用を防止

するため、平成 26 年度に「研究機

関における公的研究費の管理・監査

のガイドライン（実施基準）」の改

正内容に即した見直しや整備を実

施した内部体制や諸規程に基づき

関係部署と連携し実運用を開始し

た。 

外部資金システムは新会計シス

テム等とのデータ連携の準備・テス

○海外の政府機関からの大型プロ

ジェクトの獲得 

・インド政府から ONGC 社（インド

石油ガス公社）等を介してメタ

ンハイドレート掘削調査を受託

した。これは研究機関である機

構が、外国政府から直接要請を

受けた際立った成果であるとい

える。また、新興国・開発途上

国への科学技術協力は、単なる

資源掘削による外部資金の獲得

に留まらず、二国間関係強化、

ひいては我が国の国際プレゼン

スを高めることに繋がり、科学

技術外交に多大なる貢献ができ

たといえる。さらに、本成果は

海外の研究機関からの依頼では

なく、政府の依頼を研究機関で

ある機構が受託したという意味

において、他の国立研究開発法

人でも類を見ない、今まで機構

で行ってきた国際連携、プロジ

ェクトとは一線を画す極めて重

要な意義をもつ成果であった。

なお、受託額は約 5,858 百万円

であり、機構の平成 27 年度当初

予算（運営費交付金）の 2 割弱

にのぼる規模であった。 

・当初計画にはなかったが、ミク

ロネシア連邦政府からも大陸棚

延長に関する科学的根拠を補填

する調査依頼を受託した。ミク

ロネシアが抱える課題の解決に

海洋科学技術の面から協力し、

科学技術外交を飛躍的に進め

た。なお本調査は豪州地球科学

研究所（GA）からの紹介がきっ

かけであり、機構と各国機関と

型プロジェクトや社会実装を

想定した課題の獲得など、研

究成果の社会還元を目指した

公募型研究を実施することが

できた。 

・一方、海外の政府機関からの

大型プロジェクトの受託は期

待を超える大きな成果であり

評価に値するが、公募型研究

資金の獲得額は微減してい

る。 

・これらの状況を総合的に勘案

すると、外部資金の獲得に向

けて着実な業務運営がなされ

ているものの、顕著な貢献を

しているとまではいえず、自

己評価ではＡとされていた

が、Ｂと評定する。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・今回の実績を踏まえて、今後

も同様な海外プロジェクトの

獲得に向けての戦略の作成が

望まれる。 

・交付金が減額される状況にお

いて外部資金の重要性は今後

ますます重要になるが、その

中で資金の獲得自体が目的と

化すことのないよう、機構の

研究目的とのシナジーや研究

者のモチベーションを意識し

た外部資金の質に留意するこ

とも重要である。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

トを実施し、平成 28 年 4 月から全

機能の運用を開始した。 

新たな大型プロジェクトとして

は、「気候変動適応技術社会実装プ

ログラム」（SI-CAT）、「北極域研究

推進プロジェクト」（ArCS）が獲得

に至った。 

機構船舶による海底地形調査や

環境影響調査の受託、民間企業が実

施する潜水研修への機構施設・設備

の貸出等、機構が有する基盤を活用

したプロジェクトを実施した。ま

た、基盤活用を促進するため、複数

存在する外部供用に係る仕組みや

関連諸規程の整理・見直しを行うべ

く関係部署による検討を開始した

（平成 28 年度中に検討及び所要の

手続きを完了予定）。二次元高空間

分解能二次イオン質量分析計

（NanoSIMS）、可搬式観測機器の外

部供用に向けた環境を整備し平成

28 年 4 月から供用を開始した。 

ミクロネシア連邦政府から大陸

棚延長に関する科学的根拠を補填

する調査依頼を受託した。ミクロネ

シアが抱える課題の解決に海洋科

学技術の面から協力し、科学技術外

交を飛躍的に進めた。なお本調査は

豪州地球科学研究所（GA）からの紹

介がきっかけであり、機構と各国機

関との良好な関係が目に見える形

で結実した非常に特筆すべき成果

である。また、インド政府からも

ONGC 社（インド石油ガス公社）等

を介してメタンハイドレート掘削

調査を受託した。これは研究機関で

ある機構が、外国政府から直接要請

を受けた際立った成果であるとい

の良好な関係が目に見える形で

結実した非常に特筆すべき成果

である。また、本成果について

も、研究機関同士の連携ではな

い、ミクロネシア連邦政府から

の直接の受託という関係性にお

いて、他の国際連携、プロジェ

クトとは一線を画す極めて重要

な意義をもつ成果である。なお、

受託額は約９百万円である。  

 

○我が国の北極政策に対応した北

極域研究推進プロジェクト

（ArCS）を獲得 

・ 平成 27 年度より課題解決をよ

り重視した北極域研究推進プロ

ジェクト（ArCS）が開始される

ことを踏まえ、機構も課題解決

型の研究にシフトすべく平成

27年 4月 1日付け北極環境変動

総合研究センターを立ち上げ、

北海道大学、国立極地研究所と

共に ArCS に応募し採択を受け

た（H27～H31：約 13 億円）。  

・本成果は、平成 27 年 10 月に策

定された「我が国の北極政策」

にも貢献するものであり、オー

ルジャパンで取り組む北極域研

究に機構が中核的な役割を果た

すとともに、科学的知見を適切

にステークホルダーに伝え、国

際的な議論に積極的に関与する

ことで、北極コミュニティにお

ける我が国のプレゼンス向上に

大きく貢献する結果となってい

ることから、高い評価に値する

ところである。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

える。 

平成 27 年度より課題解決をより

重視した北極域研究推進プロジェ

クト（ArCS）が開始されることを踏

まえ、機構も課題解決型の研究にシ

フトすべく平成 27 年 4 月 1 日付け

北極環境変動総合研究センターを

立ち上げ、北海道大学、国立極地研

究所と共に ArCS に応募し採択を受

けた（平成27～31年度：約13億円）。 

気候変動適応技術社会実装プロ

グラム（SI-CAT）の公募開始により

3 つあるテーマのうち、2 つの研究

テーマに応募することに成功した。

応募にあたっては公募以前の早い

段階から実施部署と連携し、フォロ

ーアップを実施してきた結果、応募

した 2 つのテーマがどちらも採択

された。 

 

 

 

 

 

○社会実装を想定した外部資金課

題の獲得 

・気候変動適応技術社会実装プロ

グラム（SI-CAT）の公募開始に

より 3 つあるテーマのうち、2

つの研究テーマに応募すること

に成功した。応募にあたっては

公募以前の早い段階から実施部

署と連携し、フォローアップを

実施してきた結果、応募した 2

つのテーマがどちらも採択

（1,475 百万円：H27～H31）さ

れた。本課題の獲得により日本

全国の地方自治体等が行う気候

変動対応策の検討・策定に汎用

的に生かされるような信頼性の

高い気候変動予測技術等の開発

に直接貢献するものである。  

 

以上は単純に多くの外部資金を

獲得したという成果にとどまら

ず、外国機関より外部資金を得る

という国富増大に資する成果であ

るとともに、国の政策にいち早く

対応することで外部資金を獲得す

ること等に成功しており、これら

の成果は当初計画にないあるい

は、当初計画を上回る成果である

と評価できる。従って評定はＡと

する。 

 

外部研究資金の課題数は平成

26 年度比 110.9％、獲得額は同比

100.1％（平成 26 年度の補正予算

除く）となった。 

獲得に関しては文部科学省以外

の省庁、民間企業、海外の政府機

関や研究機関からも資金を獲得し
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

多様な研究開発を実施した。 

科研費は申請支援の取組を研究

者ニーズに応えるべく拡充や見直

しを加えながら実施し、研究者の

積極的な応募マインドの醸成に努

めた結果、応募件数は平成 26 年度

比 111.0％と増加し、そのうち平

成28年4月1日内定分は新規採択

率が 31.5％（平成 26 年度 28.4％）

と上昇した。 

競争的資金等の不正使用を防止

するため、平成 26 年度に見直し・

整備を実施した内部体制や諸規程

に基づいた実運用を開始した。 

外部資金システムは計画通り新

会計システム等とのデータ連携を

進め、平成 28 年 4 月から全機能に

よる運用を開始した。 

新たな大型プロジェクトの応募

では部門間の連携を従来以上に密

にすることでより組織的な対応が

図られるようになった。 

機構船舶を用いた調査を受託す

る等、機構が有する基盤を活用し

たプロジェクトを獲得した。また、

基盤の活用を促進するための検討

を開始した。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(1) 内部統制及びガバナンスの強化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう，理

事長のリーダーシップ

の下，責任と裁量権を明

確にしつつ，機動的・効

率的な業務運営を行う。

また，機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う，ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は，適切に資源が配分さ

れるよう，明確な責任分

理事長のリーダーシッ

プの下，研究開発能力

及び経営管理能力の強

化に取り組み，事業の

成果の最大化を図る。

その際，責任と裁量権

を明確にしつつ，柔軟

かつ機動的に業務を執

行するとともに，効率

的な業務運営を行う。

また，内部監査を活用

するとともに監事監査

による指摘事項を踏ま

え，モニタリング等を

充実させる。 

中期目標の達成を阻害

するリスクを把握し，

組織として取り組むべ

き重要なリスクの把握

と対応を行う。法令遵

守等，内部統制の実効

性を高めるため，日頃

理事長のリーダーシ

ップの下，研究開発能

力及び経営管理能力の

強化に取り組み，事業

の成果の最大化を図

る。その際，責任と裁

量権を明確にしつつ，

柔軟かつ機動的に業務

を執行するとともに，

効率的な業務運営を行

う。 

中期目標の達成を阻

害するリスクを把握

し，組織として取り組

むべき重要なリスクの

把握と対応を行う。法

令遵守等，内部統制の

実効性を高めるため、

日頃より職員の意識醸

成を行う等の取組を継

続する。また，内部監

査によるモニタリング

・内部統制及び

ガバナンスの強

化をはかり、組

織 運 営 の 柔 軟

化、効率化に努

めたか。 

 

平成 27 年度は研究開発成果の最大

化を図るため、イノベーション創出を

推進することを目的とし海洋科学技

術イノベーション推進本部を設置し

た。同推進本部は理事長による直轄の

もと、新規事業展開等への対応を柔軟

かつ機動的に実施している。 

中期目標の達成を阻害する原因と

なるリスク把握として、平成 26 年度

に実施したリスク評価の見直しを行

った。また、リスクマネジメント委員

会を 2回開催し、「情報管理体制の構

築」、「研究活動における不正行為へ

の対応」及び「研究的資金等の不正使

用への対応」について同委員会の進捗

管理の下、優先対応リスクとして体制

構築を行った。優先対応リスクとして

の取扱いは平成 27 年度をもって終了

したが、引き続き各リスクの主管部署

において対応を継続していく。さら

に、「有事における危機管理広報体制」

及び「海域における研究及び業務に係

Ｂ 

 

通則法改正に対応した内部

統制システムの構築の一環と

して、内部統制委員会を設置

し、内部統制の強化を図った。 

優先的に対処すべきリスク

への対応として、平成 26 年度

より研究活動における不正行

為の防止、競争的資金等の不正

使用の防止を選定しており、国

から示された研究活動・公的研

究費の不正行為への対応等の

ガイドラインに対する機構内

の体制整備について適切に対

応した。 

職員の意識醸成を目的とし

た取組として、内部統制委員会

委員を対象とした研修、初任者

や管理職を対象とした法令遵

守等に係る研修及びリスクマ

ネジメントニュースの配信を

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度は、理事長直轄の海

洋科学技術イノベーション推進

本部の設置、研究担当理事の業務

を補佐する理事補佐の設置、経営

戦略会議の新設など、研究開発能

力及び経営管理能力の強化を図

った。 

・この他、リスクマネジメント委員

会等を通じたリスク対応を進め

るとともに、内部統制機能・監査

機能の強化も図った。 

・これら主要な業務実績をみると、

内部統制及びガバナンスの強化

が適切に図られており、全体とし

て概ね中長期目標における所期

の目標を達成していると認めら

れる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

担のもと，経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに，機

構における研究活動や

運営について，定期的に

評価を行い，その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては，研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで，客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し，かつその活動を広

く知らしめることで，国

民の信頼を確保する観

点から，業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ，積極的に情

報公開を行う。その際

は，個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は，法令を遵守し，安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め，政府方針を踏まえ，

情報システム環境を整

備する。 

 

より職員の意識醸成を

行う等の取組を継続す

る。 

経営の参考とするた

め，機構の研究開発活

動及び研究開発管理等

について，国際的な視

点から議論し，理事長

に助言及び提言を行

う，海洋研究開発機構

アドバイザリー・ボー

ド （ JAB ； JAMSTEC 

Advisory Board）を開

催する。また，JAB の開

催に先立ち，各研究開

発分野における世界的

な専門家から成る委員

会を開催し，機構にお

ける研究開発活動につ

いて専門的かつ国際的

な視点からの助言及び

提言を得る。 

等を充実させる。 

第 2 回海洋研究開発

機構アドバイザリー・

ボード（JAB；JAMSTEC 

Advisory Board）を開

催するための準備を進

める。 

 

 

る実施決定プロセスの見直し」につい

て新たな優先対応リスクとして検討

を開始した。職員への情報発信として

リスクマネジメントニュースを発信

し、情報セキュリティ事故に対する意

識向上を図った。 

平成 27 年度に制定した「内部統制

推進規程」に基づき、第 1回の内部統

制委員会を開催した。委員会では、独

立行政法人における内部統制の仕組

みについて、委員の意識醸成を図る研

修を行うとともに、平成 27 年度の内

部統制の推進状況を確認し、引き続き

内部統制の強化への対応を進めてい

く事が了承された。 

機構の業務実態を正確に把握し、業

務の適正かつ能率的な運営を確保す

るため、全部署を対象に書面監査、実

地監査及び聞き取り調査等を実施し

た。「競争的資金等」については、公

的研究費の管理・監査ガイドラインに

基づく不正防止の観点から監査を実

施した。特に、不正が発生するリスク

に対しては重点的にサンプルを抽出

し、リスクアプローチ監査を実施し

た。機構が対応すべき課題やリスク、

監査上の重要課題等について、理事長

と監事が意見交換を行うための定期

会合を実施した。 

研究担当理事の業務を補佐する研

究担当理事補佐の役職を新たに設置

し、研究開発能力の強化を図った。「経

営戦略会議」を新設し、マネジメント

チーム（理事長・理事・執行役・研究

審議役を構成員とする）の経営管理能

力の強化を図った。 

第2回海洋研究開発機構アドバイザ

リーボード（JAB）の開催については、

実施した。 

内部監査及び監事監査にお

いて特段の指摘事項は無く、機

構内で不正行為や不祥事が発

生していないことから、内部統

制・ガバナンスが有効に機能し

ていることが認められる。ま

た、理事長直轄部署として、監

査による牽制効果が発揮され

ていること、監事機能の強化が

図られたことを評価する。 

研究担当理事の業務につい

ては理事補佐を設けることに

より業務を補佐するとともに、

研究部門に対するガバナンス

をより強化することができた。 

経営戦略会議では、経営に係

る中長期的な基本方針や戦略

等について議論することによ

り、理事長の経営方針をマネジ

メントチーム全体に浸透させ

るだけでなく、経営戦略会議で

の議論内容を公表することで

機構職員への経営方針の周知、

マネジメントの強化を図った。 

 

 

 

 

 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・不正行為防止の対応策などガバナ

ンス対策はしっかり取られてい

る印象。特段に独創的な取組はな

いので、Ｂ評価で良い。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

2017 年 11 月付近に開催することと

し、今後準備体制やスケジュール等に

ついて引き続き調整を行う。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(2) 合理的・効率的な資源配分 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう，理

事長のリーダーシップ

の下，責任と裁量権を明

確にしつつ，機動的・効

率的な業務運営を行う。

また，機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う，ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は，適切に資源が配分さ

れるよう，明確な責任分

事業の開始に際して

は，事業の目的，意義，

研究開発の内容，リス

クの低減策，コストの

最適化及びスケジュー

ル等について，総合的

に勘案し，適切な資源

配分を行う。 

事業の開始後も，定期

的に進捗状況を確認す

ることにより，コスト

を適切に管理し，計画

の見直しや中止を含め

た適切な評価を行うと

ともに，その進捗状況

や成果等を国民に分か

りやすい形で示す。そ

の際，想定以上の進捗

等のあった研究開発に

ついては重点的に資源

を配分する等，国家

的・社会的ニーズを踏

事業の開始に際して

は，事業の目的，意義，

研究開発の内容，リス

クの低減策，コストの

最適化及びスケジュー

ル等について，総合的

に勘案し，適切な資源

配分を行う。 

事業の開始後も，定

期的に進捗状況を確認

することにより，コス

トを適切に管理し，計

画の見直しや中止を含

めた適切な評価を行う

とともに，その進捗状

況や成果等を国民に分

かりやすい形で示す。

その際，想定以上の進

捗等のあった研究開発

については重点的に資

源を配分する等，国家

的・社会的ニーズを踏

・合理的、効率

的な資金配分を

行い、研究開発

成果の最大化に

努めたか 

 

予算編成方針を策定し、これに基づ

き各事業のヒアリングを実施し、適切

に予算配分を行なった。 

事業開始後も各事業の進捗状況を

ヒアリング等により確認し、必要に応

じて予算の再配分を行った。また計画

的かつ効率的に業務を運営するため

に PDCA サイクルを実行し、評価結果

を資源配分に反映させること等を明

記した「経営管理規程」を制定した。 

また、平成 28 年度からの運営費交

付金収益化基準における業務達成基

準の導入に伴い、機構内の管理体制、

方法等について検討を行った。さら

に、これまでよりも厳格に予算執行管

理を行う必要があるため、独立行政法

人会計基準の変更及び平成 28 年度か

らの予算管理に関して所内説明会を

開催した。さらに、平成 28 年度の予

算編成について、予算管理体制を強化

し各部署にヒアリングを行うことで、

合理的、効果的な資源配分を行った。 

Ｂ 

 

これまで規程化されていなか

った経営の PDCA サイクルについ

て、「経営管理規程」により明文

化を行ったことにより、平成 28

年度以降、これに基づき具体的

な手法を定めるための関連する

諸規程等について制定を進める

ことが可能となった。 

業務達成基準の導入に向け、

特に経理部を始めとする関連部

署との調整を行っているほか、

監査法人とも相談しつつ適切に

対応するための運用手順を作成

中である。 

また、機構内に対しては 28 年

度からの予算管理について説明

会により周知を行っている。 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・運営費交付金が漸減する中で、

事業の進捗状況等に応じて、合

理的・効率的な資金配分やコス

ト管理を行っており、全体とし

て概ね中長期目標における所期

の目標を達成していると認めら

れる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 

 

 



153 
 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

担のもと，経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに，機

構における研究活動や

運営について，定期的に

評価を行い，その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては，研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで，客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し，かつその活動を広

く知らしめることで，国

民の信頼を確保する観

点から，業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ，積極的に情

報公開を行う。その際

は，個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は，法令を遵守し，安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め，政府方針を踏まえ，

情報システム環境を整

備する。 

まえた研究開発を推進

する。 

 

 

 

まえた研究開発を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(3) 評価の実施 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう，理

事長のリーダーシップ

の下，責任と裁量権を明

確にしつつ，機動的・効

率的な業務運営を行う。

また，機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う，ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は，適切に資源が配分さ

れるよう，明確な責任分

柔軟かつ競争的で開か

れた研究開発環境の実

現及び経営資源の重点

的・効率的配分に資す

るため，機構の研究開

発課題及び運営全般に

ついて定期的に評価を

実施する。研究開発に

係る評価については，

「国の研究開発評価に

関する大綱的指針」(平

成 20年 10月 31日内閣

総理大臣決定)を踏ま

え，研究の直接の結果

とともに，研究開発成

果の社会的貢献等につ

いても留意する。評価

結果は公表するととも

に，研究開発組織や施

設・設備の改廃を含め

た予算や人材の資源配

分に反映させること等

柔軟かつ競争的で開

かれた研究開発環境の

実現及び経営資源の重

点的・効率的配分に資

するため，機構の研究

開発課題及び運営全般

について定期的に評価

を実施する。研究開発

に係る評価について

は，「国の研究開発評価

に関する大綱的指針」

(平成 20 年 10 月 31 日

内閣総理大臣決定)を

踏まえ，研究の直接の

結果とともに，研究開

発成果の社会的貢献等

についても留意する。

評価結果は公表すると

ともに，研究開発組織

や施設・設備の改廃を

含めた予算や人材の資

源配分に反映させるこ

・評価を行い、

研究開発課題の

活性化や効率化

に活用したか。 

 

第 3期中期目標、中期計画の開始に

伴う新体制にて評価を実施し、その結

果を公表・文部科学大臣に提出した。

その際、指摘があった事項について

は、適切にフォローアップを行ない改

善に務めた。また計画的かつ効率的に

業務を運営するために PDCA サイクル

を実行し、評価結果を資源配分に反映

させること等を明記した「経営管理規

程」を制定した。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

平成26年度評価は第3期中期目

標期間が始まって初めてかつ、独

立行政法人通則法が改正されて初

の評価であったが、制度改正など

に対応しつつ適切に評価事務を行

った。 

さらに、「経営管理規程」により

経営の PDCA サイクルを明文化し、

評価結果を資源配分に反映するこ

と等を規定した。 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・第３期中期目標・中期計画の

開始に伴う新体制での評価を

実施するとともに、文部科学

大臣評価の際に指摘された事

項についてもフォローアップ

を行い改善に努めるなど、全

体として概ね中長期目標にお

ける所期の目標を達成してい

ると認められる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

担のもと，経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに，機

構における研究活動や

運営について，定期的に

評価を行い，その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては，研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで，客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し，かつその活動を広

く知らしめることで，国

民の信頼を確保する観

点から，業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ，積極的に情

報公開を行う。その際

は，個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は，法令を遵守し，安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め，政府方針を踏まえ，

情報システム環境を整

備する。 

により，研究開発活動

等の活性化及び効率化

に活用する。 

 

と等により，研究開発

活動等の活性化及び効

率化に活用する。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(4) 情報セキュリティ対策の推進 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう，理

事長のリーダーシップ

の下，責任と裁量権を明

確にしつつ，機動的・効

率的な業務運営を行う。

また，機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う，ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は，適切に資源が配分さ

れるよう，明確な責任分

政府の情報セキュリテ

ィ対策における方針を

踏まえ，情報システム

環境の整備を行うとと

もに，適切な情報セキ

ュリティ対策を推進す

る。 

 

 

 

政府の情報セキュリ

ティ対策における方針

を踏まえ，情報セキュ

リティ委員会を中心

に，情報セキュリティ

ポリシーを見直し，運

用する。また，情報セ

キュリティ対策のため

のシステム強化及び役

職員に対する啓発活動

を行う。 

 

 

 

 

・適切な情報セ

キュリティ対策

の推進はなされ

たか 

 

 

機構では、国の政府機関の情報セキ

ュリティ対策のための統一基準・同技

術基準の内容を踏まえ、情報セキュリ

ティポリシーの策定を行い、インシデ

ント発生時には所定の報告を行うと

ともに、独立行政法人情報処理推進機

構等と連携して、速やかに適切な対処

をとる体制の整備を完了した。 

機構には、一日当たり平均 2000 件

あまりの不審メール（スパム・ウイル

スメール）が送信されているが、平成

26 年度は 5 回あった大量メール送付

（5万件/日以上）による攻撃が、本年

度は 23 件と急増しているなど、機構

への情報セキュリティリスクは高ま

っている。また、独立行政法人の個人

情報漏えい問題もあったことから、漏

えい事故防止の観点から情報セキュ

リティ対策の強化を行った。 

具体的な内容としては、まず、標的

型メール攻撃やUSBメモリ等からのウ

イルス感染を防ぐため、機構役職員の

Ｂ 

 

情報セキュリティに関しては、

引き続き機構全体の重要課題とし

ての共通認識を浸透してゆく努力

を継続するとともに、技術的、教

育的な両面において着実な取組が

必要である。技術的総力をあげて

重大セキュリティ事故を水際で食

い止め、重大漏えい事故をゼロ件

としたことは大きな成果であり、

高く評価する。 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・機構への情報セキュリティリ

スクが高まっている中、技術

面及び教育面での情報セキュ

リティ対策の強化に取り組

み、重大漏えい事故ゼロ件と

しており、全体として概ね中

長期目標における所期の目標

を達成していると認められ

る。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・機構の組織の規模を考えると

重大の情報漏えい事故がゼロ

ということは高く評価する。

ただし、特段の新しい取組が

ないので、Ｂ評価で良い。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

担のもと，経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに，機

構における研究活動や

運営について，定期的に

評価を行い，その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては，研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで，客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し，かつその活動を広

く知らしめることで，国

民の信頼を確保する観

点から，業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ，積極的に情

報公開を行う。その際

は，個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は，法令を遵守し，安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め，政府方針を踏まえ，

情報システム環境を整

備する。 

意識向上を標的型メール攻撃訓練実

施やeラーニングシステムの活用によ

り実施した。また、ウイルス感染への

耐性を備えるため、ネットワークに接

続される機器の監視、古い OS やアプ

リケーションの使用の禁止やアップ

デートの実施、ウイルス対策ソフトの

確実な導入を徹底する情報機器のデ

ータベース化を行った。さらに、不正

通信をブロックする機器の導入、24

時間有人監視体制を構築し、防御の多

層化を進めた。 

これら情報セキュリティ対策の強

化と、職員による意識向上の結果、重

大漏えい事故ゼロ件となった。 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(5) 情報公開及び個人情報保護 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                           

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう，理

事長のリーダーシップ

の下，責任と裁量権を明

確にしつつ，機動的・効

率的な業務運営を行う。

また，機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う，ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は，適切に資源が配分さ

れるよう，明確な責任分

独立行政法人等の保有

する情報の公開に関す

る法律（平成 13 年法律

第 145 号）に則り，情

報提供を行う。また，

独立行政法人等の保有

する個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年

法律第 59 号）に則り，

個人情報を適切に取り

扱う。 

独立行政法人等の保

有する情報の公開に関

する法律（平成 13 年法

律第 145 号）に則り，

情報提供を行う。また，

独立行政法人等の保有

する個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年

法律第 59 号）に則り，

個人情報を適切に取り

扱う。 

・情報公開及び

個人情報保護に

ついて適切に取

り扱われたか 

 

情報公開に関しては、平成 27 年度

開示請求件数は 0件、他の行政機関、

法人等による第三者意見照会対応は 2

件であった。公文書管理法の定めに沿

って、法人文書ファイル管理簿の整

備・公表を行った他、平成 282 月から

3 月に法人文書管理に関する自己点検

及び監査を実施した。  

個人情報保護に関しては、平成 27

年度の個人情報の紛失等は0件であっ

た。 

個人情報保護管理について、「行政

手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律(平

成 25 年法律第 27 号)」および「特定

個人情報の適正な取扱いに関するガ

イドライン(平成26年特定個人情報保

護委員会)」に従い、管理体制の構築、

安全管理措置など機構における個人

番号の適正な取り扱いを確保する為、

関係諸規程を整備し体制構築を行っ

た。さらに、個人情報保護に関する研

Ｂ 

 

情報公開法に基づき適切に意見

照会等へ対応を行った他、機構ホ

ームページにおける情報の公開

等、国民が利用しやすい方法によ

る情報提供に寄与している。 

27 年度は個人番号（マイナンバ

ー）の適正な取り扱いを確保する

為に体制構築を行ったが、引き続

き、紛失・漏えいを未然に防止す

る取組を着実に継続する。 

以上のとおり、情報公開及び個

人情報保護について適切に取り扱

った。 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・機構の主な業務実績等に基づ

く自己評価、審議会及び部会

の意見等を踏まえて総合的に

勘案した結果、全体として概

ね中長期目標における所期の

目標を達成していると認めら

れる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

担のもと，経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに，機

構における研究活動や

運営について，定期的に

評価を行い，その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては，研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで，客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し，かつその活動を広

く知らしめることで，国

民の信頼を確保する観

点から，業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ，積極的に情

報公開を行う。その際

は，個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は，法令を遵守し，安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め，政府方針を踏まえ，

情報システム環境を整

備する。 

修を４回実施した。 平成 27 年度中に

個人情報の預託がある業務の委託先

と締結した個人情報保護契約は114件

であった。 

 

 

 

４．その他参考情報 

 

  



160 
 

様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(6) 業務の安全の確保 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう，理

事長のリーダーシップ

の下，責任と裁量権を明

確にしつつ，機動的・効

率的な業務運営を行う。

また，機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う，ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は，適切に資源が配分さ

れるよう，明確な責任分

業務の遂行に当たって

は，法令を遵守し，安

全の確保に十分留意す

る。そのため，安全に

関する規程類及びマニ

ュアル等の周知徹底を

図り，事故トラブル情

報や安全確保に必要な

技術情報・ノウハウを

共有する。 

安全管理に関する諸

規程の内容を見直し，

より効果的な安全管理

業務が行えるよう体制

の再検討・再構築を行

う。また，安全講習会，

教育訓練を開催し，役

職員に対して事故・ト

ラブルの防止及び安全

の確保についての啓発

を行うとともに，メー

ルニュース，ウェブな

どを活用し，安全に関

する情報の周知を図

る。 

各種事故・トラブル

を想定した訓練を実施

し，その結果を踏まえ，

事故・トラブル緊急対

処要領の内容を見直

す。 

 

・業務の遂行に

あたって、安全

の確保に十分留

意されたか 

 

決裁権限規程、放射線障害予防規程

及びエックス線等装置放射線管理規

程を改正した。 

化学物質環境安全管理規程に基づ

く薬品実地検査について、4回（7 月：

1回、9月：2回、3月：1回）実施し、

薬品管理上の不備について指摘した。 

安全監査及びアクションプラン意

見交換については対象となる部署に

ついて、遺漏なく実施した。 

安全に関する講習、教育・訓練につ

いては次の通り実施し、役職員の安全

意識の向上を図った。 

・安全講演会（客船における乗組員に

対する安全教育及び安全衛生管

理）：1回 

・初任者研修（安全衛生に関するこ

と）：２回  

・実験従事者安全講習会（バイオ、化

学、放射線）：２回 

・安全講習「怪我予防」：2 回、「防

衛運転」：2 回、「パーソナルセキ

Ｂ 

 

業務の遂行にあたって安全を確

保するため、関係規程類やマニュ

アルの整備や周知徹底をはかり、

必要な技術情報・ノウハウを共有

した。平成 27 年度は決裁権限規

程、放射線障害予防規程及びエッ

クス線等装置放射線管理規程につ

いて、効率的に安全管理を行うた

め見直しを行い、改正した。また、

平成 26 年度に改正した化学物質

環境安全管理規程に基づき、横須

賀本部における薬品実地検査を新

たな取組として実施した。 

安全に関する講演会・講習会に

ついては、船舶における安全教育

及び安全衛生管理の一助とするた

め、外部講師を招聘し乗組員に対

する安全教育及び安全衛生管理に

関する講習会を開催した。 

事故・トラブルの未然防止のた

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・機構の主な業務実績等に基づ

く自己評価、審議会及び部会

の意見等を踏まえて総合的に

勘案した結果、全体として概

ね中長期目標における所期の

目標を達成していると認めら

れる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

担のもと，経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに，機

構における研究活動や

運営について，定期的に

評価を行い，その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては，研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで，客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し，かつその活動を広

く知らしめることで，国

民の信頼を確保する観

点から，業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ，積極的に情

報公開を行う。その際

は，個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は，法令を遵守し，安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め，政府方針を踏まえ，

情報システム環境を整

備する。 

ュリティ」：2 回（いずれも英語に

より実施） 

・高圧ガス保安講習会：１回 

・放射線取扱者登録講習：3回 

・放射線取扱者更新講習：４回（実験

従事者安全講習会における実施分

を含む。） 

安全衛生に関する情報については、

HP、メールニュース等で逐次展開し

た。なお、HP については、常に最新の 

情報を掲載するよう更新作業を行っ

た。 

労働安全衛生委員会において事

故・トラブルの報告、ヒヤリハット事

例の紹介を行った。 

「事故・トラブル緊急対処要領」の

改正について関係各部署と協議し改

正準備中。 

諸規程、マニュアルについては適切

に見直しを行い、機構の研究開発業務

の実態に則し、事故・トラブルの未然

防止に努めている。 

以上のとおり、安全の確保に十分に

留意して業務を遂行した。 

 

め、安全に関連した各種委員会を

開催し、研究開発活動に伴う安全

性の審査を行行った。  

以上の通り、機構の研究開発業

務の実態に則し適切に業務の安全

確保を行った。 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(1) 業務の合理化・効率化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発能力を損なわ

ないよう配慮した上で，

管理部門のスリム化を

はじめとした経費削減

や事務の効率化及び合

理化を行うことで，機構

の業務を効率的に実施

する。  

業務の見直し，効率的な

運営体制の確保等によ

り，一般管理費（人件費

を含み，公租公課を除

く。）について，法人運

営を行う上で各種法令

等の定めにより義務的

に行う必要があるもの

に係る経費を除き，中期

目標期間中の初年度に

比べ 10％以上，その他

の事業費については，中

期目標期間中の初年度

に比べ 5％以上の効率

研究開発能力を損なわ

ないよう配慮した上

で，管理部門のスリム

化をはじめとした経費

削減や事務の効率化及

び合理化を行うこと

で，機構の業務を効率

的に実施する。 

業務運営全般に係る経

費の見直しに努め，一

般管理費（人件費を含

み，公租公課を除く。）

については，法人運営

を行う上で各種法令等

の定めにより義務的に

行う必要があるものに

係る経費を除き，中期

目標期間中の初年度に

比べ 10％以上，その他

の事業費については，

中期目標期間中の初年

度に比べ 5％以上の効

研究開発能力を損な

わないよう配慮した上

で，管理部門のスリム

化をはじめとした経費

削減や事務の効率化及

び合理化を行うこと

で，機構の業務を効率

的に実施する。 

業務運営全般に係る

経費の見直しに努め，

一般管理費（人件費を

含み，公租公課を除

く。）及びその他の事業

費について，中期目標

期間中の削減目標達成

に向けた取り組みを実

施する。削減目標は下

記の通りとしている。 

・一般管理費（人件費

を含み、公租公課を除

く。）については，法人

運営を行う上で各種法

・ 業 務 の 合 理

化・効率化を行

い、機構業務を

効率的に実施し

たか 

 

業務の効率化については、平成 20

年度から引き続き業務効率化推進委

員会の統括の下、業務効率化を推進し

た。平成 27 年度は、課長級のマネジ

メント能力の向上及び部署共通の業

務遂行上における改善事項の認識と

その解決策の共有を図るための課長

級ミーティングを開催し、外部講師に

よる講義及び参加者間でのディスカ

ッションを行い、管理経費削減に資す

る業務の見直しアイデアの企画立案

に取り組んだ。 

業務の合理化の取組としては、会議

資料のペーパーレス化を開始した。 

 

 

 

Ｂ 

 

業務効率化推進活動の一環とし

て、管理経費削減に資する業務の

見直しアイデアの検討を実施。 

一部の会議において、資料のペ

ーパーレス化を開始することで業

務の合理化を実施。 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・機構の主な業務実績等に基づ

く自己評価、審議会及び部会

の意見等を踏まえて総合的に

勘案した結果、全体として概

ね中長期目標における所期の

目標を達成していると認めら

れる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

化を図る。なお，新たに

追加又は拡充された業

務については翌年度以

降同様の効率化を図る

ものとする。 

給与水準については，国

家公務員の給与水準を

十分考慮し，手当を含め

役職員給与の在り方に

ついて検証した上で，業

務の特殊性を踏まえた

適正な水準を確保する

とともに，その検証結果

や取組状況を公表する。

総人件費については，政

府の方針を踏まえ，厳し

く見直しをするものと

する。 

 

率化を図る。新たに追

加又は拡充された業務

については翌年度以降

同様の効率化を図るも

のとする。 

令等の定めにより義務

的に行う必要があるも

のに係る経費を除き，

中期目標期間中の初年

度に比べ 10％以上の効

率化を図る。 

・その他の事業費につ

いては，中期目標期間

中の初年度に比べ 5％

以上の効率化を図る。 

・新たに追加又は拡充

された業務については

翌年度以降同様の効率

化を図るものとする。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(2) 給与水準の適正化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                           

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発能力を損なわ

ないよう配慮した上で，

管理部門のスリム化を

はじめとした経費削減

や事務の効率化及び合

理化を行うことで，機構

の業務を効率的に実施

する。  

業務の見直し，効率的な

運営体制の確保等によ

り，一般管理費（人件費

を含み，公租公課を除

く。）について，法人運

営を行う上で各種法令

等の定めにより義務的

に行う必要があるもの

に係る経費を除き，中期

目標期間中の初年度に

比べ 10％以上，その他

の事業費については，中

期目標期間中の初年度

に比べ 5％以上の効率

給与水準については，

国家公務員の給与水準

を十分考慮し，手当を

含め役職員給与の在り

方について検証した上

で，業務の特殊性を踏

まえた適正な水準を確

保するとともに，検証

結果や取組状況を公表

するものとする。総人

件費については，政府

の方針を踏まえ，厳し

く見直しをするものと

する。 

 

給与水準について

は，国家公務員の給与

水準を十分考慮し，手

当を含め役職員給与の

在り方について検証し

た上で，業務の特殊性

を踏まえた適正な水準

を確保するとともに，

検証結果や取組状況を

公表するものとする。

総人件費については，

政府の方針を踏まえ，

厳しく見直しをするも

のとする。 

 

・給与水準の適

正化は行われた

か 

 

給与水準の適正化については、人事

院勧告等を踏まえた国家公務員の給

与改訂及び給与制度の総合的見直し

について、適切に対応を行った。 

【ラスパイレス指数（平成 27 年度実

績）】 

事務・技術職員：114.6 

（平成 26 年度 114.8） 

研究職員：99.0 

（平成 26 年度 100.7） 

Ｂ 

 

現在のラスパイレス指数の比較

対象となっている職員を分析した

場合、世界をリードする研究者と

一体となって研究マネジメントや

組織運営を的確に遂行していく必

要があることから、専門性の高い

事業を理解し、企画立案や折衝、

国際調整にあたる優れた能力を有

する職員が必要となり、職員の学

歴が高いものとなっている。 

法人の実態としては、任期制職

員を積極的に活用しており、とり

わけ、国家公務員と比較するなら

ば、行政職（一）俸給表でいうと

ころの 1 級から 3 級相当の業務に

ついて、その多くを給与体系が完

全職務給である任期制支援職職員

の担当業務として位置付けること

で、効率的な人員配置を行い、以

て年功序列的に人件費が上昇して

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・機構の主な業務実績等に基づ

く自己評価、審議会及び部会

の意見等を踏まえて総合的に

勘案した結果、全体として概

ね中長期目標における所期の

目標を達成していると認めら

れる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

化を図る。なお，新たに

追加又は拡充された業

務については翌年度以

降同様の効率化を図る

ものとする。 

給与水準については，国

家公務員の給与水準を

十分考慮し，手当を含め

役職員給与の在り方に

ついて検証した上で，業

務の特殊性を踏まえた

適正な水準を確保する

とともに，その検証結果

や取組状況を公表する。

総人件費については，政

府の方針を踏まえ，厳し

く見直しをするものと

する。 

 

いくことを抑制している。これら

職員がラスパイレス指数に反映さ

れておらず（ラスパイレス指数は、

全体の中の 48％のみを占める定

年制職員の指数）、そのため、管

理職割合についても定年制職員の

みを比較しての比率となり、高い

割合となっている。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(3) 事務事業の見直し等 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 既往の閣議決定等に示

された政府方針を踏ま

え，以下の取組を着実に

実施するとともに，業務

及び組織の合理化・効率

化に向けた必要な措置

を講ずる。 

 

a. 研究拠点等につい

ては，研究内容の重点化

及び組織の再編に合わ

せて整理・統合し，業務

運営の効率化及び経費

の削減に努めるものと

する。 

 

b. 南海トラフ海域に

おいて整備を進めてい

る地震・津波観測監視シ

ステム（DONET）につい

て，その整備が終了した

際には，同システムを独

立行政法人防災科学技

術研究所に移管する。併

事務事業の見直し等に

ついては既往の閣議決

定等に示された政府方

針に基づき，以下の内

容について着実に実施

する。 

 

 

a. 研究拠点等につい

ては，研究内容の重点

化及び組織の再編に合

わせて整理・統合し，

業務運営の効率化及び

経費の削減に努めるも

のとする。 

 

b. 南海トラフ海域に

おいて平成27年度末を

目途に整備を進めてい

る DONET について，そ

の整備が終了した際に

は，同システムを独立

行政法人防災科学技術

研究所に移管する。併

事務事業の見直し等

については，既往の閣

議決定等に示された政

府方針に基づく見直し

事項について，着実に

実施すべく必要な措置

を講ずる。海底広域研

究船の運用開始を前提

に，研究船の一部につ

いては，平成 27 年度中

に運用を停止する。 

 

 

・適切に事務事

業の見直しを実

施したか 

 

既往の閣議決定等に基づく各種フ

ォローアップに適切に対応した。 

南海トラフ海域において整備を進

めている DONET については、平成 27

年度末に DONET2 が完成したことをも

ってその開発・整備を終え、DONET1

と合わせて防災科学技術研究所へ滞

りなく移管を完了した。 

また、研究活動を効率的に行う観点

から、海底広域研究船「かいめい」の

引き渡しを控え、老朽化が進んでいた

海洋調査船「なつしま」及び「かいよ

う」の運航を停止したことにより、「ち

きゅう」を含めた 8船体制から 7船体

制へ移行した。 

 

 

 

Ｂ 

 

DONET に関しては、平成 27 年度

末の整備完了を目指して防災科学

技術研究所と移管に向けた協議を

進め、予定どおり４月１日付けで

移管が完了した。現在は防災科学

技術研究所において引き続き運用

されている。 

研究船については、廃船等の検

討を行った結果、海洋調査船「な

つしま」及び「かいよう」の 2 船

については老朽化が著しいことか

ら、平成 27 年度中に運用を停止

し、不要財産として国庫納付の手

続きを行い、適切に処分を行って

いる。 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・防災科学技術研究所への DONET

の移管を予定どおり完了した

こと、老朽化した船舶２船の

運用停止及び処分を適切に行

ったことなどから、機構の主

な業務実績等に基づく自己評

価、審議会及び部会の意見等

を踏まえて総合的に勘案した

結果、全体として概ね中長期

目標における所期の目標を達

成していると認められる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

せて，同研究所との防

災・減災分野における人

材交流を促進するなど，

同研究所との連携をよ

り一層強化する。 

 

c. DONET の運用開始

を踏まえ，室戸岬沖海底

ネットワークシステム

を廃止する。 

 

d. 学術研究課題の審

査等の一元化について

は，引き続き検討を進

め，中期目標期間中，早

期に結論を得るものと

する。得られた結論に基

づき，機構の予算及び要

員も含め関係組織を見

直し，業務全体の効率化

を図る。 

 

e. 学術研究船の運航

業務に係る外部委託化

については，引き続き検

討を進め，中期目標期間

中，早期に結論を得るも

のとする。 

 

f. 研究活動を効率的

に行う観点から，海底広

域研究船の運用開始を

踏まえ，必要性が低くな

った研究船を廃止する。 

 

せて，同研究所との防

災・減災分野における

人材交流を促進する

等，同研究所との連携

をより一層強化する。 

 

c. DONET の運用開始

を踏まえ，室戸岬沖海

底ネットワークシステ

ムを廃止する。 

 

d. 学術研究課題の審

査等の一元化について

は，引き続き検討を進

め，中期目標期間中，

早期に結論を得るもの

とする。得られた結論

に基づき，機構の予算

及び要員も含め関係組

織を見直し，業務全体

の効率化を図る。 

 

e. 学術研究船の運航

業務に係る外部委託化

については，引き続き

検討を進め，中期目標

期間中，早期に結論を

得るものとする。 

 

f. 研究活動を効率的

に行う観点から，海底

広域研究船の運用開始

を踏まえ，必要性が低

くなった研究船を廃止

する。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(4) 契約の適正化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 契約については，原則と

して一般競争入札等の

競争性のある契約方式

によることとし，随意契

約によった場合は，公正

性，透明性を高めるため

その結果を公表する。加

えて，「独立行政法人に

おける調達等合理化計

画の取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月 25 

日総務大臣決定）に基づ

く取組を着実に実施す

ることとする。 

一者応札・応募となった

契約については，実質的

な競争性が確保される

よう，公告方法，入札参

加条件，発注規模の見直

し等を行い，その状況を

公表するものとする。 

内部監査及び第三者に

 

a. 契約については，

原則として一般競争入

札等の競争性のある契

約方式によることと

し，随意契約によった

場合は，公正性，透明

性を高めるためにその

結果を公表する。加え

て，「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）に基づく取

組を着実に実施するこ

ととする。また，他の

機関との情報交換や連

携によって購入実績や

調達方法を確認し，合

理的な調達手法の導入

や入札参加者の拡大に

向けた方策を実施す

 

a. 契約については，

前中期目標期間の取組

を継続し，原則として

一般競争入札等の競争

性のある契約方式によ

ることとする。随意契

約による場合は，第三

者の適切なチェックを

受ける体制を以て公正

性，透明性を確保し，

その結果を公表する。

加えて，「独立行政法人

における調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月 25

日総務大臣決定）に基

づく取組を着実に実施

することとする。また，

他の機関との情報交換

や連携によって購入実

績や調達方法を確認

・契約の適正化

を行い、業務の

合理化・効率化

に努めたか 

 

【a.】 

調達合理化の取組について、契約

内容・契約形態の見直し実績は 9 件

であり、削減額は計 59 百万円、平均

14.6％の引き下げとなった。共同調

達の推進について協議・訪問実績は 3

法人であり、国立大学法人高知大学、

近隣企業 1 社、国立研究開発法人水

産総合研究センター（現：国立研究

開発法人水産研究・教育機構）中央

水産研究所と共同調達の実施につい

て協議した。なお、国立大学法人高

知大学とは共同調達の拡大について

協議を行った。一括調達等の推進に

ついては、オープンカウンター方式

見積合わせによる研究消耗品の調達

では年間を通じて約 2 百万円の低減

効果があったが、一方で契約先の仕

分け等、事務負担が大きいことから、

平成 28 年度においては、単価契約に

よる一括調達を図ることとした。 

 

Ｂ 

 

平成 27 年度は、「独立行政法人

における調達等合理化の取組の推

進について」（平成 27 年 5 月 25

日総務大臣決定）に基づく取組を

着実に実施し、一者応札の改善、

適切なガバナンスの確保等に取り

組んだ結果、全ての項目について

目標値を上回ることができた。 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・平成 27 年度は、調達等合理化

計画に従い、契約内容・契約

形態の見直し、共同調達拡大

に向けての協議、一者応札・

応募の低減に向けた事務の見

直し、適切なガバナンス確保

等に取り組んでおり、機構の

主な業務実績等に基づく自己

評価、審議会及び部会の意見

等を踏まえて総合的に勘案し

た結果、全体として概ね中長

期目標における所期の目標を

達成していると認められる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

より，適切なチェックを

受けることで，契約の改

善を図る。 

る。 

 

 

 

 

b. 一者応札・応募と

なった契約について

は，実質的な競争性が

確保されるよう，公告

方法，入札参加条件及

び発注規模の見直し等

を行い，その状況を公

表するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 内部監査及び第三

者により，適切なチェ

ックを受けることで，

契約の改善を図る。 

 

 

 

 

し，合理的な調達手法

の導入や入札参加者の

拡大に向けた方策を実

施する。 

 

b. 一者応札・応募と

なった契約について

は，実質的な競争性が

確保されるよう，過去

の契約実績を分析し，

公告方法，入札参加条

件及び発注規模の見直

し等を行い，その状況

について公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 内部監査及び第三

者により，適切なチェ

ックを受けることで，

必要なものから随時契

約の改善を図るものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【b.】 

一者応札・応募の低減に向けた取

組として、入札説明書の電子交付を

開始した。計 265 件の契約案件に対

し、計 548 者に電子交付を行った。

また、入札公告の周知については、

企画提案公募・競争入札案件に対し、

業界団体を含む 41 者に周知・声掛け

を実施し、26 者より入札説明書の交

付依頼があった。仕様書等の見直し

実績は 5件であり、必須要件の緩和、

履行期限の延長、業者負担項目の見

直し等により、入札説明書配布数の

増、仕様説明会参加者の増、応札者

の増、契約額の引き下げ等の効果が

認められた。 

 

【c.】 

調達に関するガバナンスの徹底に

ついて、随意契約に関する内部統制

の確立、及び不祥事の未然防止のた

めの取組を実施した。随意契約に関

する内部統制確立については、少額

随契限度額以上、30 百万円未満の全

ての随意契約案件について、契約審

査チームによる審査を実施した。ま

た、随意契約審査チームを契約審査

委員会の下部組織として規程上で明

確に位置付け、随意契約審査チーム

運営要領を策定するなど体制の強化

を図った。契約金額 30 百万円以上の

随意契約案件については、契約審査

委員会を開催し審査を実施した。不

祥事の未然防止に向けた取組につい
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

ては、業務マニュアルの見直し、担

当職員に対する調達等合理化計画に

関する説明会等を実施した。その他、

「検査業務マニュアル」及び「競争

的資金等の研究資金に係る検収に関

する実施要領」を改正した。また、

「研究機関における公的研究費の管

理・監査のガイドライン（実施基準）」

に対応するための検収体制の見直し

について機構全体の職員を対象に説

明会を 2 回実施した。研究不正およ

び研究費不正使用防止に係る e ラー

ニングを実施し、機構全体（非常勤

職員を除く）の 97.4％が受講した。 

 

 

４．その他参考情報 

 

 

  



171 
 

様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－１ 予算 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の

確保，予算の

効率的な執

行に努め，適

切な財務内

容の実現を

図る。 

毎年度の運

営費交付金

額の算定に

ついては，運

営費交付金

債務残高の

発生状況に

も留意した

上で，厳格に

行うことと

する。 

 

１  自己収

入の増加 

外部研究資

平成26年度～平成30年度 予算 

 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入  

 運営費交付金 163,113 

 施設費補助金 4,357 

 地球観測シス

テム研究開発費

補助金 

 

493 

 事業等収入 7,547 

 受託収入 10,057 

   

        

計 

185,567 

支出  

 一般管理費 6,370 

 （公租公課を

除いた一般管理

費） 

3,950 

平成 27 年度 予算 

 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入  

 運営費交付金 38,305 

 施設費補助金 301 

 

 

 

 補助金収入 

 

 

 

3,894 

 事業等収入 1,164 

 受託収入 6,800 

   

        

計 

50,465 

支出  

 一般管理費 1,427 

 （公租公課を

除いた一般管理

費） 

998 

・予算を適

切に執行

し、財務内

容の改善

がはから

れたか 

 

平成 27 年度 決算 

 
（単位：百万円） 

区分                         研究開発 運用・ 
展開 

法人共通 合計 

収入         

 運営費交付金 14,836 22,119 1,350 38,305 

 施設費補助金 0 201 0 201 

 補助金収入 1,780 2,115 0 3,894 

 事業等収入 402 387 557 1,346 

 受託収入 2,605 6,153 0 8,759 

計 19,622 30,975 1,907 52,504 

支出 
0 0 1,291 1,291 

 一般管理費 
 

0 
 

0 
 

940 
 

940  （公租公課を除いた一般管理

費） 
  うち、人件費（管理系） 0 0 552 552 

     物件費 0 0 387 387 

  公租公課 0 0 351 351 

 事業経費 14,654 21,096 0 35,750 

  うち、人件費（事業系） 997 1,748 0 2,745 

     物件費 13,657 19,348 0 33,005 

 施設費 0 200 0 200 

 補助金事業 1,727 2,093 0 3,820 

 受託経費 2,084 4,821 139 7,044 

          

計 18,465 28,210 1,430 48,105 

     

 

Ｂ 

 

当期総利益は通常

の業務運営により生

じたものであり、法人

の業務運営に問題等

はない。 

利益剰余金は独立

行政法人会計基準に

則って会計処理を行

った結果生じたもの

であり、貯蔵品の新規

取得に伴って一時的

に利益が生じたなど、

現金を伴うものでは

ない。 

運営費交付金の未

執行額は船舶や施設

に係る改修等に係る

経費を計画的に翌事

業年度に繰り越した

ものであり、未執行理

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等

に基づく自己評価、審議

会及び部会の意見等を

踏まえて総合的に勘案

した結果、全体として概

ね中長期目標における

所期の目標を達成して

いると認められる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び

部会の意見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

金として国，

他の独立行

政法人，企業

等多様な機

関からの競

争的研究資

金をはじめ

とする資金

を導入する。

また，国，他

の独立行政

法人，企業等

からの受託

収入，特許実

施料収入，施

設・設備の供

用による対

価収入等に

より自己収

入の増加に

向けた積極

的な取組を

実施する。 

自己収入額

の取扱いに

おいては，各

事業年度に

計画的な収

支計画を作

成し，当該収

支計画によ

る運営を行

う。 

 

２  固定的

経費の節減 

管理業務の

節減を行う

  うち，人件

費（管理系） 

2,729 

物件費 1,222 

公租公課 2,420 

事業経費 164,289 

  うち，人件

費（事業系） 

11,279 

 物件費 153,010 

 施設費 4,357 

 地球観測シス

テム研究開発費

補助金経費 

 

493 

 受託経費 10,057 

  

        

計 

185,567 

 

[注１] 上記予算額は運営費交付金

の算定ルールに基づき，一定の仮定

の下に試算されたもの。各事業年度

の予算については，事業の進展によ

り必要経費が大幅に変わること等を

勘案し，各事業年度の予算編成過程

において，再計算の上決定される。

一般管理費のうち公租公課について

は，所用見込額を試算しているが，

具体的な額は各事業年度の予算編成

過程において再計算の上決定され

る。 

[注２] 各欄積算と合計欄の数字は

四捨五入の関係で一致しないことが

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

  うち，人件

費（管理系） 

526 

物件費 471 

  公租公課 429 

 事業経費 38,647 

  うち，人件

費（事業系） 

3,077 

物件費 35,570 

 施設費 301 

  

 

 

 補助金事業 

－ 

  

 

3,894 

 受託経費 5,260 

  

        

計 

49,528 

 

[注１]各欄積算と合計欄の数字は四

捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

[注２]「支出」には前年度繰越金相

当分の支出額を含む。 

 

[注１]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない
ことがある。  
[注２]「支出」には前年度繰越金相当分の支出額を含む。 

 

【主な増減理由】 

前年度から年度を跨いで実施した受託業務が完了し

たため、受託費と受託収入が増加した。施設費で行う事

業の一部を翌年度に繰り越したため、施設費補助金と施

設費が減少した。また、決算において事業の内容を改め

て精査し、一部の事業について適切なセグメントへの整

理を行ったため、一部セグメント毎で比較すると増減が

発生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

由は適正である。ま

た、運営費交付金債務

と業務運営との関係

について適切な分析

が行われている。 

いわゆる留まり金

について適切に精査

されている。なお、運

営費交付金債務と欠

損金等の相殺により

発生した留まり金は

ない。 

貸し倒れの恐れの

ある債権はなく、適切

に債権の回収が行わ

れている。 

金融資産の規模、保

有・運用状況及び運用

体制は適切である。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

とともに，効

率的な施設

運営を行う

こと等によ

り，固定的経

費を節減す

る。 

【運営費交付金の算定ルール】 

毎事業年度に交付する運営費交

付金（Ａ）については，以下の数

式により決定する。 

Ａ(y)=｛(Ｃ(y)−Ｔ(y)－ζ

(y))×α1(係数)＋

Ｔ(y)＋ζ(y)｝＋

｛ ( Ｒ (y) ＋ Ｐ

r(y))×α2(係数)｝

＋ ε (y)− Ｂ

(y)×λ(係数) 

Ｒ (y)= Ｒ (y-1)×β( 係

数)×γ(係数) 

Ｃ(y)=Ｐc(y-1)×σ(係数)＋Ｅ

(y-1)×β( 係 数 ) ＋ Ｔ (y) ＋

ζ(y) 

Ｂ(y)=Ｂ(y-1)×δ(係数) 

Ｐ (y)= Ｐ r(y)+ Ｐ c(y)= ｛ Ｐ

r(y-1)+Ｐc(y-1)｝×σ(係数) 

 

各経費及び各係数値について

は，以下のとおり。 

  

Ｂ(y)： 当該事業年度における

自己収入の見積り。Ｂ

(y-1)は直前の事業年

度におけるＢ(y)。 

Ｃ(y)： 当該事業年度における

一般管理費。Ｃ(y-1)は

直前の事業年度におけ

るＣ(y)。 

Ｅ(y)： 当該事業年度における

一般管理費中の物件

費。Ｅ(y-1)は直前の事

業年度におけるＥ(y)。 

Ｐ(y)： 当該事業年度における

人件費(退職手当を含

む)。Ｐ(y-1)は直前の

事業年度におけるＰ

(y)。 

Ｐr(y)：当該事業年度における

事業経費中の人件費。
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

Ｐr(y-1)は直前の事業

年度におけるＰr(y)。 

Ｐc(y)：当該事業年度における

一般管理費中の人件

費。Ｐc(y-1)は直前の

事業年度におけるＰ

c(y)。 

Ｒ(y)： 当該事業年度における

事業経費中の物件費。

Ｒ(y-1)は直前の事業

年度におけるＲ(y)。 

Ｔ(y)： 当該事業年度における

公租公課。 

ε(y)： 当該事業年度における

特殊経費。重点施策の

実施，事故の発生，退

職者の人数の増減等の

事由により時限的に発

生する経費であって，

運営費交付金算定ルー

ルに影響を与えうる規

模の経費。各事業年度

の予算編成過程におい

て，当該経費を具体的

に決定。ε(y-1)は直前

の事業年度における

ε(y)。 

ζ(y)： 当該事業年度において，

法人運営を行う上で各

種法令等の定めにより

義務的に行う必要があ

るものに係る経費。各

事業年度の予算編成過

程において，当該経費

を具体的に決定。 

α１ ： 一般管理効率化係数。

中期目標に記載されて

いる一般管理費に関す

る削 

減目標を踏まえ，各事業

年度の予算編成過程に

おいて，当該事業年度に
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

おける具体的な係数値

を決定。 

α2 ： 事業効率化係数。業務の

効率化等を勘案して，各

事業年度の予算編成過

程において，当該事業年

度における具体的な係

数値を決定。 

β：  消費者物価指数。各事業

年度の予算編成過程に

おいて，当該事業年度に 

おける具体的な係数値

を決定。 

γ：  業務政策係数。各事業年

度の予算編成過程にお

いて，当該事業年度にお 

ける具体的な係数値を

決定。 

δ：  自己収入政策係数。過去

の実績を勘案し，各事業

年度の予算編成過程に 

おいて，当該事業年度に

おける具体的な係数値

を決定。 

λ：  収入調整係数。過去の実

績における自己収入に

対する収益の割合を勘

案 

し，各事業年度の予算編

成過程において，当該事

業年度における具体的

な係数値を決定。 

σ：  人件費調整係数。各事業

年度予算編成過程にお

いて，給与昇給率等を勘 

案し，当該事業年度にお

ける具体的な係数値を

決定。 

 

【中期計画予算の見積りに際し使

用した具体的係数及びその設定根

拠等】 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

上記算定ルール等に基づき，以

下の仮定の下に試算している。た

だし，平成26年度については，決

定額を計上。 

・運営費交付金の見積りについ

ては，ε(特殊経費)は勘案せ

ず，α1(一般管理効率化係数)

を各事業年度2.6%(平成26年

度予算額を基準額として中期

計画期間中に10%縮減)の縮

減，α2(事業効率化係数)を各

事業年度1.3%（平成26年度予

算額を基準額として中期計画

期間中に5％縮減）の縮減と

し，λ(収入調整係数)を一律1

として試算。 

・事業経費中の物件費について

は，β(消費者物価指数)は変

動がないもの 

(±0%)とし，γ(業務政策係

数)は一律1として試算。 

・人件費の見積りについては，

σ(人件費調整係数)は変動が

ないもの(±0%)とし，退職者

の人数の増減等がないものと

して試算。 

・自己収入の見積りについては，

δ(自己収入政策係数)は据置

き(±0%)として試算。 

・受託収入の見積りについては，

過去の実績を勘案し，一律据

置きとして試算。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－２ 収支計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確保，

予算の効率的な

執行に努め，適切

な財務内容の実

現を図る。 

毎年度の運営費

交付金額の算定

については，運営

費交付金債務残

高の発生状況に

も留意した上で，

厳格に行うこと

とする。 

 

１  自己収入の

増加 

外部研究資金と

して国，他の独立

行政法人，企業等

多様な機関から

の競争的研究資

金をはじめとす

平成26年度～平成30年度収支計画 

 

（単位：百万円） 

 

区別 金額 

費用の部  

 経常費用 179,585 

  業務経費 125,463 

  一般管理費 6,370 

  受託費 10,057 

  補助金事業費 493 

  減価償却費 37,202 

 財務費用 149 

 臨時損失 0 

収益の部  

 運営費交付金収益 133,717 

 受託収入 10,057 

 補助金収益 493 

 その他の収入 7,547 

 資産見返負債戻入 27,444 

 臨時利益 0 
 
純損失 

前中期目標期間繰越積立

金取崩額 

 

△476 

476 

目的積立金取崩額 0 

総利益 0 

平成 27 年度収支計画 

 

（単位：百万円） 

区別 金額 

費用の部  

 経常費用 49,845 

  業務経費 33,721 

  一般管理費 1,427 

  受託費 5,260 

  補助金事業費 3,093 

  減価償却費 6,346 

 財務費用 83 

 臨時損失 0 

収益の部  

 運営費交付金収益 34,047 

 受託収入 6,800 

 補助金収益 3,093 

 その他の収入 1,164 

 資産見返負債戻入 4,235 

 臨時利益 0 
  
純損失 △588 

前中期目標期間繰越積立

金取崩額 

588 

目的積立金取崩額 0 

総利益 0 

 

特になし 平成 27 年度収支実績 
（単位：百万円） 

区別 金額 

費用の部   

 経常費用 53,424 
  業務費用 36,709 
  一般管理費 961 
  受託費 6,202 
  補助金事業費 3,068 
  減価償却費 6,484 
 財務費用 88 

 臨時損失 238 
収益の部   

 運営費公費金収益 32,487 
 受託収入 8,347 
 補助金収入 3,064 
 その他の収入 2,457 
 資産見返負債戻入 5,420 
 臨時利益 233 
純損失 △1,743 
前中長期目標期間繰越積立金取崩額 2,991 
目的積立金取崩額 0 
総利益 1,248 

[注]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致し
ないことがある。 
 

【主な増減理由】 

「ちきゅう」の定期検査に伴って貯蔵品の費消

及び委託経費が増加したため、業務経費が増加し

（「１ 予

算」に記載） 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・機構の主な業務実績等に基

づく自己評価、審議会及び

部会の意見等を踏まえて総

合的に勘案した結果、全体

として概ね中長期目標にお

ける所期の目標を達成して

いると認められる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会

の意見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

る資金を導入す

る。また，国，他

の独立行政法人，

企業等からの受

託収入，特許実施

料収入，施設・設

備の供用による

対価収入等によ

り自己収入の増

加に向けた積極

的な取組を実施

する。 

自己収入額の取

扱いにおいては，

各事業年度に計

画的な収支計画

を作成し，当該収

支計画による運

営を行う。 

 

２  固定的経費

の節減 

管理業務の節減

を行うとともに，

効率的な施設運

営を行うこと等

により，固定的経

費を節減する。 

 

[注１] 退職手当については，役員退職

手当支給基準及び職員退職手当支給基

準に基づいて支給することとなるが，

その全額について，運営費交付金を財

源とするものと想定している。 

 

[注２] 各欄積算と合計欄の数字は四

捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入

の関係で一致しないことがある。 

 

 

た。平成 26 年度から年度を跨いで実施した受託事

業に係る受託収入が計上されたため、受託収入が

増加した。平成 25 年度以前に取得した貯蔵品が多

く費消されたため、前中長期目標期間繰越積立金

取崩額が増加した。新たに貯蔵品を取得したこと

による収益と費用の計上年度のずれなどにより、

総利益が発生した。 
 

【業務実績】 

・ 平 成 27 年 度 に お け る 当 期 総 利 益 は

1,247,784,875 円である。これは、独立行政法人

会計基準に則って会計処理をした結果、新規に

貯蔵品を取得したことによる収益と費用の計上

年度のずれなどにより、一時的に利益が計上さ

れるものであり、通常の業務運営により発生し

たものである。 

・利益剰余金は 3,940,908,451 円である。これは

全て現金を伴うものではなく、独立行政法人会

計基準に則って会計処理を行った結果、発生し

たものである。 

・繰越欠損金は計上されていない。 

・運営費交付金の未執行率は 18.1％である。主な

要因は、地球深部探査船「ちきゅう」の定期検

査工事により確認された追加修繕等を計画的に

翌事業年度へ繰り越したこと、船舶及び施設の

老朽化対策に係る検討を行った結果、一部の事

業を計画的に翌事業年度へ繰り越したことなど

である。 

・繰り越した事業は翌事業年度に実施する計画と

なっており、業務運営上の影響は特にない。 

・敷金の返還に伴って約 3 百万円の現金を保有し

ていたが、不要財産に係る手続きを行い、平成

27 年 4 月 10 日に国庫納付した。なお、運営費交

付金債務と欠損金等との相殺によって発生する

留まり金はない。 

・貸し倒れの恐れのある債権はない。 
 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－３ 資金計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確

保，予算の効率

的な執行に努

め，適切な財務

内容の実現を図

る。 

毎年度の運営費

交付金額の算定

については，運

営費交付金債務

残高の発生状況

にも留意した上

で，厳格に行う

こととする。 

 

１  自己収入の

増加 

外部研究資金と

して国，他の独

立行政法人，企

業等多様な機関

からの競争的研

平成26年度～平成30年度資金

計画 

（単位：百万円） 

区別 金額 

資金支出  

 業務活動によ

る支出 

137,443 

 投資活動によ

る支出 

33,752 

 財務活動によ

る支出 

14,372 

 次期中期目標

の期間への繰越

金 

0 

資金収入  

 業務活動によ

る収入 

 

  運営費交付

金による収入 

163,113 

  補助金収入 493 

  受託収入 10,057 

平成27年度資金計画 

 

（単位：百万円） 

区別 金額 

資金支出  

 業務活動によ

る支出 

47,652 

 投資活動によ

る支出 

5,360 

 財務活動によ

る支出 

1,778 

 次期中期目標

の期間への繰越

金 

0 

資金収入  

 業務活動によ

る収入 

 

  運営費交付

金による収入 

38,305 

  補助金収入 3,894 

  受託収入 6,800 

特になし 平成 27 年度資金計画 

 

（単位：百万円） 

         区別                          金額 

資金支出   

 業務活動による支出 45,794 

 投資活動による支出 53,749 

 財務活動による支出 1,550 

 翌年度への繰越金 6,106 

資金収入  

 業務活動による収入  

  運営費交付金による収入 38,305 

  補助金収入 3,390 

  受託収入 8,768 

  その他の収入 1,671 

 投資活動による収入  

  施設整備費による収入 201 

  その他の収入 49,828 

 財務活動による収入 0 

 前年度よりの繰越金 5,035 

[注]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致

しないことがある。 

 

（「１ 予算」に

記載） 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・機構の主な業務実績等に基

づく自己評価、審議会及び

部会の意見等を踏まえて総

合的に勘案した結果、全体

として概ね中長期目標にお

ける所期の目標を達成して

いると認められる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会

の意見） 

 特になし。 

 

 



180 
 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

究資金をはじめ

とする資金を導

入する。また，

国，他の独立行

政法人，企業等

からの受託収

入，特許実施料

収入，施設・設

備の供用による

対価収入等によ

り自己収入の増

加に向けた積極

的な取組を実施

する。 

自己収入額の取

扱いにおいて

は，各事業年度

に計画的な収支

計画を作成し，

当該収支計画に

よる運営を行

う。 

 

２  固定的経費

の節減 

管理業務の節減

を行うととも

に，効率的な施

設運営を行うこ

と等により，固

定的経費を節減

する。 

  その他の収

入 

7,547 

 投資活動によ

る収入 

 

  施設整備費

による収入 

4,357 

 財務活動によ

る収入 

0 

 前期中期目標

の期間よりの繰

越金 

0 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は

四捨五入の関係で一致しないこ

とがある。 

  その他の収

入 

1,164 

 投資活動によ

る収入 

 

  施設整備費

による収入 

301 

 財務活動によ

る収入 

0 

 前年度よりの

繰越金 

 

4,325 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は四

捨五入の関係で一致しないことが

ある。 

 

【主な増減理由】 

平成 26 年度から年度を跨いで実施した受託事業

に係る受託収入を受領したため、業務活動による収

入が増加した。定期預金による資金運用を実施した

ため、投資活動による支出及び収入が増加した。 

 

【評価指標に対する実績】 

金融資産の保有状況については以下のとおり。 

①金融資産の名称と内容、規模 

・現金及び預金 10,205,829,668 円 

（年度末時点） 

②保有の必要性（事業目的を遂行する手段としての

有用性・有効性） 

・年度末時点で保有する現金及び預金は計画的に

翌事業年度に繰り越した運営費交付金及び未

払金や預り金などの債務返済の原資である。期

中も資金繰り計画に基づいて運営費交付金の

交付を受けており、常に業務の進捗に応じた適

切な規模の資金を保有している。 

③状況 

・金庫で保管する必要最小限の現金を除き、全て

銀行預金へ預け入れを行っている。 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確保，予算の効率的な

執行に努め，適切な財務内容の実

現を図る。 

毎年度の運営費交付金額の算定に

ついては，運営費交付金債務残高

の発生状況にも留意した上で，厳

格に行うこととする。 

 

１  自己収入の増加 

外部研究資金として国，他の独立

行政法人，企業等多様な機関から

の競争的研究資金をはじめとする

資金を導入する。また，国，他の

独立行政法人，企業等からの受託

収入，特許実施料収入，施設・設

備の供用による対価収入等により

自己収入の増加に向けた積極的な

取組を実施する。 

自己収入額の取扱いにおいては，

各事業年度に計画的な収支計画を

作成し，当該収支計画による運営

を行う。 

短期借入金の限度額は 122 億円とする。

短期借入金が想定される事態としては， 

運営費交付金の受入れの遅延，受託業務に

係る経費の暫時立替え等がある。 

 

短期借入金の限度額は 122 億

円とする。短期借入金が想定さ

れる事態としては，運営費交付

金の受入れの遅延，受託業務に

係る経費の暫時立替え等があ

る。 

・短期借入金が

必要な事由は適

切か 

 

（該当なし） （該当なし） 

 

 

 

 

評定 － 

（該当なし） 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

２  固定的経費の節減 

管理業務の節減を行うとともに，

効率的な施設運営を行うこと等に

より，固定的経費を節減する。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項）１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 重要な財産の処分または担保の計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確保，予

算の効率的な執行に

努め，適切な財務内

容の実現を図る。 

毎年度の運営費交付

金額の算定について

は，運営費交付金債

務残高の発生状況に

も留意した上で，厳

格に行うこととす

る。 

 

１  自己収入の増加 

外部研究資金として

国，他の独立行政法

人，企業等多様な機

関からの競争的研究

資金をはじめとする

資金を導入する。ま

た，国，他の独立行

政法人，企業等から

の受託収入，特許実

施料収入，施設・設

なし なし ・重要な財産の

処分または担保

の計画どおり処

理されているか 

 

海洋調査船「なつしま」及び海洋

調査船「かいよう」を不要財産とし

て処分した。 

当機構所有の海洋調査船「なつし

ま」については、有人潜水調査船や

無人探査機の母船として、深海・海

溝域の総合的な調査観測研究を行う

ため昭和 56 年 10 月より運航してき

た。また、海洋調査船「かいよう」

については、主に海底下深部構造探

査を行うための船舶として昭和 60

年 5 月より運航してきた。 

両船舶とも、竣工 30 年を経過し、

特に老朽化が進行していた中、両船

舶の業務を引き継ぐ、新たな海底広

域研究船「かいめい」の完成に伴い、

「かいよう」の運用を平成 27 年 12

月、「なつしま」の運用を平成 28 年

1 月に停止することが平成 27 年 4 月

21 日理事会にて了承された。 

続いて、機構内における検討の結

果、他に利活用する予定がないこと

等の理由により、独立行政法人通則

Ａ 

【Ａ評定の理由】 

海底広域研究船「かいめい」の引き渡し

が 27 年度末に迫る中、予算状況、船検の

タイミング、船舶の老朽化度合等を総合的

に勘案した結果、海洋調査船「なつしま」

及び「かいよう」について処分の必要が生

じた。船舶という億単位の資産について、

例えば下記のような２船同時処分、研究航

海を妨げない処分計画の策定、応札者の不

在等を解決することで財産の処分を無事

成功させたことは、本項目の評定をＡにす

るに十分たる根拠と考える。 

 

○船舶の２船同時処分 

・重要な財産の処分について、とりわけ困

難な手続きを要する船舶を２船同時に

実施。資産の性質、譲渡収入の国庫納付、

処分スケジュール等全てが前例のない

取組であったところを適切に実施。  
 

○研究航海を妨げない処分計画の策定 

・２船ともに譲渡の直前まで運航する計画

であったため、文部科学省等との調整を

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・重要財産である船舶を２船同

時に、研究航海を妨げること

なく適切に処分できたことは

評価に値する。 

・しかしながら、老朽化した２

船を年度内に処分することは

年度当初から決まっていたこ

とであり、これらの事情を総

合的に勘案すると、全体とし

て概ね中長期目標における所

期の目標を達成しているとい

え、自己評価ではＡとされて

いたが、Ｂと評定する。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・２船の処分に苦労があったこ

とはうかがい知ることがで

き、「研究開発成果の最大化」
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

備の供用による対価

収入等により自己収

入の増加に向けた積

極的な取組を実施す

る。 

自己収入額の取扱い

においては，各事業

年度に計画的な収支

計画を作成し，当該

収支計画による運営

を行う。 

 

２  固定的経費の節

減 

管理業務の節減を行

うとともに，効率的

な施設運営を行うこ

と等により，固定的

経費を節減する。 

法第46条の2第 2項の規定に基づい

て文部科学大臣宛てに申請を行い、

「かいよう」は平成 28 年 2 月 18 日、

「なつしま」平成 28 年 2 月 24 日付

で、重要な財産として売却処分を行

った。 

この売却処分にあたっては、とり

わけ困難な手続きを要する船舶を２

船同時に実施しており、資産の性質、

譲渡収入の国庫納付、処分スケジュ

ール等全てが前例のない取組であっ

たところを適切に実施した。 

２船ともに譲渡の直前まで運航す

る計画であったため、文部科学省等

との調整を実施のうえ、当初の運航

計画を変更することなく実施できる

処分計画を策定した。 

「かいよう」は双胴船という特殊

な船型及び老朽化による高額な将来

のメンテナンス費用等の理由のため

に応札者が現れなかった。そこで条

件を緩和しながら全４回の入札を実

施し、最終的に解撤する船舶として

落札された。これは処分期限が迫る

中で入念に処分計画を策定し、迅速

かつ適切に手続きを進めてきた結果

である。 

 

実施のうえ、当初の運航計画を変更する

ことなく実施できる処分計画を策定し

た。  
 

○応札者不在の入札への対応 

・「かいよう」は双胴船という特殊な船型

及び老朽化による高額な将来のメンテ

ナンス費用等の理由のために応札者が

現れなかった。そこで条件を緩和しなが

ら全４回の入札を実施し、最終的に解撤

する船舶として落札された。これは処分

期限が迫る中で入念に処分計画を策定

し、迅速かつ適切に手続きを進めてきた

結果である。  

 

上述した３つ以外にも種々の障壁を乗

り越え、僅かでも高額となる処分を実現

し、結果として約 2.16 億円もの譲渡収入

を得た。従って、本項目における取組は全

体として高く評価でき、評定をＡとする。 

 

 

に向けた成果があったといえ

るが、当初の目標に対して顕

著な特筆すべき事業が実施さ

れたとまでは言いがたくＢ評

価が妥当である。 

 

 

 

４．その他参考情報 

 

  



185 
 

様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 剰余金の使途 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確保，予

算の効率的な執行に

努め，適切な財務内

容の実現を図る。 

毎年度の運営費交付

金額の算定について

は，運営費交付金債

務残高の発生状況に

も留意した上で，厳

格に行うこととす

る。 

 

１  自己収入の増加 

外部研究資金として

国，他の独立行政法

人，企業等多様な機

関からの競争的研究

資金をはじめとする

資金を導入する。ま

た，国，他の独立行

政法人，企業等から

の受託収入，特許実

決算において剰余金が

生じたときは，重点研

究開発その他の研究開

発，設備の整備，広報・

情報提供の充実の使途

に充てる。 

決算において剰余金

が生じたときは，重点

研究開発その他の研究

開発，設備の整備，広

報・情報提供の充実の

使途に充てる。 

・決算において生

じた剰余金は、計

画どおり使用さ

れているか 

 

利益剰余金：3,940,908,451 円 

（内訳） 

前中長期目標期間繰越積立金 

・・・2,225,580,725 円 

積立金・・・・・・・・・・467,542,851 円 

当期未処分利益・・・・・1,247,784,875 円 

 

・前中長期目標期間繰越積立金 2,226 百万円

は第 2 期中期目標期間が終了した平成 25

年度決算において文部科学大臣の承認を

得て計上した積立金であり、承認申請の内

容通りに取り崩しを行うものである。 

・積立金 468 百万円は、平成 26 年度の未処

分利益が、文部科学大臣の承認を経て積立

金に整理されたものである。 

・当期未処分利益 1,248 百万円は、平成 27

年度に発生した利益であり、その発生要因

は独立行政法人会計基準に則って会計処

理を行った結果、新規に貯蔵品を取得した

ことによる収益と費用の計上年度のずれ

などにより、一時的に利益が発生したもの

である。 

（該当なし） 

 

 

評定 － 

（該当なし） 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

施料収入，施設・設

備の供用による対価

収入等により自己収

入の増加に向けた積

極的な取組を実施す

る。 

自己収入額の取扱い

においては，各事業

年度に計画的な収支

計画を作成し，当該

収支計画による運営

を行う。 

 

２  固定的経費の節

減 

管理業務の節減を行

うとともに，効率的

な施設運営を行うこ

と等により，固定的

経費を節減する。 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－１ 施設・設備等に関する計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究の推進

に必要な施

設・設備等の

更新・整備を

重点的・計画

的に実施す

る。 

平成26年度から平成30年度に取得・整備する施設・

設備等は次のとおりである。 

 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

研究船及び深海調査シス

テムの整備・改良 

3,844 船舶建造費

補助金 

研究所用地取得・施設整

備 

513 施設整備費

補助金 

[注] 金額については見込みである。 

 

なお，上記のほか，中期目標を達成するために必要

な施設・設備等の整備，改修等が追加されることがあ

り得る。 

 

平成26年度に取得・整備する施設・設備等は次の

とおりである。 

 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

海底広域研究船の

建造 

301 船舶建造費補

助金 

 [注] 金額については見込みである。 

 

・中期目標達

成のため必

要な施設・設

備 等 の 整

備・改修等は

適切に行わ

れたか 

当初予定通り平

成 27 年度中に海底

広域研究船「かいめ

い」の引き渡しを受

けた。 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

「船舶建

造費補助金」

を適切に執

行した。 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・機構の主な業務実績等

に基づく自己評価、審

議会及び部会の意見

等を踏まえて総合的

に勘案した結果、全体

として概ね中長期目

標における所期の目

標を達成していると

認められる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及

び部会の意見） 

 特になし。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0279 

 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 業務運営を効率的，

効果的に進めるた

め，優秀な人材の確

保，適切な配置，適

切な評価・処遇，職

員の能力向上に努め

るとともに，魅力の

ある職場環境の整備

や育児支援に関する

取組を行う。 

 

(１) 業務運営を効率

的，効果的に実施する

ため，優秀な人材の確

保，適切な職員の配置，

職員の資質の向上を行

う。 

 

 

 

 

(２) 職員のモチベー

ションを高めるため，

人事評価制度等を活用

し，適切な評価と，結

果の処遇への反映を行

う。 

 

(３) 職員の資質向上

を目的とし，職員に要

求される能力や専門性

 

（１）業務運営を効率

的，効果的に実施する

ため，優秀な人材の確

保，適切な職員の配

置，職員の資質の向上

を行う。 

 

 

 

 

（２）職員のモチベー

ションを高めるため，

人事評価制度等を活

用し，適切な評価と，

結果の処遇への反映

を行う。 

 

（３）職員の資質向上

を目的とし，職員に要

求される能力や専門

・人事に関す

る計画は進捗

しているか 

 

 

（１）任期制職員の定年制職員への

移行制度を着実に運用し、優秀な人

材の確保に努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事評価制度を着実に運用し、

評価結果の処遇への反映を実施し

ている。 

 

 

 

 

（３）職員育成については、「職員

育成基本計画」に基づき、新規採用

者向けの研修、段階的に育成し、求

Ｂ 

（１）優秀な人材の長期的な確保や中長期

的もしくは挑戦的な研究課題などへの対

応に資するため、平成 26 年度より導入し

た任期制職員の定年制職員への移行制度

を着実に運用し、定年制職員への移行を進

めている。一方で、研究系職種の給与体系

については定年制職員への移行後も引き

続き年俸制とし、一定の流動性の確保につ

いても配慮しているところ。 

 

（２）評価結果については、処遇への反映、

昇格の基準の一つとする他、（１）記載の

移行制度の選考過程にも活用し、研究意欲

の向上にも結び付くよう配慮している。 

 

 

 

（３）階層別研修においては、特に対人ス

キルやコミュニケーション力が弱いとい

う昨年度の講師からの指摘を受け、これを

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・機構の主な業務実績等に基づ

く自己評価、審議会及び部会

の意見等を踏まえて総合的に

勘案した結果、全体として概

ね中長期目標における所期の

目標を達成していると認めら

れる。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 
 
＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

の習得及び職員個々の

意識改革を進めるた

め，人材育成の研修・

計画・支援・管理を体

系的かつ戦略的に定

め，計画的に実施する。

また，研究者等を国内

外の研究機関，大学等

に一定期間派遣し，在

外研究等を行わせる。 

 

 

(４) 男女共同参画の

意味する仕事と家庭の

両立や，多様化した働

き方に対応するための

職場環境の整備や育児

支援等を行う。 

 

 

性の習得及び職員

個々の意識改革を進

めるため，人材育成の

研修・計画・支援・管

理を体系的かつ戦略

的に定め，計画的に実

施する。また，研究者

等を国内外の研究機

関，大学等に一定期間

派遣し，在外研究等を

行わせる。 

 

（４）男女共同参画を

推進し，仕事と家庭の

両立に向けた育児・介

護支援を行う。また，

多様化した働き方に

対応するための職場

環境の整備を行う。 

 

 

 

められる役割の自覚やそのために

強化すべきスキルの習得を目的と

した階層別研修など、各種研修を着

実に実施するとともに、各部署の業

務に係るスキル等に関する研修へ

の支援を継続的に実施している。さ

らに、研究倫理教育については e-

ラーニングを活用し全職員に対し

て研修を実施した。また、在外研究

員等制度等を活用し、職員を継続的

に海外機関等へ派遣している。 

 

（４）女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律（平成 27 年法

律第 64 号）に基づき、一般事業主

行動計画を策定、公開した。また、

ワークライフバランスの実現、職員

の仕事と育児や介護等との両立の

推進等を目的とし、フレックスタイ

ム制の導入に係る諸規程の改正及

び時差勤務制の適用対象者の拡大

並びに育児参加及び子の看護のた

めの特別有給休暇の取得単位の柔

軟化を実施した。 

 

フォローする施策（他者サポートをする傾

向を明らかにし、今後の能力開発に活か

す）を実施し、改善を図っている。また、

在外研究員等制度等を活用し、5名の研究

系職種、技術系職種の者を派遣するととも

に、事務系職種についても 2名派遣してい

る。 

 

 

 

 

 

（４）一般事業主行動計画の策定において

は、課題分析の結果見えてきた「管理職お

よび課長代理級の女性が少なく、育児とマ

ネジメント業務を両立するロールモデル

が少ないため、女性職員が将来的なキャリ

アイメージを持ちにくい環境になってい

る」という課題に対応するため、課長代理

級に占める女性割合の向上や新任の管理

職に対するワークライフバランス研修の

実施を目標として掲げたところ。今後、平

成 28 年度より制度の拡充・見直しなどを

実施する予定である。また、ワークライフ

バランスに対する意識の高まり、働き方に

対するニーズの多様化等を踏まえ、育児又

は介護を行う職員に対してフレックスタ

イム制の適用をすべく、就業規程等の改正

を実施した。加えて、次世代育成支援対策

推進法（平成 15 年法律第 120 号）に基づ

く機構の第 3 期一般事業主行動計画にお

いて目標としている、「仕事と育児の両立

の実現に向けた制度の整備」の一環とし

て、時差勤務制の適用対象者の拡大並びに

育児参加及び子の看護のための特別有給

休暇の取得単位の柔軟化を実施した。女性

管理職の登用状況については、平成 27 年

度末現在も当初と変わらず 2.6％であり、
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

引き続き環境整備等を通じ目標達成に向

けて努力していきたい。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－３ 中期目標期間を超える債務負担 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ― 中期目標期間を超える債務

負担については，海洋科学

技術等の研究開発に係る業

務の期間が中期目標期間を

超える場合で，当該債務負

担行為の必要性及び資金計

画への影響を勘案し，合理

的と判断されるものについ

て行う。 

― ・中期目標期間

を超える債務

負担がある場

合、その理由は

適切か 

 

（該当なし） 

 

（該当なし） 

 

 

評定 － 

＜評定に至った理由＞ 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－４ 積立金の使途 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ― 前中期目標期間中の繰越積

立金は，前中期目標期間中

に自己収入財源等で取得

し，当期へ繰り越した固定

資産の減価償却等に要する

費用に充当する。 

― ・積立金は適切

に取り扱われ

ているか 

 

目的積立金はない。 

前中長期目標期間から繰り越し

た積立金は、主に前中長期目標期間

中に取得した貯蔵品による一時的

な利益が発生したものであるため、

貯蔵品の費消に応じて取り崩しを

行っている。 

 

（該当なし） 

＜課題と対応＞ 

 

 

評定 － 

＜評定に至った理由＞ 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 

 

４．その他参考情報 
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